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は じ め に

家畜保健衛生所が実施する事業、検査、調査等の業績は、各都道府県並びに

ブロックで毎年度に開催される家畜保健衛生業績発表会で発表、討議されてい

る。この全国家畜保健衛生業績抄録は、各都道府県の平成十五年度の発表会の

抄録を編集したものであり、発表された全ての演題が収載されている。抄録の

配列は家畜別に、また、病因並びに病類別に行い、多岐にまたがるものはその

主要部分の属する項に集録されている。

本抄録が家畜保健衛生所の日常活動のより一層の活性化と、地方における家

畜衛生の向上に役立つことを期待する。
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北海道 平成15年10月29日 札幌市 16 229 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

青森県 平成16年1月21日 県民福祉プラザ 15 101 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

岩手県 平成16年1月22日 盛岡市エスポアール 22 62 ◎ ○ ○ ◎

宮城県 平成16年1月23日 仙台市「勾当台会館」 14 66 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

秋田県 平成16年1月27日 秋田市「イヤタカ」 7 100 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

山形県 平成16年1月19日 山形県建設会館 8 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

福島県 平成16年1月22日 福島市・杉妻会館 15 46 ◎ ◎ ◎ ○

茨城県 平成16年1月15日 畜産センター 12 80 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

栃木県 平成15年12月19日 栃木県総合文化センター 12 95 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎

群馬県 平成15年12月18日 群馬県畜産試験場 19 94 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

埼玉県 平成15年12月19日 埼玉県中央家畜保健衛生所 14 70 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

千葉県 平成15年12月19日 千葉県文化会館 15 114 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

東京都 平成15年12月19日 家畜保健衛生所研修室 16 46 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

神奈川県 平成16年1月9日 伊勢原市民文化会館 14 107 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

山梨県 平成15年12月17日 山梨県北巨摩合同庁舎 15 50 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

長野県 平成16年1月16日 長野市 14 117 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

静岡県 平成15年12月18日、19日 静岡県総合研修所もくせい会館 18 90 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

新潟県 平成16年1月13日 新潟県庁 19 56 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎

富山県 平成16年1月23日 富山県農業共済会館 8 70 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎

石川県 平成15年12月19日 石川県文教会館 13 30 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

福井県 平成16年2月2日 福井県職員会館 11 70 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

岐阜県 平成15年12月5日 岐阜県農協会館 13 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

愛知県 平成16年1月21日 愛知県産業貿易館 15 75 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎

三重県 平成15年12月18日 アスト津アストホール 12 63 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

滋賀県 平成15年1月22日 滋賀県男女共同参画センター 7 26 ◎ ◎ ◎

京都府 平成16年1月16日 京都府福利厚生センター 10 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

大阪府 平成16年1月14日 南部家畜保健衛生所 10 30 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎

兵庫県 平成16年1月23日 兵庫県神戸市 15 103 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

奈良県 平成16年1月16日 農業振興会館 8 38 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

和歌山県 平成15年12月19日 和歌山県民文化会館 10 41 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

鳥取県 平成16年1月23日 鳥取県庁 17 100 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

島根県 平成16年2月24日 ウェルシティ島根 8 66 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

岡山県 平成16年1月21日 テクノポート岡山 17 107 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

広島県 平成16年1月16日 広島県庁 13 87 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

山口県 平成16年2月23日 山口県中部家畜保健衛生所 15 60 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎

徳島県 平成16年1月21日 徳島県職員会館 11 42 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎

香川県 平成16年1月27日 香川県獣医畜産会館 12 22 ◎ ○ ◎ ○ ◎

愛媛県 平成16年1月16日 愛媛県庁 16 62 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

高知県 平成16年1月26日 こうち女性総合センター 15 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

福岡県 平成15年11月21日 福岡県吉塚合同庁舎 16 85 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

佐賀県 平成15年11月20日 佐賀県中央家畜保健衛生所 13 40 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

長崎県 平成15年11月26日 長崎県町村会館 19 107 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

熊本県 平成15年11月27日 熊本県農業研究センター 12 120 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

大分県 平成15年11月26日 大分県庁 13 80 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

宮崎県 平成15年12月18日 宮崎市・JA･AZMホール 17 83 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

鹿児島県 平成15年11月20日 鹿児島市　県歴史資料ｾﾝﾀｰ 14 83 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

沖縄県 平成15年11月21日 沖縄県庁 14 160 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎
計 639 3,618
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平成１５年度家畜保健衛生業績発表会一覧
参集範囲　　○：呼びかけ　　◎：実際の参加

都道府県名 開催期日 開催場所
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Ⅰ鶏の衛生
Ⅰ－１ウイルス性疾病

1 ブロイラー初生雛へのニューカッスル病生ワ
：宮城県大河原家保クチン点眼接種効果の検討

松田里子、沼辺孝
ニューカッスル病（ND）生ワクチン飲水接種
（14・28日齢）鶏にND発生。要因として飲水接
種によるHI抗体が上昇しない鶏群の存在が挙げ
られ、移行抗体の高い鶏群への飲水接種に問題
ありと考察。今回初生雛におけるND生ワクチン
の点眼接種を検討。コマーシャル農場の1鶏群を
A区（1日齢点眼-14・28日齢飲水接種 、B区（1）
日齢点眼-14・28日齢スプレー接種 、C区（対象）
：1日齢無処置-14・28日齢飲水接種）に区分しH
I抗体を初生から出荷時まで計8回測定。31日齢
までは抗体価（GM値）に有意差なし。43日齢の
抗体価はA区16.8、B区20.0とC区4.6に比較し有
意に上昇。52日齢ではA区3.7、C区3.2に低下し
たが B区は11.5で推移 43日齢でのHI陽性率 H、 。 （
I抗体価10倍以上羽数／総羽数）はA区60％、B区
60％、C区25％と点眼接種で高率。点眼接種後8
日で軽度な呼吸器症状が認められたものの各区
での育成率・出荷体重に差はなく、入雛時の点
眼接種は有効。

2 ハトに発生したニュ－カッスル病と周辺鶏飼
：長野県長野家保 小林良養者に及ぼした影響

人
2001年6月の北佐久郡望月町におけるニュ－カ
ッスル病(ND)の発生に伴い、当所では管内養鶏
農家14戸に対し巡回指導を実施するとともに、
愛玩鳥の飼育者にもNDワクチンの適正使用を、
広報等により啓発。2003年2月、鳥類を29種193
羽飼養する管内動物園において鑑賞用ハト(ジャ
コビン種)27羽のうち22羽が相次いで死亡し、病
性鑑定の結果、検査に供した4羽中1羽にNDHI抗
体16倍を確認したほか、病理組織検査及びPCR法
による検査成績からNDと診断。ただちに発生ハ
ト舎等の消毒、飼育している他の鳥類への緊急
ワクチン接種、周辺養鶏農家4戸と鶏を飼育する

、 。小学校9校に対してNDに関する啓発 指導を実施
その後の発生はない。今回、前回の望月町にお
ける発生時に地域指導体制が確立されたことか
ら、短時間で初動防疫体制が構築され、学校飼
育鶏に対してもきめ細かな対応を行うことがで
きた。

ブロイラー鶏から分離されたニューカッスル3
：和歌山県紀北家保 黒病ウイルスの性状検査

田順史 松井望
年 月、県内のブロイラー団地で病性鑑2003 2

定を行い大腸菌症と診断された病鑑鶏からニュ
ーカッスル病（ ）ウイルスを分離。 日齢ND 10
発育鶏卵接種、 解析およびシーケンPCR-RFLP
スの結果からワクチン株（ 株）と当初考えらB1
れた。再調査のため、当農場の 鶏舎において3

1 10 20 ND入雛から 週間間隔で ～ 羽採血して、
の 価を測定。また、分離 ウイルスを鶏にHI ND
経口投与し、症状観察と 価を測定。また、HI

HI遺伝子解析も実施 抗体検査の結果 全体的に。 、

価が高く、出荷前には 値 ～ 倍。鶏GM 200 600
接種実験では症状示さず、 価が著しく上昇。HI

B1 F HN遺伝子解析では、 株近縁株で、 および
B1 MET95蛋白領域で一部のアミノ酸が、 株、

株と相違。以上から、分離ウイルスは 株とB1
B1同様弱毒株であるが、抗体価が高くなる点で

株と何か違うと考えられ、出荷前に 価が高HI
いのはこのウイルス株が原因と考えられた。今
後は、分離ウイルスの浸潤状況調査のため周辺
養鶏場の検査を実施したい。

4 一肉用鶏飼養農場のニューカッスル病ワクチ
：佐賀県北部家保 井村福志ン投与方法の検討

郎、犬童忠広
良好なワクチン効果を得るためワクチンの効
果的投与方法を検討。現況把握のため、ワクチ
ン投与方法、ワクチン株及びND-HI抗体価の測定
を調査した結果 感染防御目安であるGM価5.0(防、
御ライン)を下回る期間が約2週間と長く、2回目
のワクチン投与を早める必要性が示唆。現況把
握調査結果を受け投与試験を実施し、ワクチン
株をNDB1株ワクチン投与鶏群(A群)とNDMET95株
ワクチン投与鶏群(B群)と区分し、初生時から7
日間隔で採血し、ND-HI抗体価及び同時に移行抗
体調査のため同一ロットのワクチン未投与鶏群
のND-HI抗体価を測定。投与試験結果を受け、移
行抗体の消失状況から7･21日齢でのワクチン投
与を試み、従来の投与方法に比べA･B群共に感染

。防御に必要とされる抗体価を下回る期間が短縮
特にB群は、約1週間程度短縮。良好なワクチン
効果を得るためには、各農家における初生雛のN
D移行抗体価を定期的に調査し、的確にワクチン
接種を行うことが必要。

および によるニューカッスル病5 HI ELISA
：千葉県中央家保( )ワクチン抗体価の比較ND

石川直子、松本敦子
ブロイラー及び採卵鶏幼雛で、 ワクチンND
接種後も 価が上昇しない鶏群が散見。これHI
らの鶏群の免疫レベルの確認に を導入しELISA
価と比較。また、 試験の誤差を減らすたHI HI
め使用血球を検討。 と の比較には、HI ELISA
一ブロイラー農場の 群 例と採卵鶏 群11 367 1
例（共に 生ワクチン 回接種）を使用。60 ND 2
使用血球の検討にはボリスブラウン 例、白色8
レグホン 例を使用。赤血球凝集反応の感受性2

HI ELISAは鶏種、個体により異なっていた。 と
の比較では、 価でワクチン接種後も抗体価のHI
上昇がない群でも、 では上昇。ブロイラELISA
ー等低い免疫レベルの把握には、数種の検査が
必要。

野鳥及び養鶏農場でのニューカッスル病ウイ6
：大分県大分家保 人見徹、ルスの疫学的検討

甲斐貴憲
、 （ ）県内の野鳥 養鶏場のニューカッスル病 ND

野外ウイルスのスクリーニングを行い養鶏場の
ワクチン接種状況と抗体保有状況を調査検討。
材料はウエストナイルウイルスサーベイランス

11 H13 15 6事業で収集された野鳥 検体、 ～ 年
月までに病性鑑定された野鳥および鶏 検体及40
び 検体のクロアカスワブ及び新鮮便ウイル200
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スを分離材料とし、発育鶏卵尿膜腔内接種( )AC
CEF H13および鶏胎仔線維芽細胞( )を用いた。

年の 羽のハトから 性を示すウイルスを分2 HA
NDV HI RT-PCR離、抗 血清による 試験および

から と同定。シーケンスの結果近年ハトNDV
から分離されているグループに近縁で、 蛋白F
開裂部位に塩基性アミノ酸の集積を確認。他の
組織材料からの の分離及び は全NDV RT-PCR
て陰性。 抗体検査は ～ 年の 羽ND H13 15 4386
の 試験の結果を飼養形態、日齢毎にまとめHI
検討。生ワクチン接種農場では 日齢以上で100
の 値は 倍で感染防御に有効な 倍以GM 63.9 16
上抗体保有率は ％。農場毎に細かい指導の必73
要性が示された。

7 野鳥の糞便を利用した鳥インフルエンザ発生
香川県西部家保 山本英次、竹内康裕予察：

近年、鳥インフルエンザは世界各国で発生し、
国内でも79年ぶりに発生。香川県では発生予察
対策として、高病原性鳥インフルエンザ防疫マ

。ニュアルに基づく養鶏場のモニタリングを実施
さらに、感染源の1つと考えられる野鳥の鳥イン
フルエンザウイルス（以下ＡＩＶ）保有状況調
査を、平成12年から実施。調査方法は野鳥の糞
便からの、発育鶏卵漿尿膜腔内接種法によるＡ
ＩＶ分離。調査では、野鳥を①養鶏場周辺に生
息する鳥と②渡り鳥の2つに分類。平成14年に渡
り鳥174検体中3検体（1.72％）から高病原性以
外のＡＩＶを分離。平成15年も調査を継続し、1
月から12月にかけ、農場周辺の鳥から121検体、
渡り鳥から241検体を採取。検査結果はすべて陰
性。発生予察、発生時の疫学調査において、養
鶏場のモニタリングに加えた野鳥調査の継続が
有効。

ブロイラーから分離された鶏伝染性気管支炎8
：岐阜県岐阜家保 棚( )生ワクチンウイルスIB

橋嘉大、林金吾
県内ブロイラー農場で、 週齢頃から斃死が5
見られ、育成率93.6%、食鳥検査成績低下。新た

3な導入群の再発予防のため病性鑑定を実施。
週齢生体 羽を鑑定殺。気嚢の混濁および気管6
内に粘液貯留を確認。細菌検査で、気管から環
境由来菌を分離。病理組織で、ごく軽度から中

。 、等度のカタル性気管炎を確認 ウイルス検査で
気管・腎 乳剤を発育鶏卵漿尿膜腔に接種。10%
初代から胎仔の発育不良を確認。気管、肺、腎
臓、漿尿膜腔液で鶏伝染性気管支炎ウイルス(IB

NDV) PCRV)とニューカッスル病ウイルス( の
NDVを実施。両ウイルスの特異遺伝子を検出。

はワクチン株 株 と判定。 は漿尿膜腔液(B1 ) IBV
IB (C-78のシークエンスを実施。 生ワクチン株

株と判定。)

鶏伝染性気管支炎の発生と分離ウイルスの性9
新潟県中央家保 濱崎尚樹、村山修吾状比較：
、 、平成 年 月 中央家保管内の平飼養鶏場で15 4

約 羽に呼吸器症状を主徴とする疾病が発生600
し、病理組織学的検査で呼吸器感染症が示唆さ
れ、ウイルス学的検査で鶏伝染性気管支炎ウイ
ルス( )が分離され、鶏伝染性気管支炎と診IBV
断。県内で現在までに分離された野外 株IBV5

の中和関連領域 をダイレクトシーケンス法にSI
より解析した結果、 年、 年、 年及び今'78 '93 '94
回分離された 年株は ワクチン株や ワ'03 C78 KH

JP-1 '93クチン株が属する 系統に分類され また、 、
年分離株は、 年に長野県で分離された腎炎型95
の と ％の相同性。 年分離株は ワIBV 97 '95 L2
クチン株と 以上の相同性を示し、コネチカ99%

。 、ット系統に分類 の抗原性状は複雑でありIBV
流行株に対する完全な免疫を付与することは困
難であるが、本県では ワクチン株と他のワC78
クチン株を組み合わせ、広域な免疫を付与し、
適切なワクチンプログラムを実施することによ
、 。り 発生の効果的な防疫ができるものと判断IB

10 鶏伝染性気管支炎（ＩＢ）と伝染性コリーザ
：愛知県西三河家保 前（ＩＣ）の複合感染事例

田有紀子、桑原正樹
管内採卵養鶏場において、平成15年3月末に初
生導入した3,000羽の群にIBとICの複合感染が発
生。発生時（24日齢）にはIBワクチン未接種。
軽い呼吸器症状で育成率には問題なし。剖検し
た3羽の組織所見は、上部気道のカタル性炎と間
質性腎炎。鼻汁スワブの直接鏡検で両端濃染性
グラム陰性短桿菌が多数確認され、1ヵ月後の血
清のIC-A-HI試験では、抗体価のGM値は698とな
。 、 、 、った 気管 鼻甲介 腎の発育鶏卵接種試験で
鶏胚の死亡、発育不良が確認され、臓器乳剤及
び発育鶏卵尿膜腔液を用いたRT-Nested-PCRで、
IBウイルスの遺伝子が検出。分離したIBウイル
スは、福井県2000年分離株と97%塩基配列が一致
し、既存ワクチン株との相同性は低かった。そ
の後約200羽（6.7%）の無産鶏が発生。無産鶏の
淘汰、育雛、育成舎の清掃消毒、IBワクチン接
種日齢の繰上げ、複数ワクチン株の使用、同居
成鶏への生ワクチン追加接種などの対策を実施
した。

11 脚弱を呈した特用鶏への伝染性ファブリキウ
：兵庫県姫路家保 大ス嚢病（従来株）の関与

田康之、中条正樹
20日齢導入、約100日齢出荷の特用鶏飼養農場
で脚弱により生産性低下。継続的な病性鑑定を
実施、対策を検討。4～11週齢はブドウ球菌症、

、 、 、12週齢は腱断裂が散見 組織検査で出血 水腫
リンパ球の浸潤、線維化を確認。ゲル内沈降反
応でトリレオウイルス（ARV）抗原を確認、ウイ

。 （ ）ルス性腱鞘炎と診断 数羽でファブリキウス F
嚢の軽度腫脹、PCR法、制限酵素解析によりIBD
（従来株）と判定。発育鶏卵接種試験からARVは
弱毒株であった。免疫染色（SAB法）から6週齢
以降のF嚢内のリンパ球、マクロファージにIBD
抗原を確認。IBD、ARV抗体は移行抗体消失後、
感染抗体が上昇。管内農家の浸潤調査は、ARV全
戸陽性。本症例はIBDにより免疫機能が低下しSA
あるいはSAとARVが複合的に感染し脚弱が発生し
たと推察。種鶏のARVワクチン投与方法、コマー
シャル鶏のIBDワクチン株変更を指導。

岡山県12 肉用鶏のワクチンプログラムの検討：
津山家保 馬場彩、有安亮代

、近年ブロイラーのワクチネーションにおいて
卵内接種法が普及しつつある。伝染性ファブリ
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キウス嚢病（ＩＢＤ）の卵内接種ワクチン承認
後、管内でも従来の飲水法から卵内接種に切り
替える農家が増えている。そこで今回、ＩＢＤ
ワクチンについて接種方法の違いによる抗体価
の推移を調査するとともに、ニューカッスル病
（ＮＤ 、伝染性気管支炎（ＩＢ）についても同）
様に調査した。さらに、ＩＢＤ接種法の違いが
生産性に及ぼす影響について検討した。
ＩＢＤの卵内接種と飲水投与を比較したとこ
ろ、卵内接種では移行抗体の消失後抗体価の上
昇が認められ、飲水投与よりも早い段階で増加
する傾向がみられた。ＮＤ、ＩＢの抗体価もＩ

。ＢＤ抗体価と同様の推移を示す傾向がみられた
生産性については、接種方法の違いによる影響
は認められなかった。

13 低コスト飼育施設を利用した鳥取地どりピヨ
の生産および簡易なワクチン接種法の一考察：
鳥取県倉吉家保 中村耕太郎
廃材などを利用した低コストの飼育施設で、鳥
取地どりピヨを毎月100羽程度を生産している管

、 。 、内の農家について その概要を紹介する また
ニューカッスル病ワクチンの簡易な接種法とし
、 。て 市販の霧吹きを利用した噴霧接種を試みた
14日齢および40～50日齢の2回接種により、115
日齢の出荷前でも8倍以上のHI抗体価を有してい
た。

14 アイガモにおけるニューカッスル病ワクチン
鳥取家保 小谷道子、田村儀一接種の検討：

管内ではアイガモ農法による米の減農薬や無
農薬栽培が行われているが、アイガモのND抗体
保有状況は十分把握されているとは言えない。
また、発生した場合、近隣の養鶏農家に対する
影響が大きい。そのため、鶏用ND生ウイルスワ
クチンを4日齢及び2週齢で2回点眼した群とさら
に4週齢で3回点眼した群を設け、HI抗体価を測
定した結果、NDの感染を防御するのに十分な抗
体価が得られたが、その持続期間は短かった。
アイガモは2日齢で導入され、2週齢から2ヶ月間
の水田での放飼と4ヶ月間の肥育期間を経て、19
5日齢で解体処理された。その間、脚の関節異常
による歩行困難と野生獣と思われる事故死が各1
例認められた。

15 愛知県の採卵鶏農場におけるトリニューモウ
：愛知県西三河家保イルス(APV)の浸潤状況調査

丸山実博、桑原正樹
愛知県の採卵鶏農場におけるAPVの浸潤状況と
野外でのウイルス動向把握のため中和抗体価を
調べた結果 29／30市町(96.7％) 85／91農場(9、 、
3.4％) 278／340鶏群(81.8％) 1575／2510羽(6、 、
2.7％)で感染抗体が確認された。また、日齢毎
の抗体陽性率は、加齢共に上昇し、251日齢以上

。 、で全ての鶏群で感染抗体が陽性となった 一方
301日齢以上から陽性率は低下していき、401日
齢以上で再び上昇する二相性の動きを示した。
なお、陽転日齢には、各農場による相違が認め
られ、224日齢で陰性の農場や、逆に47日齢で陽
性の農場があった。以上のことから、愛知県下
では、陽転時期の農場間での相違があるが、広

。 、範囲にAPVが浸潤していることがわかった また

APVに汚染された農場内において初回の感染抗体
が下がった時に再感染を起こしているのではな
いかと推察された。

：16 特殊肉用鶏で発生した鶏ウイルス性腱鞘炎
茨城県県北家保 都筑智子、廣木政昭
県内特殊肉用鶏飼養農場で、脚弱・発育不良

、 。 、を呈する鶏が認められ 病性鑑定実施 剖検時
関節の腫脹、足根間関節等の滑膜の肥厚が認め
られた。ウイルス分離は、足根間関節を材料と
して発育鶏卵漿尿膜上接種と 細胞接種を実Vero
施。漿尿膜は肥厚・混濁し、一部胚の死亡も確
認。電子顕微鏡検索では漿尿膜にウイルス粒子
が散見。漿尿膜乳剤による 法で鶏レオRT-PCR
ウイルス（ ）の特異的遺伝子を検出。またARV
細胞でも融合性の が発現し 法Vero CPE RT-PCR

で と同定。本症例は発症初期に病性鑑定ARV
を実施したことで が分離したことから農ARV
場での臨床症状観察と初期通報の重要性を再認
識。さらに、ウイルス同定に 法を活用したPCR
結果、迅速で簡便に同定でき、その有用性を検
証。分離された は 形成能と一部の胚ARV CPE
の死亡から、病原性が高いと推察。シークエン
スの結果、近年台湾の野外材料から分離された
と近似。ARV

：岩手県中央17 採卵鶏農場における鶏痘の発生
家保 熊谷芳浩、本波美香、武田哲
2003年8月、成鶏12群1,000羽、育成および
育雛鶏各200羽飼養の採卵鶏農場において、成鶏
6群429羽が急激な産卵低下を呈し、成鶏全群が
、 。鶏冠 肉垂部に黒赤色の発痘を示す疾病が発生
病性鑑定の結果、剖検において肉冠、肉垂等全

。身の皮膚に糜欄を伴う丘疹及び痂皮形成を確認
組織学的に好酸性細胞質内封入体形成を伴う表
皮有棘細胞の増生と腫大及び表皮表層の壊死が
観察され、病変部から分離されたウイルスを鶏
痘ウイルスと同定。ND、ILT、IB、EDS、MG、MS
の関与は否定。以上より鶏痘と診断。対策とし
て育成および育雛鶏への緊急ワクチン接種、鶏
舎およびその周囲の消毒を実施。また、再発防
止のため農場における鶏痘ワクチンプログラム
を設定。結果、育成および育雛鶏への感染を防
止、11月初旬に終息確認。今後、未接種農場へ
の再指導が課題。

肉用種鶏における頭部腫脹症候群の発生及び18
：三重県中トリニューモウイルス浸潤状況調査

央家保 林義規、岩本仁司ほか
年 月下旬、県内肉用種鶏飼養場の 鶏2003 6 1

66 32 150 470群に 日齢から顔面腫脹（ ％： ／
羽 、沈うつ（ ％）を確認。トリニューモウイ） 2
ルス（ ）ワクチンの投与歴は無く、発症鶏APV
はすべて淘汰。 日齢時に依頼された病性鑑定76
では腫脹部に化膿性皮下織炎を認め、同部位か
ら大腸菌、ブドウ球菌を検出。同部位、主要臓
器等からのウイルス分離は陰性。 検査RT-PCR
において 及び伝染性気管支炎ウイルス遺伝APV
子は検出されなかった。発症、回復期血清を用
いた抗体検査にて伝染性コリーザ、マイコプラ
ズマ感染を否定。 抗体価の上昇を認めたこAPV
とから頭部腫脹症候群（ ）と診断。同農場SHS
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におとり鶏を設け継時的に 抗体を調査したAPV
、 。結果 ワクチンの接種適期は 週齢前後と考察3

SHS APV 451が に起因することから県内飼養鶏
検体について の抗体保有状況を調査したとAPV
ころ全体で ％、 日齢を越えると ％の80 301 100
抗体保有を認めた。

Ⅰ－２細菌性疾病

19 採卵鶏農場から分離された EnterSalmonella
：富山県東部家保 高瀬相itidis(SE)の一考察

平成15年8月～9月、管内採卵鶏農場（成鶏19,
000羽飼養）の鶏62羽、野鳩2羽、農場環境スワ
ブ52検体、鶏舎内盲腸便38検体についてサルモ
ネラ検査を実施。鶏 羽、野鳩 羽、環境スワ18 1

SEブ8検体からSE分離 陽性個体各臓器等からの。
分離率は卵巣で最も高く92.9％、腎臓で最も低
く41.7％、次いで盲腸便で低く42.9％。このこ
とは、盲腸便よりも個体臓器等を用いた検査の
必要性を示唆。培養法によるSE検出率は、殆ど
の臓器等及び環境スワブにおいて一次増菌培養
法および遅延増菌培養法により高まり、これら
の方法の有用性を示唆。平成12年10月～平成15
年8月に当該農場から分離したSE21株（農場環境
スワブ由来11株、鶏由来9株、野鳩由来1株）に
ついて実施したPFGE法の結果、約3年間にわたり
同一の疫学タイプが浸潤していること、また農
場近辺に生息する野鳥からも同一の疫学タイプ
が確認されたことより、さらなる防疫対策の強
化が必要。

20 管内採卵鶏農家におけるサルモネラ対策の現
愛媛県中央家畜保健衛生所 森岡聖子、手状：

島有平
管内採卵鶏農家では、サルモネラ対策として
日常の衛生管理、生菌剤やオリゴ糖等の添加、

、 、農場の汚染状況の確認を実施してきたが 最近
消費者等の要望により、ワクチンによる対策も
実施せざるを得ない状況になりつつある。その
ため、昨年から3戸でワクチンを開始したが、接
種法やワクチンの免疫状態等、試行錯誤の状況
である。そこで、現状の把握と今後の指導の一
助とするため、接種の影響と抗体の保有状況等
の調査を実施した。その結果、一部の群ではワ
クチン接種後体重減少が見られた。抗体は、接
種後約2～3週で上昇し、約4週でピークとなり、
約200日齢までの持続が確認された。しかし、30
0日齢以降は抗体の低下がみられ、強制換羽時期
までの持続が危惧された。今後、サルモネラ対
策として、ワクチンの単純接種のみが先行する
ことのないよう、今回の結果をもとに必要期間
抗体の持続確実な接種法の指導と、衛生対策の
更なる徹底が必要であると思われた。

21 過去８年間に分離された鶏由来サルモネラの
愛媛県家畜病性鑑定室 矢野克也解析：

平成8年度から平成15年12月までの間、当室に
血清型別依頼のあった鶏由来サルモネラは 615
株で、33血清型に分類された。鶏種別の分離血
清型は、ブロイラー(n=100)では96％がS.Infant
isであったのに対し､採卵鶏(n=489)及び種鶏(n=

26)では特徴がなく分散傾向にあった。疫学的関
連性を調べるため、41株(8戸由来､5血清型)につ
いて制限酵素 Ⅰ(一部 Ⅰ、 Ⅰ)を用いたBln Spe Not
パルスフィールドゲル電気泳動を実施したとこ
ろ、採卵鶏農場では同一遺伝子型を長期間保有
し、ブロイラー農場では短期間で遺伝子型が変
化する傾向に分かれた。また異なる農場間での
同一遺伝子型を２件認めたが、関連性が判明し
たのは1件であった。これら菌株の一部を用いて
消毒薬の効果を検討したところ、一部の血清型
では有機物混入を想定した濃度では著しく効果
が減弱することが確認され、的確な消毒がサル
モネラ対策の大きなポイントであると再認識で
きた。

：宮22 管内養鶏場のサルモネラ等汚染状況調査
崎県宮崎家保 岡野宏和、金丸和博
平成 年 月から 月にかけて、管内レイヤ15 7 9
ー 農場、ブロイラー 農場、地鶏 農場につ2 3 1
いて、環境材料とクロアカスワブを採材し、サ
ルモネラ、寄生虫卵、カンピロバクター検査を
実施。カンピロバクターは、ＣＣＤＡ培地にク
ロアカスワブを直接と沫して 微好気42 48hr℃
培養。レイヤー 農場より塵埃 検体から1 2

と が検Salmonella SalmonellaBlockley Thompson
2 Infantis出 ブロイラーでは 農場で。 、 Salmonella

（以下 ）の高度汚染が示唆され、残りの 農SI 1
、 。場では塵埃 検体から を検出1 HaifaSalmonella

カンピロバクターは、ブロイラー 農場で 検1 10
体中 検体、地鶏農場で 検体中 検体から検8 20 9
出。 の高度汚染が示唆されたブロイラー１農SI
場で公衆衛生害虫駆除対策を指導し、アウト時
に鶏舎周囲土壌の石灰消毒を実施。今後も定期
的な検査指導により、疾病や環境整備について
意識の向上を図る必要性を感じた。

大規模ブロイラー団地に多発する大腸菌症の23
：和歌山県紀北家保 志茂順子 小西対策と課題

英邦
昨年 月に管内大規模ブロイラー団地におい12
て、断続的な大腸菌症の発生があり、分離され
た大腸
菌は多剤耐性であった。対策として、飼料中の
抗菌性添加物を分離大腸菌が感受性を示した硫

、 、酸コリスチンに変更 鶏舎消毒後の消石灰散布
抗コクシジウム剤の投与を行ったが、その後も
大腸菌症が続発した。原因として変則的な出荷
の順番や空鶏舎を鶏糞置場として利用している

、など鶏舎間の伝搬が起きやすい状況があげられ
それに加え多剤耐性の大腸菌の出現が対策をさ
らに難しくしている。大規模なブロイラー団地
ではその出荷形態から、オールインオールアウ
ト方式は難しく、大腸菌症が発生すると完全に
制圧するのは困難である。現在、緊急対策とし
て感受性薬剤の飼料添加、定期的な鶏舎周辺の
消毒、各鶏舎毎の長靴の設置等を指導するとと
もにオールインオールアウトを実施のための飼
養形態の見直しを行っている。

24 腸管接着微絨毛消滅性大腸菌を認めた鶏の病
：宮城県仙台家保 高橋幸治、理組織学的検索

及川俊徳
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管内で愛玩鶏として飼養の名古屋コーチン
種が、産卵停止のため病性鑑定実施。剖検所見
では卵管は菲薄化。卵管内には、乾酪化卵黄や
腐敗軟卵の停滞を認めた。細菌学的検査では、
腎臓や肺などで大腸菌を分離、 血清群はO
。付着因子である 遺伝子保有。病理O103 eaeA

組織学的検査では、グラム陰性桿菌による化膿
性卵管炎と小腸遊離部の粘膜上皮細胞で多数の
グラム陰性桿菌の付着、刷子縁消失を確認。同
部位の大腸菌 群抗血清の免疫組織化学的染色O
では に対する陽性反応を確認。小腸遊離O103
部で腸管接着微絨毛消滅性大腸菌（ ）病AEEC
変確認のため電顕実施。その結果、粘膜上皮細
胞の微絨毛は消失し、特徴的な －attaching
病変を形成。さらに、牛の 症例effacing AEEC

と病変形成を比較。本症例は牛の 病変にAEEC
類似。本症例は小腸遊離部の 感染、同菌AEEC
による化膿性卵管炎と診断。 は鶏での国AEEC
内報告は殆どなく、本症例は稀。今後、鶏の大
腸菌症の一病態として留意が必要。

：神奈川県病鑑25 ひな白痢菌分離培地の検討
山本和明、柏木 聰
死ごもり卵等の汚染材料からのひな白痢菌
（ ）の検出率の向上を目的として、サルモネSG
ラの市販増菌培地 種類並びに分離培地 種類5 5
の有効性について検討。さらに、分離培地へノ
ボビオシン（ ）を添加しプロテウスの発育NOV
抑制についても検討。なお、供試菌株は、市販
菌株 種類と当所保存菌株 種類の計 菌株。5 1 6

、 、増菌培地では の増殖を スルファ培地SG SBG
セレナイト培地、 ブイヨン培地で確認。こEEM

3 SG 3の 培地に 、鶏由来大腸菌、プロテウスの
菌種を混合培養したところ、 単独の増菌をSG
SBG SGスルファ培地で確認。分離培地では、
の発育を全てで確認。なかでも、ブリリアント

、 。グリーン寒天培地は 培地の色を赤変させ有効
をブリリアントグリーン寒天培地へ添加しNOV

たところ、 の発育には影響がなくプロテウスSG
の発育抑制に有効。汚染材料からの 分離にSG
は、増菌は スルファ培地、分離は をSBG NOV
添加したブリリアントグリーン寒天培地を用い
る方法が最も有効。

鶏ブドウ球菌症発生事例および発生鶏舎にお26
、ける環境細菌検査：福岡県筑豊家保 金子和典

井坂 浩
年 月、大規模採卵養鶏場のウインド2002 10

ウレス育成鶏舎１棟 羽群で脚弱、死亡鶏37,000
の増加が認められ、 ～ 日齢までの期間に75 120
に約 が死廃。病性鑑定の結果、鶏ブドウ球5%
菌症と診断。感受性薬剤の投与後、死亡鶏は減
少、成鶏舎移動後は正常に復した。発生要因と
して密飼い、消毒の不徹底が考えられた。再発
防止を目的に、消毒前後の鶏舎環境細菌検査お
よび消毒方法等の調査実施。消毒前後の床面、
給餌器、柱、通路、排気ダクト カ所について29
黄色ブドウ球菌分離、内 カ所を対象に一般細14
菌、ブドウ球菌、大腸菌群定量培養検査実施。
空舎期間 日間、消毒方法は発泡消毒およびホ24

3
ルマリンジェット煙霧 ホルマリン使用量は。 1m
あたり と低濃度。黄色ブドウ球菌分離検5.7ml

査で、消毒前26/29カ所、消毒後2/29カ所分離。
定量培養検査で一般細菌数が給餌器10 →10 、５ 4

排気ダクト10→10CFU/10cm。ブドウ球菌数が6 6 2

給餌器10 →10、排気ダクト10→10CFU/10cmと４ 4 6 6 2

消毒効果が認められず、再消毒および改善指導
実施。

：東京27 動物園での鶏結核病の発生と防疫対応
都家保 南波ともみ、齋藤秀一
本年、都内の動物園で飼育されていた、うこ
っけい1羽に鶏結核病が発生した。発生のあった
動物園は老人や乳幼児などの不特定多数の人間
が利用し、また、当該畜は定期的にふれあいコ
ーナーにて来園者とふれあいをさせていた。本
病の原因菌である はヒトのMycobacterium avium
非定型抗酸菌症の原因でもあることと上記の現
状を鑑み、同居していたうこっけい全羽の自主
淘汰及び次亜塩素酸ソーダによる園内の消毒を
指導。併せてふれあいを行ったものの手洗いの
励行、器具等の適切な管理、飼育管理者のマス
クの着用等を指導。同園の浸潤状況を調査する
ため、飼育されていた鳥類のうち6羽を抽出。自
主淘汰したうこっけいとともに当所で病性鑑定
を実施。うこっけい1羽とアヒル1羽に結核様結
節がみられ、同部位に抗酸菌染色陽性の菌塊を
確認。現在、疫学的に関連のある園内の鳥類す
べてについても糞便検査を実施中。

28 管内養鶏農家におけるカンピロバクター浸潤
静岡県西部家保 飯状況と清浄化対策の検討：

田正、野元孝子
管内の養鶏農家を対象にカンピロバクター
浸潤状況調査、動態調査、飼料添加物投与試験
を行い清浄化対策について検討。浸潤状況は、

、 、肉用鶏農家４／ 戸 採卵鶏農家１２／ 戸11 17
C. jejuni C.coli計１６／ 戸中から および28

A B D Gを分離 の血清型は 群 群 群。 、 、 、C.jejuni
群、 群、 群を確認。 による遺伝子型Y Z7 PCR
別では、ウインドレス鶏舎の肉用鶏由来株はす
べて同一と判定。開放式鶏舎の鶏由来株は多種

1 3の株を確認 動態調査は 開放式鶏舎で から。 、
週齢で本菌を確認。ウインドレス鶏舎では出荷

。 、まで本菌は検出されず 飼料添加物給与試験は
カテキン添加区が無添加区に比べ、糞便中の本

。 、菌の菌数が低い傾向を確認 これらの結果より
ウインドレス鶏舎の菌株は同一のため感染源は
限られていると推測。侵入経路の特定と衛生対
策の徹底により本菌の侵入を防止し清浄化への
可能性が示唆。

29 カンピロバクター菌に対する乳酸菌の効用に
：静岡県西部家保 鈴木美桜、檀原麻実ついて
動物の腸管内に存在するカンピロバクター
菌は、人に感染型の食中毒を起こすが、食鳥処
理場での本菌分離検査においては、分離される
農場と全くされない農場とに2分されるという報
告を受け調査したところ、分離されない農場の
鶏群では乳酸菌群が多く保有されていることが
判明。そのため、更に本菌と乳酸菌群の保有状
況について野外調査すると共に乳酸菌の本菌に
対する効用について検討。養鶏農場11戸につい
て、盲腸便から本菌の分離および本菌と乳酸菌
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群の菌数を測定。また、乳酸と酢酸を用い、本
菌の生育可能最低pHと発育阻止円を測定。本菌
の分離率は36.4％で、分離されない農場の鶏群
は乳酸菌群を多く保有。また、本菌の生育に対
する乳酸の阻止効果は、酢酸に比較して高いこ
とが判明。本菌が鶏の腸管内に侵入した際、乳
酸菌群が競合排除作用を示すと同時に生産する
乳酸により発育阻止作用を示し、その定着およ
び増殖が阻止されると推察。

：滋賀県30 地鶏の 感染症Enterococcus durans
家保谷 庸子、市川 雅子

（ ）感染症の報告は海Enterococcus durans E.d.
、 。外では多数あるが わが国では 例のみである1

今回、一地鶏飼育農家において 感染症が発E.d
生した。 年 月 日に県外から導入した2003 10 1
地鶏 羽のヒナが導入直後から 週齢までに200 1
７％死亡。７日齢および 日齢の死亡鶏 羽お9 3
よび 日齢の鑑定殺鶏 羽について病性鑑定を9 1
実施。鑑定殺鶏には遊泳運動、斜頚など神経症
状を認めた。解剖所見では４羽とも著変は認め
られず、病理組織学的所見では肝臓、脾臓の変
性・壊死、心外膜炎、心筋炎および軽度の髄膜
炎が認められた。細菌検査では肝臓および遺残

E.d. E.d. 10卵黄から が分離され、 感染症と診断。
日齢以降は 感染症での死亡はなかった。今E.d.
回の症例はヒナの段階でのみ認められたことお
よび遺残卵黄から菌が分離されたことから、介
卵感染あるいは孵卵時の感染が疑われた。海外

、では採卵鶏のヒナでの感染例が報告されており
若齢ヒナの死亡原因として本菌の感染に注意が
必要である。

ブロイラーから分離されたボツリヌス菌の性31
：和歌山県紀北家保 山本敦司 松井 望状

2 90,000開放平飼い 鶏舎に発生（総飼養羽数
羽、全 鶏舎 。検査材料は嗜眠、脚麻痺、リ19 ）
ンバーネックを呈する 日齢の鶏 羽を用い、30 6
剖検、病理・ウイルス・寄生虫・毒素・細菌検
査を実施。病理・ウイルス・寄生虫検査は異常
なし。毒素検査は、盲腸内容物をシステイン強
化クックドミート培地で 日間培養後、培養液3

、 （ ） 。を検体とし マウス 匹× 試験区 に接種6 3
未処理区は呼吸速迫、呼吸困難、腹部陥凹を示

80 20min Cし全て死亡。 ℃ 加熱区､ボツリヌス
型抗毒素との中和区は全て生存し、検体中の毒
素がボツリヌス 型抗毒素で中和。分離菌性状C
は、卵黄加システイン強化 寒天培地上でGAM
乳光反応・真珠層形成陽性。偏在性・楕円形の
芽胞を持つグラム陽性大桿菌。薬剤感受性試験
は、ペニシリン系は感受性あり、アミノグリコ
シド系は感受性がなかった。これらから分離菌
は であり、鶏ボツリClostridium botulinum typeC

。 、ヌス症と診断 本菌は土壌菌のため根絶は困難
徹底した衛生・飼養管理が必要。

：32 S P F鶏を用いた採卵鶏農場の疾病動向調査
広島県備北家保 宮本 徳子、佐々木 義和
平成15年6月～11月おとり鶏として採卵鶏農場
3戸の鶏群内にSPF鶏を配置し、細菌性疾病およ
び原虫の動向と産卵成績を比較。対象鶏：SPF鶏
12～13羽。SPF鶏と同一鶏舎内の採卵鶏10羽。検

Mycoplasma gallisepticum Myco査項目： （MG 、）
（MS 、鶏伝染性コリーザA型、plasma synoviae ）

C型（以下HpgA、C型）およびロイコチトゾーン
症（ロ症 。SPF鶏結果：MG・MSはA・B農場でSPF）
鶏導入後1ヶ月以内に陽転。HpgA型、C型は全農

。 。場で抗体を未検出 ロ症はA・B農場で8月に陽転
産卵成績：産卵率はA・B農場で８月上旬に13～1
7%低下。以上からA・B農場ではMG・MSが恒常的
に蔓延しており、ロ症の抗体の陽転が同時期の
産卵率低下の原因であったと推定。

出荷肉用鶏における腸内細菌の薬剤感受性試33
：徳島県三加茂家保 中井泉、大谷長治験
近年重篤な伝染病の発生が減少し、管内の肉
用鶏の平均出荷率は平成 年度の ％から10 94.1
上昇を続け平成 年度 月末現在で ％と15 11 97.5
順調に推移している。しかし、日和見感染症の
原因となる大腸菌群等に全く抗菌剤が効かない
ものが増加傾向にある。そこで、出荷鶏を中心
に落下便を採取し、キャンピロバクター・大腸
菌群・サルモネラをそれぞれ選択培地で分離培
養し、一濃度拡散法に基づいて薬剤感受性を判
定した。キャンピロバクターの分離率は ％で59
ペニシリン系・アミノグリコシド系・マクロラ
イド系に感受性傾向であった。大腸菌群ではわ
ずかにキノロン系・ニューキノロン系に感受性
が認められたが、 ％には有効な感受性薬剤は68
認められなかった。サルモネラの分離率は ％7
で、大腸菌群同様キノロン系・ニューキノロン
系に感受性傾向であった。今後、鶏病体策協議
会で有効抗菌剤が減少しているデーターを還元
し、初生ひなや農場、種鶏場、孵卵場の衛生状
況調査とそれに基づく指導を実施する予定。

Ⅰ－３原虫性・寄生虫性疾病

採卵鶏育雛場に発生したコクシジウム感染症34
、および壊死性腸炎：広島県芸北家保 大原祥子

伊藤直美
平成15年8月下旬から10月中旬、ウインドウレ
ス高床式鶏舎、群飼ケージ形態の採卵鶏育雛場
でコクシジウム感染症と壊死性腸炎の混合感染
が発生。死亡衰弱鶏16検体を用いて病理学的検
査、細菌学的検査、寄生虫学的検査を実施。小
腸粘膜に重度のコクシジウム寄生と壊死性腸炎

Clos像を確認。小腸内容物から10 CFU／g以上の6

（ 、大量のコクシジtridium perfringens C.p.）
ウムオーシスト及び大腸菌を検出。発生要因と
して 集糞時の糞の飛散 飲料水の水質悪化 発、 、 （
生前後で水質悪化を確認）及び不活化ワクチン

。 、の接種ストレスを推察 発生直後の治療として
サルファ剤、抗生剤、生菌剤及びビタミン剤の

。 、 、飲水投与を実施 対策として 鶏舎消毒の徹底
集糞作業の改善、不活化ワクチン接種後のビタ
ミン剤投与及び良質な飲料水の確保を指導。続
発は見られない。当該農場に対し、従来のサル
モネラ定期検査にコクシジウムと を追加しC.p.
た衛生管理指導を実施中。

：高35 管内ブロイラー農場における衛生対策
知県西部家畜保健衛生所 濱口礼子、堤 聰太
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郎
平成15年6月、ブロイラー農家（5万羽飼養）
で出荷鶏の廃棄率が高いと報告を受け、立入検
査を実施。鶏舎内には血便が点在。元気消失及
び下痢症状を呈していた2羽について病性鑑定
を実施。剖検では小腸の肥厚と点状出血、盲腸
の充出血及び直腸便から多数のコクシジウムオ
ーシストを確認。以上の所見から鶏コクシジウ
ム症と診断。感染時期を調べるため、雛導入時
から5日間隔で雛の抽出検査を実施。20日齢で

。盲腸便からOPG24万以上のオーシストを認めた
病理検査では、盲腸の粘膜上皮細胞核の基底膜
側にマクロガメトサイト、ミクロガメトサイト
及びオーシストを確認。感染時期を考慮した合
成抗菌剤の投与と消毒の徹底を指導。その後血
便排泄や削痩鶏は減少。出荷羽数に対する全廃
棄率は3.04％（平成15年6月～7月）から1.28％
（平成15年9月～11月）に、育成率は96.82％か
ら101.17％に改善。

3 6 最近のロイコチトゾーン症 Ｌ症の浸潤状況と( )
：栃木県県南家保 高橋優子予防対策

管内におけるＬ症の浸潤状況,感染時期等の調査
が10年来実施されておらず不明であったため,平成
14年10月～15年10月に養鶏農家全戸( 市町34戸)11
の聞き取り調査 鶏舎環境臨床症状等と寒天ゲル( , )
内沈降反応法による抗体検査,未越夏鶏(4市町6戸
羽)のＬ症抗体の消長と血液塗抹による原虫検60
査を実施 その結果, 年 月には 市町 ,。 14 10 6 54.6( %)
年 月には 市町 で抗体を確認。管内15 10 10 90.1( %)
広域に本症が浸潤し水田周囲や山間地において特,
に高い抗体保有率。一方,未越夏鶏では,9月に8羽
(13.3%)で原虫を確認したが,少数寄生であり,いず
れも臨床症状は無く,9月に抗体が大きく陽転。以
上の成績から, 年は 月上旬～ 月に本症が流15 8 9
行したものの,軽度感染であったと推察。Ｌ症の感
染実態が明らかになったことから本症の浸潤状,
況,流行時期,予防対策等を記載したリーフレット
を作成し全鶏飼養者に本症対策等の啓発を実施。,

37 ワクチンと 製剤による阿波尾鶏生産性向CE
：徳島県徳島家保 宮﨑喜美、中西隆男上対策

ワクチンとCE製剤で疾病防御可能か、生産性
への影響を含め検討。平成15年10月から翌年1月
にかけ、阿波尾鶏飼養１農家の協力のもとウイ
ルスワクチンに加え、８鶏舎全てに今回初めて
コクシジウムワクチンを投与。更に試験区①２
鶏舎は1日齢でCE製剤②３鶏舎は1・2日齢で抗生
剤③残りの３鶏舎は7・8日齢で抗生剤を投与。
その結果、出荷時の平均体重は♂で①3.795㎏②
3.726㎏③3.634㎏。♀は①2.977㎏②2.867㎏。
♂①での4～8週齢のOPGは10以下と低くコクシ4

ジウム症の発症はなかった。全体の出荷成績は
出荷率97.91、飼料要求率2.566、平均体重3.356
㎏、PS161。 当農家の過去４回の出荷成績と比
較し、平均体重が0.079㎏重く１羽当り21.58円
増益。今回の生産コストでは通常管理と異るサ
ルファ剤＋抗生剤＋コクシジウムワクチン＋CE
製剤＋飼料の費用を比較し、１羽当り14.56円低
減。計１羽当り36.14円増収。疾病は発生しなか
った。

Ⅰ－４一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

比内地鶏に発生した脂肪肝症候群と防疫対応38
：秋田県北部家畜保健衛生所 山田典子、小林
俊博
近年の美食ブームで”比内地鶏”ブランドが
定着。平成１５年、管内の飼養戸数・羽数は８
２戸３８万羽と年々増加。同年８月、４０００,

、 、羽飼育の一農家で出荷間近に 顔面チアノーゼ
軟便等を伴い３週間で約７０羽が突然死。剖検
所見（７羽、平均体重３．１７ ）では腹腔脂kg
肪増加、微細白斑を伴う脂肪肝、煮肉様の胸筋
等を認める。病性鑑定の結果、細菌・ウイルス
性疾病は否定され、脂肪肝症候群と診断。発生
防止のため飼料給与改善による過肥予防、暑熱
対策等の飼育管理指導を実施。以後の発生はな

. .く、指導後の出荷群の平均体重は２７３(－０
１２) で肝臓の平均重量は４６４(－２９１)kg . .
と改善。各種抗体検査結果及び食鳥検査成績g
から、当該地域の疾病状況を把握。今後も、安
全・安心な比内地鶏の生産拠点として衛生管理
の徹底、監視伝染病の危機管理の向上に努めた
い。

39 管内における肉用鶏等の病性鑑定の比較：
鳥取県溝口家保 長谷川理恵
管内で実施した病性鑑定は、平成3年からの3
年間 前期 に193件 平成13年からの3年間 後（ ） 、 （
期）に123件。その内容について、比較検討し
たのでその概要を報告。前期、後期ともに、ブ
ロイラーにおける死亡原因は、大腸菌症が全体

、 、 、の約1/3を占め 次いで クロストリジウム症
コクシジウム症、ブドウ球菌症の順であった。
また、前期における特徴として、IBD様疾病の
関与が顕著。後期では腎炎型IB様疾病とトリア
デノウイルス性筋胃炎が特徴的であった。これ
らの鶏病を予防するには、オールインオールア
ウト、器具機材の洗浄消毒、確実なワクチネー
ション、さらに、無理な飼育を避けて鶏のスト

、 。レスを小さくする等 基本に忠実な管理が重要

Ⅰ－５生理・生化学・薬理

40 肉用鶏の成長に伴う血液生化学検査値の変
:岩手県県南家保 八重畑みどり、木戸口勝動
彰
肉用鶏は育種改良の進歩により発育、増体能
力が向上。健康鶏の生産および飼料給与改善等
に資するため血液生化学検査値の把握が必要。
管内一肉用鶏(チャンキー種)農場の正常発育鶏
を対象に、初生から出荷まで各週齢の(0日齢お
よび1～7週齢、雌雄各8羽)発育調査および血液
生化学検査を実施。飼料のカロリー･蛋白質比
は初期は低く、徐々に高く設定。体重は7週間
で約55倍増加(雄:51gから2,900g 雌:47gから2,、
582g)、特に初生から2週齢にかけて急速に増加
し、初期栄養の重要性を示唆。また血液生化学

、 、検査値は(1)加齢と共に総蛋白質 アルブミン
グロブリン、GOT、GGTおよび2週齢にかけて尿
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。 、 、 、酸値が増加 (2)カルシウム 無機リン 血糖
総コレステロールは各週齢でほぼ一定。今後は
本成績を参考値とし、疾病別または飼養管理方
法の異なる鶏を対象にデータの集積に努め、代
謝プロファイルテスト応用に役立てたい。

Ⅰ－６保健衛生行政

：秋田県41 比内地鶏の生産振興と衛生指導効果
中央家畜保健衛生所 櫻田まみ
管内のＡ総合農協では平成９年に比内地鶏生
産部会が組織され、遊休施設等を活用し当初出
荷羽数２万羽から平成１５年には３７千羽に増
加し周年で出荷している。しかしコクシジウム
症の発生や管理失宜により出荷成績は農家差が
認められ、衛生管理の強化と高位平準化が必要
である。当所は雛の主な供給元である管内の種
鶏場や飼養農家毎に衛生指導を実施した。また
経験の浅い農家や過去に疾病が発生した農家は
重点的に実施した。指導結果は生産部会で農家
へフィードバックするとともに、定期的に飼育
管理プラグラムの見直しを行った。また疾病発
生時、正確な情報が伝達できるように連絡体制
を強化した。その結果、衛生面で改善が認めら
れ育成率、生産率が向上した。今後は関係機関
と連携を強化し農家個々の飼養管理状況に応じ
た衛生管理指導を行い、特定ＪＡＳ制度に対応
できる比内地鶏の生産振興を図ることにしてい
る。

：福島県42 会津地鶏振興に向けた衛生管理指導
会津家保三瓶佳代子、深谷規夫
最近の地産地消の意識の高まりの中で会津地
鶏の振興を図り地域の活性化を目差す町村が出

9 27現し、管内における飼養羽数も、平成 年の
。戸 羽から 年 戸 万 千羽へと増加5,600 14 40 1 2

、 、家保では 衛生管理面を重視し各種鶏疾病検査
ワクチンプログラム、消毒の励行等を重点的に
指導。また、平成 年度から、安全な鶏肉提供13
による地産地消を推進するため、サルモネラ検
査を加えた検査体制を構築し、新規就農者や中
核農家を定期的に巡回指導。結果、ワクチン抗
体保有率が安定、消毒の重要性を認識、安全な
畜産物を供給する責務等、衛生管理に対する意
識が変化。また、育成率は高率を維持している
が、農家毎の飼育成績に格差が見られ、技術面
での改善指導が必要。今後、規模拡大希望農家
の増加が見込まれることから、疾病の発生予防
を中心とした衛生管理面の指導と、生産性向上
のための飼養管理チェックを柱とした「検査パ
ック」を作成し地鶏振興をサポートしていくこ
とが必要。

：福島県いわき家43 管内の一養鶏場の衛生指導
保 佐藤敦子、藤本尊雄
平成１３年度家畜衛生技術指導事業でのＡ養
鶏農場のサルモネラ菌分離検査で、２０検体中
１検体より を分離。当該農場Salmonella Infantis
に大型のネズミが多数見られ、鶏舎通路に鶏糞
が堆積していたため、飼養管理の改善及びサル
モネラ検査等によりサルモネラ清浄化のため継

続的な衛生指導を実施。衛生指導は、衛生対策
パンフレットの配布、日常衛生管理チェック表
による点検等により衛生意識の高揚を図った。
また、通路鶏糞の除去、集卵器具・鶏舎の洗浄

、・消毒及びネズミの駆除対策等の徹底を指導し
衛生管理の改善を推進。その結果、現在農場内
にネズミは見られず、通路鶏糞を以前より頻回
に除去する等飼養管理は大幅に改善。サルモネ
ラ検査は、環境材料を中心として現在まで１０
回に渡り検査を実施し、直近の検査においては
検出されない等衛生指導の効果が見られる。今
後もサルモネラ清浄維持を目指し衛生指導を実
施していきたい。

新規平飼い採卵養鶏就農者への飼養管理指導44
：神奈川県湘南家保 三木桐美、成井淑昭
今後の新規平飼い養鶏就農者に対する指導の

14 3ため、平成 年から本格的に就農した管内の
戸の平飼い養鶏農家への当所の対応を紹介。こ
の 戸の農場においては、衛生検査の必要性を3
指導したが、平飼い農場を引き継いだ 農場はA

Bサルモネラが分離され 養豚農家から転向した、
農場はニューカッスル病のワクチネーションが
不十分であり、平飼いに興味を持ち夢を実現さ
せた 農場は飼養管理等の問題が生じたので、C
それらに対する指導も実施。 戸の例から、就3
農者は衛生対策をはじめとした養鶏に関する知
識には大きな差があり、就農者に合わせた細か
な指導が必要。また、就農者に対する指導は、
就農者のためであると共に、特に伝染病につい
ては周辺の養鶏農場にも関わることから、今後
は、就農者及び就農希望者からの相談に対し、
関係機関と連携をとりつつ、飼養前に衛生検査
等の必要性を含め、一定レベルの飼養管理技術
を認識させる必要があり、当所としてパンフレ
ットを作成。

管内養鶏場のサルモネラ対策と 導入45 HACCP
：神奈川県県央家保 宮下泰人、木村上の課題

進
管内の 羽以上の農場 戸のうち 戸1000 50 36
（ ） 。72 38％ を含む 戸がサルモネラ検査を実施
この 年間で検出されたのは 戸で、複数回の5 27
検出は 戸。これらはすべて鶏舎内塵埃からの11
検出であること、持続的に検出された例のない
ことから、鶏舎汚染はあるものの鶏群浸潤の可
能性は低い。その汚染対策を の 原則HACCP 7
に当てはめると危害分析、重要管理点・管理基
準点・モニタリング方法の設定など一部検討の
余地はあるものの多くの農場で実施。システム
のチェックや対策の実施が不定期であること、
その記録が一部欠落が認められたが、軽易な改
善により の導入は可能。HACCP

方式導入に向けた採卵鶏農家に対す46 HACCP
：石川県南部家保 小澤る衛生管理指導の実施

祐子
平成 年度より採卵鶏農家を対象にサルモネ12
ラを危害因子とした 方式による衛生管HACCP
理の啓蒙・普及を行ってきたが、管内農家の多
くは農場内 併設・家族経営の小規模農家でGP
あり、実態調査の結果､ 導入の前提であHACCP
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る一般的衛生管理が充分に実施できておらず、
現状での 導入は困難と思われた。そのHACCP
中でも比較的衛生意識の高い 農家をモデル農1
家に選定し一般的衛生管理の改善を指導。
導入の手順にならい、農場内作業手順HACCP

の確認、見取図、作業工程図の作成を行い、危
害要因を分析。現在地で鶏舎の建て替えを計画
中であり、過去に成鶏舎のサルモネラの環境汚
染があったことから、鶏群の清浄度維持とサル

。モネラ侵入防止対策を重点として管理点を検討
鶏舎出入時の消毒の徹底、記録や導入元農場の
陰性証明の取得・保存等を指導。今後、自家配
合飼料の汚染や消毒効果について定期的に細菌
検査を実施する等支援を行いながら、改善指導
を継続。

4 7 大規模養鶏場における 導入への取りHACCP
岡山県高梁家保 濱下香那子組み：

ブロイラー130万羽を16農場で飼養する大規模養
鶏場を対象として、平成8年から平成１４年にかけ
HACCP導入のための衛生管理マニュアルの作成を実
施。まず、農場の衛生状況把握のため、サルモネ
ラ検査を実施。結果、13/16農場で鶏盲腸便及び鶏
舎床から検出。そこで全農場で衛生管理の統一マ
ニュアルを作成し、衛生管理の徹底を図った。こ
のマニュアルに従い、衛生管理を実施したが、依
然サルモネラ分離は高率で陽性。そこで２農場を
モデルとして、導入、育成、出荷の各時期に検査
を年３サイクル実施。その結果、育成期間中のサ
ルモネラ汚染の可能性が示唆。そこで、消毒マニ
ュアルを再検討後、全農場で検査を実施。その結
果、汚染農場が4/16農場にまで減少。この取り組
みにより、農場での衛生管理体制が確立され、農

。場側も積極的に衛生管理を実施するようになった

愛媛県48 鶏卵生産現場でのHAC C Pの取り組み：
中央家畜保健衛生所 大北栄人、和田雄二
食品の安全性を確保するため、多くの食品製
造会社においてHACCP（危害分析重要管理点方
式）が導入されている。これを畜産分野におい
ても導入するため、国により衛生管理ガイドラ
インが作成され、生産過程における監視・管理
体制のあり方を検討する「生産衛生管理体制整
備事業」が創設された。そこで、当家保におい
ては、約25万羽規模の採卵養鶏組合においてこ
の事業に取り組んだので概要を報告する。その
結果、従業員の衛生意識が向上し、鶏卵を食品
として扱う意識が芽生える等、若干の効果は認
められたが、危害要因が多すぎること、加熱処
理過程がないこと、中小の養鶏組合では人的制
限があることから完全な形でのHACCPの導入は
困難であることが問題点として残った。鶏卵で
一番問題となるサルモネラ菌の性状等を考慮す
ると、鶏卵を使用する消費者の教育や低温流通
システムの構築等流通過程全体の意識改革が安
全な鶏卵の生産・消費につながると考えられ
た。

49 採卵養鶏場におけるＨＡＣＣＰ導入への指導
：熊本県中央家保 山田芽水、高比良晶寛
管内養鶏農場に対し、生産段階における衛生
対策を中心としたHACCP導入を指導。重要な管理

点の設定のため畜舎平面図やGP機器配置図を作
、 。 、成し サルモネラのモニタリングを実施 また
それを基に重要な管理点を考え、衛生管理マニ
ュアルの見直しや、飼養管理記録、点検表、卵
の苦情処理簿の作成、パンフレット等を利用し
た従事者の衛生教育を依頼。GP併設でない農場
、 、 。のため 卵の温度管理の徹底 自主検査を指導

マニュアルを利用した点検で改善事項が明瞭。
管理記録により、施設の保守点検が円滑、従事
者の衛生意識が向上。卵の苦情処理から、消費
者のニーズを理解。最低、最高温度計の設置に
より品質管理が向上。サルモネラ陰性を確認で
きたが、モニタリングは継続し、マニュアルの
見直しを図っていくことが必要。今後は、給食
センターや病院へ卵を供給していることから関
係者をまじえた検討会が課題。

50 ﾌﾞﾛｲﾗｰ農場の鶏舎環境改善指導（HACCP方式
：宮崎県延岡家保 大山導入に向けた取り組み）

えり香、清武真
鶏肉への異物混入防止対策として農場でのHAC
CP方式による衛生対策の導入を検討。導入にあ
たり食鳥処理工程で混入する異物について調査
を実施。平成15年4月から10月までの7か月間に2
8件の異物を筋胃処理工程で発見。異物は68％が
金属類で、内訳は針金類50%、釘11%、ﾎﾞﾙﾄ･ﾅｯﾄ7
%。出荷成績良好なHACCPﾓﾃﾞﾙ農場で鶏舎内に錆
びた針金類や釘類を多数確認。衛生意識の高さ
に比べて異物混入に対する危機意識が低いこと
が判明。当該農家に対し食鳥処理場での調査成
績の説明および鶏舎環境整備ﾁｪｯｸ表を配布し、
食品原料取扱いの意識改革を図った。指導後、
当該農家は飼養管理記録、洗浄消毒等の作業ﾏﾆｭ
ｱﾙの重要性を認識し、空舎期間中に針金類の除
去、電気配線の被服等の鶏舎環境改善を実施。
管理記録の蓄積はﾌﾞﾛｲﾗｰ生産企業側の製品保証
になり、ﾏﾆｭｱﾙの遵守は疾病予防、事故防止につ
ながる。今後も管内のﾌﾞﾛｲﾗｰ農家で指導を継続
し、畜産物の安全性確保に努めたい。

「はかた地どり」特定ＪＡＳ取得に係る家畜51
：福岡県筑後家保 横山保健衛生所の取り組み

博子、浅田研一
「はかた地どり」は、 (’ )年に福岡県1987 87
農業総合試験場で開発 ’ 年 月「はかた地。 02 4
どり推進会議」が発足し、安全・安心な地鶏肉

、’ 。生産に取り組み 年 月特定ＪＡＳを取得02 12
家畜保健衛生所（家保）は、８週齢時にニュー
カッスル病ワクチンの３回目の投与、疾病対策
として畜舎消毒の徹底等を盛り込んだ衛生管理
マニュアルを作成。一方、生産農場の一般衛生
指導に加え ’ 年度からＨＡＣＣＰシステム、 02
の導入を推進。孵卵場において孵卵衛生検査お
よび講習会を実施し、衛生意識を向上。家保の
継続的な指導により、農場の疾病発生件数の減

96.5% 98.9% 2.88少、出荷率( → )、飼料要求率(
。 、→ )が向上 特定ＪＡＳ取得を機に生産羽数2.57

農家戸数が増加。同マニュアルは、安全・安心
な地鶏肉生産のため農家が有効に活用。生産か
ら流通までの一貫体制の確立により、疾病発生
時の迅速な対応が可能。今後、農場の食品衛生
に対する意識向上とトレーサビリテ システムイ
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構築の支援を推進。

：大分県52 特用鶏等の衛生管理指導と防疫対策
大分家保足立高士
管内の「豊のしゃも」をはじめとした特用鶏
に対し、衛生管理等の把握のためアンケート調
査を実施し、併せて各種検査を実施するととも
に、ワクチン接種等の指導、鶏疾病に関する啓
発を行った。
アンケートの結果、鶏の飼養未経験者が多か
った。また、衛生状況を把握するために行った
検査ではほとんどの群で 価 倍以下でND GM 8
あるほかに、飼養者の鶏病に対する衛生概念の
欠除から極めて危険な状態であることが示唆さ
れた。そこで、鶏病に対する啓発を行う一方、

NDワクチン接種、衛生管理指導を行った結果、
GM 8 32 ND抗体 値は 倍以下から 倍以上に上昇。

ワクチン接種鶏群は から へ上昇した。14% 71%
しかし、ワクチン未接種群において 高抗ND
体価を有する鶏群が散見され、症状を呈してい
ないため弱毒ウイルス感染の可能性が示唆され
た。

：53 愛玩鶏等を対象とした衛生対策の取り組み
島根県出雲家保 濱村圭一郎 安食 隆
養鶏業は、国内外で家畜伝染病の発生や食品
衛生の観点から、農場段階での衛生対策への取
り組みが重要。一方、愛玩鶏飼養では、疾病に
対する認識不足やこれに伴う衛生対策の不備等
から、伝染病の発生源となる可能性があり、実
態把握と指導が急務。このため今回、養鶏農家
の飼養状況を改めて調査し、併せて愛玩鶏やレ
ース鳩等の飼養実態調査と、衛生指導を実施。
調査から、農場段階での衛生管理に積極的に取
り組んでいる現状が判明。一方、疾病発生時の
蔓延防止対策としての埋却地は、不十分な農家
もあり、対策が必要。愛玩鶏等は、飼養者の疾

。病に対する認識不足やワクチンの未接種が判明
研修会を開催し家畜伝染病の発生状況、その影

ND響およびワクチンの必要性を説明。併せて
ワクチン投与を実施。このことは、愛玩鶏飼養
者のから好評を得、愛玩鶏等への衛生・予防対
策の第一歩になった。

：福井県家保 澤田弘54 愛玩鶏の飼養状況調査
枝
福井県日本鶏保存会名簿をもとに、愛玩鶏飼
養者（日本鶏、庭先養鶏飼育者）への電話聞き
取りと現地調査を実施。 市 町 村 戸の3 10 1 33
飼養羽数、鳥種、導入先、ワクチン接種歴を調
査。飼養羽数は 羽未満が 戸、 羽以上50 23 100
は 戸。鳥種別では、シャモ、チャボ等の日本5
鶏と烏骨鶏を含め 戸、採卵鶏 戸、その他18 16
の家禽（ダチョウ、カモなど）が 戸（重複あ3
り 。日本鶏飼養者のうち２戸で県外畜産試験場）
からの導入。それ以外は愛好家間の譲渡。採卵
鶏の多くは種鶏場と孵化場から導入、一部は自
家繁殖。ワクチン接種は日本鶏愛好家で鶏痘ワ
クチン 戸、 ワクチン 戸実施。ワクチン3 ND 1
接種済みで導入していた 戸の飼養者は導入先6
で接種されていたワクチンの種類について認識
なし。以後ワクチンの補強接種もなし。 ワND

クチン接種を希望した 戸の飼養者に、家保が3
指導し衛生対策の強化を図った。
55 県内愛玩鶏飼養者に対する衛生指導と今後

香川県西部家保 上村知子、多田紀文の課題：
近年、関東地方を中心に愛玩鶏、ﾚｰｽ鳩など
でﾆｭｰｶｯｽﾙ病が散発。県内の愛玩鶏の飼養実態
を把握する目的で、平成10年度に愛玩鶏ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄﾁｰﾑ結成。ｱﾝｹｰﾄ調査、抗体保有調査を実施。
平成12年度から飼養者を対象に、県内2ヶ所の
家畜保健衛生所（以下家保）で毎年交互に衛生
情報交換会を開催。更に衛生指導体制を整備・
強化するため、平成14年9月に愛玩鶏衛生管理ﾁ
ｪｯｸ表を作成。県内の飼養者7戸を対象に管理実
態を調査、抗体、細菌検査を実施。飼養者の衛
生管理に対する意識は低く、消毒、ﾜｸﾁﾝ接種も
不十分であることを確認。対策を検討し、衛生

、 、 。 、情報交換会 広報 ＨＰで情報提供 消毒方法
ﾜｸﾁﾝ接種などの衛生管理実習と現地指導を実
施。消毒前後の飼養者の手指の細菌数を視覚に
より比較、確認。その結果、消毒・ﾜｸﾁﾝ接種等
の衛生意識が向上。その他、ＨＰに学校飼育動

、 。物等の相談窓口を開設 家保への相談件数増加
今後、衛生管理ﾏﾆｭｱﾙの作成、導入を検討。

ニューカッスル病（ ）の危機管理体制整56 ND
：岩手県県北家保 佐々木家治、長山玲子備
近年、全国各地で が散発し、本県への侵ND

411 13,400入を危惧。当管内の鶏飼養羽数は 戸
千羽（全県対比 ％）で、全国でも有数のブ75.5
ロイラー生産地帯。家保の再編統合により、防
疫体制整備および大規模経営体における防疫対
応の強化が急務。防疫マップの再構築による初
動防疫体制の整備ならびに平成 年版岩手県家3
畜防疫ハンドブックを基に、より具体的な方法
および基準を検討。①移動制限範囲は半径
。②殺処分方法は作業の効率、危険性およ10km

び安楽死等を考慮し、炭酸ガスを使用。③埋却
3 4m 3m 6m 1mは深さ ～ 底辺 幅 に掘削 長さ、 、 、

2,500 2毎に 羽を処理 ③殺処分鶏の評価基準は。
種類（種鶏・採卵鶏と肉用鶏・育成鶏）に分け
て作成。以上、実践に即した具体的な方法およ

NDび基準を定め 大規模経営体にも対応可能な、
、 。防疫マニュアルを検討し 危機管理体制を整備

今後は経営体、市町村および関係機関等と連携
し、防疫演習を実施予定。

少羽数飼養者に対するニューカッスル病57
：山口県中部家保 山西（ ）防疫指導の推進ND

富野
は全国的に発生しており、鶏の防疫上、ND

最も重要な疾病。本病を中心とした鶏病の防疫
対策として、昨年度に引き続き少羽数飼養者を
対象に自衛防疫団体と協力し、病性の啓発およ
び ワクチン接種指導を実施。その結果、少ND

ND羽数飼養状況調査の把握効率が向上 正確化、 。
ワクチン接種は平成 年度 市町 戸 羽14 4 26 984
から、平成 年度は 市町 戸 羽に15 11 301 4,813
増加。ワクチン効果を検査するために採血し抗
体検査を実施、ワクチン未接種であるにもかか
わらず、噴霧前から高い抗体価を有する個体が
。 。存在 そのことから過去に弱毒株の流行を推察
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噴霧後は十分な抗体価を獲得。管内での 発ND
生は無し。この衛生指導の継続により、今後と
も効率的な鶏病防疫を推進。

少羽数鶏飼養者の飼養実態調査と指導体制作58
福岡県中央家保 緒方雅彦、安増邦理り：
管内少羽数鶏飼養者( 羽以下)の衛生管理1,000
実態及び未把握の飼養者調査を行い、指導体制
作りを報告。 実態調査( )アンケート調査 対1 1
象： 戸( 年度既知)( )市町村・農業協同56 H14 2

JA 8 12 1 5JA 2組合( )依頼調査：対象 市 町 村
調査結果( )アンケート( )：情報量不足1 42/56
( )、衛生知識不足( )、ニューカッスル21/42 22/42
病( )ワクチン未接種( )、死亡鶏不適切ND 13/42

34/42 2 JA 5JA処理( )( ) 雛配布システムの存在：
で 戸( 羽)の飼養者の存在 指導方針643 4,749 3
( )既知 戸：病性鑑定、巡回強化、 ワク1 56 ND
チン戸別配布( )新 戸： 別グループ化、2 643 JA
広報配布、 ワクチン配布合理化、ホットラND
イン開設、関係機関サポート体制強化 課題4
家保の戸別対応困難。衛生知識不足で相談機
関不在。 ワクチン未接種。死亡鶏不適切処ND
理。 まとめ( ) 戸： 理解により、ワクチ5 1 56 ND

H13:27.8 H15:42.9% 2 643ン接種率向上( → )( )新
戸：グループ化により情報流通及び自衛防疫啓
発円滑化

ブ ロ イ ラ ー に 発 生 し た 鶏 貧 血 ウ イ ル ス59
山口県西（ ）病の損耗防止への取り組み：CAV

部家保 井上愛子、倉重威見
管内の肉用鶏農家で に起因する損耗発CAV

15 1 2生、総合的対策に取組んだ。平成 年 月～
57 17 PCV8月 約 万羽に 約 日齢 皮膚炎 貧血、 （ ） 、 （

～ 、皮下点状出血、胸腺萎縮、骨髄脂肪22%）
変性、筋胃潰瘍を認めた（育成率 ％減 。ウ2 ）

PCR ELISA CAVイルス検査（ 、 、中和試験）で
と判明、筋胃潰瘍はアデノウイルスに起因。農
家の飼育成績を農場管理獣医師、各地区指導員
と育成率検討会で毎月協議。 、 それぞれPS CM
の 対策を検討。発生直後、 には早期にCAV PS

8 CAVワクチン投与、以降のロットは 週齢に
ワクチン接種プログラムを導入。 農家にはCM
「環境美化運動」で定期巡回、ポイント制農場
環境採点実施、衛生管理、消毒指導を徹底、二
次感染防止の一助。 、 の各種抗体検査もPS CM
毎月実施、 の免疫阻害によるワクチン抗体CAV
価の影響を確認。対策後、発生は終息、育成率
も ％（ 月）から ％（ 月）と早97.04 2 100.22 3
期に改善、以後良好に推移。 農家の衛生意CM
識が更に向上。

川俣シャモにおけるワクチネーションプログ60
：福島県県北家保 鈴木彩香ラムの見直し

川俣シャモは 戸の農家で組織された川俣町16
肉シャモ振興会で生産されており、運動場を付
随した平飼い開放鶏舎にて 日間飼養。平成119
年 月に 農家でコクシジウム症が発生。14 10 1
これを契機にワクチネーションプログラムの見
直しを中心とした衛生指導を行った。ニューカ
ッスル病（ ）ワクチンは 、 日齢の 回投ND 4 26 2
与から 、 、 日齢の 回投与に変更。しか7 14 26 3
し、 日齢から 日齢の 抗体価を 試48 109 ND HI

験により検査したところ、十分な抗体価の上昇
は認められなかった。このため、 ワクチンND
投与日齢をさらに 、 、 日齢の 回投与に12 26 60 3
変更。またコクシジウム症対策としてはサルフ
ァ剤投与からワクチン投与に切り替え、 価弱3
毒生ワクチンを 日齢に散霧投与法で実施。し4
かし、変更後もコクシジウム症を発症したこと
から平成 年 月よりさらに免疫の得られや15 12
すい飼料混合投与法に変更。今後、引き続きワ
クチン投与効果を検証する予定。

大規模肉用鶏農場におけるワクチンの飲水投61
：山口県東部家保与に関する問題点と改善指導

村上昌子、三好雅和
万羽を飼養する、肉用鶏生産組合の中核農7
場。 日齢でニューカッスル病（ ・鶏伝染3 ND）
性気管支炎の混合（ ）ワクチン及び伝染性フNB

IBD 28 NBァブリキウス嚢病 ワクチン 日齢で（ ） 、
14 11 2ワクチンを飲水投与 平成 年 月餌付けの。

1 ND HI IBD群を約 週間毎に追跡調査 は 試験。 、
ELISA ND IBD 14は を実施 とも 移行抗体は。 、 、

ND HI日齢前後で消失。 は抗体上昇不十分で、
価 倍未満の個体を確認。 も、有効な抗体4 IBD

14 NB上昇は無し 検査成績に基づき 日齢での。 、
及び 、 日齢での ワクチン投与にプロIBD 25 NB
グラムを変更。投与直前に、自動給水機のパイ

、 、プ内に残留する水の除去 飲水器の洗浄を行い
適切な断水時間を確保。また、円滑な給水が行

15 8われるよう、パイプの位置を変更。平成 年
、 。月餌付けの 群について 再度追跡調査を実施1

は、 価 倍以上に上昇。 も十分な抗ND HI 8 IBD
体が得られ、著しく改善。組合の他農場でも中
核農場に準じた対策を指導し、抗体保有状況が
改善。

62 Enteritidis汚染養鶏場におけSalmonella
：東京都家保 林 朋弘、鈴木治る清浄化対策

雄
平成15年7月、当所のサルモネラ検査におい
て一養鶏場から拭取り採取した塵埃8検体中7検
体より Enteritidis（SE）を検出しSalmonella

、 。たことにより 直ちに汚染状況等の調査を実施
自家配合飼料及び一単体飼料からSEを検出。ひ
な白痢診断用菌液を用いた凝集反応で計182羽
中陽性を呈した42羽の臓器を検査、17羽分の臓
器25検体からSEを検出。SE検出飼料の廃棄及び
汚染度の高い順に鶏群の淘汰を指導。その後8
月以降12月初旬までに総飼養羽数の約1/3にあ
たる4,000羽強を淘汰。定期的な鶏舎消毒実施
の結果、11月の検査でも床塵埃の約半数からSE
を検出したが、ケージ及び飼料撹拌機等の塵埃
はSE陰性。鶏卵も7月以降12月までに計4回の検
査を実施したが、on egg及びin eggとも全てSE
陰性。その後も出荷前の鶏卵の消毒、SEワクチ
ン接種鶏の導入等により着実に状況が改善され
つつある。

：63 ブロイラー飼養農家のサルモネラ対策指導
山梨県東部家保 仲沢太一、名執裕仁
家畜衛生技術指導事業の一環として、食肉衛
生検査所と連携し、ブロイラー飼養農家のサル
モネラ対策について指導した。 戸をモデル農2



- 12 -

家として設定し、サルモネラ汚染状況の把握と
清浄化を目的に導入ヒナ、飼料、水及び洗浄消
毒が完了した鶏舎の環境材料について検査を実
施したところ、給餌器具、ネズミ糞、鶏舎周辺
の排水溝からサルモネラが分離された。鶏舎清
掃、消毒が不完全であるため、空舎期間を十分
確保し
、鶏舎の洗浄、消毒を徹底すること及び効率的
に作業が行えるよう飼養管理器具や施設を改善

、 。するなどの対策を農家と協議し 実施している
今後も関係者と連携し、サルモネラの清浄化を
推進する。

鶏のサルモネラ防除を軸とした衛生管理マニ64
：三重県南勢家保 小林ュアルの指導・検討Ⅱ

登、伊藤英雄
平成 年度より集団衛生管理体制を目的に指9
導を開始。平成 年度に採卵鶏 農場、 カ12 13 2
所の 施設、自社内検査施設で構成される出GP
荷集団が構築。平成 年度は、衛生問題を中心14

30に考える「南勢地区レイヤー協議会 （会員」
） 。 、名 が設立 自主検査により結果に責任を持ち
衛生意識向上。平成 年度は、個々の農家に対15
応した衛生プログラムを作成し始め、サルモネ
ラ（以下 ）検出時の対策を提言。重点指導項Sal
目として、 陽性を想定した危機管理意識の徹Sal
底を図る等、病原菌の排除を目的に 危険度Sal
別清浄手段策定（案）と養鶏場における 清Sal

（ ） 。浄化システム 試案 を考えていくこととした
、 。卵内伝達の 分離の場合は 淘汰を主に考案Sal

対策を検討できたことから、危機管理意識の統
、 、 。一が図られ 技術研修により 検査水準が向上

施設責任者、施設従業員、レイヤー協議会等GP
の衛生講習を頻回実施し、従業員の衛生意識が
向上。

管内養鶏農家のカンピロバクター汚染経路の65
：佐賀県中部家保 鈴木由希子、永渕成樹検討
管内養鶏農家及びブロイラー種鶏場の新鮮落

75 15下糞便 検体を用い汚染状況を調査 採卵鶏。
/20 2 /14 1 /1戸 戸、ブロイラー 戸 戸、種鶏場 戸
戸で汚染を確認。次に導入雛･野鳥･周辺土壌･給
与水･飼料･ハエ･生菌剤について汚染農家を分析
･調査し、汚染要因を検討。①導入雛種鶏は導:
入後 日以降で陽性。汚染された種鶏場より107
雛を導入したブロイラー農家は 日齢まで陰性34
で、導入雛による汚染は否定的。採卵鶏は育雛
場の汚染の可能性があり、導入雛の関与が否定
できなかった。②野鳥汚染農家の 割が開放鶏: 9

9 /22 3舎で カラス直腸便 検体 検体 ハト直腸便、 、
検体 検体が陽性であり、汚染に関与する可能/20
性あり。③飼料：湿潤な環境を好む菌の性状か
ら、汚染への関与は否定的。④ハエ：陽性率が
低かったことから関与は否定的。⑤給与水･周辺
土壌の関与や生菌剤の汚染軽減効果は不明であ
ったが、今後も調査･分析を継続し、汚染経路の
特定につなげたい。

：6 6 鶏卵選別包装施設への紫外線照射の普及
富山県西部家保 伊東佳代、長坂訓
管内 農場併設鶏卵選別包装施設（ セA A-GP
ンター）への衛生管理向上のための指導におい

て、鶏卵洗卵後さらに紫外線照射を行なうこと
で、卵殻の一般細菌数がほぼゼロとなることが
判明。管内他 戸の農場併設 センターの鶏5 GP
卵卵殻及び環境汚染状況について、フードスタ

5ンプ 標準寒天培地等 を用いた検査の結果（ ） 、
戸とも洗卵後の卵殻一般細菌数の低減は不十分
であることが判明。そこで、 センターでA-GP
実施している紫外線照射の効果、衛生管理等を
紹介、誘導したところ、 戸で紫外線照射によ4
る鶏卵の殺菌を開始。その効果をスタンプ検査
により実証。紫外線照射による殺菌の効果を改
めて認識した センターは、出荷鶏卵の清浄GP

6 GP性に自信を持つようになった。管内 戸の
センターは、今後も家保による衛生検査、指導
の継続を要望。

Ⅰ－７畜産技術

67 有機酸を応用した特別飼育（無薬）鶏にお
岩手県中央家保 奥村亮ける生産性向上対策：

子、細川泰子
抗菌性飼料添加物の代替品として期待される
有機酸を特別飼育鶏に応用し飲水投与の効果を
検討。死亡率が増加する2週齢（事例1）および

（ ） 、 、5週齢以降 事例2 を中心に醸造酢 クエン酸
リンゴ酸の混合物を0.025%添加。事例1（12日
齢より3日間投与）では、対照群の死亡率（2～
） 、 。3週齢 1.4%に対し 投与群は0.4% と良好

事例2では、Ａ群（5週齢で2及び3日間の計5日
間投与 、Ｂ群（4週齢で2日間、5週齢で3日間）
投与 、Ｃ群（3週齢で2日間、5週齢で3日間投）
与）に区分し対照群と比較。結果、投与群で糞
便中の乳酸菌／クロストリジウム比が高く、Ａ
群では5週齢以降の死亡率1.0%、1日あたり増体
重54.0ｇ、育成率96.0%、飼料要求率1.99、生
産指数259と対照群の1.8%、53.3g、94.6%、2.0
5、247に対し良好。対策費（0.16円）を差引い
た1羽あたりの販売価格差は、Ａ群+11.2円、
Ｃ群+0.9円と算出。以上、有機酸の応用により
生産性向上が図られたことから、当農場におけ
る投与プログラムを作成し現在応用中。

および の付着物に68 InfantisE.coli Salmonella
：滋賀県家保 市対する各種消毒薬の効果検討

川雅子、武居和樹
消毒は家畜疾病の防圧に非常に重要。消毒効
果の判定には石炭酸係数法が用いられ、物に付
着した菌に対する消毒法の定法はない。グラム
陰性菌の培養液を塗抹乾燥させると数時間の内
に死滅。この状態での消毒効果の検討はされて
いない。培養菌液に卵黄添加することにより長
時間、菌が検出可能。この方法等を用いて付着

Infantis乾燥状態の ( )およびE.coli Ec Salmonella
( )に対する各種消毒薬の効果を検討。消毒薬SI
は逆性石鹸、ヨード剤、塩素剤、フェノール誘
導体、アルデヒド系消毒薬の市販品を使用。ま
ず卵黄添加濃度による菌の生存性の違いを検討
した後、消毒効果の判定が可能な菌数となる卵
黄濃度を調整、塗抹乾燥。各消毒薬の使用説明
書の最高、最低濃度を作用させ、生菌数を経時
。 。的に測定 は より乾燥に強いことが判明S EcI
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各消毒薬は濃度や量の違いにより消毒効果に差
が見られ、塩素剤およびアルデヒド系消毒薬の
効果は高く、ヨード剤、逆性石鹸およびフェノ
ール誘導体は低かった。

6 9 キジ飼養技術向上への組織的な取り組み：
愛媛県宇和島家畜保健衛生所 曽我部芳恵、谷
修
中山間地域に位置するＨ町では、平成4年か
ら特産品の1つとしてキジ飼養に取り組み、町
の活性化と農業所得の向上を図っている。平成
14年に生産者部会が大幅な増羽計画（出荷目標
平成16年3万羽）を掲げたことから、巡回等に

（ ）、 （ 、よる衛生指導 家保 飼育技術 養鶏試験場
普及センター）面の支援を開始。平成15年9月
にパスツレラ症の発生により多数死亡。疫学調
査の過程で飼養失宜等の飼養管理面での技術的
な問題が多数認められた。このため一体的な指
導が必要と判断、上記3機関による指導協議会
を組織化し、生産者を交えた飼養管理検討会の
開催等、総合的な指導により、飼養環境改善と
飼養技術向上に取り組んでいる。

Ⅰ－８その他

食鳥処理場からのカンピロバクター分離と消70
、毒薬感受性試験：長崎県中央家保 早稲田万大

清浦 邦彦
材料と方法：各食鳥処理工程の単位面積
の拭き取り材料及び出荷鶏 戸各 羽100cm 3 102

の盲腸および盲腸便を採取し飼育開始前の農場
内の敷料、鶏舎内飲水および原水を材料として
用いた。消毒薬感受性試験：分離した

（ 以 下 、 ） をCampylobacter jejuni C.jejuni
に調整し、塩化ジデシルメチルア0.5McFarland

ンモニウム（以下、塩化ジア）およびジクロル
イソシアヌル酸ナトリウム（以下、ジクロ ）Na
に ～ 分間浸漬し感受性試験を行った。次0.5 30

50 800ppmに、感染鶏の盲腸および盲腸便を ～
（ 、 ）に希釈した次亜塩素酸ナトリウム 以下 次亜

および二酸化塩素に ～ 分間浸漬し殺滅試0.5 30
験を行った。成績：処理工程 ヵ所及び出荷8/41
鶏農場 戸、 羽の盲腸および盲腸便より3/3 30/30
が分離されたが、入雛前の敷き料及び飲C.jejuni

水からは分離されなかった。感受性試験では通
常飲水消毒で用いられている濃度で塩化ジアお
よびジクロ 共に効果が得られた。殺滅試験Na
では、次亜より二酸化塩素の方が高い消毒効果
が得られた。

71 抗菌性物質残留検査（ペーパーディスク法）
：東京都家保に反応した鶏卵に関する一考察

藤森英雄、片岡辰一朗
鶏卵の安全性確保のため、毎年、抗菌性物質
残留検査（残留検査）をペーパーディスク法（P
D法）で実施。PD法は、簡便で、全般的な抗菌性
物質を検出できる利点があるが、生体由来の抗
菌性物質等にも反応。他県では、乳汁中のラク
トフェリンによる偽陽性反応事例の報告あり。
今回、管内1戸の生産者の鶏卵が、PD法で阻止円
形成。該当生産者は、抗菌性物質は未使用。飼

（ 、 、養環境中の経口摂取可能物質 各種飼料 飲水
土など）の残留検査をPD法で実施したところ、
飼料として給与していたアシタバから同様の阻
止円形成。アシタバは、伊豆諸島では、古くか
ら食用あるいは民間薬として使われているセリ
科の多年草で、他の植物にはほとんど存在しな
い抗菌作用のある成分（カルコン類）を含有し
ているという報告あり。別の鶏群で再現試験を
試みたが、阻止円の形成はなかった。今回の事
例は、アシタバ給与で、その特定成分の卵内へ
の移行の可能性が示唆。今後も検討を継続。

：72 管内採卵鶏農家の環境対策－悪臭対策－
愛知県知多家保 竹内記代子、櫻井 敬
平成11年11月に「家畜排せつ物の管理の適正
化及び利用の促進に関する法律」が制定され、

、 。畜産農家において 施設整備が進められている
今回、採卵鶏農家における環境対策の取り組み
状況を管内の採卵鶏農家60戸を対象にアンケー

。 、 、ト調査を実施 また 積極的な悪臭対策として
ふん尿処理施設に脱臭装置を設置した３戸の脱
臭方法を比較検討。アンケートの回答は46戸。
苦情内容は悪臭、害虫、水質汚濁の順に多く、
農家の意識も同様の傾向。悪臭対策は苦情が最
も多く、関心があるものの対策実施農家が少な
く、効果的な対応が難しい状況であると推察。
また、都市近郊の市街地内の大型養鶏場におけ
る悪臭対策は、ふん尿処理施設での脱臭対策が
重要。対策を立てる必要ができた場合、開放型
の処理施設より、密閉型の処理施設の方が実施
しやすい。脱臭装置を比較した場合、脱臭効果
やコスト面、普及性等を考慮した結果、水洗法
が他の方法より優れていると思われた。

病性鑑定成績を踏まえたブロイラー農場の衛73
佐賀県北部家保 山口博之、生対策指導事例：

犬童忠広
9万羽飼養ブロイラー農場において呼吸器症状
を主徴とする死亡鶏が増加。平均育成率86.8%に
低下。呼吸器症状を示した鶏群の42日齢の生体1
2羽の病性鑑定を実施。病理解剖：気嚢混濁、十
二指腸から空腸充血。病理組織学的検査：肝臓
類洞硝子様血栓、脾臓硝子様物滲出、心外膜化
膿、気嚢化膿。細菌検査：肝、肺から大腸菌お
Pasteurella multocida Salmon-ellよび 、腎から
Infantis(SI)を分離。抗体検査：鶏伝染性気a
管支炎(IB)抗体価の上昇(TM86株とBe42株の上
昇 。ウイルス分離陰性、コクシジウム寄生：OP）
Gで0～15,500。入雛前の鶏舎より大腸菌、ブド
ウ球菌、SIが検出されたことから鶏舎内外の清
掃・洗浄・消毒の不備が窺われたため、鶏舎洗
浄の際に洗浄剤の使用や鶏舎周囲の環境整備の
徹底と、IBワクチンプログラムを初生のみ接種
から初生(TM86株）＋12日齢（練馬株）へ変更す
るなどの指導を実施。その結果飼養者の衛生管
理に対する意識は向上し、平均育成率99.9%に改
善。

大型ブロイラー農場での落雷事故による斃死74
：岐阜県東濃家保 野村仁鶏の処理対策と課題

志、野垣琢哉
平成１５年９月初旬、管内大型ブロイラー農
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、家で落雷を原因とする停電により換気扇が停止
大量のブロイラーが斃死する事故が発生。直ち
に農場に出向き、立入検査を実施、急性の伝染
性疾病ではないことを確認。斃死鶏は廃棄物の
処理及び清掃に関する法律（廃掃法）において

、 、産業廃棄物に指定 適正に処理を実施するため
農場、農林商工事務所、振興局環境課、市町村
職員と協議、隣接県の産業廃棄物処理場に搬入
処理することを検討。翌日、市町村、県等から
作業人員を確保、手作業により斃死鶏の搬出を
開始、翌々日までに完了。今回の事例では、市
町村及び家保が策定した「災害時における農作
物の応急対策」に従い、産業廃棄物処理業者等
への迅速な連絡、市町村、県等から作業人員の
確保等により、短期間で全ての斃死鶏を処理。
しかし、産業廃棄物処理場が近隣にない場合や
処理場が受け入れできない場合も考えられ、そ
の他の処理方法を検討する必要あり。例えば、
埋却処理は廃掃法上困難、鶏舎内での堆積発酵
処理は検討の余地あり。

7 5 他業種から参入した「地鶏」飼養農場への
：長野県長野家保 佐々木亮支援
長野県は建設産業構造改革支援プログラムに
基づき建設産業新分野展開への支援を実施中。
管内の建設業者等4社が共同で農業生産法人を
設立、農業分野に新たに参入し 「地鶏 （しな、 」
の鶏）飼養と野菜栽培を開始。家畜保健衛生所
は、参入者支援のために県現地機関で組織され
た現地個別支援チームに参画し、衛生対策を指
導。死亡、脚弱が継続して発生したため、病性
鑑定を実施。また、支援チームの他のメンバー
とともに、飼養管理状況等についての指導を実
施。5羽について病性鑑定を行った結果、1羽が
鶏ブドウ球菌症と診断されたが、その他に共通
原因は特定されず。飼養管理状況指導では、経
験がないことに起因する問題点が判明。改善指
導の結果、飼養管理マニュアルの作成、飼育管
理記録簿の記帳など、飼養管理に一定の改善。
今回のケースを新規農業参入者への指導のモデ
ルにしたい。

7 6 小豆管内における愛玩鶏としての卵用讃岐
：香川県東部家コーチン飼育状態及び意識調査

保 桃園恵子、上原 力
小豆管内には卵用讃岐コーチンの愛玩鶏飼
育者が多い。家畜保健衛生所（家保）は家畜防
疫及び衛生対策指導の推進のため、飼育状況調
査及び意識調査を実施。結果、飼育者は高齢者
（平均67.1歳）が多く、飼育羽数は20羽以下が
多い（83.3％ 。一方、清掃や消毒が不十分、）
野鳥や衛生昆虫の侵入が容易・床状態が悪い等
構造に不備のある鶏舎が散見。これらは飼育者
の衛生知識の低さ、情報量の少なさに起因。こ
の問題点に対し、家保から各家庭に対して衛生
対策や疾病に対する知識の提供が必要と考察。
今後、管内飼育者のデータベース作成、それに
基づいた家保を中心とする飼育者の組織を構築
し、勉強会等による知識・情報の提供場所の設
置が必要。また、他種愛玩鶏を包含する対策に
より、伝染性疾病の感染源となる危険性を回避

することも課題。
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Ⅱ豚の衛生
Ⅱ－１ウイルス性疾病

一養豚団地における豚オーエスキー病清浄化77
：岩手県県南家保 北川 睦、菊池 正対策
4 AD H平成 年、豚オーエスキー病( )が発生した

市養豚団地は、 農場が経営を継続。 ワクチ4 AD
ン使用による清浄化対策を実施するも 農場で3
流行が終息せず。他疾病対策に伴うワクチAD
ン接種プログラムの変更、対策の長期化に伴う
意欲低下や経営状況の悪化による接種率の低下
など、清浄化が困難な状況となった。そこで、
平成 年 月から県南家畜衛生推進協議会の13 12

1 5 9ワクチン接種費用助成を受け 繁殖豚群は、 、、
3 12 16 2月の年 回一斉接種、肥育豚は 、 週齢の

回接種にワクチン接種方法を統一、清浄化対策
を実施。その結果、繁殖豚群のワクチン抗体価
は平均で 倍から 倍に上昇。野外抗体検5.7 16.8
出率も ％から ％に減少。と畜場出荷豚27.1 13.7
のモニタリングでは平成 年 月以降野外抗体15 1
検出なし。今後も対策を継続するとともに、繁
殖豚群の野外抗体陽性豚を摘発淘汰し、早期の
清浄化に取り組む。AD

7 8 オーエスキー病ワクチンの効果的な接種方
：群馬県中部家保 中原 大輔法
効果的なｵｰｴｽｷｰ病ﾜｸﾁﾝ接種方法として平成12
年から接種の簡素化とﾜｸﾁﾝ未接種豚の防止を目

、的とした繁殖豚への一斉接種年3回以上の実施
、更に13年から移行抗体によるﾜｸﾁﾝﾌﾞﾚｲｸを防ぎ

接種効果を最大限発揮するために肥育豚への80
日齢以上での接種を指導してきたが、11年度以
降のﾜｸﾁﾝ接種実績は伸びていない。そこで15年
度の抗体検査成績をﾜｸﾁﾝ接種状況の異なる次の
3地域について比較。指導に基づき13年度以降
繁殖豚への一斉接種年3回以上と70日齢以上の
肥育豚への接種を実施している地域、14年度以
降同様の接種を実施している地域、繁殖豚の一
斉接種のみ実施している地域。野外抗体保有率
はそれぞれ繁殖豚で23％、43％、67％、肥育豚
で10％、33％、36％となり、接種方法の違いに
よるﾜｸﾁﾝ接種効果の違いが確認された。清浄化
推進地域では繁殖豚一斉接種と肥育豚の両方接
種を行い、肥育豚へは各農家に適した日齢での
ﾜｸﾁﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施することが重要である。

7 9 管内Ａ地区におけるオーエスキー病清浄化
群馬県西部家保 瀧澤勝に向けての取り組み：

敏ほか
オーエスキー病（ＡＤ）野外抗体陽性農場と
陰性農場が混在するＡ地区において、ＡＤ清浄
化の取り組み拡大のためワクチン接種（接種）
指導を実施。地区内１２農場のうち１１農場を
対象とし、年２回の抗体検査及び戸別指導を実
施。平成１４年度、農協及び自衛防指定獣医師
との連携を強化し指導の徹底を図った結果、接
種率は繁殖豚で４５％前後で推移、肥育豚では
１８％から平成１５年度に繁殖豚と同率の４５
％に上昇。これは清浄農場を除いた要指導農場
に限っての接種率換算で８３％に相当。農場別

野外抗体陽性率は当初の６０％から漸次減少を
続け、平成１５年までに９％へ減少、指導の効
果をみた。Ａ地区での取り組みは周辺地区の清
浄化意欲も刺激、指導依頼が増加。今後も清浄
化への持続的な拡大に取り組みたい。

K市でのオーエスキー病（AD）清浄化への取80
：宮崎県宮崎家保 坂元和樹り組み

K 14 11 12AD清浄地域であった 市で平成 年 、
。 、月に 農場で抗体陽性豚を確認 防疫方針を市2

JA、NOSAI、生産者、家保等で協議。初動防疫
として迅速な緊急ワクチン接種を実施。清浄化
推進対策として地理的条件と疫学を考慮したワ
クチン接種、抗体陽性豚の早期とう汰、定期的
な農場立入検査及びと畜場出荷肉豚の検査等を
実施した結果、平成15年10月に清浄化達成。発
生要因は特定できなかったが、侵入防止諸対策
の遵守を強く指導。早期清浄化の達成要因とし
て、抗体陽性豚の早期摘発、とう汰と本地域の
行政、関係団体、生産者が防疫方針を共通認識
し、相互協力による防疫活動を実施したことが
考えられる。今後、本事例を参考にしながら、
関係機関等の協力を得て、管内清浄化推進地域
での清浄化に取り組んでいきたい。

ワクチン中止後の豚コレラウイルス動態調査81
岡山県家畜病性鑑定所 秦と抗体陽性事例：

守男
岡山県が平成 年 月から全国に先駆けてワ11 4
クチン接種を中止し５年目を迎えた。中止後も

。引き続き県内飼養豚の豚コレラ動態調査を実施
11 1,327 12 1,303抗体検査は平成 年度 頭、 年度

13 801 14 886 15 12頭 年度 頭 年度 頭 年度、 、 、 （
月末現在） 頭行い、陽性頭数（陽性率）は642

11 327 24.6 12 90 6.9平成 年度 頭 ％ 年度 頭（ ）、 （
13 37 4.6 14 14 1.6％ 、 年度 頭（ ％ 、 年度 頭（） ）

％ 、 年度 頭（ ％）と推移。イノシシ） 15 11 1.7
抗体検査及び異常豚からのウイルス分離は各年
度とも陰性。依然として抗体陽性豚が確認され
ている背景には、ワクチン接種済豚もしくは接
種済母豚から生まれた移行抗体保有豚、接種中
止県からの導入で接種履歴がないにも関わらず
実際は接種されていた繁殖雌豚、他県のワクチ
ン使用許可農場から導入されていた肥育素豚の
存在がある。監視体制を維持・強化するには、
これら抗体陽性豚の存在を考慮しつつ、野外感
染の監視や異常豚の豚コレラウイルス確認を推
進していく必要がある。

：鹿児島県82 豚コレラを疑った病性鑑定の一例
姶良家保 石井択径、石井直樹
昨今の養豚界では大型専業化が進み種々の疾
病が発生し、また豚コレラ撲滅事業によりワク
チン未接種豚が増加するなど、豚コレラやその
他多くの疾病について病性鑑定が重要視されて
いる。今回、豚コレラに類似した症状を呈する
症例について、原因究明のため病性鑑定を行っ
た。管内の 農場で 月中旬に流産が発生し、A 5
同豚舎離乳豚群が発育不良や神経症状を呈して

6 4~5死亡するようになった 発生ピークは 月。 （
週齢）であり、鑑定依頼のあった 月（ 週7 6~7
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） 。齢 までに離乳豚舎全頭数の ％が死亡した36
肉眼所見は、体表チアノーゼ、腎の点状出血、
肺炎、胸腔内線維素析出、脾臓のうっ血などで
あった。ウイルス学的検査を実施し、豚コレラ
は 法、カバースリップ法、 の結果FA RT-PCR
陰性であった。肺からの豚繁殖器・呼吸器障害
症候群( )ウイルス野外株の分離と、間質PRRS
性肺炎や非化膿性脳炎という病理所見から
と診断し、農場にオールイン・オールアPRRS

、 、ウト方式の導入 消毒の徹底を指導したところ
事故率が低減した。

香川県で発生した離乳後多臓器性発育不良症83
：香川候群（ＰＭＷＳ）の免疫組織化学的検索

県東部家保 田中宏一、久利俊二
は豚ｻｰｺｳｲﾙｽ 型( )と他疾病の混合PMWS 2 PCV2

感染により発育不良等を示すが発症要因等不明
な点が多い。 農場の 例と に感2 PMWS11 PCV2
染した 陰性 例を αPMWS 14 PRRS,PCV2,CD79

抗血清を用いて免疫組織化学的検,CD3,Mac387
査を実施。発症要因・機序について比較検討。
では 抗原を全身臓器で確認。特にPMWS PCV2

ﾘﾝﾊﾟ節>脾>小腸>肺>肝が多い。 の肺はPMWS
( ) 化膿性肺炎( )を併発。陰性はPRRS 93% , 100%
( )化膿性肺炎( )。 の小腸にPRRS 9% , 45% PMWS

は による消化器障害があり糞便による感PCV2
染源も示唆。免疫能検索では のﾘﾝﾊﾟ節内PMWS
ﾘﾝﾊﾟ球が有意に減少。 感染では免疫能B PCV2
低下は示さず、 発症時に免疫能低下を示PMWS
していた。 陽性を示した肝細胞変性部位PCV2
には 法にてｱﾎﾟﾄｰｼｽ細胞を確認。県内のTUNEL
は と 等の混合感染が ﾘﾝﾊﾟPMWS PCV2 PRRS B

球減少の免疫能低下を引きおこし発症したもの
と考察。ﾜｸﾁﾝ接種等の呼吸器対策を実施した結
果、その後の の発生はない。PMWS

8 4 離乳後多臓器性発育不良症候群（P M W S）の
：佐賀県西部家保 葛見敏男発生例
母豚350頭を飼養する一貫経営農家において平
月上旬から、発育不良、呼吸器症状及成15年9

び貧血症状を呈する子豚のへい死が増加。剖検
所見で、貧血、肺の肝変化及び腹膜炎、腹水貯
。 、 、留 病理組織所見で肺胞腔内の膿瘍形成 回腸
扁桃及び腸リンパ節におけるリンパ球減少とPM
WSの特徴病変であるブドウ房状の好塩基性細胞

Past質内封入体の散在。細菌学的検査で肺から
分離。また、抗体検査でPCVeurella multocida

2の30日齢での抗体陽性を認め、45日齢から90
日齢では抗体価の上昇を認めた。App2型は30日
齢では抗体は認めないものの45日齢以降、PCV2
と同様の抗体上昇を認めた。一方、PRRSでは、
30日齢で高い抗体を保有する豚を認め、45日齢
では全頭高い抗体値を保有していた。 検査結

Pasteurella mul-to果から、今回のPMWS発生は
PRRS及びApp2型の感染が関与しているとcida、

考えられる。

（ ）85 豚離乳後多臓器性発育不良症候群 ＰＭＷＳ
、診断例の病原検索：熊本県中央家保 加地雅也

長野琢也
離乳後に発育不良、呼吸器症状、下痢を呈し

（ 、 ）た子豚 頭 と ： 日齢 ： 日齢3 No.1 3 64 No.2 41
の病性鑑定を実施。剖検で胸・腹腔内線維素析
出、癒着を認めた。血液検査は著変なし。

検査は母豚を含む 頭全頭陰性。PRRS-ELISA 20
細菌検査は の小腸内容から毒素産生性大腸No.1
菌を分離した以外陰性。病理検査では臨床症状
に一致して と で顕著な間質性肺炎、肺門No.2 3
リンパ節や小腸パイエル板のマクロファージ細
胞質内に豚サーコウイルス 型（ ）に特徴2 PCV2
的な細胞質内封入体を多数確認、小腸粘膜に壊

PCR死部、単核細胞浸潤を認めた。免疫染色と
検査で肺、リンパ系組織、腸管で強い 抗PCV2
原陽性および 遺伝子を検出。 抗原PCV2 PRRS
は陰性。発生状況、臨床症状、病原検索結果を
総合して と の 頭を 、 は大No.2 3 2 PMWS No.1
腸菌症と診断。本症例はリンパ組織の封入体形
成が中心で、 特有の巨細胞を伴う肉芽腫PCV2
形成を認めないのが特徴。 診断には総合PMWS
的な病原検索実施の必要性が示唆された。

86 離乳後多臓器性発育不良症候群（ ）PMWS
：静岡県中部家保 松豚にみられた増殖性腸炎

本浩二、手塚喜代美
発生状況と臨床所見：平成15年1月、母豚70
頭を飼養する一貫経営農家で、育成豚に水様性
下痢及び削痩を認め（1～3頭/腹 、重症豚は死）
亡。発症豚1頭（70日齢、雌）を検査。細菌学
的検査：主要臓器等から有意菌分離されず。剖
検所見：回腸から結腸に腸管壁の肥厚を認め、
管腔内にチーズ様凝塊が存在。回腸リンパ節は
腫脹。病理組織学的検査：回腸、回盲部、結腸
で、陰窩上皮細胞の過形成を認め、Warthin-St

Lawsonia intracellularry染色で、細胞質内に
と考えられる多数の湾曲小桿菌。抗Liモノaris

クローナル抗体を用いた間接蛍光抗体法で、同
部位に特異蛍光を認めた。体表及び回腸リンパ
節、回腸パイエル板で、好塩基性細胞質内封入
体を認め、回腸パイエル板では巨細胞浸潤も散
見。ビオチン化抗豚サーコウイルス2型抗体に
よる酵素抗体法で、封入体、一部の巨細胞内に
陽性反応を認めた。以上より、PMWS豚における
増殖性腸炎と診断。

滋賀県の豚呼吸器病症候群（ )発生状87 PRDC
：滋賀県家保 藤井賢一況
複数の病原体が関与する は、近年養豚PRDC
業の生産性を低下させる疾病として問題となっ
ている。そこで、 の大きな要因と考えらPRDC
れている豚繁殖呼吸障害症候群ウイルス
( )、豚サーコウイルス 型( ）の県PRRSV 2 PCV2

。 、内の抗体保有状況を調査 の浸潤状況はPRRSV
農場により差が認められ、陰性農場も存在。ま
た、繁殖候補豚の導入時では 、導入 カ月1.8% 1
後では 、繁殖豚では 、肥育豚では36.1% 53.2%
が陽性。呼吸器病発生歴のある農場では64.9%
は農場に広く浸潤しており、 は繁PCV2 PRRSV

殖豚では 、肥育豚では が陽性。ま65.2% 85.9%
PRRSVた 呼吸器病多発農場では 繁殖豚群での、 、

に対する抗体価( 比)に大きなばらつきが認めSP
。 、られた 薬剤による対策では事故率は減少せず

豚房の洗浄により事故率が低下。これらのこと
から、 対策として、導入豚への馴致の実PRDC
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施による繁殖豚群での に対する免疫状PRRSV
態の安定化を図るとともに、飼養環境の改善の
必要があると考えられた。

88 豚呼吸器病症候群（PRDC）発生例の病理組織
：滋賀県家保 石本明宏、平澤康伸学的検討
は豚繁殖･呼吸障害症候群ウィルスPRDC

( )や豚サーコウィルス２型( )によPRRSV PCV2
る間質性肺炎や免疫不全を基礎とし、細菌感染

。により重篤化するとされているが詳細は未解明
そこで、発生機序解明のため、一農場の例を病
理組織学的に検討。材料は死亡豚 頭、発症初47

PR期豚８頭を供試。間質性肺炎があるものを
型、離乳後多臓器性発育不良症候群( )のPMWS
所見であるリンパ組織のリンパ球著減、組織球
浸潤、葡萄房状封入体があるものを 型、化PM
膿性肺炎、線維素性肺炎または敗血症の所見が

PRPM PRあるものを細菌型、複合型として 型、
、 。細菌型 細菌型および 細菌型に分類PM PRPM

死亡豚と発症初期豚の型別の差ならびに死亡例
の型別と飼育ステージ等の関係を検討。死亡例

、 、では 細菌型は ％ 細菌型は ％PM 44 PRPM 32
PR 21 PRPM PR PM細菌型は ％ 型は３％ 型、 、 、
型は０％。間質性肺炎は発症初期に生じるが死

、 、亡への関与は弱く は死亡に強く関与しPMWS
最終的に細菌感染により死亡するものと推察。

8 9 P R R S衛生対策による繁殖障害低減と離乳豚
：宮城県迫家保 石橋拓英、加藤伸の損耗防止

悦
、母豚 頭規模の一貫経営養豚場において170

平成 年 月に正常分娩率 に低下、翌14 12 57.1%
月には再発情率 に上昇、離乳豚の事故率35.3%
に上昇。当農場では 対策として19.7% PRRS
ワクチン接種を中止し、繁殖育成豚の馴PRRS

致を実施していたが、母豚舎内の 抗体検PRRS
。査で未経産豚の 抗体のバラツキを確認ELISA

23 9さらに隔離舎で馴致後の繁殖育成豚 頭中
、 。頭が 抗体未獲得で うち 頭が導入豚ELISA 8

母豚舎内の 免疫安定化を目的に馴致後のPRRS
抗体検査を継続実施し、陽性豚のみを母ELISA

豚舎へ移動する方式に変更。また、自家産を主
体とした母豚更新を実施。母豚舎内の のPRRS
抗体及び中和抗体の保有状況を調査。母ELISA

豚舎内で 抗体のバラツキは改善され、ELISA
中和抗体の保有を確認。平成 年 月、正常15 11
分娩率 、再発情率 、翌月の離乳豚72.7% 9.8%
の事故率 ％に改善。今後とも隔離舎、母豚8.9
舎の 免疫状態の監視を継続し、母豚群のPRRS
免疫の安定化を推進するよう指導を徹PRRS

底。

県外導入ＳＰＦ豚で摘発された豚繁殖・呼吸90
障害症候群（ＰＲＲＳ）抗体陽性例の清浄維持
：富山県東部家保 西井 純、池上 良活動

平成１５年３月、県外Ａ農場由来導入ＳＰＦ豚
３０頭中１頭が隔離解放検査でＰＲＲＳエライ
ザ検査陽性。陽性豚の病性鑑定成績は、病理検
査著変なく、ＰＣＲ検査陰性。エライザ検査陽
性は非特異反応と判断。また、受入農場の汚染
状況調査成績は、在来豚６４頭のＰＲＲＳエラ

イザ検査全頭陰性。３週間後の導入豚・在来豚
のＰＲＲＳエライザ検査成績も陰性で、導入豚
の隔離解除。同年６月、Ａ農場からの再導入豚
３１頭中３頭が隔離解放検査でＰＲＲＳエライ
ザ検査陽性。内２頭は３週間後の再検査でも陽
性。Ａ農場、受入農場、当所が協議し、ＰＲＲ
Ｓエライザ検査陽性豚の淘汰、出荷前のＰＲＲ
Ｓエライザ検査実施等を決定。Ａ農場はＰＲＲ
Ｓエライザ検査受託を拒否。以降受入農場はＡ
農場との豚の取引を中止し、他の農場からＰＲ
ＲＳ陰性証明を持つ豚を導入。現在まで受入農
場でＰＲＲＳを疑う症状は認められない。
豚繁殖・呼吸障害症候群( )における抗91 PRRS

：山梨県東部家保 池永直浩、体の経時的変動
條々和実

PRRS A B豚繁殖・呼吸障害症候群( )陽性の 、
農場における、個体毎の経時的なエライザ値の

A 30 1動きについて調査 農場は 検査頭数 頭。 、 、
頭当たりの検査回数は ～ 回、初回検査月齢3 6
は ～ か月齢。結果、抗体陽性から陰性6.2 24.3
に転じたものが 頭、うち 頭に 度の陰転が11 1 2
みられた。また、抗体陰性からの陽転が 頭、7
陽性のまま推移したものが 頭、陰性のまま推9
移したものが 頭みられた。 農場は、検査頭3 B
数 頭、１頭当たりの検査回数は ～ 回、初26 2 3

2.7 71.4 21回検査月齢は ～ か月であった 結果。 、
日齢で離乳後、 日齢までの隔離飼育方式を導51
入しているためか、 か月齢まではエライザ値3
の動きはみられず、 か月齢以降にエライザ値4
が上昇するものが出始め、 か月齢頃に抗体陽15

。 、性となる傾向が認められた これらの結果より
清浄化にはエライザ法の他に複数の検査方法を
併用したり、長期・複数回にわたってエライザ
検査を行う必要がある。

三92 一養豚農家に発生した呼吸器複合感染症：
重県南勢家保 平塚恵子、安芸 博
繁殖雌豚 頭規模一貫経営農場において、450
2003年6月、50～60日齢の豚に呼吸器症状およ
び死亡が増加。同年7月の事故率は離乳舎（16
～90日齢まで飼養）で16.0％に及んだ。死亡豚
2頭の病性鑑定をしたところ、剖検所見では、
著変は認められず、細菌検査では陰性。病理組
織学的検査では間質性肺炎、および細気管支周
囲、血管周囲の単核球の浸潤、リンパ濾胞の過
形成を確認。抗PRRS血清を用いた免疫染色にお
いて陽性抗原を認め、PRRSとマイコプラズマに
よる複合感染が示唆された。同居豚についてPR
RS、MPS、Appの抗体検査を実施、MPS、Appは、
ワクチンの効果と思われる抗体を認め、野外感
染は120日～150日と推察したが、PRRSは60日齢
から高い抗体価を示し、全ステージにおいて抗
体の保有を確認。母豚、導入豚のPRRS抗体検査
を実施したところ、導入豚は抗体陰性、母豚の
抗体価は、ばらつきを認めた。PRRSの対策とし
て分離飼育での母豚総入れ替えによる清浄化を
実施中。

生産性向上を目指した豚繁殖・呼吸障害症候93
：奈良県家保群( )清浄化への取り組みPRRS

武平有理子
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120 PRRS農家は母豚 頭の一貫経営。初回の
抗体検査で汚染は肥育豚と母豚に限定されてい
ることが判明。このため残りの母豚と候補豚の

'02 11 '03時点で採血し、抗体価を測定。 年 月～
年 月の間で８回採血し、計 頭を調査。採11 158
血毎に高い陽性率を示し、５月には以前から検
討していた細霧システムを導入。その後も高い
陽性率が続いたが、 年 月の時点で全頭陰'03 11
性。細霧システム導入前後で、アンモニア濃度
に変化はなかったが、落下細菌数についてはか
なり減少。 の推移と胸膜肺炎を比較するPRRS
と、 同様肥育豚で高い抗体価を示し、経PRRS

PRRS時的変化でも同じような推移を示した。
の推移と豚丹毒を比較すると、 年下半期と畜'00
場で豚丹毒による全部廃棄が２頭あったが、抗
体検査の結果と照らし合わせてみても、この頃
ウイルスの動きがあったと推定。以後母PRRS

豚にもワクチンを接種するようになり、その後
全廃は出ていない。衛生対策の改善による経営
成績の向上はまだ見られない。

9 4 繁殖豚群におけるＰＲＲＳ侵入後の肥育豚
鳥取県溝口家保 西群ＥＬＩＳＡ抗体の推移：

田昌樹、井上禎文
管内大規模養豚場で、豚繁殖・呼吸障害症候
群（以下PRRS）を農場内から撲滅するため飼養
豚全頭に馴致を実施。平成14年7月、10月、12
月及び15年12月に特定の繁殖豚8頭についてELI

、 、SA抗体を調査した結果 ELISA値の平均は0.92
0.69、0.48及び0.17と推移していた。同様に、
平成14年12月から15年12月までの間において約
2ヶ月間隔で生後約50日齢前後の子豚の最高ELI
SA値は14年12月から順に3.83、0.38、0.39、0.
31、0.06、0.12、0.01となっており、15年8月
頃から移行抗体が低下する傾向を示したことか
ら、馴致後約1年で母豚のPRRS抗体は低下或い
は消失していたものと推察できた。従って、撲
滅を目的とした馴致は効果を発揮していると考
えられ、陽性肥育豚舎の収容豚を順次オールア
ウトすることによって、撲滅は完了するものと
推察。

豚繁殖・呼吸障害症候群（ ）ウイルス95 PRRS
：長崎県中央家保 島の関与した非典型的流産

田善成、豊田勇夫
平成 年１月、 陽性農場において、妊15 PRRS
娠ステージに関係なく流産が発生。発生頭数は

28９頭で 産歴は１～７産 流産時の妊娠日齢は、 、
～ 日、平均 日。流産母豚３頭のペア血108 62.5
清および流産胎子について病性鑑定を実施した
、 、 （ ）結果 ペア血清において PRRSウイルス PRRSV

に対するエライザ抗体価の上昇および 抗体IFA
価の有意な上昇を確認。また、母豚の前血清か
ら を分離。以上の成績から の関PRRSV PRRSV
与した流産と診断。分離ウイルスは遺伝子学的
検査から、本県で平成 年に発生した 陰12 PRRS
性農場での非典型的流産母豚由来の とPRRSV
近縁と推察。今回の流産発生機序として、母豚

PRRSVの症状が顕著だったこと、流産胎子から
が検出されなかったことから、分離株の病原性
が強かったため、妊娠を維持できなかったもの

と推察。今後、分離株の病原性についての検討
が必要。

96 豚痘発生農場と青森県における豚痘ウイルス
：青森県東農林青森家保 菅原 健抗体検査成績

、佐藤 尚人
豚痘発生農場と県内飼養豚・イノシシの抗体
保有状況を調査。豚痘発生農場の発症豚とその
母豚、ならびに同農場の豚血清53検体の抗体検
査を実施。さらに平成8～14年の保存血清を用い
て抗体保有状況を調査。県内豚農場は平成14年
度豚保存血清885検体について実施。イノシシ血
清は平成11～14年度保存血清86検体を検査。抗
体検査は発症豚から分離した豚痘ウイルスで抗

。原プレートを作成し間接蛍光抗体法により実施
発症豚の抗体価は2,560倍、10,240倍およびその
母豚は10,240倍、640倍。その他の豚の抗体価は
10倍未満～640倍。また、過去の調査したいずれ
の年でも抗体陽性豚を確認。県内豚農場では陽
性農場数は98農場(79.0%) 陽性頭数は383頭(43.、
3%)。イノシシでは陽性頭数は44頭（51.2％ 。）
抗体陽性豚は県内の幅広い地域に存在。イノシ
シでは過去に発生の報告は無いものの抗体を保
有することを確認。

：埼玉県中央家保 伊藤麗97 豚流産胎子の豚痘
子、鴻巣泰

15 2 1平成 年 月上旬、県内繁殖養豚場で母豚
頭が分娩予定 日前に 頭(生存 、白子 、4 15 2 10
ミイラ胎子 )を産出。白子 頭とミイラ胎子の3 4

5 10mm 1全身皮膚に ～ 大の円形丘疹多発 白子。
頭で舌にも同様の病変。白子のうち肉眼病変の
ある 頭と病変のない 頭を、病理組織学的、2 2
免疫組織化学的( )、電子顕微鏡学的検査IHC
TEM 2( )に供試 組織病変は 肉眼病変のあった。 、
頭のみに存在。皮膚有棘細胞と毛包上皮細胞の
好酸性細胞質内封入体を伴う風船様変性、真皮
への単核細胞浸潤、基底膜の壊死。これらは豚
痘病変と一致。 頭で心筋の巣状壊死。抗豚ポ1

、 、ックスウイルス( )抗体による で 皮膚SPV IHC
心筋壊死巣に 抗原検出。 で、真皮の浸SPV TEM
潤細胞にもウイルス粒子確認。豚痘は接触や機
械的伝播による子豚の感染が一般的だが、新生
豚における発生で先天感染を疑う報告も少数存
在。本例は、胎子で豚痘病変を初めて確認した

SPV先天感染事例。真皮や心筋壊死部における
感染の確認は新知見。

98 2001石川県（能登地域）の養豚場における
石～ 年の日本脳炎ウイルスの分布状況2003 ：

川県北部家保 長井誠
ワクチンの効果的な接種と啓蒙を図日本脳炎

るため、能登地域における近年の日本脳炎ウイ
ルス( )の分布状況を ～ 年に採血JEV 2001 2003

JEV 3 5した豚の の抗体検査により調べた。 ～
ヶ月齢の ワクチン未接種豚の血清を材料とJE
し、アセトン処理後赤血球凝集抑制反応により
抗体価を測定。 年は ／ 戸( ％)、2001 4 13 30.8
2002 12 13 92.3 2003 5 13年は ／ 戸( ％) 年は ／、
戸( ％)に 抗体を確認。 抗体が確認38.5 JEV JEV
された農家の抗体保有率は、 年は ～2001 40.0
90.0 2002 10.0 50.0 2003 10.0％ 年は ～ ％ 年は、 、
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～ ％。調査期間すべてに 抗体が確認50.0 JEV
された農家は 戸、 年は 戸、全く認められ1 2 7
なかったのは 戸。 年とも 抗体が認めら2 3 JEV

2001 70.0 2002れた農家の抗体保有率は 年 ％、
年 ％、 年 ％と高率。以上から、50.0 2003 50.0
過去 年において能登地域では の分布が認3 JEV
められ、特に春から秋に高温であった 年2002
は広い範囲に が流行したことが明らかになJE
った。

：奈良県家保 西河99 豚の日本脳炎(JE)発生例
真美、樫本卓也

1 2003 7当該豚は 産目を正常分娩、その後 年
月末に種付け、畜主は妊娠中の母豚に異常を認
めていないが分娩が 週間遅れた為、 月末に1 11
分娩誘発剤を処置、翌日に白子 頭、 日後に2 2
ミイラ化胎子 頭、黒子 頭および白子 頭を1 2 1
娩出。剖検では全ての胎子に脳欠損と脳腔内貯
留液。母豚血清と胎子の腹水または胸水につい
て検査したところ、日本脳炎ウイルス（JEV）抗
体価のみ高値。RT-PCR法(nested-PCR)では5頭の
うち4頭の胎子からJEV遺伝子を検出、よって本
症をJEと診断。近隣農場2戸のJE抗体陽性率は'0
2年は9月上旬に80%に達した後、下旬には低下し
たが、'03年は8月から既に高く、10月上旬には8
0%を超えるまで上昇しJEVの活発な活動を示唆。
当該農家では'03年度、JEワクチンを未接種であ
り、今季、他にも異常産が発生。JEは初産豚に
多発するが、本症例のように越夏した経産豚で
もJEによる異常産が起こりうるので、経産豚に
もJEワクチンの接種を行うことが重要と考えら
れる。

100 A群およびC群ロタウイルス（ロタV）によ
：山形県中央家保 馬渡隆る哺乳豚の下痢症

寛、細川みえ
県内の繁殖豚2,000頭規模の農場で哺乳豚の
下痢が繰り返し発生。下痢便は黄色～黄白色水
様であり、一過性で１週間～10日程度で回復。
RNAポリアクリルアミドゲル電気泳動（RNA-PAG
E）により、2001年7月発生の哺乳豚下痢便から
C群ロタVが2/4頭で検出。2003年2月発生ではA
群ロタVが3/10頭及びC群ロタVが3/10頭、9月発
生ではA群ロタVが10/10頭で検出。いずれの下
痢便からも、下痢に関連する他のウイルス、細
菌、寄生虫等は検出されなかった。繰り返し発
生している哺乳豚の下痢便から、国内でほとん
ど報告のないC群ロタVを検出。この農場では、
A群およびC群ロタVが常在化し、哺乳豚の下痢
に関与している可能性が示唆された。他農場の
哺乳豚の下痢便からもA、B、C群ロタVを検出。
哺乳豚の下痢にA群以外のB群、C群ロタVも関与
していることを認識し、下痢検査に積極的にRN
A-PAGEを活用し実態解明していく必要がある。

：茨101 豚サイトメガロウイルス病の発生事例
城県県西家保 三浦成見
母豚１２０頭の一貫経営農家で，２週齢の哺
， ， ， ，乳豚が くしゃみ 鼻づまり 腹式呼吸を呈し

離乳に至っても食欲不振，発育不良が認められ
た。発症は１０腹で，１腹３～４頭で症状目立

ち，約４０頭が発生。３週齢と６週齢の各々２
頭の病性鑑定実施 豚サイトメガロウイルス Ｐ。 （
ＣＭＶ）のＰＣＲ検査では全頭が陽性。３週齢
では鼻甲介粘膜の腺細胞に大型の好塩基性核内
封入体が多発，周辺ではリンパ球浸潤，粘膜上
皮の剥離が認められた。６週齢では好塩基性核
内封入体はわずかでリンパ球の浸潤が認められ
た。その他非化膿性間質性腎炎が全頭で認めら
れ，３週齢では尿細管上皮細胞に好塩基性核内
封入体が散見。以上より豚サイトメガロウイル
ス病と診断。３週齢に比べ６週齢は，症状回復
， 。と考え ６週齢以降での離乳舎への移動を指導

また，対策として導入農場の固定化や馴致等の
導入母豚の管理と新生豚の十分な初乳摂取を行
う分娩舎での管理が新生豚への感染循環を絶つ
ためには必要。

豚とイノシシにおける 、 の抗体102 TGE PED
：静岡県中部家保 戸塚保有状況の調査と検討

忠
、 （ ）静岡県内においては 豚伝染性胃腸炎 TGE

は平成7年度に一貫経営農場での発生報告が最
後で、豚流行性下痢（PED）については現在ま
でのところ発生の報告はない。しかし、家畜伝
染病予防事業における抗体検査結果によると、
TGEでは、毎年抗体陽性豚が認められ、PEDにお
いても平成14年度から抗体陽性豚が見られるよ
うになった。今回、野生のイノシシ209頭の血
清を用いてTGE及びPEDの抗体検査を実施したと
ころ、TGE検査では5頭が抗体陽性で抗体価は2
倍が4頭、4倍が1頭であった。PED検査では11頭
が抗体陽性で、抗体価は2倍が7頭、4倍が2頭、
8倍が2頭であった。TGE及びPEDともにイノシシ
で抗体の保有が確認され、豚とイノシシ間での
ウイルス伝播の可能性が示唆された。近年野生
のイノシシが民家等に出没する事例もあること
から、豚との接触も危惧されるので、十分な侵
入防止対策及び衛生管理対策が必要と思われ
る。

豚テシオウイルス（ＰＴＶ）抗原が認めら103
：茨城県県北家保れた非化膿性灰白質脊髄炎

石井正人、廣木政昭
74 2母豚 頭を飼養する一貫経営農家で育成豚

頭に神経症状を示し病性鑑定を実施。臨床症状
は後駆麻痺及び左後肢の歩様異常のみで、その
他には異常ない。病理組織検査で脊髄の灰白質
を中心に非化膿性炎がみられ，大脳の病変が無
いか軽度である特徴があった。肝臓では実質に

、微少壊死巣が散見とグリソン鞘にリンパ球浸潤
肺で間質性肺炎。ＰＴＶのモノクローナル抗体
を用いた免疫染色で、延髄及び脊髄の神経細胞
内と肝臓の壊死巣周囲、脊髄神経の軸索に陽性
反応。主要臓器の細菌検査とウイルス分離、豚
コレラの直接蛍光抗体法、ＰＴＶのＰＣＲ法は
全て陰性。豚エンロウイルス性脳脊髄炎の確定
診断には脳からのウイルス分離が必要なため、
ＰＴＶの関与が疑われた非化膿性灰白質脊髄炎
と診断。ウイルスが脳から分離されなかった理
由として発症後３週間経過していたこと、中脳
から脊髄に病変があるため採材部位により分離
率に差があると推察。
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Pneumocy104 豚日和見感染症等（PCV2、PRRS、
：栃木県stis carinii）の免疫組織化学的研究

県央家保 高橋孝志 飯塚綾子
県内の病性鑑定材料を用いて、豚サーコウ
イルス2型（PCV2）は平成12年～平成15年の64
頭、豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）は平成8

Pneumocystis car年～平成15年の134頭（肺 、）
（ ）は平成13年～平成15年の52inii P.carinii

頭（肺）について免疫組織化学的に抗原を検出
、 。 、し 抗原と病変の関係等を調査 抗原陽性率は
個体別でPCV2(29.7%、19/64)、PRRS(17.2%、23
/134)、 (9.6%、5/52)。農場別でPCV2P.carinii

P.carin(50.0%、11/22)、PRRS(18.4%、7/38)、
(17.6%、3/17)。日齢別で最も陽性率が高かii
ったのは、PCV2(81～120日、61%)、PRRS(41～8
0日、34%)、 (81～120日、16.7%)。PCP.carinii
V2抗原陽性個体では、90%でリンパ系組織に抗
原を確認。PCV2抗原の病変別内訳は、リンパ系
組織に封入体(30%) 封入体は無く巨細胞有り(2、
6%)、封入体も巨細胞も無し(43%)。また、PCV2
抗原陽性個体のうち36.3%はPRRS抗原を有し、P
CV2抗原陰性個体(PRRS抗原陽性は2.7％)との差
を認めた。

Ⅱ－２細菌性疾病

衛生状態良好な農場の浮腫病早期清浄化事105
：埼玉県川越家保 多勢景人、飯島雄二例
平成 年 月、母豚約 頭規模の一貫経営15 10 90
農場で、約 か月齢の子豚 群 頭に発熱、眼1 3 36
瞼浮腫、軟便等が発生、 頭が死亡。病性鑑定10
により、 産生大腸菌の分離と病理組織学的Stx2e
検査から浮腫病と診断。薬剤感受性試験で多く

STの薬剤に高い感受性を認め、生菌製剤投与、
合剤筋注等により、発生後 日間で終息。発生4
農場は導入豚の隔離検査実施など、疾病侵入防

AD 8止に努めており オーエスキー病 は平成、 （ ）
。 （ ）年から清浄化 豚繁殖・呼吸障害症候群 PRRS

は平成 年に陽性豚が摘発され、繁殖豚全頭検13
査を繰り返すなど、陽性豚 頭を淘汰し、現在3
まで清浄を維持。また、薬剤に頼らない衛生対
策を行っており、飼料添加剤は使用せず、治療
が必要な場合は注射で対応。注射薬剤はペニシ
リン、カナマイシンだけを使用。当所管内で発
生した過去 例の大腸菌症例と比べ、今回の事6
例は 、 が関与せず、分離菌も多くの薬PRRS AD
剤に感受性があり、対応も容易で軽微な被害で
すんだ。

：新106 離乳期に多発した豚大腸菌症の発生例
潟県中央家保 後藤靖行、曽我万里子
繁殖雌豚約 頭飼養する一貫経営農場にお100
いて、平成 年 月下旬頃から約１か月齢の子15 6
豚に下痢や削痩等を起こし死亡する例が散発、

1 7 23日増しに増加したことから約 か月後の 月
日に病鑑依頼。剖検で、腹腔内臓器は水腫様呈
、 。 、 、し脆弱 腸管は弛緩し菲薄化 細菌検査で VT2
及び 産生遺伝子及び線毛抗原 保有のLT ST F18
病原性大腸菌 を分離。薬剤感受性試験にO139
基づき を離乳前の子豚全頭に投与。一時ABPC

沈静化したが、 月 日の調査で再発生がみら9 4
れたことから再度検査したところ、 耐性ABPC
の病原性大腸菌 の他、 産生遺伝子保有O26 ST
の毒素原性大腸菌 を分離。薬剤を両株ともO20
感受性の に変更し、母豚への投与も指導BCM

3 234した結果、終息。この間約 か月を要し、
頭の子豚がへい死。長期化した要因として、初
期対応の遅れ、血清型や薬剤感受性の異なる複
数の大腸菌の関与、母豚対策の不徹底などが考
えられた。

107 線毛抗原F 1 8保有大腸菌が関与した豚の離
：新潟県下越家保 阿部隆司、小林淳乳後下痢

壱
平成15年6月～12月、豚の離乳後下痢が多発
(死亡率3～15%)、5農場16件44頭を検査(21～50
日齢)。発症は離乳5～10日目が多く、離乳が早
いほど発症も早い。小腸壁の弛緩・菲薄化がみ
られ、水様内容物から溶血性大腸菌を有意に分
離。線毛抗原F18を検査したほぼ全株（13/14）
で確認、K88の混在は1農場のみ。毒素はエンテ
ロトキシンをほぼ全株（24/25）で、ベロトキ

（ ） 。 （ ）シンも高率 14/25 に確認 F18保有株 10株
、 、 、のO群血清型別はO139:3株 026:5株 不明:2株

毒素はLT・ST・VT2・Stx2の組合せが多く7株。
薬剤感受性は、検査初期からST,GM,CLに低感受
性株を確認、抗生剤主体の対策の結果、全農場
でABPCに耐性、1農場でBCM耐性。対策の対象を
分娩舎と母豚にも広げ、適正な飼養管理、衛生
対策の徹底、生菌剤・有機酸・ビタミン等の添
加による子豚の体質改善に努め、抗生剤投与は
離乳時にポイントを絞った。結果、全農場で沈
静化傾向。

108 同一養豚場で分離されたベロ毒素産生大腸
：愛知県西三河家保 川本隆之菌の性状比較

管内の繁殖母豚200頭の一貫経営農場におい
て、離乳直後の子豚に2003年5月及び9～11月、
眼瞼浮腫を伴い急死し、ベロ毒素（VT2e）産生
大腸菌が分離され 浮腫病と診断 5月 (5月株)、 。
及び9月(9月株)に分離された大腸菌について
血清型別、毒素検査、付着因子 検索並びに薬
剤感受性試験等を細菌学的に比較検討。5月株
は、O群血清型O86ベロ毒素産生大腸菌で、9月
株は、F18線毛保有ベロ毒素産生大腸菌で異な
るタイプの大腸菌と同定。ベロ毒素産生性試験
成績から９月株が5月株より強いベロ毒素産生
能を確認。5月時点にはペニシリンが飼料添加
されペニシリン耐性の5月株よる浮腫病が発生
したと思われた。9月株は、浮腫病特有の定着
因子であるF18線毛を保有し、ベロ毒素産生能

、 。も強かったことから 終息までに時間を要した
対策として、高感受性の抗菌剤であるビコザマ
イシンと生菌製剤の飼料添加により発生が終
息。

奈良県家109 子豚の豚大腸菌症の発生と対策：
保 金原稔子、松田勇
農場で平成 年 月に哺乳豚の下痢・死A 15 5
。 、亡が多発 下痢を示す新生豚の病性鑑定を行い

大腸菌 、 を分離。その後も新生期O112ac O146
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から肥育期で軟便・下痢が散発。 月に糞便検8
O146 B 14査を行うと再び を分離 養豚場で平成。

。 、年 月に哺乳豚の下痢が発生 糞便検査の結果4
大腸菌 、 を分離。平成 年 月に哺O125 O126 15 9
乳豚の死亡数が増加した際、生後 週齢子豚の2
病性鑑定を行い、大腸菌を分離。両養豚場で分
離された大腸菌はペニシリン系、テトラサイク
リン系、 合剤などの抗生剤に薬剤耐性を示し、ST
コリスチンやキノロン系抗生剤の使用を指導し
たが、 養豚場では抗生剤の不適切な使用や不A
十分な衛生管理のため、下痢の散発が続いたと
考えられる。対策として、薬剤耐性菌の出現を
防止するために適した抗生剤を正しく使用し、
衛生管理や子豚の保温も必要。さらに、両養豚
場で産歴のあさい母豚の出産が重なったこと
も、大腸菌症発生の一因であると考えられ、母
豚の産歴構成の適正化も大切。

：広島県備北家保 瀧110 浮腫病の発生と対策
口桃子、田村和穂
平成15年7月に母豚約80頭を飼養する一貫経営
農家において、眼瞼浮腫及び神経症状を呈し死
亡する70日齢以下の離乳豚が著しく増加 （離乳。
豚死亡率63％）組織所見で、大脳、脳幹の神経
細胞の乏血性変性、小腸粘膜固有層、粘膜下組
織の水腫性拡張及び諸臓器の血栓形成を認め、
細菌学的検査で腸内容からVTECを分離したため
浮腫病と診断。豚舎の汚染状況調査では、拭き
取り検査において分娩房、母豚ストール及び通
路から高濃度の大腸菌群を分離 （10 CFU/100cm。 ７

）母豚ストールの拭き取り及び母豚と肥育豚の2

糞便からベロ毒素産生性大腸菌遺伝子を検出。
対策として、抗生剤の見直し、飼料添加剤の削
減、母豚及び子豚への生菌製剤の投与、抗生剤
を用いた母豚の清浄化、及び豚舎消毒の改善等
を指導。対策開始後、離乳豚の死亡率は一時減
少したが再び上昇傾向にあるため、今後、衛生
改善等対策を検討。

111 一養豚農場で発生した浮腫病とその対策：
原田 恒、三好雅和山口県東部家保

繁殖豚 頭、肥育豚 頭飼養の一貫経470 4,100
営農場。平成 年 月中旬より、離乳後約 週15 7 2

、の育成豚死亡が増加傾向にあるとの稟告を受け
。 、疫学調査及び病性鑑定を実施 疫学調査の結果

死亡時期は離乳後 ～ 週に集中。育成豚 頭2 3 5
について病性鑑定を実施。神経症状、腸内のガ
ス貯留及び腸管菲薄化を共通して確認。小腸内
容物から × 個 のβ溶血性大腸菌2 10 /g10

（ ）を検出、浮腫病と診断。感受O139:K12:H1
性抗生物質投与、生菌製剤の飼料添加、空舎期
間の延長と徹底した消毒を実施。しかし死亡頭
数は減少せず、再度の病鑑と対策検討を実施。
臨床所見、病理学的所見は初発時と同様だが、
分離した大腸菌について、感受性薬剤の耐性を
確認。離乳以前の大腸菌対策を重視し、娩出直
後の子豚への乳酸菌製剤経口投与及び以後の飼
料添加を行い、感受性薬剤は必要に応じてスポ

、 、ット的投与を実施したが 効果が不明瞭なため
現在は生菌製剤のみで対応。各対策の結果、死
亡率は約 に改善。4%

病原性大腸菌 に起因する浮腫病の112 O121:H-
：佐賀県西部家保 岸川嘉洋発生事例

平成 年 月下旬から 月上旬にかけて母15 7 8
20 30豚 頭を飼養する養豚繁殖農家において、
日齢前後の子豚約 頭に軟便および水様性下50
痢が見られ、重度のものは ～ 日の経過で死2 3
亡。下痢を呈した子豚の生体 頭( 日齢)、子3 3
豚 頭の直腸便及び 個の落下便、子豚 頭の7 2 3
血液を採材し、病性鑑定を実施。直腸便、落下
便及び剖検した子豚の空腸から 溶血の大腸菌β
O121 Hが検出され、本菌による浮腫病と診断。
抗原はマイナスで、 により浮腫病の毒素PCR

invEStx2e EIEC、腸管侵入性大腸菌( )病原因子
および付着因子 の産生遺伝子 を検出。F18 fedA
薬剤感受性試験では、カナマイシン、ゲンタマ
イシン、クロラムフェニコール、エンロフロキ
サシン、フラジオマイシン、コリスチン、オキ
シテトラサイクリン及びビコザマイシンに感受
性を示した。今回分離された は、その検O121
出毒素遺伝子及び病原因子から家畜衛生のみな
らず公衆衛生上からも注目すべきことであると
考えられる。

：宮崎家保 金113 豚の腸管毒素原性大腸菌症
丸和博、鎌田博志
本年度県内で発生した豚の腸管毒素原性大腸
菌症の概要を報告。症例 は ～ 日齢の子1 30 40
豚の腸内容より、 、 産生性、 陽性とO112 ST F18
血清型不明、 産生性、 陽性の 種の大腸ST F18 2
菌を分離。病理検査で小腸粘膜への小桿菌の付
着像は認められたが、 抗原は認めず。症O112
例 は 日齢で腸内容より 、 産生性、2 5 O112 ST
invE LT ST因子陽性の大腸菌と 血清型不明、 、 、
産生性、 陽性の 種を分離。組織所見においF4 2
て腸管に 抗原と 抗原を確認。症例 はO112 F4 3
33 LT ST VT2日齢の腸内容より血清型不明、 、 、

F18 4 35 40産生性 陽性大腸菌分離 症例 は ～、 。 、
ST F18日齢の腸内容より血清型不明の 産生性、

。 、 、陽性の大腸菌分離 病理検査においては 症例 3
ともに小腸粘膜上皮の小桿菌の付着と粘膜下4
織の軽度の水腫を確認。本県においては 線F18
毛を持つ大腸菌による離乳豚の下痢症が増加傾
向。血清型では分類されない大腸菌について今
後検討の必要。

管内において離乳子豚に発生した浮腫病の114
宮崎県都城家保 山下裕之、萩平敦朗一例：

、管内の一貫経営養豚場で離乳後1週間前後で
黄色泡状下痢を呈し、その後1～2日で死亡する
症例が散発。死亡率は１腹中４０％程度であっ
た。解剖所見は、空腸、回腸及び結腸の部分的
なひ薄化と軽度の浮腫、腸間膜リンパ節の腫大
が認められた。病理組織学的検査は、空腸及び
回腸の粘膜上皮に桿菌付着像と粘膜固有層の水
腫が認められた。細菌学的検査は、腸管内容物
からβ溶血性の大腸菌O139が分離され、VT2、S
T産生能とF18線毛を有していた。免疫組織学的
検査で空腸、回腸に付着していた桿菌はO多価
血清に陽性を示し、抗O139兎血清には一部陽性
を示した。また、抗O139兎血清に陰性の大腸菌
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も認められたことから、これらの菌の混合感染
による下痢症が示唆された。今後、本症例のよ
うな病原性を異にする複合的な大腸菌症の発生
も危惧され、慎重な診断、対策を進めていく必
要がある。

管内一養豚場における浮腫病の発生とその115
：鹿児島県南薩家保 柴田昭一，小濱博昭対策
平成 年 月，母豚 頭規模の一貫経営農15 3 75
家で離乳後の子豚が眼瞼浮腫，神経症状等を呈
し死亡する事故が発生。 月までの間に離乳豚8
約 頭が死亡。解剖所見では，腸リン充血・200
腫大，結腸腸間膜の水腫等を認め，また腸内容
より志賀毒素産生性大腸菌（ ・血清型STEC
）が分離され，浮腫病と診断。畜舎内環境O:139

から多数の大腸菌が検出され，母豚および健康
離乳豚の糞便からは が分離された。対策STEC
として，( )畜舎の清掃・消毒の徹底（消毒方法1
の変更 ，( )離乳時の飼料の緩やかな切り換え） 2
および制限給餌，( )生菌剤・有機酸の投与等を3
行った結果，最高時（ 月) ％あった離乳豚の6 43
事故率が，９月には ％に減少した。今回の調10
査で飼養管理面の対策と併せて，畜舎の清掃・

，消毒を徹底し環境中の病原菌数を減らすことが
，疾病予防のために重要であることが再認識され

農家の衛生管理に対する意識が高まった。

：116 平成15年度西部管内豚大腸菌症発生状況
香川県西部家保 大西美弥、真鍋圭哲
豚大腸菌症の発生は養豚場においてしばしば
、 。みられるが これまで検査依頼は殆どなかった

平成15年度は12月末までに6農場より検査依頼
があり、浮腫病(5/6農場)及び大腸菌症(1/6農
場)と診断されたので、その概要について報告
する。浮腫病例では4-10週齢の突然死・眼瞼浮
腫豚8頭を検査し、小腸粘膜水腫性病変、腸管
膜リンパ節水腫性腫大等がみられ、小腸内容物
よりﾍﾞﾛﾄｷｼﾝ産生大腸菌10 -10 cfu/gを検出し6 7

た。大腸菌症例では4週齢下痢豚3頭検査し、ｶﾀ
ﾙ性小腸炎が見られ、小腸内容物より易熱性ｴﾝﾃ
ﾛﾄｷｼﾝ産生大腸菌10 -10cfu/gを検出した。薬剤6 7

感受性試験成績では一般によく使用されている
ｵｷｼﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ耐性が6農場でみられた。各農場に
対し、消毒徹底、感受性薬剤投与、生菌剤使用
等を指導した結果、終息しつつある。

117 腸管上皮侵入能を有する大腸菌Ｏ18による
：北海道渡島家保 和田好洋、哺乳豚の下痢症

北本浩明
哺乳豚が生後２日目から下痢、数日内に約60
頭が死亡。繁殖母豚には、大腸菌ワクチンを実
施済み。下痢を呈した生体４頭の病性鑑定を実
施。小腸の絨毛先端部は、上皮細胞が脱落、壊
死し、これらの部位に大腸菌Ｏ18が増殖し、腸
管上皮細胞内に侵入している大腸菌を確認。全
例の小腸内容から非溶血性、線毛抗原K88陽性
大腸菌を10 CFU/g分離、１株がＯ18:H21に決４～８

ST,LT,VT,eae,bfp,invE,ipaH,Aggr,定 PCR法で。
は陰性。哺乳豚に分離大腸菌を投ast,CDT,CNF

与した結果、下痢と野外症例と同様の病理組織
所見を再現。HEp-2細胞に分離大腸菌接種した

結果、ラッフル膜様の形成と細胞内侵入像を確
認。HeLa細胞に分離大腸菌の培養上清を接種し
た結果、CNFでみられる巨大な多核化を形成。
以上、細菌検査で既知の下痢原性大腸菌に分類
されず、感染試験で、ラッフル膜様の形成と細
胞内侵入像が確認され、大腸菌Ｏ18は、腸管上
皮侵入能を有する豚の新しい下痢原性大腸菌で
ある可能性あり。

118 Choleraesuis県内で分離された Salmonella
：群馬県家畜衛生研究所の性状と抗体保有状況

野末紫央
2000 10 10年 月の初発生以来、現在までに
農場、 症例、 頭の病性鑑定豚から15 23

（ ）を分離。各個Salmonella Choleraesuis SC
体から 性状を比較し、同複数株分離した 株の78

SC 2003時に県内の 浸潤状況を把握するため、
年 月にと場で採材した 市町村、 農場の9 24 84
血清 検体を用いて 法による抗体検990 ELISA
査を実施。 薬剤を用いた薬剤感受性試験です12
べての株が 、 に耐性で、さらに 剤耐SM OTC 5
性が 農場、異なる 剤耐性が 農場あった。1 1 3
プラスミドプロファイル( ではすべての株がPP)
の血清型特異病原性プラスミドを、3農場50kb

由来株が複数のプラスミドを保有し、 パター4
ンに分かれた。薬剤耐性パターンと の結果PP
から分離株は つに分類。 Ⅰ、 Ⅰを用5 Xba Bln
いた による はほぼ同一。同一農PFGE RFLP

、 。場由来株の性状は再発生時を含め すべて同一
7.5% 35.7% 11抗体検査の結果、個体 、農場 、

市町村に陽性が認められ県内に広く が浸潤SC
していることが示唆された。

Salmonella119 一 酪 農 家 に 発 生 し た
：神奈川県東部家Typhimurium 感染症の清浄化

保 森 一憲、熊谷豊夫
一酪農家の成牛 頭が発熱、水様性下痢便、2

Salmonella血便等を呈し調査したところ、
が分離され直ちに当所、畜主及びTyphimurium

診療獣医師の三者で清浄化を開始。延べ 回の5
全頭及び畜舎環境検査で、 回目まで上記 頭3 2
以外に成牛 頭、子牛 頭の保菌が確認され、2 3

CP ERFX畜舎内の塵埃 通路からも分離 全株で、 。 、
等に感受性を示すものの多剤耐性だった。治療
は の ～ 日間の連続投与とし生菌混合飼CP 3 5
料を併用。さらに保菌牛を隔離、畜舎を徹底し
て洗浄、消毒する等衛生対策を実施した結果、
約 ヶ月で清浄化を達成。また、当該農家の経3
済損失は約 万円だった。今回、早期に清浄化87
できたのは、①当所及び診療獣医師が綿密に連
携し、検査、治療結果等の情報を常に共有する
ことで畜主に的確な指導ができたこと、②畜主
自身が積極的に取り組むことで、感受性抗生物
質を適切に投与し衛生対策が確実に実施された
ことによると考えられた。

120 Salmonella Typhimurium(S.T)による豚の
：愛知県東三河家保 牧香里、澤サルモネラ症

嵜裕是
平成15年1月、管内1養豚場で30～60日齢の豚
に水様性下痢が発生。細菌及び病理学的検査に
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よりS.Tによるサルモネラ症と診断。発症豚の
隔離、洗浄消毒の徹底、コリスチン製剤、生菌
剤の飼料添加により沈静化したが、平成15年7
月再発。抗菌剤をノルフロキサシン製剤へ変更
したが、沈静、再発が繰り返されたため、平成

、 。 、15年10月 汚染状況調査を実施 1か月齢(4/6)
2か月齢(8/16) 3か月齢(5/13) 5か月齢(1/15)、 、
及び離乳舎環境からS.Tを分離。抗菌剤及び生
菌剤の添加月齢を拡大し、効果確認のため定期
検査を実施 平成15年12月に離乳舎(2/4)からS.。
Tが分離されたが、下痢の発生は減少。分離菌
はフルオロキノロン感受性の低下、ナリジクス
酸耐性を示した。プラスミドプロファイル試験
では、1～8月分離菌は複数、10月以降は単一の
パターン示した。本事例は、1月の発生時にS.T
が常在化し、暑熱等のストレスによる再発と推
察。また、キノロン系薬剤使用による、サルモ
ネラの薬剤耐性獲得が判明。

121 Typhimurium酪農家で発生した Salmonella
京都府南丹家保 山( )とその対応について：ST

内 昭、西村麻紀
平成 年８月、Ｈ酪農家の乳用牛７頭が褐14
色粘血便、発熱等の症状を呈し、病性鑑定の結
果６頭の糞便より を分離。直ちに繋養牛全ST
頭のサルモネラ検査を実施、排菌牛の特定と畜
舎環境の検査を行い汚染状況を把握。飼養者に
排菌牛の牛舎内隔離、器具の専用化及び消毒槽
の設置等を指示、また診療獣医師と連携し生乳
の出荷量を確保するため、抗生物質の順次投与
と生菌剤の一斉投与による第一胃内発酵の正常
化を試みる一方、定期的な全頭の糞便検査によ

33り浸潤状況を把握。排菌を確認した牛は延べ
11頭になり、約３カ月後全頭陰性を確認の上、

月に 、 等団体と協力し畜舎の消毒をNOSAI JA
実施、その後全頭検査及び環境調査を実施、全
検体陰性を確認、その後 による発症は見らST
れず清浄化されたと判断。成牛のサルモネラ症
が増加する一方、多頭化飼育により清浄化対策
がより困難で長期化しており、飼養者の充分な
理解と診療所等他団体との連携が益々重要にな
っている。

：広島県東122 肥育豚に発生したサルモネラ症
広島家保 茨木義弘、森本和秀
繁殖母豚約800頭飼養の一貫経営農場で、平成
14年10月中旬より約30から40日齢の子豚を主体
に元気消失、削痩、水様性下痢を呈する死亡子
豚が増加。病性鑑定を10月下旬に3頭と11月下旬
に3頭実施。子豚舎の死亡率は各々3.3%と4.7%。
剖検所見は、5頭に回腸と結腸の肥厚、粘膜に偽
膜形成及び腸間膜リンパ節の腫大、1頭に胸膜の
線維素析出を確認。組織所見は、5頭に壊死性腸
炎及び化膿性腸間膜リンパ節炎を確認。4頭に肝
臓チフス様結節、1頭に線維素性胸膜炎と各リン
パ節に好塩基性細胞質内封入体を確認。グラム
染色より腸管マクロファージにグラム陰性短桿
菌増殖を確認。免疫組織化学染色よりサルモネ

、 、ラO4群に対して腸管 腸間膜リンパ節の化膿巣
肝臓チフス様結節で陽性。封入体は豚サーコウ
イルス2型に対して陽性。細菌検査は5頭の主要

2臓器、腸管から Typhimuriumを10Salmonella
～10 cfu/ml分離。ウイルス分離は陰性。以上の7

ことから、本症例をサルモネラ症と診断。

：宮崎県123 一貫経営農場での豚サルモネラ症
延岡家保 丸本信之
平成15年7月に繁殖雌豚85頭規模の一貫経営
養豚場で、繁殖母豚14頭に食欲不振、嘔吐、下
痢を認めた。発症豚を含む繁殖母豚の糞便およ
び豚舎拭き取り材料（計5検体）について病性
診断を実施。3検体から TyphimuriuSalmonella
m（ST）を分離し、STによるサルモネラ症と診
断。疫学調査のため管内10農場から採取した糞
便および豚舎拭き取り材料、計114検体につい
てサルモネラ検査を実施。種豚供給農場を含む
6戸（60％ 、114検体中13検体（11％）からサ）
ルモネラを分離 分離された血清型は ST8株(6。 、
2％；4農場)、 .Derby3株(23％；1農場)、 .InS S
fantis1株(8％；1農場 、O4群型別不明１株（8）
％；1農場 。今回分離されたSTは、パルスフィ）
ールドゲル電気泳動および薬剤感受性試験の結
果、管内で平成11年に分離されたSTとも同一と
判明。種豚供給農場からの感染が疑われた。生
産者を含めた関係者を集め、サルモネラ研修会
を開催し、サルモネラ対策の徹底を指導。

124 カラス糞が原因と考えられた離乳豚のサル
：モネラ症と廃棄漁網を活用した畜舎防鳥対策

山形県最上家保 植松知加子、塩野正志
平成15年11月、母豚54頭飼養の一貫経営養
豚場で豚舎へのカラスの集団侵入約2週間後、2
6頭の離乳子豚が振戦・灰白色泥状便を排し短
期間で死亡。鑑定殺1頭の病性鑑定の結果、実
質臓器から純培養的にサルモネラ（血清型4,5,
12:i:－）を分離。本血清型による症例は日本
では未報告。浸潤調査の結果、種雄豚1/4頭、
離乳豚房3/6、A段階肉豚房3/5、B段階肉豚房2/
8、カラス糞で同菌を分離。母豚54頭C段階肉豚
は陰性。対策は豚舎消毒及び有効薬剤の投与を
指示、発症後2ヵ月で終息。カラスの侵入防止
対策の検討中に、廃棄魚網の情報を入手。発症
豚舎は、すでに雪囲いで豚舎壁は全て封鎖済み
のため、別の農家で試行。日頃から鳩の糞害に
よる疾病発生を危惧していた開放式の牛舎を選
定。漁網は小さい隙間にも対応でき、侵入防止
の効果が得られたので春に発症豚舎で活用予
定。野鳥侵入防止商品が数多くあるなか、産業
廃棄物の漁網利用し、安価で十分な効果が得ら
れた。

M y c o p l a s m a125 豚 肺 病 変 に お け る
を中心とした病理組織学的検索hyopneumoniae

：新潟県中央家保 村山修吾、中林 大
平成 年度に新潟県内で病性鑑定を実施し15
た野外肥育豚の症例 検体について実施。肉24
眼所見では豚マイコプラズマ肺炎( )や肝変MPS
化が 検体、肺膿瘍が 検体、胸膜炎が 検13 3 3
体で、著変なしあるいは所見の記載がないもの
が 検体。病理組織学的に明瞭なリンパ濾胞形8
成が 検体または細気管支・血管周囲間質等に8
リンパ球主体の細胞浸潤が 検体に認められ、6
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( )感染を疑い免疫Mycoplasma hyopneumoniae M.h
組織化学染色を実施。しかし、 特異抗原をM.h
認めたのは 検体のみ。必ずしも肉眼所見と組3
織所見が一致せず、野外病性鑑定豚ではいわゆ
る 肺炎が 肺炎とは限らない結果となMPS M.h
った。 や豚サーコウイルス 型による間PRRS 2
質性肺炎、他の細菌感染性肺炎が認められ、特
に肥育前期豚でこの傾向。豚肺病変は様々な複
合感染が成立した場合、肉眼所見以上に複雑と
なり、疾病診断には詳細な病態把握と病原検索
を行うことが必要であり、 の診断には病理MPS
組織学的検査による確認が重要。

126 による乳房炎の発生事例Mycoplasma bovis
：京都府中丹家保 渡邊昌英、種子と防疫対応

田功
[はじめに] (Mb)乳房炎は伝染Mycoplasma bovis
性が強く、被害拡大しやすい。府内での初発例
について報告。[発生概要]A酪農家の難治性乳
房炎３頭５分房乳について診療獣医師から検査
依頼。検体は血乳、乳清分離、体細胞数の激増
を認め、Hayflick寒天培地で10～10 cfu/mlのﾏ3 ８

ｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ様ｺﾛﾆｰが発育、PCR法でMbと同定。[防
疫対応]強い臨床症状の３頭は淘汰し、全頭検
査で摘発した潜在性感染牛１頭は盲乳とし、搾
乳順を変更。その後バルク乳と潜在性感染牛は
定期検査でMb陰性。管内全酪農家にMb乳房炎に
注意喚起する情報を提供。[疫学調査]管内の難
治性、高体細胞数の乳房炎乳８戸47頭108検体
のMb検索は陰性。A酪農家の14年度血清68頭のM
b抗体検査は陰性、乳房炎Mb株のRAPD像は共通
であったことから、同一由来株が急速に伝播し
たと推測。[まとめ]今回の発生は症状の強さ、
伝播の速さなどのMb乳房炎の特徴が顕著であっ
たが、感染拡大前に発見(罹患率5.7%)、約１ヶ
月の短期間に清浄化できた。

127 食肉衛生検査所との連携による豚マイコプ
、ラズマ肺炎対策：長崎県県南家保 森田光太郎

山脇義成
豚マイコプラズマ肺炎( )ワクチン ･ 週MPS 1 3
齢接種農家で 肥育豚のと畜検査成績(病因分類)、
で病変率が低い農家アと高い農家イを選択。と
畜検査員の協力で個体毎の肺病変を記録。農家
イは 社の ワクチン ･ 週齢接種し比較検3 MPS 1 3
討。 ワクチン未使用農家２戸(農家ウ･エ)MPS
は、 ワクチン ･ 週齢接種し、成績を病因MPS 1 3
分類で検討。農家ア平均出荷日齢は 日: 177
( )。 ％に (目視で 病変が肺n=61 52.5 MPS+ SEP
全体の ％未満)を認めたが、 ( ～ ％未10 ++ 10 40
満)は ％、 ( ％以上)は ％で、 ワ1.6 +++ 40 0 MPS

: 195クチンの効果を確認 農家イ平均出荷日齢は。
n=55 70.9 MPS + 27.3 ++日( ) ％に の所見( ： ％。 、
： ％、 ： ％)。 社のワクチン間に有38.2 +++ 5.5 3
意差なし。農家ウ･エ ワクチン ･ 週齢接:MPS 1 3
種で、 病変率が著しく減少。病因分類で、MPS
病変率が高いワクチン未使用農家には、MPS
ワクチン接種を推奨。接種週齢は ･ 週齢MPS 1 3

でも効果を期待できるが、病因分類で改善が認
められない場合は、接種週齢の検討が必要。

：山形128 複数の要因が関与した子豚事故対策
県庄内家保 太田千春、富樫克博
平成 年 月、母豚 頭規模の一貫経営農場15 6 70
で、 ～ 日齢の発育不良および死亡事故多40 70
発。現地調査で、被毛粗剛、発育不良、発咳、
遊泳運動を呈する個体散見。 月まで現地調査12
および病性鑑定実施。主な所見は鼻甲介萎縮、
、 、 、肺の癒着 頭部皮下水腫 腸間膜リンパ節腫大

腹膜炎で、萎縮性鼻炎（ ）を基礎疾患とするAR
Streptocccus suis Actinobacillus pleuropneumoniae、
および による肺炎、またMycoplasma hyorhinis
は浮腫病と診断。診断結果および好発日齢は変
化し、随時結果に基づき指導。対策は、 ワAR
クチンによる母子免疫強化、ビコザマイシン飲
水投与、コリスチンおよびタイロシンの飼料添
加、コンパネを用いた豚房毎の保温。結果、事
故多発日齢の死亡事故減少（ ％→ ％ 。今24 5 ）
後、生菌製剤や有効混合飼料の応用で、使用薬

。 、剤低減を目指す 事故多発農場の事故低減には
現地調査・病性鑑定・診断・対策の繰り返しが
重要。

薬剤に依存しない肉豚死廃事故低減対策の129
：山形県庄内家保 富樫克博、池田 等検証
豚の呼吸器病は、 ウイルス（ 、PRRS PRRSV）
サーコウイルス（ ２）の関与により複雑化PCV
している。当所では、萎縮性鼻炎（ 、AR）

（ ）および保温Mycoplasma hyopneumoniae Mhp
、 。 、対策を指導し 多くの結果を得てきた そこで

平成 年度病性鑑定成績、管内の事故発生頭数15
と測候所データを分析し、当所が実施している
指導方針を検証。肺炎起因菌（ 、レンサ球App
菌、パスツレラ等）の検出状況は 、 にAR Mhp
左右されること、管内の事故発生頭数は最低気
温に高く相関することが判明。過去の対策結果
、 、より ワクチンの母豚基礎免疫注射の徹底AR
ワクチンによる 対策の実施、豚房ごとの保Mhp
温の徹底が重要。地域全体の薬剤使用量および
事故頭数の低減ため、本方針を関係指導機関共
通の認識として指導を継続している。

130 鼻甲介病変および抗体価からみたＡＲワク
：長野県飯田家保 宮本博チネーションの効果

幸
2000年からの養豚衛生巡回で慢性呼吸器病対
策としてARワクチネーションを推奨。今回、ワ
クチン投与方法（①豚丹毒混合不活化ワクチン
②単味不活化ワクチン③未接種）による肥育豚
鼻甲介病変スコア（スコア）および繁殖豚、子
豚のAR抗体価（GM価）を比較検討。鼻甲介病変
調査は2003年10月に食肉センターへ出荷された
管内26農場115頭を調査。抗体検査は同年9～11
月に実施した衛生巡回における管内24農場の繁
殖豚、30日齢、60日齢、120日齢の子豚計429頭
の血清で実施。結果①繁殖豚GM価が高まれば、
スコアは低い傾向。②ワクチン接種農場は未接
種農場よりもスコアが低い傾向。繁殖豚GM価が
高い農場ほど鼻甲介病変の軽減が認められたこ
とから改めてARワクチネーションの有効性を確
認。しかし、繁殖豚GM価は接種農場間のバラツ
キが大きいことから、接種方法、接種時期の指
導が必要。
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新潟県内における豚増殖性腸炎の浸潤状況131
：新潟県中央家保 中林 大、村山修吾調査
子豚が発育不良となる豚増殖性腸炎( )慢PPE
性型は近年多発傾向にあり、経済的損失が大き
い。間接蛍光抗体法による抗体検査および糞便
からの ( )遺伝子検出Lawsonia int racellularis‐ Li

Nested-PCR 15 32を 法により実施 平成 年現在。 、
農場中 農場( )、 頭中 頭( )が29 90.6% 96 74 77.1%
陽性で広く浸潤。遡り調査では昭和 年までは60
陰性であったが、平成元年に 戸( )、平4 44.4%

5 2 22.2% 10成 年に 戸( )と緩やかに浸潤、平成
年には 戸( )とすでに高い陽性率。農場8 88.9%
内動態調査では肥育豚では か月齢で発生農場4
と未発生農場の区分なく全農場が陽転し、肥育
前期の感染が示唆。 遺伝子検出は病性鑑定豚Li
から検出されたが、感染パターン調査豚 頭か84
らは全例陰性。抗体検査は農場の浸潤状況調査
に、 は の病性鑑定に応用できるものとPCR PPE
判断。 はすでに広く浸潤しており、発症要PPE
因が重なるといつでも発症する危険性があり、
日常の衛生管理の徹底が重要。

Lawsonia132 PPE豚増殖性腸炎（ ）の発生と
：熊本県中央intracellularis（ ）浸潤状況調査Li

家保 村上美雪、加地雅也
水様性下痢を呈し死亡した平成 年 月発14 12
生離乳豚１頭（症例 、平成 年 月発生肥1 15 3）
育豚２頭（症例 ）について病性鑑定を実施。2
病理検査で腸腺過形成、肝細胞の小壊死巣がみ
られ、ワーチン・スターリー染色で腸腺上皮細
胞内の弯曲した菌塊を確認、腸粘膜の 検査PCR

Li Li PPEで 特異遺伝子を検出したため による
と診断。症例 の農場の浸潤状況調査では ～2 30
日齢での の動きを確認。同居豚の糞便の60 Li
検査では 頭全てにおいて 特異遺伝子PCR 10 Li

保有。平成 ～ 年の 戸 検体の血清を10 15 54 185
用いた県内 浸潤状況調査では、抗体保有率はLi
いずれも ～ ％と高く、今回まで発生は確60 90
認されていなかったものの、 が広く浸潤してLi
いたと示唆。県内と畜場の腸廃棄材料 検体を63
用いた 検査では全頭 特異遺伝子検出陰PCR Li
性。このことから、県内の は広く浸潤してPPE

Liいるものの、顕性的な症状を示さない場合や
が検出されない場合が多いと考えられた。

：133 豚レンサ球菌感染症の発生事例について
岐阜県中濃家保 森山延英 森本久
平成 年 月、母豚 頭の一貫経営農場で15 3 70
約 ～ 日齢の肥育豚が神経症状を呈し、死40 90

。 。 、亡する事例が発生 発症豚 頭を病性鑑定 脳10
脊髄から Ⅱを分離。病理組織Streptococcus suis

。学的所見より本菌による化膿性髄膜炎型と診断
、薬剤感受性試験からﾍﾟﾆｼﾘﾝを飼料添加剤に選択

30 4寒冷感作の軽減を指導。この間約 頭死亡、
月下旬に終息。そこで、 法を用いて当農ELISA
場の発症豚 頭･繁殖豚 頭･出荷豚 頭を対5 12 19
象に抗体価調査を実施。 値 以上を示すO.D 0.2
終末倍数を抗体価とした。結果、 抗体価はGM
発症豚で 倍。繁殖豚は本年 月の群( 頭)60.6 3 6

6.3 9 6 50.4 Pで 倍 月の群( 頭)で 倍に上昇した(、
< )。出荷豚は、 倍であった。さらに、0.05 99.6

周辺農場( ～ ) 戸の出荷豚 検体と比較しB F 5 60
B 15 8.7 C 10 11.5 Dた 農場( 頭) 倍 農場( 頭) 倍。 、 、
農場( 頭) 倍、 農場( 頭) 倍、 農場10 5.7 E 10 9.3 F
( 頭) 倍で発生農場の 抗体価は明らか15 8.3 GM
に高かった( < )。現在、寒冷感作の軽減をP 0.01
一層強め再発防止に努めている。

を 応 用 し た134 Pasteurella multocida
ヒアルロニダーゼ産生試Staphylococcus hyicus

:青森県西農林木造家保 八木原幸子、験の検討
阿部知行
子豚の滲出性表皮炎の原因菌 は、S. hyicus
同定する際ヒアルロニダーゼ産生試験（Hyal試

S.験）が重要。Hyal試験で、入手困難な指標菌
zooepidemicus P. mS-1株（S-1株）に代わり、
（莢膜型A）ガチョウ由来 株、子牛由ultocida

来株で検討。被検菌は、平成14、15年度の養豚
。 、場10戸36頭由来のブドウ球菌54株 Hyal試験は

CarterとRundellの法（ A型菌脱莢P.multocida
膜試験、1975年）を応用。使用培地をDSA及びH
I培地で比較、接種法も検討。HI培地が判定容
易と判明。 22株はすべてHyal試験陽性S.hyicus

S.aureus（うち20株はS-1株で陽性確認済み 。）
S.chromogeneは６株中４株陽性。鑑別上重要な

は全９株陰性。その他は 等17株がs S.simulans
陰性。Hyal試験陽性26株は電気泳動法でHyalを
、 。検出 陰性株 ５株は検出されずS.chromogenes

他にTween80水解、DＮase ・耐熱性DNase産生
試験を実施。指標菌株保存にゼラチンディスク
法を採用。

愛媛県135 豚複合感染症への対策とその効果：
八幡浜家畜保健衛生所 佐伯拡三、岡崎直仁
管内母豚約250頭規模の一貫養豚経営農家に
おいて斃死事故が多発したことから病性鑑定を
実施するとともに改善指導を実施した。まず、
4月に病性鑑定依頼を受けた時点では、離乳後
の子豚が発育不良となり斃死しており、事故率
は20～30％であった。病性鑑定の結果、鼻甲介
の融解が顕著であり、子豚の萎縮性鼻炎に対す
る移行抗体も低い状況であった。対策として、
離乳日齢の短縮、分娩舎を中心とした消毒の徹
底およびARワクチン接種部位変更等により、離
乳後の事故は激減した。しかし、10月に再度依
頼を受けた時は肥育前期において発育不良とな
り斃死事故が多発する状況であった。病性鑑定
より 、PRRSおよびPArcanobacterium pyogenes
CV2の混合感染と診断した。対策として、離乳
後よりST合剤+ﾀｲﾛｼﾝおよびOTC+ﾘﾝｺﾏｲｼﾝを交互
に飼料添加することにより発育不良および斃死
頭数は減少している。

136 管内一養豚農家の豚胸膜肺炎を中心とした
：栃木県県央家保 湯澤裕調査成績とその対策

史、手塚典子
豚胸膜肺炎(App)の事故率が高い養豚農家（A
ppワクチン未使用）で、肥育豚21、74、107、1
29日齢、繁殖母豚、と畜場出荷豚の計46頭の血
液、と畜場出荷豚の肺3例、出荷直前の死亡豚1
頭について、抗体検査、細菌・病理組織検査を
実施。抗体検査はApp-1･2･5型、豚オーエスキ
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ー病(AD)、豚繁殖・呼吸障害症候群(PRRS)、豚
マイコプラズマ性肺炎(MPS)を実施。抗体検査
の結果、Appは日齢に関係なく5型の陽性率が80
～100%、1型が17～75%、出荷豚は5型が95%、2
型が75%。AD、PRRSは全頭陰性。MPSは21日齢10
0%、74日齢33%、107日齢100%、128日齢0％、繁
殖母豚17%。死亡豚の剖検は肺の肝変化・胸膜
癒着、組織所見は化膿性線維素性胸膜肺炎。細
菌検査は出荷・死亡豚の肺からApp2型を分離、
免疫染色でApp2・5型の抗原が検出。以上の成
績から出荷直前の死因はApp2型の感染と推定。
衛生対策はApp予防のためワクチンの使用、AD
やPRRSの清浄維持のため導入豚の検疫強化を指
導。

の浸潤状況と離乳子137 Lawsonia intracellularis
豚に認めた豚腸腺腫症ｺﾝﾌ ﾟ ﾚ ｯ ｸ ｽの県内初発例：
栃木県県南家保 佐久間淳江

Lawsonia豚腸腺腫症ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ（ ）は，PIAC
( )の感染に起因し，多様な病変intracellularis Li

を示す。今回管内養豚場の の浸潤状況を調査Li
し，また，一養豚場において下痢を主徴とする
病性鑑定依頼があり， の壊死性腸炎型と診PIAC
断したので報告する。浸潤調査は間接蛍光抗体
法（ )により実施し， が広域かつ効率に浸IFA Li
潤していることを確認した。病性鑑定は，各種
検査を実施し，糞便からは 法により のPCR Li
遺伝子を検出，血液からは全頭に と のLi PRRS
抗体を確認した。鑑定殺では離乳子豚 頭に回1
腸部の肥厚，回腸粘膜の肥厚と陰窩の過形成及
びﾜｰﾁﾝ・ｽﾀｰﾘｰ染色により 菌体を確認した。Li
以上のことから下痢の主因は によるものPIAC
と診断した。当農場では，下痢に加え断餌によ
る死亡豚も発生していることから，飼養管理及
び消毒の徹底，ﾏｸﾛﾗｲﾄﾞ系抗生剤の投与，呼吸器
病対策等の指導を行い， を含む損耗防止対策Li
に取り組んでいる。

鳥取県倉吉家保138 豚増殖性腸炎の発生事例：
前田佳奈、藤田恵子
平成12年から15年の間、1ヶ月から3ヶ月令ま
での肥育豚の軟便や下痢の原因について10農場

Lawsoniで病性鑑定を実施。9農場由来の糞便で
を標的とするNested-PCRがa intracellularis

陽性であり、豚増殖性腸炎（以下PPE)の高度な
浸潤が示唆。その内、2事例は病理組織学的検
査により確定診断され、チアムリン・タイロシ

、 。ンの投薬を実施し治癒したが 数ヶ月後に再発
その要因の一つは農家がPPEを熟知していない
ことと考え、研修会やリーフレット等で積極的
に啓発。その後、農家の意識が高まり病性鑑定
が増加。５農場では症状が軽度なうちに、臨床
所見やNested-PCRによりPPEによる下痢である
と推測し、投薬や消毒を実施したことで早期に
改善が見られた。積極的な情報提供により農家
や関係者がPPEの病態を熟知することにより、
意識を持って症状の早期発見に努めることが蔓
延化予防策として重要。

139 7(APP7)Actinobacillus pleuropneumoniae
愛型が分離された豚呼吸器複合感染症(PR D C )：

媛県西条家畜保健衛生所 丹比就一 渡部正哉
近年豚疾病においては、その原因は単一の病
原体ではなく、混合感染が主なものとなってお
り、PRDCは生産性阻害の大きな要因である。今
回我々は、本県で初の発生例となるAPP7型の感
染を伴なったPRDCの症例についてその概要を報
告する。発生農場は、母豚150頭の一貫経営で2
003年の夏頃より離乳舎において発育不良(5～1

。0%)が目立ち始めたため病性鑑定依頼があった
鑑定殺豚2頭及び同居豚の血清により病性鑑定
を実施した結果、剖検所見：胸膜性肺炎・膿瘍
の散在、細菌検査：肺よりAPP7、 CSalmonella
holeraesuis( .C)を分離、ウイルス検査：PCRS
によりPRRS7例中5例陽性 サーコウイルス2型(P、
CV2)2例中1例陽性、病理組織検査：化膿性気管
支肺炎、1例でリンパ節にPCV2封入体を確認。

、 、 、以上の結果APP7の感染を主徴とし .C PRRSS
PCV2の関与したPRDCと診断した。APP7及び .CS
に感受性のある薬剤投与により発生軽減。

140 Choleraesuis( .C)が分離されSalmonella S
愛媛た離乳後多臓器性発育不良症候群(PM W S )：

県西条家畜保健衛生所 渡部正哉、丹比就一
2002年秋頃より、自家育成繁殖候補豚(WL)が
肥育豚舎へ移動後約1ヶ月(約90日齢)で呼吸器
症状を呈し、削痩後死亡する症例が散発。通常
の肥育豚(WLD)では異常なし。抗生物質を投与
するも顕著な効果を認めず、2003年5月にWL2頭
の鑑定殺を実施。剖検所見：No.1耳翼のチアノ
ーゼ、肺辺縁の肝変化およびリンパの腫脹、充
出血、No.2肺に重度の胸膜炎、膿瘍点在、細菌

、 、 、 、 。検査：No.1肺 心 肝 腎 脾より .Cを分離S
No.2肺より .C、 を分S Pasteurella multocida
離。病理組織検査：No.1間質性肺炎、免疫染色
でPRRS、 .C、サーコウイルス2型(PCV2)陽性、S
No.2化膿性気管支肺炎、PCV2封入体を確認。以
上より No.1はPRRS PCV2 サルモネラ症 No.、 、 、 、
2はPCV2、サルモネラ症、パスツレラ肺炎の混
合感染症で両例ともPMWSと診断。感受性薬剤の
飼料添加、雄豚(L)の更新、畜舎環境の改善に
より現在は終息。

Ⅱ－３原虫性・寄生虫性疾病

141 バイオベッド豚舎における衛生指導対策：
北海道胆振家保 山谷るり子、永井郁雄
バイオベッド方式による豚舎は管内でも普及

、 。率が高まる一方 寄生虫感染による被害も指摘
寄生性肝炎による肝臓廃棄率が他の市町村に比
べ高いT町について、他町との比較検討をし、
原因を解明し、衛生指導対策を実施。町内の肝
臓廃棄率は低下したが、追跡調査をした２戸の
農場は、依然高く、農場HACCPの手法を活用し
た指導を実施。農場分析の結果、①駆虫対策の
改善は困難②経済面の問題③記録の必要性④品
質保証された豚肉生産の必要性があげられた。
そこで 「一般衛生管理基準を満たすこと」と、
「寄生性肝炎の低減」を目標に、個々の生産者
に合った衛生対策を検討。①駆虫は、繁殖豚中
心に追加指導②予備発酵の徹底と豚舎滞在期間
の短縮③定期的なモニタリング④豚群管理表作
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成の４点を実施。衛生指導対策の普及により、
。 、生産者の意識が改善 農場HACCPの活用により

指導側も生産者側も問題点の把握が容易とな
り、円滑な指導ができた。

142 と畜検査成績を活用した豚の肝白斑症によ
：新潟県下越家保 小林る肝廃棄低減への試み

淳壱、中田 稔
豚の肝白斑症による肝廃棄低減を図る目的
で、検出率の高い6農場について重点的に寄生
虫検査を実施、うち1農場で駆虫剤効果試験を
行った。また、45養豚農場で寄生虫対策につい

。 、て聞き取り調査を実施 駆虫剤は繁殖豚36農場
。 、肉豚12農場で使用していた 寄生虫検査成績は

豚回虫卵3農場、豚鞭虫卵2農場で検出。検出農
場に対し、駆虫対策を指導した結果、一部農場
で改善。また、駆虫剤投与効果は、無投与群と
投与群の白斑数に違いがみられたが、廃棄率に
差はなかった。対策として、徹底した駆虫剤投
、 、 。与 敷料交換 豚房の清掃等の重要性を再認識
肝白斑症による肝廃棄は農家に経済的な影響を
及ぼすだけでなく、イメージダウンに繋がるた
め、今後も、と畜検査成績で検出率の高い農場
を中心に対策指導を継続し、被害低減に努め、
安全･安心な豚肉の供給体制作りを目指す。

Ⅱ－４一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

：143 豚皮膚炎腎症症候群が疑われた症例報告
山梨県東部家保 内藤和美、深沢矢利
ｶ月齢の豚 頭の背中と臀部が紫赤斑を呈3 1

し、抗生物質治療で一旦は消失したが再度発赤
を呈し死亡。剖検では腎臓の腿色及び肥大と点
状出血、肺の限局した肝変化、各リンパ節の腫
大。細菌検査では主要臓器や皮膚病変部から有
意な菌の分離はなく、病理組織検査では、腎臓
に重度の非化膿性間質性腎炎を伴うびまん性糸
球体腎炎、また糸球体の硬化像を観察。サーコ
ウイルス 型の は肺門リンパ節や腎臓で陽2 PCR
性、免疫染色も腎尿細管で陽性。皮膚病変は、
血栓形成を伴う化膿性皮膚炎を認めた。脾やリ
ンパ節で異物巨細胞が出現したが抗酸菌染色は
陰性。肺は化膿性炎、他の臓器に著変はなし。
以上から、サーコウイルスの関与を強く示し、
豚皮膚炎腎症症候群（ ）が疑われた。PDNS

144 豚皮膚炎腎症症候群（ ）の発生例：PDNS
高知県高幡家保 濵田康路、高橋徹
平成 年 月、母豚 頭規模の一貫経営15 11 360
農家において、 ヶ月齢の育成豚２頭が全身3.5
の皮膚、特に後肢、会陰部および耳翼に不定形
の赤紫色斑を形成し、削痩していたため、病性
鑑定を実施。剖検所見では、腎臓は腫大し、表
面および割面皮質に点状出血が密発。全身リン
パ節の腫大、心嚢水貯留、肺の左右中葉先端部

。 、 、に暗赤色化を確認 病理組織所見では 腎臓は
ほとんどの糸球体でボウマン嚢に出血、線維素
析出を確認。尿細管は拡張し、硝子様物の貯留
が認められ、一部尿細管細胞質内に硝子滴変性
を確認。間質には単核細胞が浸潤し、一部壊死

性血管炎も観察。壊死性血管炎は、皮膚の真皮
層、脾臓、耳下腺および腹腔神経叢でも観察。
その他、全身性壊死性肉芽腫性リンパ節炎を確
認。ウイルス検査では、 法により豚コレELISA
ラ陰性。血液生化学検査では、血中尿素窒素と
クレアチニンが高値。以上の所見から、本症例
を本県初の と診断。PDNS

：群馬県中部145 管内過去10年間の豚病性鑑定
保 岸光華
平成5年から１０年間で213件、130農場、589
頭の豚病理解剖検査を実施。340頭（58%）が感
染症と診断。哺乳豚では下痢、急死および神経
症状の依頼が多く、84頭が感染症と診断。50%
が大腸菌症、うち57%が血清型O149。ｵｰｴｽｷｰ病
と豚ﾚﾝｻ球菌症が10%。離乳後から３月齢までの
豚は、総検体の58%を占め、呼吸器症状、急死

。 、の依頼が多い 平成11年に管内でPMWS発生以後
発育不良の依頼が増加し、平成14年度では65%
を占めた。200頭が感染症と診断され、豚ﾚﾝｻ球
菌症が19%と最も多いが、混合感染症を含め35
種類の診断がついた。なかでもPMWSおよびPRRS
とｻﾙﾓﾈﾗ・ｺﾚﾗｽｲｽをはじめとする細菌との混合
感染症が発育不良豚において高い割合を占め
た。肥育豚では、呼吸器症状、急死の依頼が多
く、54頭が感染症と診断。54％が豚胸膜肺炎、
ついでｵｰｴｽｷｰ病が30%。豚胸膜肺炎原因菌の血
清型Ⅱに薬剤耐性は認められなかった。

：広島県東146 豚のワルファリン中毒の発生例
広島家保 小林弘明、茨木義弘
母豚約800頭の一貫経営農場で、平成15年2月
末から4月初め、約60～70日齢約60頭が皮下出血
を呈し死亡。当該農場は衛生対策として0.5% ワ
ルファリン製剤を使用。発生した子豚舎では豚
房内の飼料給餌器の陰に殺鼠剤を設置。皮下出
血を呈し死亡した約70日齢1頭の病性鑑定を実
施。解剖所見で右頸部、前後肢筋膜下、四肢関
節腔内の出血、回腸から結腸粘膜面の出血、体
表リンパ節は赤色で腫大、肝臓・腎臓は退色、
心臓内血液貯留なし。病理組織所見で筋膜・筋
線維結合織重度出血、肝臓は出血を伴った小葉
中心性壊死。肝臓、腎臓、肺、心臓、筋肉、及
び血餅から各0.55 0.14 0.13 0.06 0.09 0.、 、 、 、 、
1ppmのワルファリンを検出。細菌、ウイルス学
的検査で有意な微生物は分離せず、本症例をワ
ルファリン中毒と診断。疫学的状況や検査結果
から、既知の急性中毒報告値よりも少量、且つ
単回のワルファリン摂取で死亡したと推察。豚
舎内でのワルファリン利用については細心の注
意が必要。

Ⅱ－５生理・生化学・薬理

：147 繁殖豚の代謝プロファイルテストの試み
大阪府北部家保 羽岡美智代、前角高広
一農場において、代謝プロファイルテストの
繁殖雌豚管理への応用を目的として、繁殖雌豚

31 Ht延べ 頭の血液検査を実施。検査項目は、
値および血液性化学検査 項目の計 項目。10 11
採血豚全体の平均は、 値 、 、Ht 37.4% Alb4.4g/dl
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、 、 、BUN11.9mg/dl T-Cho103.7mg/dl Glu71.0mg/dl
、 、 、TG52.4mg/dl GOT28.9U/l GGT26.7U/l
、 、 。繁殖ステCa9.4mg/dl P5.9mg/dl CPK885.3U/l

0 2ージ（妊娠前期、中期）および産歴別（ ～
産、 ～ 産、 ～ 産）により、各検査項目に3 6 7 9
ついて比較、検討。繁殖ステージ別、産歴別と
もに全ての項目において有意差は認められなか
ったが、産歴別では、 は高産歴で上昇傾向BUN
がみられた。今後は採血時期や検査項目の追加
についての検討が必要。

Ⅱ－６保健衛生行政

148 養豚場へのH A C C Pシステム普及の取り組み
：岩手県県南家保 大和貢、井戸徳子
HACCPシステムに基づく安全・安心な家畜畜
産物の生産体制を普及するため、管内養豚場を
対象に①パンフレットの作成配布②意識調査③
巡回説明を実施。さらに④１モデル農場におい
てコーデックス委員会の示す｢７原則１２手順｣
に準拠した導入支援を開始。支援内容は(ｱ)農
場内HACCPチームの立上げ(ｲ)チーム定例会の開
催誘導と参画(ｳ) 農場の衛生管理実態から出荷
豚への注射針及び抗生物質残留防止を目的とし
た作業手順及びチェック表の提案と実践指導
(ｴ)全従業員対象の説明会と啓発リーフ発行。
結果、現場記録作業がスムーズに実践され、同
時に意識改革の重要性を再認識。衛生教育の徹
底、各種作業マニュアル継続整備及び衛生管理
評価が今後の課題。以上の導入過程は当所内で
簡易マニュアル化し、支援農場を２農場に拡大
して取り組みを進めている他、講習会等により
一層の本システム普及を図る。

養豚場における 方式の導入と衛生149 HACCP
：新潟県中越家保 岡本英司、田中管理の向上

史彦
平成 年度から新潟県では 導入普及12 HACCP
定着化事業を実施。管内養豚場に対しても衛生
管理プログラムの作成・実行、薬剤・注射針の
適正な使用と管理、記録簿整備等の指導及びサ
ルモネラ検査を実施。 年度からは 方14 HACCP
式の導入を一層促進するためクリーンポーク認

、 。定事業を開始 管内 戸中 戸 が参加42 17 40.5%
と畜検査成績及び農場衛生検査成績等を有効に
活用し各農場の衛生管理プログラムの改善と徹
底、定期的な管理獣医師の指導、研修会等で衛
生意識の向上を図った。これまで実施したサル
モネラ検査は分離陰性。参加農場のと畜場での
呼吸器病変検出率は 年と 年を比較すると12 15
カタル性肺炎で ％から ％、胸膜炎で94.7 87.1
％から ％、心外膜炎で ％から ％33.3 27 6.3 5.2

と改善傾向にある。また事業参加農場の多い中
魚沼十日町地域では隔離豚舎を活用し のPRRS
清浄を維持。 方式の導入により、安全HACCP
性の確保に加え疾病発生率も低減した。

150 管内におけるオーエスキー病の浸潤状況と清
：茨城県県西家保 佐藤則子浄化の展望

14管内のオ－エスキ－病 ＡＤ 浸潤状況を平成（ ）
4 15 12 167 ( 99年 月から平成 年 月まで延べ 戸 実

)1,459 90 30戸 頭で調査。肥育豚では陽性は 戸中
戸 ， 頭中 頭 。繁殖豚で(33.3%) 1,234 271 (21.8%)
は陽性は 戸中 戸 ， 頭中 頭16 5 (31.2%) 216 28
。肥育豚の検査で複数回検査を実施した農(13%)

場 戸中 戸の農場で抗体陽性率に変化があ29 10
り， 戸で陽性率が低下。管内のウイルスの動き8
は落ち着いているが一部陽性率上昇の農場も存在
したことからウイルスの動きあり。飼養規模の大
きい農場が陽性率高く，ワクチン接種率も高い傾
向。ワクチン接種率が高い農場でも陽性率が高い
農場が存在。これらの農場では抗体検査とワクチ
ンプログラムの変更が必要。管内のワクチン接種
率は子豚で だが，接種率 以上の農場は79% 80%
。 清浄化のためウイルスの動きを止め再28% AD
感染を防止するにはワクチン接種の徹底とともに
ワクチンプログラムの見直し，清浄な繁殖候補豚
流通のための対策が重要。

：東京都家151 豚コレラ防疫対策への取り組み
保 吉崎 浩、寺崎敏明
豚コレラ防疫対策として（1）豚コレラの清

。 、浄性の確認実施 肉豚・繁殖豚の陰性確認の外
野生いのししの陰性確認は、採血・結果報告に
ついて関係機関と打合せ、狩猟期間に採材した
血液で検査を実施、全頭陰性を確認 （2）発生。
予防のための指導で巡回指導・立入検査・残飯
使用状況調査を実施、衛生管理の徹底、養豚農
家台帳の整備等を実施。豚丹毒ワクチン接種率
は低下、今後の接種指導が必要 （3）ワクチン。
接種中止指導を実施。現在、ワクチン接種許可
農場が5戸あるが全国的な豚コレラ撲滅対策の
意義への理解を求め、今後も接種中止働きかけ
を継続 （4）発生時を想定しての防疫対策の検。
討は、発生時シュミレーション・各種マニュア
ル・必要書類等の作成、検討を行い、発生時の
まん延防止措置が円滑にできるよう取り組みを
実施。今後も発生時の防疫対策の検討を繰り返
し行い危機管理体制の向上等を図る必要があ
る。

：新潟県下152 豚呼吸器病対策の検証・再構築
越家保 阿部隆司、本間裕一
呼吸器病対策として様々なワクチンが市販さ
れており、下越地域ではAR：63%、マイコプラ
ズマ：60%、App：15%の農場が使用。一方、と
畜検査では胸膜炎が増加傾向（H11：21%⇒H15
：32% 。今年度は、鼻甲介病変検査、各種抗体）
検査、病性鑑定等を強化。と畜肺病変データ分
析と聞き取り調査を併せて対策を検証。ARワク
チンはボルデテラトキソイドを含むものが最も

、 、普及(71%)しているが 十分な効果がみられず
接種方法修正、疥癬対策等の母豚免疫力アップ
等を指導。マイコプラズマワクチンは肺病変を
軽減するが、1回目1週齢よりも、2週齢以上の2
回接種が有効と推察。母豚接種の効果は不明だ
が、母豚接種由来子豚に1回用5週齢接種した事
例では有効と推察。Appワクチンは5型に対して
（ 、 ）。は効果的 胸膜炎60%⇒12% 死亡率27%⇒0.7%

呼吸器病対策の基本は環境改善、これを具体的
に示し、有効なワクチン応用等を客観的・的確
にアドバイスする家保の役割は重要。
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豚の呼吸器病対策－と畜場検査データを活153
用したワクチン接種の普及とその効果判定－：
後志家保 一條満、阿部紀子北海道
と畜場出荷豚の抗体検査成績及び内臓検査デ
ータから、管内養豚場における肥育豚の呼吸器
病多発原因は、マイコプラズマ・ハイオニュー
モニエ( )とアクチノバシラス・プルロニュMPS
ーモニエ( )と判明。両疾病のワクチン接種APP
を中心に対策を推進。 年度ワクチン接種農場14
数は、 が 戸、 が 戸。肺廃棄MPS 14/28 APP 4/28
率は、非接種農場 、接種農場 と差を認33% 17%
める。代表的な対策農場 例の概要について報2
告。 農場は、 の浸潤なく が主原因A PRRS MPS
と判断。 及び 日齢で 不活化ワクチン14 30 MPS
接種。対策前後で抗体検査結果に変化は無かっ
、 。 、たが 肺廃棄率は から に減少31% 11% PRRS
、 が浸潤し、豚呼吸器病症候群の様相MPS APP
を呈していたＢ農場では、 及び 日齢で14 30
、 及び 日齢で 不活化ワクチン接MPS 40 70 APP
種に加え、消毒、畜舎環境の改善等総合対策を
実施。肺廃棄率は から に減少。農場の39% 17%
検査成績と併せ内臓検査データを活用すること
は、対策の計画及び効果判定に有用であること
を確認。

154 管内農家に対する豚コレラワクチン中止に
：埼玉県熊谷家保 塩入陽介、廣伴う取り組み

田あづさ
豚コレラ（豚コ）防疫対策要領が変更され、
平成 年 月から全国で豚コワクチン接種が12 10
中止になり、管内の約９割の農家はワクチン接
種を中止した。当家保では、豚コの野外ウイル
スに対する清浄性を確認するため、平成 年度12

3,676から現在まで農場及び、と畜場において
頭、イノシシ 頭の抗体検査を実施。管内全106
農家に対して、家保職員による年 回の立入検1
査と開業獣医師による年 回の調査を実施、農4
場における異常豚の有無を確認。国内における
清浄性の高さと防疫体制の充実について、家畜
衛生だより等を利用して管内全農家に対して周
知、経済的損失を危惧する農家に対しては、家
畜防疫互助事業への参加を積極的に推進。農家
には、豚コ発生を不安視する考えが根強くある
が、清浄性の確認が進む中、平成 年度第 四13 3
半期から平成 年度第 四半期に 戸あった14 3 15
豚コワクチン許可農家は、現在までに 戸に減11
少した。

：155 養豚農家における地域ぐるみの衛生対策
千葉県北部家保 齋藤友利華、武石佳夫
管内Ｔ町の養豚農家で慢性伝染病の検査を数
年に渡り行っていたところ、改善が見られたこ
ともあり、この養豚家より地域ぐるみで衛生状
態の改善をしていきたいという要望を受けた。
平成 年度からＴ町養豚組合と協力し地域的な14
衛生対策を行った。初年度は対象農家 戸にお4
いて飼養状況、豚の移動・ワクチン接種プログ
ラム、疾病発生状況等の聞取り調査及び抗体検
査・ウイルス分離検査を実施した。調査後、こ
れらの結果をもとに検討会を開いた。平成 年15
月には農家からの希望を受け、家保職員を講7

師としてワクチン接種及び慢性伝染病について
の研修会を行った。これら研修会、検討会の開
催により調査農家の検査成績等を未検査農家に
公表し、情報交換の促進及び地域的な衛生意識
の向上が図られた。今後は生産者・組合・市町
村及び関係機関の協力体制を他の地域にも普及
したい。

156 安全・安心な畜産物をめざして（TOK Y O X
：東京都家保 片岡辰一朗での取り組み）

畜産物を生産する上で「安全・安心」を確保
することが重要。都は、高品質系統豚（X豚）
による畜産振興を実施しているが、食の安全・
安心に重点を置いた指導を他機関と連携し、実
施したので報告。①衛生指導体制整備：疾病対
策を中心とした衛生指導に加え、芝浦食肉衛生
検査所八王子支所（八王子支所 、流通団体等）
との連携強化した指導体制を整備。②検査体制
強化：八王子支所の協力で、出荷豚全頭の残留
抗菌性物質検査、個体別と畜検査成績還元を実
施。繁殖豚の抗体検査と繁殖成績・と畜検査成
績を総合した衛生指導を年1回実施。③トレー
サビリティー：トレーサビリティー検討を開
始。当所は衛生分野のアドバイザーとして指定

16を受け、助言・資料作成等を担当し、平成
年度実施に向けて生産者と協議を実施。現在、
X豚は 都 県 農場の広域生産体制。今後、1 5 18
都機関が、どのような支援を行いX豚の振興を
行うかが課題。

簡易離乳舎を利用した離乳子豚の事故率低157
新潟県中央家保 須貝寛子、減への取り組み：

佐藤義政
離乳後の呼吸器病による死亡および発育不良
豚の増加への対策として、管内の 農場が屋外1
設置型の簡易離乳舎を導入し、改善がみられた
ことから、他の離乳後の疾病多発農場に対し離
乳子豚の隔離飼育を奨励した結果、簡易離乳舎

、 、を導入する農場が増加し 平成 年 月現在15 12
管内 市町村 戸で設置。導入農場に対し使7 12
用状況や効果について聞き取り調査を実施。導
入の動機は「離乳子豚の死亡および発育不良対
策」を拳げる農場が 戸中 戸で、導入後に12 10
は全戸が改善効果を認めた。導入農場では簡易
離乳舎への収容期間での死亡頭数の減少、出荷
頭数の増加、抗体検査により簡易離乳舎内での
、 等の病原体の感染阻止効果を確認。PRRS App

しかし、聞き取り調査で使用上の問題点も挙げ
られたことから、抗体検査の実施等で農場の衛
生状態を把握し管理方法を指導していくことが
必要。

：山梨県158 オガクズ吸着式脱臭槽の消臭効果
西部家保 深澤映生、小田切美男
当所管内に縦型コンポストを整備した養豚農
家がある。コンポストは臭気を外部に出さずに
糞尿の堆肥化が行える反面、排出される発酵ガ
スの処理対策が必要になる。消臭対策には種々
の脱臭方法があるが、設置費やランニングコス
トが高いものが多い。本農家の脱臭方法の選定
は当所に相談があり、現状を検討した結果、水
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処理が行えない、設置コストを抑えたいとの意
向からオガクズ式脱臭槽の設置を決めた。この
方式は設置面積が広いが、コストが安く、消臭
効果も高いとされる。特に、一般的に実施され
ていない散水ノズルを設置するよう指導し、脱
臭槽内の敷き料表面へ散水を行うようにした。
本方式は県内初の事例であり、脱臭効果を稼働
後8ヶ月に亘り調査した。その結果、3,000ppm
以上の排出ガスが150ppm程度に低下し高い脱臭
能力と散水の消臭効果が実証された。

食品リサイクル養豚農家の衛生対策と経営159
：岐阜県西濃家保 関谷博信、改善の取り組み

神田政孝
約 頭飼養の食品リサイクル養豚場におい500
て、導入後 ヶ月の 日齢前後の肥育豚 頭1 120 50

。が発育不良・血便・タール様便等を呈して死亡
病性鑑定により、豚鞭虫卵を主体に様々な虫卵
を検出。豚鞭虫症の対策を重点に①駆虫薬の投
与②発症群の隔離③拡散するのを防ぐコンパネ
の設置④豚舎出入り口に消毒槽の設置等の指導
した結果、病勢は終息。この間に行った農場調
査では、出荷日齢が約 日と長く、平均枝肉240

3.3 60.7 33.8成績の割合は上物 ％・中物 ％・並
％と思わしくなく、欠格要因として枝肉の均称
・軟脂等が目立った。枝肉成績の向上を図るた
め、飼料給与の改善及び衛生対策を指導したと
ころ枝肉成績が大幅に向上し、出荷日齢の短縮
も見られた。今後もリサイクル資源を有効利用
した養豚経営に対し、継続して、飼料給与の改
善及び寄生虫をはじめとする各種衛生対策によ
り枝肉成績の向上を目指して、総合的な経営改
善に取り組むよう指導していきたい。

Ⅱ－７畜産技術

市場の肉質評価を重視した都市養豚のあゆ160
：大阪府南部家保 岡村玲子、冬木忠清み
府内の養豚業は都市の有利性を生かし、残飯
等の食品残渣を飼料として有効活用して発展し
てきたが、過去には肉質面に問題があった。近
年、食品残渣を主とした飼料給与法等の改善に
より、大阪市場で評価を得ているので、その経
営方式の概要を報告。
飼料給与法の変遷）昭和 ～ 年は養豚農家30 40
が多く食品残渣の需要が多かった。農家数の減
少に伴い残渣は無料収集できるようになり、や
がて収集協力金も得られ、現在では油脂分が少
なく澱粉質の多い残渣を選択収集。食品残渣の
給与割合は ～ 割、 ～ 分加熱処理し4 9.5 90 150
て利用。給与飼料は市販配合飼料より粗蛋白・
粗脂肪・ が多い。肉質改善のため大麦等もNFE
購入するが、収集加工費を加味しても、飼料費
は市販飼料利用より ～ 割安。2 5
出荷豚は大型、熟成した肉質で大阪市場にお
いて人気があり、販売価格は格付平均値より高
い。今後も、食品残渣を飼料として有効活用し
た高品質豚肉生産の取り組みを推進していきた
い。

161 養豚生産現場におけると畜検査データ活用

：長野県佐久家保上田支所 和田由美の検討
と畜検査データは、2002年以降生産者別に出
荷月と疾病ごとに集計された形で還元されてい
る。今回その活用について検討するため、管内
２戸の養豚農場の2002年と畜検査データ及び育
成成績の比較を行った。その結果、食肉衛生検
査所のデータ区分による中程度以上のSEP様及
び胸膜炎病変の出現率が A農場では45.0%と30.、
0%、B農場では3.3%と4.3％であった。一方、農
場における母豚１頭当たりの年間出荷頭数は、
Ａ農場16.5頭、Ｂ農場18.9頭であり、と畜検査
データは農場における生産性を反映しているこ
とが示唆された。活用方法としては、数値を疾
病ごとあるいは経時的にグラフ化することで、
農場毎の疾病の汚染状況が把握でき、かつ、育
成成績等を加えることで農家の理解が得られ易
、 。く 疾病対策に有効に活用されると考えられた

高162 養豚排水処理の低コスト化の取り組み:
知県高幡家畜 影山孝之、吉田吏孝
家畜排せつ物法の完全施行の前に管内養豚農
家 戸の施設の設置状況と処理水の分析を行13
った。４戸は適正な処理が行われていたが、９
戸については施設整備や指導が必要であった。
尿処理施設整備を行ううえでの課題は、設置場
所や希釈水、放流場所の確保。処理対象汚水の
量や質。処理施設の方式、適正規模の算出等あ
り容易なものではない。特に、施設整備には多
額の設置費と維持費がかかり、中小規模の養豚
農家にとって、最も大きな問題点である。Ａ農
家では、汚水処理施設の設置にあたり関係機関
と協議した結果、最も建設コストのかかる槽の
整備について、回分式活性汚泥方式を採用する
ことにより、必要な槽数を制限した。また、尿
溜槽等の既存槽を有していたことから、既存槽
を曝気槽に改造するなど有効活用し、低コスト

。 、 、化による施設整備を図った しかし 尿処理は
施設を整備すれば問題が解決することにはなら
ず、さらに維持管理の検討を行うことが重要で
ある。

発酵オガクズ豚舎導入による成績改善事例163
鹿児島県北薩家保 牧内浩幸、折田六美：
常時飼養規模 頭の肥育農場で、土着菌3000
を利用したオガクズ発酵床豚舎を導入、独自の
マニュアルを作成しそれにそって床を管理。床
は、週に１～２回耕耘、床が悪化すると強制攪
拌施設で処理後戻し敷料として再利用。敷料の
寄生虫検査で、コクシジウムオーシストを若干
数検出したが、豚鞭虫卵、豚回虫卵は未検出。
臭気測定では、トイレ側のアンモニア濃度が約
、餌箱側が約 、硫化水素、メチ15.0ppm 3.7ppm

ルメルカプタンはいずれも未検出。農場内事故
率は、 年度 から 年度 ％と著しH13 4.0% H15 2.0
く減少、農場飼料要求率も、 年度 からH13 3.9
年度 へと著しく改善。薬品代も導入頭H15 3.4

数当たり 年度 円から 年度 円H13 220 H15 110
H13 60.0 H15へ、在庫豚当たりでも 年度 円から

年度 円と大きく減少。と畜場病類集計で、10.0
肺炎病巣を認める割合も、 年度 からH13 50%
年度 へと改善したが、肝臓病変の認めH15 25%
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られるものが、 から へと増加。発酵床方5% 10%
式は、発酵床の管理をうまく実行できれば低コ
スト化と省力化を兼ね備えた極めて有効的な方
式と考察。

164 管内での豚妊娠診断法の現状と有効な早期
：富山県西部家保 台蔵正司妊娠診断法の検討

小桜利恵
管内養豚農家での妊娠診断法の実態調査を行
い、現状について検討。有効な早期妊娠診断法
を検討するため、超音波ドップラー法、エコー
法、断層法並びに直腸検査法（直検）について
調査。農家での妊娠診断は、ノンリターン法、
時々鑑定機で診断並びに全頭鑑定機で診断が
、 、 。要望では、家保への直61.5% 23.1% 15.4%

検及び妊娠診断の技術指導があった。ドップラ
ー法の妊娠確認率は、交配 日目以降では31
（ 頭／ 頭 、適中率（分娩頭数／妊91.4% 53 58 ）

娠確認頭数）は、 （ 頭／ 頭）と高89.4% 42 47
かった。エコー法は、膀胱等により誤診の可能
性があり、信頼性が低い。断層法は、 日以内20
での妊娠を確認し、高い信頼性を得るが、高価
である、重量が重い等の難点。直検は、技術習
得に経験が必要、未経産豚では骨盤が狭く実施
困難。今後、更なる繁殖成績の向上には精度が
高く、容易に診断できる妊娠診断の普及が必要
不可欠。

Ⅱ－８その他

：長165 一養豚場での生産性向上への取り組み
崎県県北家保 下村辰人、橋本哲二
平成 年度から繁殖雌 頭の一貫経営養豚13 75
場において、飼養状況調査及び病性鑑定に基づ
き衛生対策を実施。平成 年 月、分娩舎母豚13 5
頭が下痢、早産、死亡。母豚、子豚、肥育豚10
下痢便より を分離。衛Salmonella Typhimurium
生管理強化、発症豚へのｵｷｿﾘﾝ酸投与を指導。平
成 年 月、育成豚で被毛粗剛、腹式呼吸を呈14 6
する呼吸器疾病が発生。ｽﾃｰｼﾞ別抗体検査で育成
舎での ｳｲﾙｽの大きな動きを確認。育成舎PRRS
での離乳豚と先住育成豚の接触回避を指導。同
年 月、飲用水検査で一般細菌及び大腸菌群を9
多数検出。原水槽の清掃、次亜塩素酸ｿｰﾀﾞによ
る定期的消毒を実施。平成 年 月、離乳後約15 2
１週間の子豚が下痢、死亡。剖検豚の腸内容等
より毒素産生大腸菌を分離。妊娠豚、導入豚及
び子豚へｽﾙﾌｧﾒﾄｷｻｿﾞｰﾙ・ﾄﾘﾒﾄﾌﾟﾘﾑ合剤、生菌製
剤の予防的投薬を実施。平成15年度は上記疾病
の発生はないが、いずれも清浄化が困難なもの
であり、今後も飼養者との連携を密にした衛生
管理指導が重要。

：166 家畜共済データを活用した養豚衛生指導
大分県三重家保 菅正和、大竹孝一
平成 年 月から、農業共済組合（農済）が12 6

10家畜共済の肉豚共済引き受けを推進し、現在
戸の養豚農家が加入。当家保では引き受け当初
から農済連合会よりデータの提供を受け、農家
指導に活用。肉豚共済は 日齢または離乳日齢20
のどちらか早い日齢の子豚から対象になってお

り、毎月変更。加入農家は、 市 町の一貫経1 5
営農家 戸で、加入頭数は 頭。死亡豚が10 6,650
発生すると農済職員が現地で確認し、概ねの体
。 、 、 、重を記録 家保へは毎月 加入頭数 死亡日時

死亡頭数、死亡豚の体重のデータが農済連合会
から送付される。家保では、各農家ごとに事故
率 、 の死亡頭数を設定し、送られてきた5% 10%
データのグラフにポイントして、農家の事故発
生状況を確認し、事故率 を超えている農家5%
あるいは増加傾向にある農家について、巡回指
導を実施。家畜共済データを活用することによ
り、常に農家の衛生状態を把握し、ターゲット
を絞った巡回指導が可能。

167 安心・安全な生産「クリーンポーク生産農
：新潟県下越家保 本間場認定」への取り組み

裕一、里麻 啓
新潟県では、消費者ニーズに対応した安全・
安心な生産物を供給するため、平成12年度より
HACCP方式導入定着事業がスタート。平行し平
成14年度から獣医師指導のもと衛生管理にHACC
P方式を導入している養豚農場で、認定基準を
クリアした農場に対しクリーンポーク(CP)生産
農場と認定する制度が発足。今回、管内9農場
がCP生産農場認定に向け以下の項目について取
り組みを開始。①動物用医薬品の適正使用並び
に段階別飼料給与を考慮した衛生プログラム確
立②動物用医薬品及び注射針の記録管理③各種
検査成績から衛生状態把握及び管理体制再考④
生産物流通ルート把握⑤排泄物の適切処理化。

、 、各項目は 管理獣医師および家保の指導のもと
農場毎に対策を随時検討し認定に向け取り組み
を実施中。HACCP方式導入及び獣医師定着には
困難な部分が多いものの、法（薬事・獣医師・
と畜場）規制及び消費者の安全意識の高まりに
促した取り組みが重要。

168 良質な和牛肉生産体制確立のための取り組
：島根県出雲家保 松本百合子 徳永清志み
県内でも有数の畜産地帯である雲南地域にお
いて、しまね和牛の地域ブランドの確立に向け
ての取り組みを支援。管理運営がまちまちであ
った６ヶ所の肥育センターは、ＪＡ本所へ管理
が移管したのを期に均一管理へ移行。各関係機
関で統一した現状把握と問題認識が必要となっ
たため、協力、調整しながら血液検査、体測、
検討会を実施。実施内容を検討しながら効率的
に継続実施したことで、出荷成績は平成１２年
度の4、5等級23.5％が平成１５年度48.0％、枝
肉重量では439.4kgが447.2kgに向上。現在、こ
れらの取り組みは既に定着し、肥育成績の向上
も含め、良質和牛生産に向けた「体制づくり」
という課題はほぼクリアした。しかし、飼養管
理についてはいまだいくつかの課題が残されて
いるため、今後はこれら技術的な面をこの体制
を生かして改善を図り、より安定した良質牛肉

。の生産を目指す

：三重169 養豚場の生産管理記録に関する考察
県北勢家保 寺部尚子、片桐誠二
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食品安全基本法の施行に伴い、牛肉トレ－サ
ビリティ法の公布・施行、動物用医薬品や飼料
に関する省令の一部改正等、消費者に対する正
確な情報提供を目指した法整備が進められ、生
産者は関係書類、帳簿の作成と保管が義務付け
られるようになった。このような背景から、豚
肉についても今後生産履歴情報が求められると
考え、当所では養豚農家の巡回指導時に法律の
周知を図るとともに、種豚・肉豚の生産状況・
管理等の聞き取り調査を実施。また養豚協会が
実施した養豚基礎調査と合わせ、管理情報開示
に向けて生産管理記録の整理等について検討を
加えた。

170 一養豚農場における離乳後多臓器性発育不
良症候群対策－チアムリン製剤飲水投与への取
：宮城県迫家保 西形葉子、加藤伸悦組み－

チアムリン製剤（T剤）は、離乳後多臓器性
発育不良症候群（PMWS）との関連が推察される

。 、豚マイコプラズマ感染に有効とされる 平成14
15年度診断予防技術向上対策事業として、管内
の養豚一貫経営農場で全国初のT剤飲水投与を
主としたPMWS発症抑制試験を実施。T剤投与前
後の各日齢別抗体検査、と場出荷豚の肺及び発
育不良豚の病性鑑定を実施し、農場の疾病発生
状況を調査。投与前、農場内には豚サーコウイ
ルス2型 PCV2 M（ ）、 （Mycoplasma hyopneumoniae
hp）が広く浸潤。発育不良豚はPMWSと診断、さ
らに 等多様な病原因Salmonella Choleraesuis
子を検出。他の対策として、Mhpワクチン接種
時期の変更や抗生剤の飼料添加等を実施。T剤
投与後、PCV2感染時期の遅延、Mhp抗体価の低
下を確認。と場出荷豚の肺病変は軽減。肥育豚
事故率は最大4.6%から1.0%へ低下。T剤投与等
積極的な呼吸器疾病対策は、PMWS発症抑制、農
場成績の向上に有効。

豚呼吸器複合感染症のマイコプラズマとサ171
：沖縄県中央家保 安里仁ほーコウイルス抗原

か
呼吸器症状を呈した ～ 日齢の豚につ30 120
いて、免疫組織化学的手法（ 法）で検討。SAB
供試豚 例の主要臓器とリンパ系組織を抗血86
清： ( )、 、Mycoplasma hyopneumoniae Mhp PCV2
、 （ 、PRRSV PmPasteurel la multocida ）

（ ） 及 びActino-bacillus pleuropneumoniae A.pp
( )を用い 法で染Hae-mophilus parasuis Hps SAB

色。肺細気管支先端部から 肺病巣、胃、Mhp、
PCV肝臓 腎臓 腸管粘膜及びリンパ系組織から、 、

２、肺胞中隔から 、肺の化膿性病変からPRRSV
及び 陽性抗原を検出。抗原分布Pm A.pp Hps、

については肺の 抗原拡大に伴って肺病変がMhp
複雑化し、 ２やその他の抗原分布も拡大。PCV
法の結果から、豚の呼吸器複合感染症の誘SAB

Mhp Mhp因には の関与が明らかになり、特に
、 、存在下では の抗原分布が拡大し胃 肝臓PCV2

腎臓及び腸管にも 抗原が高度に検出されPCV2
た。

大規模養豚場のオーエスキー病清浄化にむ172
：青森県下北農けたワクチネーション実施効果

林むつ家保 森山泰穂、斗沢富夫
年にオーエスキー病（ ）が侵入した1990 AD

母豚 頭規模の養豚場において、 ワクチ5,000 AD
ネーションプログラムの変更による撲滅対策を
推進した結果、清浄化に向けた効果を確認。以
前のプログラムは繁殖候補豚に 回、繁殖母豚2

1 1 60 1は各分娩 ヵ月前に 回、肥育豚は 日齢に
回接種。 年 月からは候補豚は 回、繁殖2003 5 3

4 60 90 2母豚は一斉に年 回、肥育豚は 、 日齢の
回接種に変更。過去 年間の Ⅰ識別 陽5 g ELISA

2000 50 2003 6性率は 繁殖豚では 年まで ％ 年、 、
月まで ～ ％、 年 月には ％に低20 30 2003 11 10

100 2003下。肥育豚では出荷までに ％陽転が、
10 2003 9年 月以降は全日齢で陰性を維持。 年
～ 月の 換算出荷日齢は平均 日12 110kg 175.7

3 180.7 2001で 過去 年間の平均 日や同期平均、 （
179.1 2002 181.1 AD年 日、 年 日）に比べ短縮。
沈静化の効果が一因と考察。

養豚場から発生した汚水、悪臭問題解決へ173
福島県会津家保 小原直樹、篠のアプローチ：

木忠
平成１１年、管内の一養豚場において、汚水
流出、悪臭、大量野積みなどによる環境問題が
表面化し、養豚経営の存続まで危ぶまれる地域
的な問題に発展。家保は畜産環境保全改善マニ
ュアルを作成し、県関係機関、役場と一体とな
り、数回にわたり現地指導を実施。悪臭軽減等
ある程度の効果は認められたものの、作業量増
加に対する絶対的な労働力不足から、完全な問
題解決には至らず。現状の労働力で問題を解決
するための最良な方法について、粘り強く検討
会、視察研修会等を実施。結果、経営存続に向

、 、けた前向きな取り組みに至り 平成１５年には
畜産環境整備リース事業を活用した回分式活性
汚泥法による汚水処理施設、また、吸着脱臭法
による脱臭装置の整備が完了。施設整備後は、
汚水流出、悪臭、野積みも解消し、地域住民か
らの苦情もなくなった。農家が養豚経営に専念
できる環境が整ったことで、農家自身の生産意
欲も高まった。
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Ⅲ牛の衛生
Ⅲ－１ＢＳＥ

：北海道174 牛海綿状脳症初発生確認後の防疫
十勝家保 山下麻依子、大野 明
平成 年千葉県での国内最初の牛海綿状脳13
症( )疑似患畜確認後、次のように各種防疫BSE
対策を実施。( ) 年 月 日から 日間で管1 13 9 13 9

、 、内全戸の 戸について を疑う異常牛2,800 BSE
2 13 12 14 5給与飼料等を調査。( ) 年 月から 年

月、牛飼養農場 戸について衛生指導を実2,713
施。( ) 年度 検査推進のため施設・備品3 15 BSE
等を整備。総額約 万円。( )死亡獣畜取扱6,500 4
業者、農協、共済組合等を構成員とする協議会
を設置し、死亡牛の適正処理と円滑な 検査BSE

5 2を推進。( )所内の検査体制は、エライザ検査
名、受付 名でチームを組み、土曜日も実施。1
( ) 月 日から 月 日までの死亡牛届出頭6 5 12 9 30
数 頭、うち検査対象牛 頭全頭陰性。4,355 308

BSE対象牛の内訳は ダウナー症候群 乳熱等の、 、
15 191と類似した臨床症状を呈する 疾病該当

8 2 4 101 16頭 平成 年 月から 月生まれ 頭 重複、 、
。 、頭 ( ) 年度以降の死亡牛全頭検査に向けて7 16
検査手数料等の証紙による納入、廃用牛の安楽
死処置の問題が残され、解決すべき重要課題。

県内初のＢＳＥ疑似患畜発生に係る緊急防175
：岩手県県北家保 坂田健一、宮崎 大疫

、 、国内初の牛海綿状脳症(以下 )発生以降BSE
患畜 頭を摘発し疑似患畜 頭を処分。本県9 625
でも平成 年 月、栃木県の非定型的 患15 10 BSE
畜摘発により、県内初の 疑似患畜 頭のBSE 19
発生並びに多頭数殺処分を経験。発生は乳用種

、去勢肥育牛 頭を飼養する大規模商系農場で502
疫学調査により導入・出荷は全国各地、全頭同
一飼料給与を確認。事前に風評被害対策と処分
計画策定を実施後、防疫措置として評価、殺処

204分 焼却 消毒及び検査を実施した結果 延、 、 、
人を動員し 日間で全頭の陰性を迅速確認。検10

、 、討会で検証の結果 成果として①風評被害対策
②事前計画の策定、③関係機関の連携、④施設
・体制の整備及び⑤農場の協力を提起。課題と
して①連絡・指揮系統の明確化、②殺処分・焼
却方法の検討、③評価基準の拡充及び④大規模
発生時の体制確立を抽出。以上、本事例並びに
課題解決をもって、今後の本県 発生時におBSE
ける防疫体制確立の証としたい。

：176 管内における死亡牛の牛海綿状脳症検査
岩手県県南家保 鈴木啓太、小根口徹
平成15年4月1日より牛海綿状脳症対策特別措
置法に基づき24ヶ月齢以上の死亡牛の検査を開
始。旧食肉処理場の一部を保冷室・解体室に改
修し、死亡牛をパレットに載せ移動する検査・
保管ラインを整備。家保2名（採材 、現場補助）
員3名（搬入、断頭、移動、搬出を担当）で実
施。検査材料の脳幹部を大孔法にて採材。12月
末の家伝法第5条による検査頭数は830頭（全県
）。 、 、の34.2% 品種別内訳は乳用種75% 肉用種23%

交雑種2%。生年別では1996-98年生まれが多い
。 （ ） 、傾向 検査材料の融解頭数割合 脳融解率 は

平均で17.2%。用途別では肥育41.4%、繁殖19.3
%、搾乳13.2%と肥育牛が高率。月別では夏日の
多い月が高い傾向（6月：12日･30%、8月：19日
･27% 。その他、当所での一般病性鑑定牛が38）
頭、放牧地で死亡し検査不能の牛が8頭。今後
は、適正な検査材料の確保のため、夏場の保冷
施設へ早期搬入指導及び脳融解率の高い農家へ
の改善指導に努めたい。

177 2 4ヶ月齢以上の死亡牛BS E全頭検査への取
：宮城県古川家保 大越啓司、髙橋勝一組み
平成 年 月施行の牛海綿状脳症以下14 7 (

BSE) 15対策特別措置法に基づき 本県では平成、
年 月までに死亡牛検査処理体制および採材施3
設整備を完了。同年 月 日から ヶ月齢以4 1 24
上の死亡牛 全頭検査を開始。検査体制はBSE
①収集運搬業者の死亡獣畜取扱施設 保冷庫へ( )
の搬入頭数確認、②当家保による 桁耳標の10
個体確認、検体採材並びに検査担当家保への検
体搬入、③ 検査結果確認後、県外化製処BSE
理場への搬出許可までの一連の流れを構築。開
始から 月までの採材頭数は 頭 月平均12 1,505 (
167 8.5 ) 2,000頭、日平均 頭 、年間予定頭数約

、 、頭に対し ％の進捗率 採材従事日数 日75 178
採材従事者延 人。採材にあたり自作の牛頭356
部保定器の活用による作業の効率化、採材技術
の向上等により、 頭当りの採材時間は開始当1

15 5 6 1初の約 分から、現在は ～ 分に短縮し、
日 数頭まで採材可能となった。さらに収集20
運搬業者及び検査家保との緻密な連携、弾力的
な採材人員の配置により 全頭検査を円滑BSE
に推進中。

178 管内の死亡牛 全頭検査実施状況と対応BSE
：山形県置賜家保 井上真理、渡辺一博事例
年 月より、 ヶ月齢以上の死亡牛を対15 4 24

BSE 12象とした 全頭検査がスタート 管内では。
月までに 頭を検査し、全頭陰性。今回、死634

、 、 。亡牛の搬入 届出 検査状況と対応事例を報告
品種別では乳用種が 割以上で、主な死因は循9

、 、 。環器病 ％ 消化器病 ％ 周産期病 ％30 21 18
生年別では、平成 年生まれがピーク。産地別9
では自家産 ％、県外産 ％とほぼ同数。保46 44
冷庫の利用は酪農家 戸（総戸数の ％ 、151 72 ）
肉用牛農家 戸（同 ％）で、農家または運27 5
搬業者によって 割以上が当日か翌日に搬入。9
死亡届は 割が当日に届出、 日以内に約 割6 6 9
を受理。事例としては、①管内農家が県外で飼
養する牛が搬入された事例②県外農家の牛が管
内で死亡し、死亡届を受理したが死体が搬入さ
れなかった事例③一次検査で一頭陽性となった
事例について対応。今後も、円滑な検査のため
畜産農家・診療獣医師・運搬業者の理解と協力
を得ることが重要。

：福島県県中家179 BSE死亡牛 検査の実施状況
保 稲見健司、根本光輔
県は牛海綿状脳症特別措置法を受け、死亡牛
の全頭検査実施に向け死亡牛採材保管場所の確
保、 検査施設の整備に着手し、体制BSE-ELISA

15 4 1 12 31を確立。今回、平成 年 月 日から 月
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日までに実施した検査の概要について報告。死
亡牛からの採材は、 陽性牛発生時の汚染拡BSE
大を最小限に抑えるため、鉄カゴ方式を採用。
受付総頭数は 頭(一日当たり 頭)で、月1,752 6.3
別に見ると 月が最も多く(同 頭)、最も少8 7.9
なかったのは 月（同 頭 。品種別では乳用6 5.0 ）

（ ）、 （ ）。牛が 頭 肉用牛が 頭1,453 82.9% 299 17.1%
これら 検査の結果は、全て陰性。まBSE-ELISA
た 検査陽性発生時には当所で作成したBSE
「 発生時の防疫対策マニュアル」に添ってBSE
防疫対策を講ずるとともに、死亡牛の受け入れ
と 検査が滞りなく実施できるよう万全を期BSE
す。

検査に伴う死亡乳用牛の経済的損失の180 BSE
：福島県県中家保 高倉優子 門屋義勝推定

BSE 15 4 12全頭検査のため、平成 年 月より
1,752月末日までに搬入された牛の受付総頭数は

頭であり、うち乳用牛が 頭( )。今回1,453 82.9%
搾乳を目的とした乳用牛において、経営試算を
行ったので概要を報告。 歳間隔で区分し、そ2
の死亡牛の年齢構成は、 ～ 歳の 頭5 6 231
( )をピークとして、正規に分布。次に、15.9%

86 /L 500 /現在の乳価( 円 )、平均導入価格( 千円
頭)および県内の平均乳量、飼養頭数および人工
授精等の経費を基に経営試算。その結果 頭当1

2 -419 2たりの収益は、初産時( 歳半)、 千円、
3 -296 3 4 -87産目( 歳半)で 千円、 産目( 歳半)で

千円、 産目( 歳半)で 千円。 歳未満の経4 5 121 5
1 1 5済損失は、 億 千万円に相当。このことから

歳未満で死亡させることは、酪農所得の損失で
あり、衛生管理を含めた飼養管理の重要性が示
唆。今後も詳細な分析を加え、酪農指導の一助
としたい。

：181 BSE牛海綿状脳症（ ）検査の状況と課題
茨城県県北家保 大谷芳子、廣木政昭
本県では 年 月から 特別対策措置2003 4 BSE
法の施行に伴い ヶ月齢以上の死亡牛全頭検査24
を実施、 月には専用施設を整備。専用施設は10
荷受場、保冷庫、採材室を縦に配置し、動線に
無駄の無いよう設計。保冷庫には海上輸送用保
冷コンテナを使用し、死亡牛は－ ℃で保管。10
また保冷庫は死亡牛を収納するパレットの自動

、 、搬送システムの採用 庫内悪臭マスキング装置
硫化水素除去装置の設置など良好な環境で作業
が出来るよう工夫。さらにパレット内には牛体
を包める大きさの専用ビニル袋を敷き、牛体か
ら漏出する血液等による施設内の汚染を防止。
施設内の死亡牛の個体管理には、個体識別番号
を読み取るバーコードリーダーを用いたデータ
ベース管理システムを構築。牛体やパレットの
移動にはフォークリフトと天井走行クレーンを
使用。死亡牛の検査は重機の扱いなど危険を伴
い、また不快感を伴う業務であり、今後もより
よい職場環境の確保のために課題を検討してい
く必要。

非定型的な牛海綿状脳症（ ）発生に対182 BSE
：栃木県県央家保 竹澤友紀子、する防疫対応

宇賀神源一
本県県北地区の酪農家で生産、本県及び福島

県で肥育された ヶ月齢去勢ホルスタイン種23
、 、の牛が 月 日に茨城県中央食肉公社でと畜9 29
日に スクリーニング検査で陽性。国立30 BSE
感染症研究所で確認検査を実施。 月 日に厚10 6

BSE生労働省で確認検査の結果より非定型的な
と確定。 日に農林水産省で患畜と決定。全国7
で 例目の発生。初の 歳未満での発生。当所8 2
には、 月 日に畜産振興課から、県北地区の10 1
酪農家から 家畜商が集荷し流通させた肥育牛E
が確認検査を実施中との情報。 家畜商に聞きE
取り調査を実施。該当農家 戸を特定。疫学調4

DNA査では出生農家が特定されなかったため、
鑑定により出生農家特定。 月 日に出生農10 22

2 24家の患畜との同居牛 頭を疑似患畜と決定。
日に殺処分を実施。 検査は陰性。現BSEELISA
在職員は常日頃危機意識を持ち、迅速で確実な
対応が出来るようにしているが、今回の発生を
機に個人個人が、防疫体制、農場対応、情報の
適正管理等について再認識することが重要。

栃木県における死亡牛の牛海綿状脳症検査183
：栃木県県北家保 谷本朱紀の現状と今後の課題

本年４月 日から ヶ月齢以上の死亡牛の牛1 24
海綿状脳症（ ）検査を開始、栃木県では県BSE

。北家保附属検査施設(施設)を設け全頭検査実施
施設は 頭収容の保冷庫、採材室、焼却炉、汚60
水処理施設、車両消毒施設等から構成。死亡牛
は主に輸送業者が施設へ搬入、翌日大孔法によ

ELISAり延髄を採取後県央家保へ送付、翌々日
。検査を実施し陰性牛は業者により化製場へ搬出

月末日での搬入頭数は 頭（全頭陰性 、12 3,702 ）
55 92 1最大採材頭数は 頭、最大保管頭数は 頭。

、 。日の平均採材頭数は約 頭で 通常 名で実施20 5
器材・手法の改善により作業効率向上と省力化
を図っているが、搬入の遅れによる延髄の融解
と牛体の腐敗、当初予測を上回る搬入頭数、死
亡牛からの汚物による汚染とフォークリフトの
滑走などが問題。今後は死亡後早期の搬入の徹
底、死亡牛頭数減のための飼養管理改善や計画
的更新、さらに病畜を含む廃用牛処理体制の整
備が課題。

大規模農場における牛海綿状脳症の疑似患184
：群馬県吾妻家保 南山治美畜発生とその対応

砂長伸司
平成 年 月、茨城県で発生した国内８例15 10
目の牛海綿状脳症（ＢＳＥ)の患畜と同居歴の
ある牛が、管内に５頭導入されていることが判
明。飼養農場は、肥育専門の大規模農場で当該

。牛はいずれも ヶ月齢のホルスタイン去勢牛18
当該牛の隔離を指示し、飼養牛の移動自粛を要
請。 月 日、当該牛５頭が疑似患畜と決定10 23
され、病性鑑定殺を実施。５頭のうち１頭がＥ
ＬＩＳＡ検査陽性。確定検査の結果はいずれも
陰性。飼養牛の移動自粛を解除した。既に組織
されていた「吾妻地域ＢＳＥ対策連絡協議会」
を通じて、情報連絡を迅速かつ密に対応し、混
乱は避けられた。しかし、同居牛の調査開始か
ら移動自粛解除まで 日間要しており、その19
間の飼養者、関係者の心労は計り知れないもの
と考えられた。また、当該農場で仮にＢＳＥ患
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畜が発生した場合には、疑似患畜が多頭数とな
ることが予測され、隔離場所の確保や迅速な焼
却処理、飼養者への経済的救済措置等が課題と
なる。

県内における死亡牛の牛海綿状脳症（ＢＳ185
：群馬県家畜衛生研究所Ｅ）検査の現状と課題

佐藤幸代
消費者の食に対する安心・安全の確保および
発生予防とまん延防止を目的として牛海綿BSE

状脳症対策特別措置法が制定、家畜伝染病予防
法の改正により死亡牛の 全頭検査が義務づBSE
けられた。本県においても 月 日から開始。4 1
検査業務は死亡牛の搬入・搬出および延髄の採
材を 名、 検査を 名で全職員が交代で3 ELISA 2
実施。 月から 月末までに 頭を検査し4 11 2,397
たが、検査頭数は冷夏の影響もあり当初の予想

90.8 9.2を下回った 搬入牛は乳牛が ％ 肉牛が。 、
％で、一日最大 頭、平均 頭で、月齢別29 11.1
では ヵ月齢が 頭で最多、このうち半数は24 58
肉牛であった。乳牛では ヵ月齢での死亡が最68
も多かった。死亡牛の中には重度腐敗のため、

ELISA延髄の採材が困難なものもあった また。 、
再検査、炎天下における防護服等の着用による
重装備での採材、最大収容頭数を超える搬入な
、 、ど 年間 頭以上の検査が予想されるなか3,000
今後検討の必要な課題が明らかになった。

シミュレーションを活用した 初動マニ186 BSE
：埼玉県熊谷家保 高桑郁子、吉ュアルの策定

野賢一
平成 年 月、管内の ｶ月齢、交雑種肥育15 9 26
牛がと畜場において、 一次検査陽性、確定BSE
診断陰性となった事例があった。本事例から、
一次検査陽性時の初動体制は、酪農家と肉用牛
農家で相違点があることから、疑似患畜の範囲
特定を目的として経営形態別にシミュレーショ
ンを実施。酪農家の場合、自家育成又は、初妊
導入の形態を取る。雄子牛や交雑種子牛を除け
ば、 歳以下の移動歴は少なく、調査範囲は限1
定。しかし、産子の調査等について長期間に渡

。 、り遡らなくてはならない 肉用牛農家の場合は
患畜は若齢であるが生産農場と育成農場が介在
するため、 歳以下での移動歴が乳用牛に比較1
して多い。また飼養頭数も多く、移動先の給与

、 、飼料が相違するため その都度給与牛を特定し
疑似患畜を決定することが必要。更に、疑似患
畜が他農場に移動している場合は追跡調査が必
要。以上から、経営形態別の課題等を整理し初
動体制マニュアルを策定した。

：埼玉187 BSE埼玉県の死亡牛 検査の実施状況
県中央家保 福田昌治、野沢裕子
埼玉県では平成 年 月 日から か月齢15 4 1 24
以上の死亡牛 検査を開始。新たに建設されBSE

（ ） 、 、た保管施設 で検体採取 死亡牛を保管しSP
エライザ検査陰性確認後、搬出。 業務はフォSP
ークリフト等の講習を修了した当所職員を中心
に対応。検体は約 離れた当所に公用車で35km
運搬し、エライザ検査を実施。 月末日までの12
エライザ検査頭数は 頭。うち神経症状のみ736
られた牛のサーベイランスが 頭、肉骨粉給与2

牛が 頭。エライザ検査結果は全頭陰性。死亡19
牛発生頭数は月平均 頭で、最も多い 月は85.0 8
頭。 の搬入頭数は１日平均 頭。検査122 SP 3.3
遂行上、次のような課題があった。①重機の操
作に細心の注意が必要。特に腐敗の著しい死亡
牛の搬入・搬出作業が困難。② 保冷庫内はSP
臭気対策が必要。③死亡牛搬入・搬出時間帯が
不規則。④ とエライザ検査場所が遠距離でSP
非効率。これらについて改善策を検討し、今後
も安全かつ確実な検査を継続する。

：千葉県中央家保188 BSE死亡牛 検査の概要
相田洋介
牛海綿状脳症（ ）対策特別措置法に基づBSE
き、本県では平成 年 月から死亡牛 検15 4 BSE
。 。査を実施 検査にあたり専用施設を当所に整備

、 。検査体制は採材業務 名 検査業務 名で対応5 2
死亡牛の搬入は月～土、検査および搬出は月、
水、金、土に行い、夏期（ ～ 月）の搬入は7 9
日曜・祝日を含む毎日、検査および搬出は月～

。 、土に行った 検査頭数は 月末現在 頭で11 1633
全頭陰性。このうち 回目の検査で 頭陽性反1 4
応がでたが、再検査でいずれも陰性を確認。死
亡頭数は当初の試算を下回っていた。これは、
冷夏であったことや、乳廃牛及び病畜（起立不
能等）のと畜処理の推進によることが考えられ

2た。検体の中には腐敗したものもあり、死後
（ ）日以降の搬入では腐敗率 腐敗頭数／搬入頭数

が ％を超えていた。このように検査体制は確50
立されてきたが、夏場の悪臭対策等いくつかの
課題もあり、今後とも検査業務の円滑な推進に
努めていきたい。

189 東京都における死亡牛のB S E検査体制につ
東京都家保 近藤機、南浦知則いて：
家畜保健衛生所では、生産サイドのBSE対策
として、牛飼養農家への立入検査、病傷牛のBS
E検査（サーベイランス）に加え、平成15年4月
から、24ヶ月齢以上の死亡牛のBSE検査を開始
した。検査を開始するにあたり、平成15年3月
に「死亡牛BSE検査説明会」を開催し、関係者

。 、に周知を徹底した BSE検査の休日対応として
金曜日に搬入できない牛については、土曜日に
搬入できる体制を整えた。特に、夏場は農場に
死亡牛が1日以上滞らないよう職員の勤務体制
を整えた。4月から12月までの検査実績は、死

、 、 。亡牛101頭 病傷牛64頭で 全頭陰性であった
また、都内と畜場において、受付後に死亡する
牛についても、BSE検査を実施。4月から11月ま
での、と畜場における死亡牛のBSE検査実績は6
頭で、全頭BSE陰性であった。今後のBSE対策の
課題は、島しょにおけるBSE検査の実施等があ
げられる。

:東京都家保 南浦知190 当所のB S E検査実績
則、芳野正徳
牛海綿状脳症対策特別措置法に基づき、平成
15年度死亡牛のBSE検査を開始した。4月～10月
における当所のBSE検査実績、検査を通じて得
られた知見について報告。BSE検査に向けて、
新たに採材施設を青梅市に設置（青梅施設 。1）
0月までの当所の実績は、132頭で、検査結果は
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全て陰性。また、青梅施設の実績は、病傷牛44
頭、死亡牛72頭の116頭。死亡牛の採材～引渡
までの日数は1～4日。施設での作業回数は96回
で、内10回は閉庁日。作業時間は1回3～4時間
で、病傷牛1頭、1時間、死亡牛と引渡牛は0.5
時間と往復の旅行時間２時間を要した。死亡牛
の1日保管予定頭数3頭を超えて、4～5頭を保管

。 、 、 、した日が６日 原因は 複数の牛を採材 また
閉庁日前後の採材日にあった。死亡頭数は最高
気温が15℃の時に最も少なく0.22頭／日、33℃
で3倍になることが予想された。検査費用は病
傷牛で5.4万円、死亡牛で2.7万円であった。

死亡牛ＢＳＥ検査の現状と今後の取り組み191
：神奈川県湘南家保 藤澤知枝、成井淑昭
平成 年 月、 特措法が施行され、平14 7 BSE
成 年 月 日から ヶ月齢以上の死亡牛全15 4 1 24
頭について 検査を開始。届出は、死亡当日BSE
が 、翌日までに がなされ、搬入は、死78% 99%
亡当日が 、翌日までに が確実に搬入。57% 96%
一連の検査体制が確立されるなか、 件の特殊3

4 24事例に遭遇 ① 月 一酪農家で火災が発生し。 、
21 BSE BSEヶ月齢以上の牛が 頭死亡、 検査は

特措法に基づき除外。② 月、 月にはヨーネ7 11
病患畜が発生。県告示の「家保所長が必要と認
めた牛の死体」として 検査を実施。③ 月BSE 8
には大雨による土砂崩れが発生し、土砂の中か

24ら子牛の死体が発見。この事例では死亡牛は
ヶ月齢未満であり 検査の対象ではなかったBSE
が、当所は現地で死体を確認し、疫学的に伝染
病を否定した。今後の課題として、①死亡牛を
少なくするための方策、②所有者不明の死亡牛
への対応、③ 例目となる ヶ月齢での感染牛9 21
が確認されたことから検査対象月齢の変更等に
ついて検討。

：神奈川県県央192 死亡牛のBSE検査の取り組み
家保 甲斐 崇、木村 進

24牛海綿状脳症対策特別措置法の施行に伴い、
ヶ月齢以上の死亡牛の 検査を家畜伝染病予BSE
防法第 条に位置づけて実施。本県では都市化5
の進む中、設置場所に苦慮しながらも、 ヶ所4
の家保のうち、新たに採材保管施設と焼却炉を
当所に整備、別の家保にも採材保管施設を ヶ1
所整備し、計 ヶ所で土日祝祭日も採材保管に2
対応。当所には施設を持たない 家保分の死亡2
牛も併せて搬入され、平成 年 月の届出開始14 7
から平成 年 月までの ヶ月間の当所管内15 11 17
分の届出頭数は 頭。当所管内には食肉セン351
ター、獣医系大学、試験研究機関がありこのう
ち を占めた。農場での死亡原因については39%
起立不能症と心不全で を占め、死亡時年齢45%
においては 歳以上が 。平成 年 月の6 43% 15 4
検査開始から同年 月まで、他家保分も含め11
頭の採材・保管・搬出を実施し、様々なデ211
ータと経験から今後県下の検査体制の再考が必
要。

サーベイランスにおけるエライザ検査193 BSE
神奈川県病鑑 米持修、柏木聰体制の構築：

BSE 14本県では エライザ検査（検査）を平成
年 月から開始し、平成 年 月から ヶ月2 15 4 24

齢以上の死亡牛の全頭検査を実施。死亡牛は県
（ ） 。内 カ所の死亡牛処理保管施設 施設 へ搬入2

家畜保健衛生所職員が検査材料を採材し当所へ
運搬。当所が検査を実施。検査開始にあたり①
当所職員全員が安全かつ正確で効率良い検査の
実施②検体取り違い等のミス防止③施設での死
亡牛の搬入出作業等に支障を来さぬよう検査終
了時刻の一定化等が課題であった。そこで「検

」 「 」査手順マニュアル 及び 機器操作マニュアル
等を作成し所内研修を実施。検査条件等を記録
する「検査行程チェック表」を作成し検査の再
現性及び信頼性等を確保 材料送付票 及び 受。「 」 「
付台帳」等を作成し検体等の取り違えを防止。
死亡牛が増加した場合に臨時検査を随時実施。
以上の体制により平成 年 月から平成 年14 2 15
月末現在、 回、 頭の検査を実施。い12 120 533
ずれの検査においても問題はみられず、万全な
検査体制が構築できた。

：山梨県東部家保死亡牛 検査業務と実績BSE
深沢矢利
平成 年 月 日から 特措法に基づく15 4 1 BSE
ｶ月齢以上の死亡牛の 検査がスタートし24 BSE
た。家保は、検査等を円滑に実施するため、死
亡の届出受理から採材、解体、焼却、エライザ

BSE検査及び休日の対応等を内容とした死亡牛
検査等要領を作成した。スタートから 月末現11
在での死亡及び 検査頭数は 頭、全て陰BSE 155
性。検査牛の内訳は、管内別では西部 頭、東54

101 H8 9 10 5部 頭、年齢別では 、 、 年生まれ（
～ 歳）牛が多く全体の 割を占めた。死因診7 5
断別では、心疾患、肝疾患、乳房炎、産後疾患
等が上位であった。死亡から検査結果が判明す
るまでの状況は、届出の遅れ（ 日以上）とこ2
れに伴う採材の遅れが 件、検査結果判明まで6

（ ） 。に 日以上要したものが 件 割 であった3 46 3
一方、休日採材頭数は 頭( 、死体の処29 12.2%）
分は全焼却 頭（ 、埋却が ( ）で23 15% 132 85%）
あった。今後の課題として、①速やかな届出を
指導、周知②エライザ検査日の再検討③新焼却
炉の完成を控え現行の埋却処理から順次全焼却

（ ）への誘導④検査陽性時の対応 防疫演習実施等
等が必要である。

:194 BSE死亡牛 検査への取り組みと今後の対応
山梨県西部家保 三橋一展、望月 洋
平成 年 月 日から、牛海綿状脳症特別対15 4 1
策措置法（ 法）により ヶ月齢以上の死BSE 24
亡牛全頭について 検査を実施している。同BSE
年 月末現在、死亡牛は 戸 頭発生し、品11 46 52
種はホルスタイン、性別は雌、月齢は ヶ月齢60
以上 ヶ月齢未満と ヶ月齢以上の割合が高72 108
かった。主な死亡原因は心不全、急性乳房炎、
ダウナー症候群、心内膜炎、関節炎、肺炎であ

2った。検査結果は全頭陰性だった。検査は週
回東部家保で行い、採材は休日も当番制で対応
している。管内での死亡牛の処理方法は現地採
材・埋却が主だが、環境問題、陽性牛発生時の

。処理や焼却を希望する声も多い等問題があった
県立八ヶ岳牧場内に死亡牛専用一時保管・焼却
施設が完成する予定であるが、これにより施設
内で採材後、死亡牛を丸ごと 頭焼却すること1
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が可能になり、これらの問題点も解消され、埋
却処理も減少する事が予想される。

195 牛延髄の死後変化が牛海綿状脳症の病理組
：富山県西部家保 小桜利織検査に及ぼす影響

恵、長坂 訓
平成 年 ～ 月に牛海綿状脳症 検15 4 12 (BSE)
査を実施した牛 頭分の延髄について 病89 BSE
理組織検査に重要な迷走神経背側核、孤束核及

0 5び三叉神経脊髄路核の死後変化を観察し ～
6 2の 段階にスコア化 迷走神経背側核では他の。
核に比べ死後変化が強く、死後 以上で神24hr
経網空胞化、 以上で染色性低下が重度にな48hr
ると確認。平均死後変化スコアは 死後0.96 (

、 、 、12hr ) 2.71(12~24hr) 2.78 (24~36hr)以内
、 以上と死後時間3.83(36~48hr) 3.91 (48hr )

に伴い上昇し、死後 以上では病理組織検36hr
24hr査に及ぼす影響が大きいと判明。また死後

以内に採材したものの平均スコアは 、死後1.29
以内に死体を保冷庫へ移動し 保24hr 18~44hr

管後採材したものでは であり、保冷中に3.29
BSE死後変化が進行すると判明。より確実な

診断のためには、牛死体の保管がやむを得ない
場合の対応を再検討する必要がある。

1 9 6 家保完結型死亡牛全頭検査体制と今後の課題
富山県東部家保 岡部知恵 池上良：
平成14年度に県技術推進課、東西家保で施設整
備の計画と「牛の伝達性海綿状脳症に係る死亡牛の
全頭検査実施要領」を策定。施設整備は解剖室、焼
却炉、保冷庫の新設と既存検査室の一部をBSE検査
室へ改装。BSE-ELISA検査は週１回2名で実施。安全
対策は、各行程のマニュアルを作成。平成15年4月1
日から12月31日までの死亡牛頭数は108頭。受付及
び焼却炉投入作業に従事した日数は143日。うち平日
が112日（６１％）、休日が３１日（34％）。月別受付頭数
は最多１９頭、最少7頭。死亡牛保管平均日数は1.2
日。今後の課題は、牛体からの悪臭対策として脱臭機
や硫化水素除去装置等の導入と、病性鑑定基準の明
確な設定にもかかわらず、病性鑑定数が増加したこと
による労力面の問題が挙げられる。

岐阜県における牛海綿状脳症（ ）検査197 BSE
：岐阜県岐阜家保 桜井良惠、林金吾実施状況

平成 年 年 日 対策特別措置法 が14 6 14 BSE
公布され、同年 月 日から施行された。本法7 4
の中で、 か月齢以上の死亡牛の届出が義務化24
され、さらに 年 月 日より該当牛の全頭検15 4 1
査が義務づけられた。岐阜県では、 年度より13
サーベイランスが開始されたのに伴い、検BSE

査室および 関連の検査機器の整備、動物ELISA
用焼却炉の新設、職員の増員等、検査体制の整
備をすすめた。一方、本年 月 日からの全頭4 1
検査は、死亡牛の一時保管施設等の関係施設の
整備が遅れたため、家畜保健衛生所長が必要と
認めた一部の死亡牛について検査を実施。 月11
日までに 頭の検査を実施し、全頭の陰性20 103
を確認。また、 月 日からは関係施設が整い12 1
全頭検査を開始。万一に備え岐阜県 防疫マBSE
ニュアルを作成。経過ならびに検査実施状況に
ついて報告。

198 管内におけるB S E検査及び死亡獣畜処理体
：静岡県西部家保 服部篤臣、吉田制について

慎
ＢＳＥ対策特別措置法の施行に伴い、平成15
年4月から、西部家畜保健衛生所（以下家保）
浜松分室に設置された採材保管施設において、
24ヶ月齢以上の死亡牛に対するBSE検査を開始
した。死亡牛は産業廃棄物収集運搬業者が採材
保管施設に搬入、専用のコンテナに収容して冷
凍保管庫に保管、BSE陰性確認後処理場へ搬出
した。死体から胃内容物や血液が流出し悪臭を
発するため、清掃を頻繁に実施する等して環境
問題の発生を防止した。BSE検査の実施には、
死亡牛の円滑な収集運搬処理体制が不可欠であ
るが、当地域では、へ平成12年から専用の冷却
運搬車を使用した死亡獣畜の収集運搬体制を確
、 （ 。立 延べ1510頭 内牛1246頭)の死亡畜を運搬
運搬した死亡畜数は当初横這に推移したが、BS
E発生後は増加した。BSE検査を継続的に行なう
ためには、前提として死亡獣畜の円滑な収集運
搬及び処理体制の維持が重要と思われた。

199 愛知県における死亡牛の牛海綿状脳症（BS
：愛知県西三河家保 犬養尚子、E）検査体制

手嶋康博
愛知県では西三河家保が県下全域のBSE検査
実施機関となり、採材・一時保管施設完成前の
4月から11月は、108か月齢以上の死亡牛43頭を
対象とした一部検査を実施し全頭陰性。施設完
成後の12月からは年末年始5日間を除き、24か
月齢以上の死亡牛全頭検査を開始。この検査を
円滑に行うため、BSE検討委員会設置と先行実
施県への視察、採材や検査手技の習得、変則勤
務体制移行への対応、必要な備品や消耗品、労
働安全対策、地元住民への説明と協力依頼、養
牛農家や運搬業者に対する説明、発生を想定し

。 、た初動防疫体制などの検討や準備をした 結果
12月からの検査は概ね順調に推移。12月29日ま
での1か月間で139頭を検査し全頭陰性。検査体
制は計6名で検査の合間に通常の家保業務も兼
務。今後の課題は職員間の連携、通常業務との
兼ね合い、夏場の死亡頭数の増加、腐敗の進ん
だ死亡牛の搬入などで関係者の協力を得てより
一層的確な対応が必要。

三重県200 BSE検査対象牛の実態と農家意識：
中央家保伊賀支所 小林直樹、山出太陽
年 月 日から 月 日までの ヶ月2003 4 1 10 31 7

間に搬入された 頭の検査状況の実態を報告582
する。また、管内の死亡牛搬入経験のある農家
を対象にアンケートを実施。死亡頭数は、 月8
と 月の ヶ月間で 頭あり、約 ％を占9 2 235 40
めていた。気温が上昇すると死亡頭数が増加す
る傾向にあった。全死亡頭数の約 ％が ヶ77 80
月齢までの牛で、約 ％がホルスタイン種で84
。 、あった 死亡日当日に搬入される牛が最も多く

約 ％を占めた。死亡原因は乳用牛では消化60
器、循環器、周産期疾患で全体の約 ％、肉50
用牛では消化器疾患のみで約 ％を占めてい50
た。農家アンケートでは、検査月齢引き下げの
必要性、検査に係る費用負担が多い、検査にお
ける手続きの簡素化等の意見が多かった。少数
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意見として、病性鑑定による死因の詳しい解明
を期待する声や搬入時間の延長を求める意見等
があった。

三重県201 三重県の死亡牛BSE検査体制の構築：
中央家保 竹馬工、小畑晴美
BSE特別措置法の施行により24ヶ月齢以上の
死亡牛のBSE検査体制を構築。本県では採材・
検査・採材後の一時保管を中央家保で、検査済
み死亡牛の処理は死亡牛緊急処理円滑化施設整
備事業により、県外産業廃棄物処理業者に委託
する方式を採用。採材場所の改築等施設及び検
査機器の整備、検査術式の研修・フォークリフ
トの講習等人的な訓練並びに作業行程の設定を
平成14年度末までに完了。死亡牛の搬入は土日
祝日も対応し、検査頭数は2003年12月1日現在6
34頭で全て陰性。作業行程は4月以降、さらに
安全で適切な採材を実施するため73行程中32行
程を追加・改善。夏季においては採材部位の組
織融解が見られ牛の早期搬入が求められる。ま
た、病性鑑定、処理費用の減額など今後は農家
ニーズにも対応していく必要がある。

：三重202 BSE死亡牛の 検査における環境対策
県中央家保 徳永到、小畑晴美
平成 年度より ヶ月齢以上の全死亡牛に15 24
ついて、 検査を開始。 検査行程での採BSE BSE
材及び一時保管時の作業安全性確保や環境保全
を図るため悪臭、水質汚濁、微生物汚染の防止
対策を講じた。臭気対策では消臭液の死体への
散布、輸送缶のガス不透過素材シート及び荷崩
れ防止ストレッチフィルムによる密閉、保管用
冷凍コンテナ内に消臭用活性炭の配置を実施。
水質対策では外部排水溝に活性炭を設置し排水
の浄化を行い、トラック及び施設洗浄水の流出
による汚濁を防止。微生物汚染対策では採材時
に血液を受けるトレー、ビニールシート、血液
吸着用マットを活用し、採材時に出た血液を焼
却。以上の対策により、死体からの悪臭物質の
発生及び拡散を低減でき、コンテナ内の硫化水
素濃度は平均 となり、悪臭も感じなくな0.8ppm
った。排水の水質も基準値を下回り、血液の飛
散も防止できた。

滋賀県家203 滋賀県の牛海綿状脳症防疫対策：
湯ノ口敏雄保

カ月以上の死亡牛に平成 年 月から、15 4 24
ついて、全頭 検査が義務付けられた。本県BSE
においては、採材、検査および焼却処理まで、
すべて当所で行う「家保完結型」による検査体
制を整え、関係機関の連携のもと、防疫体制の
強化に努めた。 検査のため搬入された死亡BSE

12 336 282 54牛は 月末で 頭 乳用牛 頭 肉用牛（ 、
頭）で、すべて陰性。死亡牛の病類は、消化器

37 20 9病が ％、運動器病が ％、外傷・不慮が
％。死亡牛の多い農家に対しては、診療獣医師
の協力を得て、死亡牛の低減化に努めた。搬入
される死亡牛の ％は腐敗、損傷、糞便の体30
表付着など取り扱いが不適切な場合があり、広
報紙の発行や診療獣医師との調整会議などを定

、 。 、期的に持ち 衛生意識の向上に努めた さらに

BSE食肉衛生検査所によると畜検査時における
検査陽性を想定した防疫演習や調整会議を開催
し、連携強化と防疫意識の高揚を図った。

京都府における死亡牛のＢＳＥエライザ検204
：京都府中央家保 林 道也 松田査の実施状況

誠一
【はじめに】 検査対応マニュアルに基づBSE
くエライザ検査の実施概要と検査結果をまとめ

BSEたので報告 【検査概要】検査はプラテリア。
エライザキットを用いた。検査精度を確保する
ため常時 名体制とし、チェックシート形式の2
検査マニュアルを作成。平成 年 月 日ま15 12 16
で 頭について キット（ロット数 ）を用296 16 7
いて 回検査し、 検体のみ再検査を実施。エ79 1
ライザ反応は基準どおり成立し、全頭陰性。要
した費用は約 円 頭(税別キットのみ)。10,820 / :
【検査精度】カットオフ値を算出するための陰
性コントロール 値（ ± ）はすOD 0.0257 0.0091
べて適正な範囲であり、術者及び検体数による
差は認めなかったが、キットの製造ロット及び
季節による差を認めた 【検体成績】補正 値。 OD
は品種、用途及び月齢について有意な差は認め
なかったが、死亡から検査までの日数が経過す
るに従って、徐々に低下する傾向 【まとめ】今。
後とも適正な検査環境の確保と精度管理を継続
していきたい。

死亡牛ＢＳＥ検査体制の一時保管施設業務205
：京都府南丹家保 藤野日出海、渡邊英史
【はじめに】京都府は 対策特別措置法によBSE

15 4 BSEり 対象死亡牛について平成 年 月から、
検査を開始 【施設整備】 検査材料の採材。 BSE
（採材）施設、死亡牛の保管（保管）施設、病
性鑑定材料及び 陽性牛の焼却施設、フォーBSE
クリフト等を整備 【業務内容】死亡牛の届出。
の受付（受付）後、死亡牛の受取及び耳標の確
認、検案書等書類の確認、採材、保管までの一
連の作業を通常２名で実施。中央家保でのエラ
イザ検査陰性の回答を受け、耳標等の確認後死
亡牛の搬出（搬出）を実施。土曜日等も死亡牛

16の受付 採材 保管を実施 業務実績 平成、 、 。【 （
年 月 日現在 】 、 月は府内４家保（各家1 7 4 5）
保）で採材、焼却を実施。 月以降は各家保で6
受付後、当所が府内全域の採材、保管等を実施
し、搬入頭数は 頭で検査は全て陰性、搬出256

48 234 20回数及び頭数は 回及び 頭 焼却頭数は、
頭 【まとめ】夏期の検査材料等の融解及び死。
亡牛の在庫管理と臭気対策等課題もあったが、
生産者、診療獣医師、家畜商等に事業説明等入
念に行った結果、死亡牛の届出、搬入等混乱な
く進捗中。

206 死亡牛全頭ＢＳＥ検査の取り組みと今後の
：兵庫県姫路家保 大塚義和、山崎宗延課題
平成１５年４月１日から満２４か月齢以上の
死亡牛全頭のＢＳＥ検査が義務づけられた。新
宮町と津名町に一時保管施設(ＳＰ)が新設さ
れ、当所にもＢＳＥ検査室が整備された。ＳＰ

、 、へは家保職員が出向き 死亡牛及び書類を確認
採材を実施。新宮では、施設管理及び採材補助
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を前田商会に委託。県内のＢＳＥエライザ検査
はすべて当所で実施し、検査成績を各家保へ回
。 、答 検査データは当所安全対策課で一括集計し
各家保、畜産課衛生係及び県衛生指導協会へメ
ールし、情報を共有化。検査結果が陰性であれ
ば、ＳＰで保管されている牛に「検査済標識」
を装着し、徳島化製事業協業組合への搬出を許
可。民間を活用することで、効率的な業務に取
り組んでいる。検査頭数は平成１５年１２月末
で７９７頭。今後の課題として１、死亡牛の速
やかなストックポイントへの搬入 ２、効率的
なエライザ検査方法の検討３、死亡牛多発農家
への衛生指導の３点を検討。

207 9例目の牛海綿状脳症発生に伴う防疫対応
：兵庫県和田山家保 藪上剛、職員一同
肉骨粉使用禁止後に生まれた21か月齢ホルス
タイン種が牛海綿状脳症（BSE）と診断。生産
農場の疫学調査を中心とする防疫対応を実施。
事前にBSE発生に備えた焼却炉・冷蔵保管施設
（BSE対応施設）を整備し、県防疫対策マニュ
アル及び県発生対応作業マニュアル（作業マニ
ュアル）を作成。県にBSE防疫対策本部（県本
部 、当所に現地BSE防疫対策本部（現地本部））
。 。を設置 生産農場の移動制限と臨床観察を実施

患畜を飼養した23日間の給与飼料は全乳以外に
代用乳と人工乳、乾草のみで肉骨粉を含む飼料
の給与が無いことを確認。作業マニュアルに準
じた調査を行い、10日間で生産農場9頭、出荷
牛1頭の疑似患畜を特定。17名6班で病性鑑定を
実施。KClによる安楽死で、解剖、採材し、死
体処理はBSE対応施設で２日で完了。BSEエライ
ザ検査で当日全頭陰性を確認。患畜は、肉骨粉
使用禁止後の出生であり、異常プリオンの交差
汚染や他の感染ルートの究明が必要。

208 牛肉の安全・安心に向けたＢＳＥ対策と消
兵庫県洲本家保 嶋田雅之、橋費者への対応：

田勝明
牛肉の安全・安心に向けた 対策の取り組BSE
み。消費者を対象に淡路牛のトレーサビリティ

。 。 ）に関するバスツアーを開催 １ 対策 １BSE
緊急立入健康検査。２） 講習。３） 防BSE BSE
疫演習。４） ヶ月齢以上の死亡牛の 検24 BSE
査。２ 消費者を対象としたバスツアー。１）
実施年度： 、 年度。２）対象：淡路、阪神14 15
地域消費者。３）目的：実体験を通じて、牛肉
の安全性に関する正しい知識を啓発。４）見学
会：淡路食肉センター、淡路家畜市場、和牛繁
殖農家、 交雑種肥育農家。５）学習会 ①牛F1
肉のトレーサビリティ、 に関する講習②淡BSE
路地域ビジョン委員による牛の講話③家保の主
要業務に関する講習。３ バスツアー参加者へ
のアントケート調査。１）牛肉の安全性に関し
て不安なこと。２）安全確保のために有効な方
法。３） 等発生後の食生活の変化。４）牛BSE
肉のトレーサビリティを知っていたか。５）ト

。レーサビリティで牛肉安全の信頼性は高まるか

奈良県家保 堀川佳代BSEの発生に備えて：
発生による混乱に備え、速やかに対処でBSE

きるよう、各種調査を実施し、問題点の検討を
行った。管内の酪農家および肥育農家を対象に
アンケートを実施した結果（回収率 ％ 、69.8 ）
の発生に対し の人が不安であると答BSE 68.2%

え、最も関心がある項目では「その後の対応」
「経済的支援措置 「生産物の価格への影響」」
が多かった。牛の飼養状況については、乳牛で
初産妊娠牛および経産牛、肥育牛で ヶ月齢8-10
の導入が多数を占めるが、導入日を示す書類は
極めて少なく、牛の移動に関する帳簿を作成し
ている農家は であった。また、給与飼料65.1%
の調査に必要な伝票類は、農家および販売会社
ともに税金の申告に関与する期間を目安に保管

31.8%している場合が多く、帳簿の整備状況は
であった。

：奈良県家保 戸209 住宅地域での死亡牛検査
瀬信一 堀川佳代
年度より開始された死亡牛 検査の取H15 BSE

BSE組を紹介。死亡牛の搬入保管は業務第二課
エライザ検査は業務第一課で実施。休日は夏季

260以外は受け入ず 県内死亡牛の発生を年間約。
頭と予測し冷凍庫，死亡牛を入れる缶，フォー
クリフト等を準備。しかし想定した方法がゆき
づまり問題が発生、周辺住民とトラブルとなっ
た。特に冷凍保存でも牛の腐敗をとめることが
できず悪臭対策に苦慮。活性炭、芳香剤、冷凍
庫の洗浄、消臭剤、ラッピングなどを試した。
短時間で清潔に作業を行うため施設の改善や作
業手順の見直しとマニュアル化による技術の習
得を図った。また農家に早期の搬入と持ち込み
方法変更を要請。結果、諸問題は徐々に改善。
秋に冷凍庫に脱臭装置が整備。現在、新施設が
建設中。

：奈良県家保 戸瀬210 死亡牛の傾向と休日対応
信一 堀川佳代
死亡牛 検査の開始から ヶ月間の傾向をBSE 9
総括。 ・ 月の死亡頭数が 月と同程度であっ4 5 8
た。 月までに 頭が検査されたがすべて陰11 201
性、その ％以上が乳牛。年齢構成は 歳から90 2
歳、平成 年 月～平成 年 月生まれの11 7 12 8 4
牛も 頭含。主な死亡原因は消化器系、循環器12
系疾患、乳房炎、周産期病。気候との関連では

20 20最高気温、最低気温、湿度がそれぞれ ℃、
℃、 ％を越えると死亡数が増加する傾向に日70
較差が から ℃の範囲で同様の傾向。10 15
各曜日とも ％前後の確率で死亡牛が発生し50
ていたが、休日対応の関係で月曜日に持ち込ま
れる頭数が多くなった。牛の持ち込まれた確率
は平日で ％、休日で ％であった。 年59 82 H16
度からは 年度以上に休日対応を増やす予定。15

国内６例目の牛海綿状脳症（ ）の発生211 BSE
和歌山県紀とその対応及び本県における対策：

北家保 平井伸明 野口浩和
平成 年 月、管内の酪農家から出荷され15 1
た乳廃牛が国内 例目の と確認。発生前の6 BSE
平成 年 月に県 対策庁内連絡会議、平13 10 BSE
成 年 月に 地域連絡協議会を設置。発14 7 BSE
生後直ちに、県対策本部並びに現地対策本部と
なり対応実施。対応の主体は飼料給与、移動牛
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等多岐にわたる遡及調査及び疑似患畜確認。各
対応にはいくつかの課題が発生するも、ほぼ順
調に経過。しかしながら、発生当初は社会的関
心も高く、当該農家は精神的動揺と報道機関の
取材攻勢により、非常に混乱。過去の発生例も
踏まえ 「情報の取り扱い」には特に注意。疫、
学調査で事例によっては限界が存在することも
判明。各対応、経営継続には、当該農家及び関
係者の理解と協力、危機管理体制の整備が必要
不可欠であることを強く認識。

212 鳥取県における死亡牛のＢＳＥ全頭検査実
鳥取県倉吉家保 水野 恵、小西博敏施状況：

鳥取県では牛海綿状脳症対策特別措置法の施
行に伴う24ヶ月齢以上の死亡牛のBSE検査を平
成15年10月1日より開始。死亡牛の届出・採材
は県内3カ所の家畜保健衛生所で、BSE検査は病
性鑑定室で実施。また12月6日からは採材及び
検査結果が判明するまで死亡牛を保管する一時
保管施設（家畜クリーンセンター）が稼働。死
亡牛処理・採材にあたり衛生的な処理を確保す
るために実施マニュアルを作成。これによりBS
E検査及び死亡牛処理を適正に実施する体制を
構築。12月24日までに96頭の検査を実施。問題
点として死亡牛搬入の早期化と検査コストが考
えられ、広報やホームページによる検査体制の
周知を更にすすめると共に、検査コストについ
ては実績を重ねた上で改善していく方針。

：213 死亡牛のＢＳＥ検査体制の構築について
岡山家畜保健衛生所 遠藤広行
牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策特別措置法の施
行に伴い、 か月齢以上の死亡牛ＢＳＥ検査が24
義務付けられた。本県での死亡牛の扱いは、従
来県南地域は県外化製場へ、県北地域は県内死
亡獣畜取扱場で処理されていた。このような中
で県下全頭検査体制は、集荷採材保管施設が完
成する 月から実施する予定であったが、県外10
化製場への搬出がＢＳＥ検査陰性牛に限られた
ことに加え、食の安全システムの早期構築が急
がれる状況にあった。そのため本県では、既存
施設の整備・充実を行う他、冷凍コンテナの設
置や県内死亡獣畜取扱場の再整備、地域環境へ
の配慮、フォ－クリフト運転資格の取得、死亡
牛搬入時の書類等の不備、県内外の化製場への
搬出方法、採材・保存方法等で様々な問題が発
生したが、各家保・関係機関等と検討・対応し
ながら、 月 日からの死亡牛集荷採材施設10 26
での円滑な検査体制を稼働することができた。
今回、その過程での問題点、対処方法、今後の
課題等を報告する。

死亡牛の海綿状脳症（ＢＳＥ）検査状況：214
岡山県家畜病性鑑定所 大内紀章
平成１５年度から死亡牛全頭のＢＳＥ検査が
始まり、１１月までに乳用牛４８１頭（ﾎﾙｽﾀｲﾝ
頭、ｼﾞｬｰｼﾞ 頭 、肉用牛５０頭の計５３418 63 ）
１頭を検査。月齢別では２４～３６ヶ月齢が８
８頭（１６６ 、家保別では井笠管内が１４. %）
０頭（２６４ 、診断名別では心不全が１５. %）
７頭（２９６ ）と最多数。なお、平成７年１. %

（ ） 、２月～８年４月生まれ ｸﾞﾚｰｿﾞｰﾝ 牛が２８頭

殺処分牛が５４頭であった。検査材料のうち延
髄融解が１５例、閂部が確認しづらいものが１
８例あった。検査結果は全頭陰性であったが、
検査値と陽性値との関係を検討しところ、検査
値が陽性値の２０～３０ 未満を示すものが３%
１１頭（５８６ ）と最も多く、乳牛では２８. %
（ ）、 （ ）、７頭 ５９７％ 肉用牛では２４頭 ４８０. . %
殺処分牛では２６頭（４８１ 、ｸﾞﾚｰｿﾞｰﾝ牛. %）
では１７頭（６０７ ）であった。延髄融解等. %
の材料では、１０～２０ 未満のものが２７頭%
（８１８ ）と多かった。. %

215 牛海綿状脳症（BSE）検査の取り組み状況
：広島県東広島家保 平井潤思、秋山昌紀
牛肉の安全性確保のため牛海綿状脳症対策特
別措置法が施行され、広島県では平成15年5月12
日から24ヶ月齢以上の死亡牛全頭のBSE検査を開
始。県内の死亡牛、疑似患畜及び病性鑑定牛のB
SE検査の取り組みについて概要を報告。調査は
平成13年9月10日～平成15年12月17日。対象牛は
24ヶ月齢以上の死亡牛638頭、疑似患畜118頭、
病性鑑定牛2頭。検査は「BSE検査対応マニュア
ル」と当所で作成した「死亡牛BSE検査・採材マ
ニュアル」に基づき、週3回採材から検査まで同
日実施。検査は主副各1名がバイオ・ラッド社製
ELISAキットで実施。当所で実施した検査成績は
全頭陰性（検体平均吸光度0.092 。まとめ 全）
頭検査が開始され、マニュアル作成や検査体制
の構築といった取り組みにより、これまでのと
ころ検査は順調に進んでいる。今後とも、より
迅速で正確な結果が得られるよう検査精度の向
上と危機管理体制の確立が重要。

216 牛海綿状脳症（BSE）検査に関する延髄採
：広島県東広島家保 久保田泰徳、山中取方法

裕貴
広島県では、一時保管施設を設置し、平成15
年5月から24ヶ月齢以上の死亡牛の延髄採材を行
、 。 、い BSE検査を実施 容易に延髄採材をするため
死亡牛の牽引、採材器具を検討。また、死亡牛
の搬入時間と保冷時間が、延髄に影響を与える
かを調査 死亡牛の牽引は 片側前肢を牽引 牽。 、 （
引A）と片側前後肢を牽引（牽引B）で実施。延
髄採取は、後頭部を切開、大孔法を実施。延髄
採取匙は、薬匙先端部の幅を20mmにし、両側に1
mm幅の刻みを5箇所以上入れた匙（試作品）と市
販品を比較。切開が容易な保冷温度は、0～－5
℃。輸送時間は、20時間を超過すると延髄の融
解する検体が増加。牽引は、牽引Bの方が採材容
易。延髄採取用匙は、試作品の方が、脳神経・
小脳脚の切断、頭蓋骨腔内へ深部挿入、価格並
びに使用器具数が少なく行える点で、市販品よ
り有益。延髄採材は、構造が明瞭な死後20時間
以内に採材するか、早期に保冷する必要あり。

：217 牛海綿状脳症検査体制の構築とその改善
山口県中部家保 森重大作
平成 年度からの円滑な 検査を実施す15 BSE
るための施設・機器の整備および 年度からの8
検査状況を報告。当所敷地内に施設・機器を整
備。死亡牛の保定を後肢吊上げ法から頚部牽引
法に変更することにより、迅速かつ的確な採材
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が可能。 月から 月の暑熱期は毎日採材、そ6 9
の他の 連休は初日、 連休は中日に採材する2 3
ことにより、検体の死後融解の影響は最低限に
抑制。 検査において、硬膜除去の励行とELISA
ホモジネート作業を 回に増やすことにより、2
再検査発生率は、改善前 ％（ 頭／ 頭）6.45 2 31
が改善後には ％（ 頭／ 頭）へと著し0.30 1 329
く低減。 年度から 年度は病理組織学的検査8 13

314 14 ELISA 60により 頭 年度からは 法により、
15 11 333 707頭、 年度は 月末までに 頭の総計

頭について検査を実施したところ、全頭陰性。
今後もこの監視体制を堅持し、 発生予防とBSE
まん延防止に努めていきたい。

トレーサビリティ先進国オランダと比較し218
：徳島た消費者のＢＳＥ意識変化と今後の課題

県徳島家保 鈴木幹一郎、鴻野文雄
14 6 7牛肉に関するアンケートを平成 年 ～

月、平成 年 月に徳島県、平成 年 月に15 9 14 7
オランダで一般消費者対象に実施。結果、徳島
県平成 年、 年の比較で、牛海綿状脳症14 15
（ ）と変異型クロイツフェルト・ヤコブ病BSE
の関連を知る人は ％増。 発生頭数を把14.5 BSE
握している人は ％減。耳標装着による牛ト31.2
レーサビリティ制度を知る人は ％と同等。販68
売牛肉の信頼は ％増。オランダと徳島県平10.3
成 年の比較では、牛トレーサビリティ制度認15
識者は徳島県が ％低く、販売牛肉の信頼で15.2
も ％低い。当所では緊急時、管内畜産農家等17
関係者に迅速な情報の伝達・収集するシステム
を構築。今後、オランダ同様信頼維持・向上の
ため、死亡牛 検査体制の恒久的な継続や制BSE
度の監視機関の設置、積極的な広報活動および
耳標供給の迅速化による牛トレーサビリティ制
度の強化が必要。

徳島県における死亡牛の牛海綿状脳症219
、( ) ：徳島県徳島家保 片山久美子BSE 検査状況

松尾功治
平成 年 月 日に 対策特別措置法が14 7 4 BSE
施行され、平成 年 月 日から ヶ月齢以15 4 1 24
上の死亡牛の全頭検査が義務づけられ、係、採
材施設の設置及び検査機器の整備等を行い、検
査体制を確立した。 月から 月末までに、採4 12

、 、 。材棟で 頭 家保で 頭 合計 頭を採材386 5 391
エライザ検査は全頭陰性。死亡牛発生状況は月
平均 頭で、 月が最も多く 頭。品種別で43.4 9 61
は乳用種が 頭で ％を占める。年齢別で318 81.3
は 歳が ％、 歳 ％。産地は 頭に2 18.7 5 15.6 177
ついて判明し、うち徳島県が ％、北海道が57.6
％を占める。死亡原因は循環器病 ％、32.8 48.3

消化器病 ％ エライザ検査の吸光度( 値)12.0 OD。
は平均 、陰性・陽性コントロールの 値0.090 OD
は、平均 ・ で、判定基準内で推移。0.036 2.24

220 死亡牛採材一年目を振り返る－今年の実
：香川県西部家保 岡 昌秀、績、来年へ検討

多田紀文
24ヶ月齢以上死亡牛BSE全頭検査に係る実績
(H15.4.1～11.30)を調査検討。調査結果①組織
体制について、検案書の25%がﾄﾚ-ｻﾋﾞﾘﾃｨﾃﾞｰﾀと
相異。誤情報伝達が原因で検査対象牛未採材例

あり。検査材料の腐敗進行。保管庫設備の非効
率性。②死亡牛の発生は、乳用牛で7～9月、心
不全･関節炎･乳房炎を原因とし、H8～10年生ま
れで多発傾向。③死亡牛と気象の関連では気温
25℃以上、気圧1,005?未満の日に多発。④採材
状況等(曜日別)では、採材数は木曜が最多、死
亡数は週前半ほど多く、一時保管庫への搬入は
土日曜死亡牛の月曜入庫が目立つ、職員別採材
実績は木曜出役者が上位。検討事項として①組
織体制面では牛個体情報の統一化、正確な情報
伝達、死亡牛の早急搬入、保管庫の随時改善が
必要。②死亡牛発生面では夏季特に高泌乳･産
後疾患原因増加予想、気温･気圧以外の気象に
も関連示唆。③採材は火金(夏季は月水金)実施
が妥当。

221 死亡牛の牛海綿状脳症（BSE）検査体制の
：佐賀県畜産課 千綿秀之、大崎浩尚構築
BSE対策特別措置法の施行に伴い24ヵ月齢以
上の死亡牛について、届出並びにBSE検査が義
務づけられたことから、本県独自の検査体制を
構築し、平成15年4月1日から実施。県内で発生
した死亡牛は、長崎県の化製場に検査のための
採材施設及び一時保管・管理等を委託し、当該
化製場に長崎県及び大分県の死亡獣畜も搬入し
処理されていたことから、3県共同で採材等を
行うよう調整。本県に採材施設を設置し、家畜
保健衛生所において検査を行う場合、施設整備
費に約2.5千万円（土地代未含 、BSE検査キッ）
ト代や施設の維持運営費等で約3.4千万円、併
せて初年度は5.9千万円が必要。しかし、長崎
県の化製場に委託し、BSE検査は食肉衛生検査
所と連携を図ることで、施設整備費・BSE検査
キット代等が削減され、年間必要経費が約1.6
千万円となり、初年度経費としては、約4.3千
万円が節減でき、次年度以降においても、毎年
約1.8千万円が節減可能。今後とも県外化製場
や長崎県、大分県、食肉衛生検査所と連携を図
り、死亡牛のBSE検査の円滑な実施に努めてい
く。

：佐賀県中222 死亡牛BSE検査の取り組み状況
部家保 大澤光慶、江頭達介
牛海綿状脳症（BSE）対策特別措置法の施行
により24ヶ月齢以上の死亡牛のBSE検査が義務
化。本県では採材場所を長崎県の化製場とし、
長崎県と大分県との３県輪番制による協同採材
を実施。エライザ検査は、平日は県食肉衛生検
、 。 、査所で 土曜日は中部家保で実施 これにより

県内に採材施設を設け家保のみで検査を実施す
る場合に比べ、経費を43,000千円/年削減でき
た。本体制のもと、死亡牛の早期搬送について
農家等への指導を実施した結果、当日搬送が増
加。また職員の検査技術の向上を図り、職員全
員が当番制でBSE検査を担当し、常時全員体制
での対応が可能となった。平成15年4月1日から
同年12月31日までに当所管内で、158頭の24ヶ

、 。月齢以上の死亡牛を漏れなく検査し 全頭陰性
今後も効率的かつ的確なBSE検査に努め、BSE発
生の原因究明と消費者への安全・安心な牛肉提
供の一助としていく。
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Ｎ化製場における死亡牛ＢＳＥ全頭検査の223
：長崎県中央家保 大曲祥之、岩松取り組み

茂
牛海綿状脳症対策特別措置法に基づく24か月
齢以上の死亡牛BSE検査を、平成15年4月から管
内のN化製場で開始。採材は当所と県南家保が
週３日、隔週交替で実施。９月までの検査頭数
537頭は全て陰性。月別では7～9月の夏場が約6
。 。0％ 搬入元別では島原半島からの搬入が91％
用途別では乳用牛が約83％。品種別では約84％
がホルスタイン種。年齢別では6歳が17.1％、
次に2歳の15.5％。死亡から採材までの日数は1
日が約34％、2日が約38％、約7％は4～5日経過
し夏場は脳の融解液化が進行。曜日別では週3
日採材は水曜日、週5日採材は火曜日が6.7頭と
多かった。死亡牛の診断名は、乳用牛、肉用牛
ともに心不全が最も多く、乳用牛では熱射病、
関節炎、肉用牛では鼓脹症、熱射病が上位。検
査実施上の問題点に対して、夏場の採材を週５
日に変更。また、1回の平均検査頭数が8.8頭と
検査試薬のロスが大きいため、採材頭数が4頭
以下の場合は次回分と併せて検査し、試薬の有
効利用を図った。

三県共同採材による 検査への取り組み224 BSE
長崎県県北家保 鈴田史子、樽田嘉洋：
長崎県では平成 年 月 日から離島を除く15 4 1
県下全域の カ月齢以上死亡牛の 検査を24 BSE
開始。死亡牛は県内 ヶ所の化製場で処理。管2
内の 化製場では佐賀･大分県からも搬入があH
り、 化製場で 検査の採材を 県共同で実H BSE 3
施中。取組までの経過：平成 年 月三県共同14 6
検査処理体制の検討会、 月 化製場へ 県共8 H 3

15 3同検査処理体制の説明と協力要請、平成 年
「 」 。月 死亡牛検査・処理に係る三県協定書 締結
採材は各県の採材輸送要領に従い三県交替で週
日間実施。平成 年 月から 月までの搬5 15 4 10

（ 、 、入頭数： 頭 長崎県 頭 佐賀県 頭1501 227 515
759 2 5 55.4% 6 8大分県 頭 。年齢別： ～ 歳 、 ～）

歳 ％、 歳以上 ％。死亡から採材まで26.8 9 17.8
0 0.3 1 37.0 2 45.1 3の日数： 日 ％ 日 ％ 日 ％、 、 、

日 ％、 日以上 ％。共同採材は経費節15.9 4 1.7
約、職員の負担軽減、円滑な死亡牛処理につな
がっているが、搬入日数･時間の短縮、死亡牛整
理票の周知徹底等の課題も残されているので、
今後とも定期的に協議会を開催し各県および化
製場との連携を強化していきたい。

県内の死亡牛にかかる 全頭検査への取225 BSE
：大分県大分家保 山田倫史、他り組み
本県では、平成 年 月より ヶ月齢以上15 4 24
の死亡牛全頭検査の開始したので、検査体制の
整備と適正処理の推進状況について報告する。
県内に化製場がなく死亡牛は輸送業者により
Ｎ県に運ばれ処理されていた。 検査の導入BSE
が農家の負担増につながらないよう検討を進め
た結果、化製場の協力を得られた事から、 県3
共同（予算・人員）で採材を行う事とし、効率
的な方法の調整を行った。また死亡牛の情報管
理システムを構築し助成や適正処理推進等に活

用した。死亡牛処理頭数は 月末で 頭で11 1,510
あり、採材に要した防疫員は 人（ 日）140 140
検査に要した防疫員は 人（ 日 、検査対159 159 ）
象牛は 頭ですべて陰性であった。868

226 管内における死亡牛全頭のＢＳＥ検査体制
：沖の構築～家保採材型から化製場完結型へ～

縄県中央家保 池村薫ほか
牛海綿状脳症対策特別措置法（以下「BSE特
措法 ）が施行され、当家保においても、平成1」
5年6月１日から死亡牛の全頭検査を実施してい
る。全頭検査を円滑に実施するため、診療獣医
師及び牛の所有者等に死亡牛届出の周知徹底を
図り、患畜等の焼却に対応可能な焼却施設を新
たに整備した。検査体制は、家保に死亡牛の頭
部を搬入し採材、BSE検査は県家畜衛生試験場

。 、 。が実施した 死亡牛は 化製場に一時保管した
検査実績（6～10月末）は、304頭で全て陰性。
しかし、暑熱時に化製場の死亡牛保管環境が悪
化した。BSE特措法施行後、既存の施設を活用
して迅速に全頭検査体制を構築したが、死亡牛
の保冷と採材業務が可能な死亡牛保管施設が必
要であった。このため、死亡牛保管施設を化製
場に新たに整備し、管内の死亡牛全頭検査体制
を化製場完結型に再構築する。

：227 嶺南管内の牛病性鑑定業務の現状と課題
福井県家保 生水誠一、加藤信正
死亡牛の 全頭検査が平成 年４月に開BSE 15
始。嶺南管内の成牛の解剖を伴う病性鑑定業務
の推移と当センターにおける解剖および焼却施
設の問題点について検討。平成 年４月から12
平成 年１月までの牛病性鑑定結果および管16
内の農業共済に報告のあった牛の疾病別の分類
について分析。平成 年４月から平成 年１12 16
月までの牛病性鑑定総件数のうち、成牛の解剖

12 19.2 13を伴う病性鑑定依頼割合は 年度 ％、 、
38.0 14 60.7 15 16年度 ％ 年度 ％および 年度、 （

年１月まで） ％。特に、平成 年９月の68.9 13
発生以降は、乳用牛の解剖頭数が増加。病BSE

性鑑定の結果では、関節炎、乳房炎が多く、農
業共済の死廃報告とも一致。当センターの焼却

13施設の能力が低く 死体冷蔵施設がないため、 、
年度 件、 年度 件、 年度（ 年１月11 14 16 15 16
まで）８件の計 件を本所へ輸送。検査体制35
および施設整備の再検討が必要。

Ⅲ－２ウイルス性疾病

228 牛コロナウイルス (B C V）感染症防疫への
：山形県中央家保 齊藤美津子、細川み取組み

え
BCV感染症は、酪農家での乳量減少による経
済損失が大きく、当管内でも毎年発生。BCV中
和抗体の保有により症状低減、特に搾乳牛での
乳量減少低減効果が判明（H13業発 。継続して）

、パンフレットの配布等による知識の普及･啓蒙
抗体検査結果に基づくワクチン接種指導、臨床
獣医師への啓蒙等の対策を実施。踏込消毒槽や
牛舎専用長靴の設置等飼養者衛生意識が向上、
ワクチン接種戸数及び頭数の増加 (H11年5戸17
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4頭→H15年41戸1127頭)、流行性下痢発生時の
病性鑑定依頼件数の増加(H11年5件→H15年16
件)、RT-PCRやRNA-PAGEを応用した迅速診断に
より、BCV以外による下痢症の実態解明にも効
果大。また、農場での衛生対策・BCVに関する
意識調査を実施(回収率48％ 、ワクチン認知度）
は62％、過去流行性下痢の発生農家で非発生農
家よりワクチン接種確率が高かった(オッズ比
5.8倍)。これらの結果を踏まえ、今後さらに対
策を推進し流行性下痢防疫に努める。

牛コロナウイルスの関与が疑われた乳用牛229
：岐阜県東濃家保 瀧澤具未、野垣琢哉の下痢症

平成 年 月、管内の酪農家 戸で成牛の下15 2 2
A 34痢を主徴とする疾病が発生。 農場（搾乳牛

8 2 5 5頭 育成牛 頭 では 月 日に導入した成牛、 ）
頭中 頭が下痢・食欲不振を呈しその後 日ま1 18
でにほぼ全頭に下痢が発生、うち 頭で血便を3

B 25 4 2確認 農場 搾乳牛 頭 育成牛 頭 では。 （ 、 ）
月 日に全頭に軟便若しくは下痢を、 日に20 25
は 頭で血便を確認。両農家とも乳用牛の下痢4
は約一週間で終息し、子牛の下痢および異常産

7等を認めず。発生農家を含めた地域の酪農家
戸は平成 年 月及び 月に牛コロナウイル14 11 12
ス感染症不活化ワクチンを接種済。 病性鑑定
の結果、糞便より下痢の原因となる病原体は分

4 RT-PCR離されなかったが 血便を呈した 頭で、
法にて の遺伝子断片を検出。ペア血清でBCV
は同地域内下痢未発生農家に比べ の 価BCV HI
が上昇、 の関与を疑う。本事例ではワクチBCV
ン接種による症状が軽減されたと推察、さらに
発症予防効果の高いワクチンへの改良を希望。

：230 牛コロナウイルス病防除のための一考察
徳島県三加茂家保 紀川将之、刈谷亮介
牛コロナウイルス( )は、晩秋から初春の寒冷BCV
期に流行する伝染性下痢の主因であり、乳牛では泌乳
量の減少による経済的損失が大きい。発生予防には不
活化ワクチンが応用されており、当所でも管内酪農家
を対象に１０月中旬までのワクチン接種を指導してき
た。しかし、平成１５年９月下旬、標高約５５０ｍに
位置するＡ地域の一酪農家において、血便、泌乳量激
減を伴う集団下痢が発生。病性鑑定の結果 病とBCV
診断。緊急に周辺酪農家へのワクチン接種と衛生管理
の徹底を指導。管内の 病発生は例年１１月以降BCV
であり、本年度もＡ地域以外のワクチン未接種農家１
９戸中７戸で１１月下旬以降の発生を確認（平成１６
年１月初旬現在 。Ａ地域の症例はそれより極めて早）
期に発生。本症例を踏まえ、今後の 病防除対策BCV
には、ワクチン接種率の向上を図るとともに、より効
果的なワクチン接種時期の検討が必要。

231 牛コロナウイルス病ワクチンの普及・推進
：香川県東部家保 今雪幹也、による予防対策

香川正樹
平成14年度の牛コロナウイルス病（BCV）流

、 。行は広範囲で 発生農家に甚大な被害を与えた
その中にあって、ワクチン接種農家13戸（10.6
％）には、集団下痢の発生はなかった。この結
果にもとづき、平成15年度はBCVワクチンの普
及・推進による予防対策を実施。管内のワクチ
ン接種農家戸数は、39戸（33.3％）に増加。平

成15年度の発生は、12月末現在4戸。うち3戸は
ワクチン未接種農家。発生農家から周辺農家へ
の水平伝播は認められず。ワクチン接種効果を
確認。ワクチン接種農家での発症牛は、ワクチ
ン未接種の育成牛・子牛。今後の課題として、
ワクチン接種時の人手確認が重要。関係団体と
、 、 。協議し 今後とも ワクチン接種を普及・推進

232 牛コロナウイルス病による出血性腸炎で死
：福岡県北九州家保 夏秋須亡した成牛の症例

美子、上尾浩
平成14年11月4日、乳牛27頭飼養のA農場で成
牛１頭が血便を呈し、2日後死亡。同居牛2頭は
軟便後回復。死亡牛の糞便からHRT-18細胞を用

抗牛コロナウイルスいてウイルスを分離。
（ ）モノクローナル抗体を用いた間接蛍光BCV

RT-PCR法で死亡牛と同抗体法で と同定。BCV
居牛2頭の糞便からBCVの特異的遺伝子を検出。
同居牛5頭の前後血清でBCVのHI抗体価が有意に
上昇、死亡牛の発症時血清は10倍未満。死亡牛

、 。の剖検所見は小腸粘膜充出血 大腸に血餅貯留
小腸の組織所見は腸絨毛欠損、腸線上皮細胞の
壊死及び剥離。免疫組織化学的染色でBCV抗原
を含む腸線上皮細胞を多数確認。BCVによる出
血性腸炎と診断。平成13年12月、牛舎を共有す
る隣接農場でBCVが発生し、A農場でも下痢が発
生。同居牛は抗体を獲得したため、軽症または
無症状で経過したと推察。同時期、死亡牛は育
成農場で単独飼養され、本流行が初感染のため
死亡したと考察。免疫染色は病変部位に抗原を
確認できるため、確定診断に有用。導入牛への
ワクチン接種が必要。

233 県内の牛コロナウイルス(BC V )病発生報告
家畜衛生試験場 相澤真紀、片桐慶人：沖縄県

、本県ではこれまで肉用牛のBCV病報告がなく
今回初めて診断したので、その概要と県内肉用
牛でのBCV浸潤状況を報告。2003年12月、肉用
牛繁殖農家で母牛の集団下痢が発生。続いて、
近隣農家でも母牛の下痢を認めた。両農家とも
県外から同一車輌で牛を導入後発症。HI試験で
発症牛のBCVに対する前後血清抗体価の有意上
昇を確認。恒光らのプライマーを用いたRT-PCR
法で導入牛・発症牛の糞便からBCV遺伝子を検

株を切断する制限酵素 Ⅱを出。Kakegawa Hinc
用いた制限酵素切断片長多型( )解析法で、RFLP

。 、同 PCR産物は切断されなかった ウイルス分離
BCVその他の検査は陰性。臨床症状・疫学から

病と診断。今回の 病発生は導入牛に起因BCV
BCVしたと推察。県内状況把握のため肉用牛の

浸潤状況調査を実施。抗体陽性率は 。地98.7%
域差無く県内全域に広く浸潤していることが判
明。

牛ロタウイルス（ ）が分離された肉用234 BRV
：青森県弘前家保 八重樫恵子牛の死亡事例

嗣、高橋 巧
黒毛和種繁殖雌58頭、肥育牛280頭飼養肉牛
専業農家で急死した２ヶ月齢子牛を病性鑑定。
臨床所見は突然の下痢と脱水による起立不能。
血液所見はHt上昇と濃縮。糞便に下痢原因有意
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菌は無く、E.zuernii(OPG20万)を検出。簡易BR
V検出キットで陽性。MA104細胞でBRV分離。RNA
ポリアクリルアミドゲル電気泳動分節パターン
でA群と確認。発生農場と同規模近隣農家の子
牛各５頭のBRVと牛コロナウイルス(BCV)の中和

。 、 、抗体検査を実施 BRVG6P[1]型 BRVG10P[11]型
BCVそれぞれの平均抗体価は発生農家が121.3
倍、242.5倍、194倍。近隣農家は30.3倍、160
倍、42.2倍でいずれも発生農家が高値。以上か
ら牛A群ロタウイルス病と牛コクシジウム病の

予防対策の検討で大腸菌、混合感染症と診断。
を妊娠BRV、BCV予防の牛下痢５種混合ワクチン

母牛３頭に試行。産子 BRVG6P[1]型、BRVG10Pの
、 、 、[11]型 100.8倍 403.2倍BCVの平均抗体価は

322.5倍で未接種産子より高い傾向。予防対策
として実施を指導。

235 放牧場で集団発生した子牛のＡ群ロタウイ
青森県東農林青森家保 児ルス病の追跡調査：

玉能法、菅原健
平成15年5月一放牧場で放牧後20日経過した
子牛7頭で黄白色下痢発生。発症群の平均日齢
は70.4日。発生原因究明と病原因子動態解明を
目的に調査実施。病性鑑定成績はＡ群ロタウイ
ルス(以下GARV)分離5/10、抗原陽性9/10、RT-P
CR陽性6/10、PAGE分析は4/10がGARV陽性、泳動
パターンは同一で日本で報告のなかったスーパ
ーショートパターン。塩基配列解析で検出株VP
7VP4遺伝子型はG6P5。抗体検査は7/12頭がGARV

。 、 、で有意な抗体上昇 抗原追跡調査(6-11月 8回
。 、直腸便89例)は全て陰性 抗体追跡調査(同5回

血清60例)は全個体感染抗体低下傾向。母牛抗
体調査(H15.4月保存血清30例、母牛退牧後血清
2回24例)は全頭で放牧前に抗体保有、母牛は退
牧後も抗体保有。県内子牛調査(アカバネ病追
跡余剰血清144例)は全て抗体陽性で有意な抗体
上昇は肉用子牛10/17、乳用子牛13/19。以上か
ら下痢症にはGARV(血清型G6P5)が関与。追跡子
牛でGARV牛群内常在化認めず。GARVの浸潤と様
々な感染実態解明。

236 ワクチンによる子牛のA群ロタウイルス病
：岩手県中央家保 関慶対策に関する一考察

久、八重樫岳司
一肉用牛繁殖施設において、2002年12月～20
03年5月に出生した子牛70頭中51頭(73%)が30日
齢までに下痢を発症した。疫学所見および下痢
便の各種検査成績からA群ロタウイルスを下痢
の主因と推察した。分娩時に1,500倍以上の血
清抗体価を示す母牛から出生した子牛25頭の下
痢発症率56%は、他の子牛37頭の発症率92%に比
べ低値を示した(p<0.001)。分娩時に1,500倍以
上の抗体価を得るためには、ワクチン接種前後
の母牛抗体価より求めた回帰式から、接種前の
抗体価が400～900倍未満では2回、900～1,500
倍未満では1回のワクチン接種が必要と考えら
れた。ワクチン接種前の母牛(2～11歳)の抗体
価は加齢に伴い上昇し、5歳未満(32頭)の41%が
400～900倍未満に、5歳以上(30頭)の60%が1,50
0倍以上に分布した。以上のことから、本事例
をモデルとしてワクチンを利用する場合、母牛
の年齢を考慮し、5歳未満の個体を対象とした2
回の接種が効率的と考えられた。

237 牛下痢 種混合不活化ワクチンを用いた牛5
：福井県家畜保健衛ロタウイルス病の予防対策

生所 葛城粛仁、谷村英俊
平成 年頃より県内の肉牛繁殖農家におい12
て、牛ロタウイルス（ ）病が続発。このたBRV
め、近年販売が開始された牛下痢 種混合不活5
化ワクチン（ワクチン）による予防対策を図る
にあたり、接種試験を試み、血清中抗体価や乳

5清中抗体価の推移を調査。ワクチン接種牛は
BRVG6P1種全てにおいて免疫応答が認められ、

、 。および大腸菌に関しては 有意差も認められた
乳清においては 種全てにおいて有意差が認め5
られ、なかでも は分娩後 週目まBRV G6P5 3

5で有意差が認められた また ワクチン接種牛。 、
、 。頭中 頭に下痢が認められ を検出3 BRVG6P5

しかし、 頭は生後 週齢目の下痢であり、重2 4
篤ではなかった。これらのことから、このワク
チンは重篤となる生後間もない子牛の下痢予防
に有効。

国内で初めて確認された牛ウイルス性下痢238
：北海道上ウイルス２型による流産とその対応

川家保 菅野宏、山口雅紀
乳用牛約 頭を飼養する大規模農場で、平700
成 年８～ 月に 頭が流産。流産胎子１頭14 10 28
から牛ウイルス性下痢ウイルス（ＢＶＤＶ）を

。 、分離しＢＶＤＶによる流産と診断 本農場では
これまで育成時、初回種付け前、分娩毎に呼吸
器３種混合弱毒生ワクチンを接種。流産胎子か
らの分離株の遺伝子型は２ａと同定、病理所見
では小脳軟膜に出血を確認。対策として実施し
た同居牛検査では 頭中１頭の１ａ’持続感681
染牛（ＰＩ牛 、３頭の２ａ・ＰＩ牛を確認。３）
頭中１頭は管外導入牛で本牛が農場への２型侵
入原因と判明。出生子牛検査は発生後約６カ月
間全頭実施し、 頭中３頭を２ａ・ＰＩ牛と186
診断。導入妊娠牛検査では 頭全頭ＲＴ－ＰＣ47
Ｒ陰性、但し、内１頭の出生子牛を１ａ ・ＰＩ’
牛と確認。以上から清浄化に向け、同居牛はも
ちろん出生子牛や導入牛を対象とした広範囲か
つ長期的な検査が必要。今後、弱毒生ワクチン
による２型に対する垂直感染防御能について検
討が必要。

239 牛ウイルス性下痢･粘膜病による異常産の
：栃木県県央家保 細疫学調査および防疫対策

井裕香、斎藤俊哉
搾乳牛35頭飼養のA農家でB放牧場から下牧し
た母牛に異常産が発生。病性鑑定の結果、牛ウ
イルス性下痢・粘膜病による異常産と診断。疫
学調査は、材料としてA・C農家、B放牧場の同
居牛の血清計201例、脳乳剤2例を供し、牛ウイ
ルス性下痢ウイルス（BVDV）検査を実施。調査
の結果、A農家の同居牛からBVDVは分離されな
かったが、母牛の感染場所と推定されたB放牧
場でC農家生産の持続感染(PI)牛1頭を摘発。C
農家では新たに2頭からBVDVを分離、うち1頭を
PI牛と確認。防疫対策として、PI牛は農家の意
向により自衛殺で対応。今回の発生は入牧検査
･ワクチン接種未実施のA農家の牛が、B放牧場
でPI牛を含む牛群と放牧されていたことが第1
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要因と考え、今後は他の放牧牛と同様に検査・
ワクチン接種実施後に入牧するようA農家およ
び関係酪農組合を指導。またB放牧場で入牧前
のBVDV検査の未実施を第2要因と考え、放牧予
定牛全頭にBVDV検査を実施するよう入牧前の検
査体制の改善を指導。

240 県内一農家における過去４年間の牛ウイル
：栃木県県ス性下痢ウイルスの分子疫学的解析

央家保 深井克彦、齋藤俊哉
県内一農家で過去4年間に検出した牛ウイル
ス性下痢ウイルス(BVDV)を分子疫学的に解析し
た。病性鑑定は平成11～14年に計236検体に対

。 、して実施した BVDV検出はVilcekらのRT-PCR法
ウイルス分離と中和試験は齋藤らの方法により
実施した。PCR産物の塩基配列はダイレクトシ
ークエンス法により決定した。平成11と12年は
各1頭、平成13と14年は各2頭からBVDVを検出し
た。遺伝子解析において、1株が1a型、その他5
株は1b型に分類された。1b型に属した5株は2群
に分類された。以上の成績とBVDV検出牛の生年
月日から、当該農場では平成10年に1b型BVDVが
侵入し、このBVDVの変異体が平成14年まで持続
したか、平成11年に新たな1b型BVDVが侵入した
かのいずれかの可能性が推察された。一方、1a
型1株は妊娠した導入牛の子牛から検出された
ことから、導入元由来であると推察された。

‐ 細胞を用いた牛ウイルス性下241 MDBK SY
：群馬県家畜衛生研究所 町痢ウイルスの分離

出郁子、堀澤純
牛ウイルス性下痢ウイルス（ ）に対しBVDV
細胞病原性型（ 、非細胞病原性型（ ）CP NCP）
を問わず細胞変性効果（ ）を示す特性を持CPE

（ ） 、つ牛腎由来株化 ‐ 細胞が昨年度MDBK SY
栃木県県央家保から分与された。今回、県内で
流産や貧血等を呈した症例の臓器乳剤や血清を
‐ 細胞に接種したところ、３株のMDBK SY
が分離された。これら３株は、従来使用BVDV

していた牛精巣（ ）細胞への接種では おBT CP
よび の２つの型に分類され、 遺伝子NCP BVDV
検索の結果、１株がⅠb型、２株がⅡ型と異なる
タイプであった。これまでの 細胞を用いたBT
の分離・同定には、干渉法等、時間を要BVDV

しかつ煩雑な検査が必要だった。しかし、今回
の結果から、 ‐ 細胞は齋藤らの報告MDBK SY
と同様 や 、異なった遺伝子型であってCP NCP
も分離でき、 が簡便かつ迅速に分離可能BVDV
な有用な細胞であると確認された。今後、ウイ
ルス分離実績が少ない ‐ 細胞の有用MDBK SY
性が発揮できるよう検討したい。

242 保存血清を用いた牛ウイルス性下痢・粘膜
：東京都家保病ウイルス（BVD V）浸潤状況調査

寺崎敏明
BVDV浸潤状況把握のため2002年4月から2003
年11月の間採血した－20℃保存血清を用いて調
査を実施。都内転入牛血清106検体についてBVD
V非細胞病原性株(NCP株)でも細胞変性効果の出
る牛腎由来株化（MDBK）細胞（栃木県分与）を
用いたウイルス分離とRT-PCRによるペスチウイ

ルス遺伝子検出を実施、2検体からBVDV-NCP株
を分離、同一2検体でペスチウイルス遺伝子検
出。次に保存血清110農場2,636検体のMDBKによ
るウイルス分離を実施し、6農場6検体からBVDV
-NCP株を分離。転入牛からウイルスが分離され
た1農場（40頭規模）で転入16日後、3ヵ月後、
6ヶ月後、12ヵ月後の飼養牛経時保存血清ウイ
ルス分離と分離ウイルスによる中和抗体検査を
実施。当該転入牛のみ全経時血清からウイルス
が分離され、抗体検査は16日後陽性率61％、GM
値24倍、3ヶ月後陽性率100％（当該牛除く 、G）
M値485倍。当該持続感染牛（PI牛）からの感染
が疑われ、継続的なPI牛の検査・摘発で清浄化
を図ることが重要。

243 一酪農家における牛ウイルス性下痢ウイル
：石川県南部家保ス持続感染牛の集団発生例

林みち子、村上俊明
２００３年県内２カ所の公共育成牧場に預託
されていた一酪農家の２頭の育成牛が著しい発
、 、 、育遅延 下痢等の症状を呈し 病性鑑定の結果

牛ウイルス性下痢粘膜病と診断。さらに同酪農
家の預託牛２１頭を検査したところ、発症牛と
同時期に生まれた２頭も牛ウイルス性下痢ウイ
ルス(BVDV)持続感染牛(PI牛）と診断。
これら４頭の母牛を検査したところ、全てBVDV
抗体陽性であり、妊娠前の抗体検査でも陰性で
あったことから、いずれの母牛も妊娠初期の同
時期にBVDVに初感染したと推察したが、感染経
路は特定できなかった。性状検査では分離株は
１bに区分され、ワクチン株である１aとは交差
性が低かった。
BVDV・PI牛は感染源として重要であるばかり
でなく、淘汰や更新計画の見直しなど経営的打
撃が大きく、今後も積極的なPI牛の摘発淘汰が
必要であると共に、ワクチンの有効性の検討が
必要と思われた。

244 ２００３年に石川県で分離された牛ウイル
：石ス性下痢ウイルスの抗原性状と遺伝子解析

川県南部家保 林みち子、村上俊明
２００３年県内の公共育成牧場の預託牛６頭
が、牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV)の持続
感染牛（PI牛）と診断され、全て淘汰された。
内４頭は同一A農家での集団発生であった。こ

、れら４頭からの分離株の抗原性状は全て１bで
遺伝子配列も一致した。他１頭はA農家に隣接
するB農家での発生であり、分離株の抗原性状
および遺伝子配列はA農家での分離株と一致し
た。B農家の母牛がBVDVに感染したと推定され
る時期は、A農家でPI牛４頭が出産した時期と
ほぼ一致した。残るC農家の１頭からの分離株

、 、の抗原性状は１aで これら５株とは異なるが
１９９９年に隣接するD農家で発生したPI牛か

、 。らの分離株と遺伝子配列は ほぼ同一であった
遺伝子解析は、BVDVの流行株の把握や感染経
路の推察など疫学調査に有用である。

：愛知県西三245 肉用牛農家の衛生意識の向上
河家保 加藤篤幸、桑原正樹

430 2Ｆ１牛を約 頭飼養し 素牛を家畜市場から、
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ヶ月齢未満で年間約 頭導入する肉用牛農場200
で、平成 年に 頭の血液検査を実施。呼吸器11 8
病ウイルスに対する感染抗体を確認し、ワクチ
ン接種を指導したが未実施。本年度 頭の虚弱3
牛を病性鑑定。同じく呼吸器病ウイルスに対す
る抗体陽性を確認。農場の衛生実態を調査した
ところ、夏前から春先にかけて導入後から７ヶ
月齢の死亡事故が多く見られたため、町役場、
診療獣医師及び当所で指導チームを編成し、呼
吸器病 種混合ワクチン接種を再び指導。 月5 6
から接種を開始した結果、ワクチン接種牛の死
亡率が低減。畜主も農場の衛生管理に対し大き
な関心を持ち、体温測定の励行等健康状態監視
意識も向上。また、現行の若齢牛家畜市場導入
方式ではワクチン接種のみによる農場の呼吸器
病対策は容易でないため、近い将来には導入後
の隔離観察牛舎を作ってさらに疾病予防を高め
たいという衛生意識の向上にも発展。

肉用牛の牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイル246
：京都府丹後家保 郷ス浸潤状況と防疫対応

原香奈、安藤嘉章
平成 年 ～ 月に管内肉用牛繁殖農家１戸15 3 7
で異常産が多発。病性鑑定で、牛ウイルス性下
痢・粘膜病（BVD･MD）ウイルス抗体価が当該牧

（ ） 、場繁殖母牛 頭中 頭で有意 倍 に上昇し11 1 4
本疾病を疑う。そこで、管内の防疫対策に資す
る目的で肉用牛のBVD･MD浸潤調査を実施。調査
対象はBVD･MDワクチン未接種農家 戸の全繁殖35
母牛 頭とし、各農家から検査対象牛をラン295
ダムに抽出して合計 頭を調査。Nose株によ168

、 （ ）る中和抗体検査の結果 抗体保有 戸35 100%
頭（ ）の高い浸潤を確認。抗体陰性牛160 95%
の血清からウイルスは分離されず。その後の防
疫措置で未検査牛 頭の持続感染牛摘発を目122

、 、的に検査を実施した結果 陰性牛は４頭であり
現在ウイルス分離を実施中。抗体陰性牛及び未
経産牛は予防接種により免疫獲得を図ることと
し、衛生指導協会の実施機関である農協、農済
連家畜診療所及び指定獣医師と協議し、農協の
特徴検査時を中心に随時接種する体制を確立。

同一農家の導入牛における牛ウイルス性下247
：岡痢・粘膜病持続感染牛と牛ＲＳウイルス病

山県井笠家保 松長清美、野口竜三
平成１５年５月、管内の酪農家で北海道より

、 、導入した５頭の牛のうち２頭が呼吸促迫 流涙
肺胞音等の呼吸器症状を呈し、治療するも１頭
が回復傾向にないため当所に病性鑑定依頼があ
った。検査の結果、当該牛の鼻腔スワブから牛
ウイルス性下痢ウイルス（ＢＶＤＶ）が分離。
さらにその後の検査により当該牛及びその産子
が牛ウイルス性下痢・粘膜病の持続感染牛と診
断された。また、最初の導入から１０日後に新
たに５頭が導入されたが、導入直後から２頭が
食欲不振、流涙等を呈し病性鑑定を実施したと
ころ、２頭からＲＳウイルスが分離され、牛Ｒ
Ｓウイルス病と診断。この２頭は回復したが隣
接の自家産牛に同様の所見が認められ、抗体検
査等でＲＳウイルス感染と診断した。同一農家
の導入牛においてＢＶＤＶ持続感染牛摘発と牛
ＲＳウイルス病発生がほぼ同時であったため、

その概要と家畜保健衛生所の対応を報告する。

：広248 酪農家におけるBVD―MD持続感染牛摘発
島県備北家保 望月英子、廻野智典
牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD―MD）の持続
感染牛（PI牛）はBVD―MDの感染源として重要。
清浄化のためにはその摘発・淘汰等対策が急務
となっており、バルク乳を用いたRT―PCRによる
調査を実施。対象は生産者団体を通じて選定し
た23戸、材料はそのバルク乳。陽性農家は個体
乳検査も実施。陽性個体はさらにウイルス分離
及び抗体検査を、同居牛は抗体検査を実施。そ
の結果、23戸中1戸が陽性、72頭中1頭が陽性。
当該牛の血漿からBVD―MDウイルス非細胞病原性

、 、 。株を分離し 抗体は2倍未満であり PI牛と確認
同居牛の抗体価は検査した20頭全例256倍以上
で、牛群の高度汚染を確認。PI牛は繁殖・泌乳
成績不良であったが臨床症状なし。PI牛の早期
淘汰、導入牛へのワクチン接種及びPI牛の子牛
は保留しないことを指導。今後もBVD―MD清浄化
に向け、未調査及び陰性農家について、継続的
検査が必要。

愛249 牛ウイルス性下痢粘膜病の発生と対策：
媛県八幡浜家畜保健衛生所 野崎周作 山崎義和
管内酪農家（総頭数83頭）において、5ヶ月齢
の子牛1頭に牛ウイルス性下痢粘膜病（以下BVD･
MD）の発生が確認された。発生農場の防疫対策
として、①飼養牛全頭抗体検査②ワクチン接種
の指導③異常産のモニタリング④子牛の持続感
染牛調査（RT-PCR）を実施した。全頭抗体検査
では、他に持続感染牛は確認されず、ワクチン
未接種成牛の抗体陽性率は84.1％であり、発生
牛産出以前の抗体陽性率57.1％よりも上昇して
いた。抗体陰性牛に対してワクチン接種を指導
した。異常産のモニタリングでは、53頭分娩し
たうち５頭に死産等が認められたが、BVD･MDウ
イルスが原因と特定されたものは確認されてい
ない。発生牛が存在した期間に胎内にあった子
牛の持続感染牛調査では、44頭中2頭に持続感染
牛が確認されたが、早期淘汰及び出荷先である
肥育農家で飼養観察を徹底することにより、他
農場への被害（異常産による経済的損失）の拡
大防止を図った。

牛ウイルス性下痢・粘膜病による流産の連250
福岡県両筑家保 横山敦史、村上弘子続発生：
年 月 日から 日にかけて 例の流2002 12 1 14 7

産が 頭を飼養する 酪農家で連続発生。牛ウ47 1
イルス性下痢・粘膜病( ・ )と診断。流BVD MD
産胎齢は ～ 日齢。流産母牛は自家産牛113 220
で異常産 種混合ワクチンは接種、産歴は初産3
から 産目。流産胎子は全身水腫様変化( )、4 1/4
菌分離は陰性、中枢神経において小壊死巣の散
在( )、骨格筋において非化膿性筋炎( )。2/3 2/4
母牛の前後血清で に対して中和抗体の有BVDV
意な上昇。ネオスポラの 抗体陰性。 －IFA RT
によりペスチウイルスの遺伝子が母牛の血PCR

球( )と胎子の脳から検出。流産胎子脳から2/4
を分離。疫学調査で農場の に対すBVDV BVDV

る中和抗体は 年 月 倍未満が 、2002 10 2 37/41
年 月では全てが陽転、清浄度の高い農2003 10
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家に広く が浸潤。抗体検査から農家へのBVDV
BVDV 11 90進入を 月中旬と推察、感染胎齢を
～ および 日齢と算出。この時期の流産182 206
は報告がないが 産物についての分子系統樹PCR
解析の結果、遺伝子型 と従来のグループに含1b
まれた。

牛ウイルス性下痢ウイルス（ ）持続251 BVDV
感染牛の発生例：福岡県筑後家保 河野芙美、
江﨑健二郎

50 14 10飼養頭数約 頭の酪農家で、平成 年
月から８ヵ月齢の子牛 頭（自家産）が黒色水1
様性下痢便を呈し、治療効果が認められないた
め病性鑑定の依頼があり、 月に立入検査を実12
施。同居牛には異常を認めず。発症子牛の直腸
便よりペスチウイルス遺伝子を検出、 のBVDV

2 256中和抗体価は発症子牛 倍未満、当該母牛
倍以上、同居牛 頭は ～ 倍。 の4 16 128 BVDV

、 、 。持続感染を疑い 約 週間後 病理解剖を実施2
回腸の肥厚・粘膜の糜爛及び粘膜固有層の間質
結合組織増生を認めたが、その他特徴的所見は
認めず。主要臓器・リンパ節等からペスチウイ

MDBK BVDV1ルス遺伝子を検出 細胞で培養し、
型（ 株）を分離。以上の検査成績より、発NCP
症子牛を の持続感染牛と診断。免疫寛容BVDV
を呈する胎齢を考慮すると、平成 年夏季に13
当該母牛が感染したことが推察。持続感染牛は
生涯多量のウイルスを排泄し農場を汚染するた
、 、め 他の持続感染牛を摘発・淘汰するとともに
今後、導入牛を中心とした継続的なワクチン接
種が必要。

牛ウイルス性下痢・粘膜病（ ）の252 BVD-MD
熊本県城北家保 伊豆一郎、長発生例と対策：

野琢也
管内の一酪農家で牛ウイルス性下痢・粘膜病
( )が発生し、その対策を実施したのでBVD-MD
報告する。

15 6 7 15 9 10平成 年 月 日から 日にかけて ～
、 、ヶ月齢の 頭が発症し 頭を病性鑑定したが3 1

残る 頭は死亡。鑑定の結果、本症例は2
型と診断。また過去の疾病発生状況BVD-MD2

調査により、昨年から ウイルスの関与BVD-MD
が疑われる疾病の発生を確認するとともに、当
時病性鑑定した異常子牛の脳乳剤からも、
検査で 型遺伝子を検出。防疫対策とRT-PCR 2

して、全頭検査を実施し、さらに 頭の持続感1
染牛を摘発し淘汰するとともに、ワクチンの一
斉接種及び畜舎の清掃と消毒を徹底。今回の症

CP NCP例は ウイルスの重感染あるいは体内の、
。ウイルスの変異により粘膜病を発症したと推察

また 型遺伝子が検出された粘膜病のBVD-MD2
、 、牛及び異常子牛は 受胎時期がほぼ同一であり

同時期に胎子感染して持続感染牛になったと推
察。今後は 型の浸潤を視野に入れたワクチン2
接種と継続的な持続感染牛の摘発が必要。

253 管内複数農場で発生した牛伝染性鼻気管炎
：長野県伊那家保 塩入哲（ＩＢＲ）について

2003年4月から6月に、管内４農場(A～D)で呼
吸器症状を呈す牛が散発。Aで1頭が死亡、Dで流
産１頭が発生。発症牛の鼻腔拭い液(A～D)、ペ

ア血清(A､C､D)、及び死亡牛(A)について病性鑑
定を実施した結果、A～Cの鼻腔拭い液で牛伝染
性鼻気管炎(以下IBR)ウイルスを分離。A､C､Dの
ペア血清でIBR中和抗体の有意上昇を確認。Aの
死亡牛からIBRウイルスを分離。Aについては他
のウイルス抗体の有意上昇なども認めたことか
らIBR感染を伴う複合呼吸器感染症、B～Dについ
てはIBRと診断。全戸についてワクチン接種等の
対策を実施。感染源として、A､B､Dは発生直前の
導入牛、Cは導入が無く、Bと隣接しており畜主
の往来による人的な持ち込みが示唆。全戸とも
的確なワクチン接種を行っておらず、これが重
要な発症要因と推察。本病の性質上、特に発生
農場においては継続したワクチン接種が必要と
考察。

254 管内で発生した牛伝染性鼻気管炎の防疫対
：静岡県東部家保 鈴木巧、浅倉豊司策
管内A酪農家で搾乳牛1頭に鼻汁漏出、発熱、
食欲廃絶、乳量激減等の症状が発生。同居牛に
同様の症状を呈する牛が拡大し、9月8日、病性
鑑定。搾乳牛43頭中25頭に症状が認められ、鼻
腔スワブの直接蛍光抗体法により12頭中8頭か
らウイルス抗原が検出され、翌9日、牛伝染性
鼻気管炎(IBR)と診断。同日、隣接3農場の立入
検査。B農場は搾乳牛41頭中9頭、C農場は搾乳
牛29頭中6頭、育成牛9頭中3頭に同様の症状を
確認。D農場は発症牛を認めず。稟告ではB農場
は9月2日から搾乳牛1頭に同様の症状あり。A農
場の発症牛25頭全てからウイルスが分離され、
A・B農場のペア血清の中和試験で37頭中35頭が
IBR抗体価上昇。B農場は5頭が前血清時に4～12
8倍の抗体価を保有。防疫対策として、4農場未
発症牛130頭及び所属農協管内の飼養牛にIBRワ
クチン接種。4農場飼養牛の移動自粛及び集乳
経路変更要請。9月下旬には3農場とも終息し、
他の農場にも発生認めず。

自衛防疫推進班を活用した牛伝染性鼻気管255
：福岡県筑後家保 福島瑞代、永炎の防疫対応

野英樹
2003自衛防疫体制が脆弱化をきたしている中、

年 月 日、管内の 戸 頭に牛伝染性鼻気管7 8 1 6
炎（ ）発生。疫学的関連を考慮して、最初IBR

3 2に通報を受けた農場及び近接農場 戸に対し
班体制で同時に初動防疫活動を実施。さらに周

8 18辺農場への立入検査及び病性鑑定の結果 月、
3 7 1 4 IBR日 近接農場 戸 頭及び隣町の 戸 頭を、

と診断発生。防疫対応：発症牛群の自主的移動
制限及び踏込消毒槽の設置を指示し、畜舎消毒
を実施。広報紙を作成・配布。発生地域の つ2
の自衛防疫推進班（酪農協・農協）に対し、積
極的に防疫活動を担うよう啓発を行ない、組織
的に緊急ワクチン接種を実施することを酪農協
等理事・役員会で決定させた。次に、自衛防疫
推進班主導による緊急ワクチン接種を指導し、

29 1,028獣医師の協力を得て短期間に完了（ 戸
頭 。緊急ワクチン接種を組織として取り組んだ）
ことで、周辺農場以外の 市 町の酪農家も積1 3
極的に参加し、地域の自衛防疫体制が強化され
た。
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牛伝染性鼻気管炎（ ）の発生と動態調256 IBR
：熊本県中央家保 長野琢也、村上美雪査
平成 ～ 年、酪農家 戸 頭に発熱、食14 15 3 5
欲低下、流涎、飲水困難、鼻漏、呼吸速迫など
の呼吸器症状を呈したため病性鑑定を実施。３
頭の鼻腔スワブからウイルスを分離し、蛍光抗
体法により牛伝染性鼻気管炎（ ）ウイルスIBR
と同定。更に 頭のペア血清を用いた中和試験7

4 IBR IBRから 頭で有意な 抗体の上昇を認め、
と診断。３株の分離ウイルスについて抗 ワIBR
クチン血清を用いた片交差試験を実施、何れも
～ 倍以上の高い抗体価を示し、ワクチン64 256
に対する高い交差性を確認、ワクチン接種によ
る発症防御を示唆。平成 ～ 年に採材した11 14

1600 IBR 15ペア血清 頭を用いた 動態調査では
、 、～ ％の抗体保有率 ～ ％の陽転率から29.5 3 15

IBR IBR毎年 ウイルスが動いていると確認 一度。
に感染した牛は終生感染源となる可能性がある
ため、まん延防止対策のためにも今後もワクチ

。ン接種による発症防御が最も重要と考えられた

257 東北地方で検出された牛RSｳ ｲ ﾙ ｽの分子系統
：岩手県中央家保 八重樫岳司、関 慶久解析
2002年から2003年にかけて東北4県の9農場9頭
の発病牛由来鼻腔ｽﾜﾌﾞから得た牛RSｳｲﾙｽ9株につ
いて、主要な抗原であるG蛋白領域を分子系統的
に解析した。検索株は系統樹上で国内外の既知
株が属するｸﾗｽﾀｰとは異なるｸﾗｽﾀｰを形成した。
検索株はｸﾗｽﾀｰ内で系統AおよびBに分類され、各
系統内の相同性はAが98.1～99.8％、Bが97.7～9
9.3％であった。ｱﾐﾉ酸比較より、系統Aに属する
株の特徴として抗原決定基領域のIle200がThrに
置換されていたが、中和試験において同株とﾜｸﾁ
ﾝ近似株間に有意差は認められなかった。本調査
から、検索株は①分子系統学的にこれまで報告
されていないｸﾗｽﾀｰを形成し、②同ｸﾗｽﾀｰ内およ
び系統内において多様性を示し、変異が起こり
得ることが示唆されたが、③中和試験成績から
現行のﾜｸﾁﾝにより防禦し得ると思われた。

：258 牛ＲＳウイルス感染が認められた２症例
山口県西部家保 澤野希、石井俊昭
牛 ウイルス感染が管内 戸の酪農家で発RS 2
生。 頭規模の 酪農家では 年 月、同60 A H15 1
居牛の約半数が発症し発熱及び呼吸器症状を認
めた。鼻汁スワブを用いて発症牛 頭中 頭で5 3
ウイルスの抗原を検出、また 頭中 頭でRS 8 4

（ ）を分離。発症牛、未発症M.haemolytica M.h
牛を含めた 頭中 頭の前後血清で 倍以上の10 7 4

RS有意な抗体価上昇 このことから 本症例は牛。 、
ウイルスと の混合感染症と診断。 頭規M.h 100
模の 酪農家では 年 月、 頭が発症しB H15 10 6
発熱及び呼吸器症状を認めた。鼻汁スワブを用
いて発症牛 頭中 頭で ウイルス抗原を検5 5 RS
出。発症牛、未発症牛を含めた 頭中 頭の前9 3
後血清で 倍以上の有意な抗体価上昇。細菌等4

RSの混合感染は認められなかったことから、牛
ウイルス病と診断。 酪農家では 酪農家に比A B
べ出荷乳量が大幅に減少するなど大きな経済的
被害を受けた。発症した際には細菌の混合感染
による症状悪化を防ぐため発症牛の早期発見、
早期治療を行うことが重要である。

Mannheimia haemolytica Mycoplasma bo259 及び
：福岡県中央家保visが関与した牛RSウイルス病

後藤敬一、尾川寅太
2003年1月、乳用牛38頭の飼養農家で発熱、食
欲減退の後、呼吸速迫、水様性から膿性鼻汁、
鼻出血を呈する呼吸器病が発生。発症牛７頭中2
/3頭の鼻腔拭い液から牛RSウイルス（RSV）を検
出、同３頭のペア血清でRSV中和抗体が有意に上
昇、牛RSウイルス病と診断。初発は県外導入牛
で、初産分娩直後に発症。5/7頭は、複数の抗菌
剤投与により回復したが、１頭が皮下気腫を呈
し、起立不能で廃用、１頭が死亡。病理解剖の
結果、２頭ともに重度の肺炎、胸膜炎及び間質

M.haemolytic性肺気腫を認め、廃用牛の肺から
及び を分離。RSVを一次とし、二次的a M.bovis

呼吸困難に陥な多重感染により病態が悪化し、
ったものと推察。初発から終息まで42日間を要
し、２頭の廃用・死亡および乳量の激減で農家
の経済的損失は多大。今回、マイコプラズマ分

をも分離。牛RSウイルス病離も試み、M.bovis
マイコプラズマも視野に入れた感染初期ででは

の迅速な抗菌剤多剤投与が必要。

大分260 子牛に多発した牛ＲＳウイルス病：
県玖珠家保 木本裕嗣
年 月から 月、肉用牛一貫経営農場にお'03 2 3

いて離乳舎に飼養される 頭の子牛の内 頭18 13
に発熱・呼吸器症状を認め、うち 頭が死亡。2
死亡子牛の細菌学的検査では肺から 頭共に2

。 、Corynebacterium sppを分離 病理組織所見では
肺の広範囲に細気管支粘膜上皮細胞や肺胞上皮
細胞の細胞質内に好酸性封入体形成と、多核巨
細胞を伴った化膿性気管支肺炎を認め、免疫組
織化学的検査では、細気管支粘膜上皮細胞及び
一部の肺胞上皮細胞の細胞質内封入体に一致し
て陽性反応を認め、咽喉頭拭い液でのウイルス
学的検査にて 抗原を検出。発症牛ペア血清RSV
を用いた中和抗体検査の結果、牛 ウイルスRS
についてのみ 頭中 頭で有意に抗体上昇。死7 5
亡牛については、 の感染をCorynebacterium spp
伴った牛 ウイルス病と診断し、発症牛につRS
いても牛 ウイルス病と診断。今後、移行抗RS
体検査の結果を踏まえたワクチン接種を実施し
再発防止を図る。

261 呼吸器5種混合不活化ワクチン（L-K方式）
：広島県備北家保 佐を用いた牛呼吸器病対策

々木義和、日高充次
和牛肥育農場で肥育素牛に呼吸器病対策を実
施。導入牛は約6ｶ月齢で呼吸器5種混合生ワクチ
ン（LV （牛伝染性鼻気管炎《IBR 、牛ウイルス） 》
性下痢・粘膜病《BVD・MD 、パラインフルエン》
ザ3型ウイルス感染症《PI3 、アデノウイルス７》
《 》 《 》）型感染症 AD7 および牛RSウイルス感染症 RS

を接種済。試験区は導入時にLV（4頭 、5種混合）
不活化ワクチン（KV （IBR、BVD・MD1型、2型、）

）（ ）、 （ ） 。PI3およびRS 4頭 無処置 8頭 と3つ設定
導入時全頭の中和抗体価の幾何平均（GM)は、IB
（ ）、 （ ）、 （ ） （ ）。R 1.1 PI3 2.3 AD7 4.9 及びRS 1.1
LV群は、3頭が抗体価の有意上昇なし。KV群は、
GMでIBR（1→90.5 、PI3（4.5→905.1 、RS（1.） ）
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2→26.9）と推移。無処置群は、呼吸器症状を呈
し3頭がIBR、PI3及びRS抗体が有意に上昇、それ
らが関与した発生と確認。現在の6ｶ月齢でのワ
クチン接種では有意な抗体上昇を認めず、再接
種が必要。L－K方式は、呼吸器病対策として有
効。

管内飼養牛で確認されたブルータングの流262
：福島県県中家保 管野直子 根本文敬行
県では毎年牛流行熱等の発生予察のため、各

15 90 6家保 頭、県内に 頭のおとり牛を配置し、
種類の牛ウイルス性疾病の流行状況を調査。平
成 年 月、管内のおとり牛でブルータング15 11
（ ）抗体陽転牛を確認。また、 月に病性鑑BT 10
定を実施した牛でも 抗体が検出され、更にBT
検査も陽性。 産物から平成 年鹿児島PCR PCR 8

県分離株と近似であることが判明。当該農場の
近隣酪農家、おとり牛飼養農場及び九州導入牛

4/6 9/24での抗体調査の結果、近隣酪農家 戸、
頭、おとり牛飼養農場 戸、 頭、 頭、九2 4/10 3/8
州導入牛で 戸、 頭で抗体を保有。抗体2/7 2/10
保有牛には平成 年未越夏牛も含まれており、14
平成 年の秋に流行があったものと考えられ15
た。今回の流行で臨床症状を呈した牛は確認さ
れず、病原性は低かったものと推測。しかし、
今後、本県には存在しなかった他の疾病の侵入
も考慮しておくことが必要。

福島263 牛のブルータングウイルス浸潤状況：
県県中家保石川ゆか 高倉優子
ブルータングは、牛では不顕性感染が多く嚥
下障害や異常産はまれだが、緬山羊では臨床症
状が強く経済的損失が大きい疾病である。平成
年 月、病性鑑定牛にブルータングウイル15 10
ス( )抗体を確認し、 検査で 特異BTV PCR BTV
遺伝子を検出。過去の本県、近県における流行
株との関連を調査のため 産物を用いた分子PCR
系統樹解析を実施したところ、過去の流行とは

11異なるクラスターに属する事が判明 さらに。 、
月のおとり牛調査で 町 頭で抗体の陽転を確2 2

13 14 3認 年にも本調査で抗体の陽転があり。 、 、
年連続の確認となった。このことから、 のBTV

13 15 9広範囲な流行が疑われたため、 ～ 年の
～ 月に採材した血清を用い 抗体検査を11 BTV

13 13 14実施 その結果 年は 市町村中２市町。 、 、
年は 市町村中 市町村、 年は 市町村中36 6 15 32
市町村で陽性牛を確認。今後は、疫学調査・15
ウイルス分離を行い本病コントロールの一助と
したい。

長崎県におけるブルータングウイルスの分264
：長崎県中央家保 豊田勇夫、島離と動態調査

田善成
年にアルボウイルス動態調査に用いたお2002

とり牛１頭の血球よりブルータングウイルス
（ ）を分離。分離株( 株）を用いて県内BTV NS
の動態について調査。抗体調査は 株によるNS
ウイルス中和試験を実施するとともに、 年1989

BTV21 ON-89-1 ONに沖縄県で分離された 型の （
1991株 との中和抗体価を比較 中和試験では） 。 、

12/64 1998 7/74 2001 11/75年 頭 年 頭 年（ ）、 （ ）、 （
頭）および 年（ 頭）に抗体陽転が認2002 12/74

められた。陽転が認められた個体の 月時点の11
NS ON 1991株と 株の中和抗体価はそれぞれ、
、 、 、 、 、 、年 年 年9.5 10.1 1998 19.5 3.3 2001 15.0 5.1
年 、 と 年以外は株間に有意差2002 25.4 9.0 1991

あり。このことから、 年以降動きが認めら1998
れた は 株と血清型が異なり、 年BTV ON 1991
に動きがみられた株とも異なるものと推察。感
染牛や今回分離されたおとり牛に臨床症状は認
められず、 株の病原性は低いと推察。今後もNS
の動態に注意する必要がある。BTV

265 兵庫県内のアカバネ・アイノウイルスの動
：兵庫県姫路家保 三宅由利態と抗原性状解析

子、中条正樹
H5～H14の10年間における県内おとり牛抗体検
査成績と気象データを解析 アカバネウイルス(A。
KV)、アイノウイルス(AIV)の流行はおとり牛の
初回時抗体陽性率が30%以下に低下した年にみら
れ、早期に流行した年は4～6月の平均気温が平

、 。年より高く 抗体陽転月の1か月前に台風が接近
H10～11、H13～15の管内の血清2,469検体を用い
AKVの抗体保有率を調査、80%以上で推移。AIVの
H7株1株、H14株2株と標準株(JaNar28株)の計4株
を用い、標準株免疫血清で中和抗体価を比較、P
CR産物遺伝子ホモロジー解析を実施。中和反応
で抗原性にほとんど差はなく、遺伝子相同性は
標準株に対して95％以上。H10以降、AKV抗体保
有率が高く推移したのはワクチン接種とウイル
スの常在化と推察。おとり牛の初回時抗体陽性
率と4～6月の平均気温の観察はAKV、 AIVの流行
予測やワクチン接種指導に応用可能。

266 近年の牛異常産の流行と予察に関する一考
宮崎県都城家保 有田章一、稲井耕次ほか察：
都城家保管内では2001年にｱｶﾊﾞﾈｳｲﾙｽ2002年に
ｱｲﾉｳｲﾙｽが流行し少なからず異常産の被害を見
た。今回、異常産発生予察の一助として、これ

、 、らの異常産の流行前の抗体保有状況 流行地域
異常産発生頭数、異常産の病理所見等を地域別
に分析した。ｱｶﾊﾞﾈｳｲﾙｽ流行前の抗体保有状況は
58.6％で、翌年は74.6％が陽転。異常産は、夏
季～翌年3月まで計16例を確認した。ｱｲﾉｳｲﾙｽ流
行前の抗体保有状況は17.3％とかなり低い状況
で翌年は74.1％陽転。異常産は計10例を確認し
た。今回の成績ではｱｶﾊﾞﾈ病は流行前60％に達す
る抗体保有状況でも広域で流行したのに対し、ｱ
ｲﾉｳｲﾙｽでは20％以下の抗体保有率で初めて次年
度流行し、若干のｳｲﾙｽ間の差が認められた。近
年県内では、毎年のように連続して異常産が発
生している状況があり、今後も両ウイルスの動
向については十分注意していかなければならな
いと考えられた。

267 鹿児島県における牛アルボウイルスの流行
：鹿児島県鹿児島中央家保と異常産発生の現状

中嶋久仁子
1994～2002年に鹿児島県でアカバネ(AKAV)，
アイノ(AINOV)，チュウザンウイルス(CHUV)の流
行状況と異常産発生状況を調査し、2000～02年
末にこれらウイルスに対する抗体保有状況調査
を実施。AKAVは毎年流行しており、全体の抗体
保有率は高かった。AINOVは3-4年間隔で流行が
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確認された。AINOV流行前に抗体保有率の低かっ
た３歳以下の牛群では抗体保有率は大きく上昇
したが，４歳以上の牛群ではウイルスの動きは
小さかった。結果，現在鹿児島県ではAKAV,AINO
Vに対する牛群の免疫状態は高く，異常産が起こ
りにくい状況にあると考えられ，近年の異常産
発生数に著しい増加は無かった点と一致。今後
は若齢の繁殖牛中心にワクチン接種を推進する
事が効率的であると推察。2001年には従前のCHU
V流行株とは異なる性質を持つウイルス株が流行

， 。したと考えられたが 牛群の抗体保有率は上昇
今後の課題として，ウイルスの流行状況と抗体
保有状況の把握と共に各年流行したウイルス株
の性質を把握してゆくことがワクチン防疫上必
要と考えた。

268 平成１４年度の鳥取県内のアイノウイルス
鳥取県倉吉家保の流行状況と異常産の発生：

安田航、食肉衛生検査所 尾崎裕昭
平成14年度の鳥取県内のアイノウイルスに対
する抗体は、8月から9月にかけて調査頭数50頭
中24頭（約48.0％）で確認。11月は52頭中34頭
（約65.4％）であり、その動きが広がった事を
確認。症例1の死産牛は外貌所見や病理組織学的
所見において特徴があったが、ウイルス中和抗
体価はAino、Akabane、Kasba、Ibaraki、BVDの
各ウイルスはいずれも全て＜2。診断は先天性内
水頭症。症例2の死産牛は外貌所見や病理組織学
的所見において特徴があり、ウイルス中和抗体
価は死産牛でAino×4、Akabane＜2、母牛ではAi
no×8、Akabane×8、KasbaとIbarakiについては
死産牛、母牛共に＜2。診断はアイノウイルス感
染症。平成14年度に異常産の発生が少なかった
のは、異常産予防の意識とワクチン接種の向上
によるものと推測。

：佐賀県中部269 アイノウイルス感染症の発生
家保 有島太一、山下信雄
平成 年 月から翌年 月にアイノウイル14 12 1
（ ） 。 、ス 関与の牛異常産を 例確認 胎齢AINV 3 226

、 、240 2日齢の 例は大脳･小脳形成不全 頸部捻転
脊椎の弯曲、脊髄腹角の神経細胞減数を認め、

により脳から 遺伝子を検RT-Nested-PCR AINV
出。生後起立不能を呈した 例は頸部捻転、大1
脳白質の微小な石灰化を認めた。平成 年の発10
生例では非化膿性脳炎が多く認められており、
傾向が異なっていた。アルボウイルス動態調査
では 抗体陽転率 で、おとり牛血液AINV 42.9%
から を分離。 例とも母牛は ～ 産のAINV 3 1 2
ホルスタイン種で、異常産 種混合ワクチン未3
接種、または流行地域外からの導入牛であり、

1ワクチン接種の重要性が示された。このうち
件の発生農家飼養牛の 抗体保有率はAINV
( )、前回流行年後生まれの牛及び流65.8% 25/38

57.9%行地域外から導入された牛については
( )であった。県内の異常産 種混合ワクチ11/19 3
ンの接種率は 以上で推移しており、小規模40%
な発生に抑えられた要因と推察。

：北270 牛白血病発生農場の清浄化への取組み
海道根室家保 前田友起子、高久英徳
牛白血病の発生した２農場を対象に、関係機

14関の協力を得て 早期清浄化対策を指導 平成、 。
40 33/83 39.7年度、Ａ農場は 頭（第１回目 頭：

％ 第２回目７ ： ％ Ｂ農場は３頭 ３、 ）、 （/64 10.9
頭： ％）の抗体陽性牛を摘発。抗体陽性/59 5.0
牛の早期とう汰をはじめとする衛生対策を指導
した結果、両農場は抗体陽性牛を全頭とう汰。
特にとう汰対象牛の多いＡ農場は、清浄化に対
する強い意志と農協による経済的な支援によ

15り、新たに牛を導入して経営を継続。平成
年度は、清浄性確認のため、抗体検査の他、遺
伝子検査を実施。抗体検査では、両農場とも全
頭陰性と清浄性を確認。遺伝子検査ではＡ農場

（ ）、 ）は９ 頭 ％ Ｂ農場は１ 頭( ％/55 16.4 /47 2.1
が陽性。遺伝子陽性牛の追跡調査では抗体の陽
転がなく、既報告と相違。野外での応用を検討
するため、今後も継続的に追跡検査を実施。

271 牛白血病ウイルス（BLV) 抗原および抗体の
：石川県北部家保 南 藤子経時的検出

牛白血病ウイルス(BLV)汚染農場の清浄化に資
する目的で抗原および抗体を経時的に調査。BLV
抗体陰性牛21頭および陽性牛5頭を対象にゲル内
沈降反応(AGID)、間接赤血球凝集反応(IHA)、PC
Rおよびシンシチウムアッセイ(SA)を2003年7月
～11月に6回実施。期間中、陰性牛21頭のうち9
頭が陽転。AGIDは最も遅く陽転。開始時より陽
性の5頭のうち1頭は一時的に陰転。IHAは1頭が
一時的に陽転したが、他検査が陰性であったこ
とから非特異と判定。PCRは陽転した9頭のうち2
頭が他検査より早く陽転、その後陰転すること
はなかったが、開始時から抗体を保有する5頭中
4頭は検査期間を通して陰性。SAはPCRにほぼ一
致。PCR産物の解析から当該農場には2つの遺伝
子型が確認されたが、陽転牛は全て同一型。以
上から、初期感染の検出にはPCR、それ以外では
AGIDとIHAの組み合わせが有効であり、より正確
な診断には複数回検査の必要性が判明。

を用いた福井県内の牛白血病ウ272 PCR-RFLP
：福井県家保 武田佳イルス遺伝子型調査成績

絵、葛城粛仁
近年行われている を用いた牛白PCR-RFLP
血病ウイルス遺伝子型の、福井県内における分
布状況調査を実施。平成 ～ 年の抗体検査11 15
で陽性を示した成牛 頭、抗体陽性牛から生37
まれた子牛３頭の末梢血を用いて、寒天ゲル内
沈降反応（ ）を実施。白血球 を抽出AGP DNA
、 。し により 領域 を増幅Nested PCR env 444bp
種類の制限酵素（ Ⅰ、 Ⅲ、 Ⅱ、5 Bcl Hae Pvu
、 ） 、 。Bam BglHⅠ Ⅰ で処理後 電気泳動を実施
ら による分類を参考に遺伝子型のMaria (2002)

分類を行った。 は子牛 頭を除く全頭が陽AGP 1
性。 は成牛 頭を除く全頭が陽性。PCR 1

では、成牛 頭、子牛 頭が遺伝PCR-RFLP 35 3
、 、 、子型 残りの成牛 頭は どの型にも属さず1 1

。過去に報告のない遺伝子切断パターンを示した
これは同じ農場で飼養されている遺伝子型 の1
産子であった。親子のシークエンスを実施し、
制限酵素認識部位１ヶ所を含む３ヶ所に塩基の
違いを確認。またアミノ酸の変化は認めなかっ
た。
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牛白血病の高感度診断法と乳汁検査への応273
：大阪府南部家保 中井忠芳用
牛白血病ウイルス（ ）感染の診断に今回BLV
培養細胞と 法を用いて、採材が簡便な乳汁PCR
から 検出法を考えその概要を報告。＜材料BLV

BLV 3 68と方法＞ 陽性農家から乳汁 例、血液
例を採材。乳汁より体細胞を、血液より白血球
と血清を分離。抗原検出として のみの方法PCR
で検査（ ）と 細胞に接種し培養したPCR CC81
細胞から 検査（ ）を行った。抗体PCR SIA-PCR
検査として と受身赤血球凝集反応検査AGP

PHA BLV PCR（ ） 。を実施 ＜結果＞ 感染白血球は
では ～ 個、 では ～ 個で500 1000 SIA-PCR 20 50
検出可能。陽性農家の白血球からの 、PCR

では共に 例中 例が陽性。 でSIA-PCR 68 29 AGP
は 例、 では 例が陽性。 陽性牛の23 PHA 26 BLV
３頭の乳中体細胞からの は１頭陽性、PCR

では全て陽性。＜考察＞ 法はSIA-PCR SIA-PCR
法や抗体検査法より検出感度が高く有用性PCR

を確認。今後乳汁を用いた スクリーニングBLV
への有効性を検討。

274 S h a m o n d aウイルスの分離と県内の浸潤状況
：宮崎県宮崎家保 前田浩二 入田重幸
家畜疾病対策サーベランス機能強化事業でお
とり牛を配置し、抗体陽転状況調査とウイルス
分離を実施。平成14年 月採材の 町村 頭の8 5 5
牛血漿からウイルスを分離。分離ウイルスは、
ドットブロット法、 遺伝子の塩基配列決定とS
分子系統樹解析、交差中和試験により 株全て5

ウイルス( )と同定。平成14年のShamonda SHAV
8おとり牛の分離ウイルスに対する抗体陽転は

月以降に認められ、11月には32農場(68.1 )、5%
8頭(50.4 )が抗体を保有(16倍以上を陽性)。%
は1965年にナイジェリアで初めて分離さSHAV

れたウイルスでアフリカ以外での分離報告はな
い。平成14年はアイノウイルスの流行も確認さ
れたが、 月以降に県内の広範囲で の流7 SHAV
行があったと推察。体形異常を示した 例の初3
乳未摂取子牛血清で に対する抗体が認めSHAV
られ、異常産への関与が疑われた。アルボウイ
ルスの動態調査を継続し、牛異常産に関する検
査に を含め、同ウイルスの異常産への関SHAV
与を更に検討する必要がある。

：宮崎県宮崎家保275 子牛下痢病原因子の動態
永吉美樹、金丸和博
子牛の下痢の検査では治療の影響等から、ウ
イルス、細菌、寄生虫による複合感染の病因動
態が不明瞭。今回病原微生物の侵入時期調査の
ため、下痢の多発歴がある農場の子牛 頭を出5
生直後から カ月、新鮮直腸便延べ 検体を検3 46
査。子牛が生まれてから 週齢までに、大腸菌7
群数は から ～ に減少しそ109cfu/g 105 107cfu/g
の後 ～ 。ウェルシュ菌検出は 日105 108cfu/g 3
齢に始まり、 ～ 週齢を中心に検出。コクシ2 6
ジウムは約 週齢の牛全頭から、ロタウイルス3
は約 週齢の 頭から検出。抗体価検査にて他2 2
のウイルス感染は否定。病原性遺伝子を保有す

stx1る大腸菌を常にいずれかの子牛から検出、
遺伝子が よりも高頻度。子牛血清中γ‐stx2
量から判断して、下痢の無発症は子牛のglobrin

十分な母牛・代用初乳摂取、生菌剤投与の有効
性を反映していると考察。

Ⅲ－３細菌性疾病

276 網走管内における牛ヨーネ病対策の取組み
：北海道網走家保 千徳幸子、山口俊昭
ヨーネ病発生農場対策として、ヨーネ病継続
発生農場（継続農場）の発生要因調査とヨーネ
病清浄化農場のアンケート調査及び継続農場の
聞き取りを実施。継続農場は発見の遅れが汚染
拡大を招き、農場侵入経路に肉牛導入が疑われ
た。継続農場の最終発生までの検査回数は、平
均8.35回（１～28回）に及び検査方法の限界が
あった。アンケート調査及び聞き取りから、患

、畜及び諸経費の満額補償や手当金交付の迅速化
関係機関の支援不足や当所の説明への不満、検
査法と対象牛の見直し、自主とう汰事業の継続
ととう汰基準の緩和等を要望。当所の対策は関
係機関との検討会及び農場毎の対策打合わせ、
培養方法や検査頻度の検討、対策拒否農場に本
病防疫の重要性を訴え理解を求めた。今後もこ
れら対応を継続すると共に、飼養者及び関係機
関の本病理解と、発生農場毎の対策を検討し、
ヨーネ病撲滅に向けた取組みを一層推進する。

地域一体となったヨーネ病防疫対策の取組277
：青森県西農林木造家保 村井孝生、齊藤 益
平成 年度から実施している肉用牛ヨーネ病11

12 14検査で、管内Ａ地域から平成 年度２頭、
年度６頭、 年度７頭の発生が見られた。Ａ地15
域は近年放牧場整備や優良雌素牛を積極的に導
入するなど畜産振興に力を入れている肉用牛繁
殖経営農家 戸の地域で、ヨーネ病発生農家は16
半数の８戸となり、うち４戸が継続的に発生し
ている。発生農家に対しては県防疫対策方針に
基づき継続検査等を実施してきているが、さら
に重点的な取組みとして①地域協力体制構築、
②非発生農家放牧前全頭検査、③発生・非発生
農家の分離放牧、④互助基金創設、⑤親子分離
飼育等を非発生農家も含めた地域一体となった
協力体制で実施した。このような多頭数発生が
あった地域での短期的清浄化は大変困難でそれ
を図るには強力な行政的支援が必要と思われる
が、今回のように地域一体となって各種取組が
実施できたことは、今後の清浄化に向けて大変

、 。重要であり かつ大きな成果であったと考える

：茨城県県北278 ヨーネ病のリスクアナリシス
家保 赤上正貴、廣木政昭
当所管内のヨーネ病検査成績を分析し、効果
的なヨーネ病防疫対策をリスクアナリシスにな
らって検討。1）リスクアセスメントから既発生
農場、未発生農場にかかわらず今後もヨーネ病
の発生を危惧。①フリーストール牛舎のヨーネ
病発生率はつなぎ式牛舎の約10倍（オッズ比10.
2、p<0.001）②患畜の由来は自家産が摘発頭数
の68％③患畜の年齢では4才が最多、産歴では3
産以内の患畜が63％というリスクファクターを
推測。2）リスクマネージメントでは、哺乳牛の
衛生管理に重点を置いた自衛防疫及び検査期間
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の短縮等効果的な清浄化対策が必要。3）リスク
コミュニケーションによるヨーネ病防疫意識の
啓発及びリスクマネージメント実施の指導が必
要。以上からリスクアナリシスの手法を用いた
ヨーネ病におけるリスク軽減に期待。

：279 管内の牛ヨーネ病摘発事例とその問題点
茨城県県南家保 水野博明、黒木哲也
茨城県県南家畜保健衛生所管内における平成
年度からのヨーネ病に対する検査及び摘発状4
況の概要と摘発事例について報告し、併せて問
題点について検討。現在、本県では家畜伝染病
予防法に加え茨城県牛ヨーネ病防疫対策実施要
領を防疫対策指針とし、 年毎に定期検査を実4

3施。摘発された場合には最終発生から半年毎
年間の再検査を実施し清浄化を推進。当所管内

11での検査頭数は定期検査が開始された平成
年度から毎年 頭を超え、うち摘発牛は平2,000
成 年 月現在 頭で、そのうち平成 年15 11 16 11
までの摘発牛 頭はすべて県外導入牛、それ以7
降の摘発牛 頭はすべて県内導入牛及び自家産9
牛での発生であることから、県外導入牛により
管内に本菌が持ち込まれたと推察。また発生農
場における再検査期間中には摘発されず、その
後の定期検査で摘発された例や、臨床症状を示
さず 法陰性でも排菌していた例があり、ELISA
現行の 年毎の検査期間の短縮及び 法の検4 PCR
査結果の診断基準への追加等の検査実施体制の
再考の必要性を示唆。

フリーストール２農場のヨーネ病清浄化の280
埼玉県中央家保 斉藤良幸、川治聡子取り組み：

管内 酪農家で、平成 年 月にヨーネ病A 13 9
14 7患畜摘発 周辺農場への立入を実施 平成 年。 。

月に隣接 酪農家でも摘発。両農場はフリースB
トール牛舎。所内プロジェクトチームを立ち上
げ、 か月毎の培養検査・ を中心とした3 ELISA
清浄化対策推進。現在までに 頭 頭の患A24 B11

A 3 6畜を摘発。 では高齢の 頭を含む県外導入
頭に発生。 はすべて自家産だが、 頭の母牛B 7
及び祖母牛が県外導入。 戸とも導入牛からの2
侵入と推定。患畜の 検査陽性率 、ELISA 8.7%
培養検査陽性率 と低く 回の検査での摘発37% 1
は困難、侵入防止しきれず。汚染拡大要因とし
て成牛舎分娩とプール初乳給与が最も疑われ、
飼養管理の改善を指導。さらに、 は農家の理A
解を得てハイリスク牛 頭を自主淘汰。畜舎消19
毒等も実施。また、周辺農場立入指導・研修会

2 1の開催により啓発 結果 戸の摘発頭数はこの。
年間各２頭と減少し清浄化が進展。今後も対策
を継続予定。

281 牛ヨーネ病発生農家に対する検査体制の検
：埼玉県熊谷家保 小谷知子、小川実討
管内では平成４年の初発以来、７戸１４頭の
乳用牛患畜を摘発。現在、５戸について継続検
査を実施中。発生農家を横溝の牛群汚染度目安
を用い排菌状態を評価する「初発牛の病態によ
る牛群汚染度 と子牛の感染機会を評価する 飼」 「
養管理方法による牛群汚染度」から総合的に評
価することを検討。モデルケースとして、継続
検査中の 、 農家について評価を実施。 農A B A

家は、初発牛が臨床症状を示し、糞便の抗酸菌
染色陽性、フリーストール形態で、プール初乳
を利用していたこと等から、初発牛の病態、飼
養管理方法ともに高度汚染農家、 農家は抗体B
検査のみ陽性、繋ぎ飼育で、プール初乳を利用
していないこと等から、初発牛の病態、飼養管
理方法ともに軽度汚染農家と判定。 農家ではA
６頭の継続発生がみられ、 農家での継続発生B
はない。今後、初発牛摘発時にリスク評価を行
い、農家に即した清浄化計画を実施することに
より、効率的な早期清浄化が可能と思われる。

リアルタイム によるヨーネ菌 の282 PCR DNA
：埼玉県中央家保 川治聡子、鉢須検出と定量

桂一
試料中の標的遺伝子を定量できるリアルタイ
ム （ ）を用い、ヨーネ菌 の検出PCR rPCR DNA

IS900・定量を検討 野外材料へ応用 ヨーネ菌、 。
rPCR DNA 0.001pg/ lを検出する は、精製 が μ

まで検出可能、他の抗酸菌と交差せず、高感度
rPCRかつ特異的な系を確立。糞便・環境材料で

Nested PCRを実施、分離培養および従来法の
（ ）と成績を比較。検出感度は と同nPCR nPCR
等。計算された試料中 濃度と分離菌数とDNA
の間に正の相関あり。特に、高濃度の がDNA
検出された場合は分離培養の成績と一致、排菌
量のレベル分けが可能。次に、ヨーネ病発生農
場定期検査に を導入。 農場 頭 検rPCR A 70 128
体、 農場 検体の 陽性率はそれぞれB 194 rPCR
％、 ％。両農場とも高濃度の が検45.3 4.1 DNA

出された個体はなく、採材時に多量排菌牛は存
在しないと推測。菌が分離されたのは 陽rPCR
性検体の約 ％、いずれも 、 個。 は糞10 1 2 rPCR
便中ヨーネ菌に関する定量的情報が得られ、排
菌牛の早期摘発・診断に有用。

千葉県のヨーネ病発生状況と患畜精密検査283
：千葉県中央家保 一円央子成績
本県では家畜伝染病予防法第 条に基づき平5
成 年度から 年毎のヨーネ病定期検査を実施11 4

4 55,992 ELISAしている 年間で 頭のヨーネ病。 、
検査を実施。平成 年度 市町村 戸 頭、11 9 10 11

12 7 8 10 13 8平成 年度 市町村 戸 頭、平成 年度
市町村 戸 頭、平成 年度 市町村 戸10 11 14 10 13
頭、計 市町村 戸 頭の発生。検査対14 23 33 46

33 2象別には、定期検査 頭、発症牛の病性鑑定
頭、既発生農場の飼養牛検査 頭であった。当11
所で患畜 頭の精密検査を実施し、 頭が陽45 33
性。その内訳は、剖検所見 頭( )、組織26 57.8%

27 60.0% 5所見 頭( )、糞便の直接塗抹染色鏡検
頭( )、糞便の 頭( )、糞便の分11.1% PCR5 11.1%
離培養 頭( )、腸管粘膜および腸管膜リ8 17.8%
ンパ節の直接塗抹染色鏡検 頭( )、腸管10 22.2%

PCR12 26.7% 9粘膜の 頭( ) 腸管粘膜の分離培養、
頭( )であった。今後、ヨーネ病侵入防止20.0%
および早期摘発のため、検査体制の強化が必要
と考えられた。
牛ヨーネ病継続発生農場から見たヨーネ病284
：神奈川県湘南家保 荒木尚登、成対策の課題

井淑昭
管内 乳肉複合経営農家で、平成 年 月か1 14 9
ら平成 年 月までにヨーネ病患畜が 頭継15 11 4
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続発生。家保は 「県要領」に従い飼養牛全頭の、
、糞便培養検査を実施。患畜が継続発生ELISA

することからこの検査間隔を短縮し検査体制を
強化。しかし、本農場は、労働力不足などから
衛生意識の向上が見られず、畜主とともに新た
な防疫措置を検討。その結果、農場内での新た
な感染を防ぐため①自家産後継牛を生産せず、
すべて交雑種生産。②哺乳牛管理場所を限定し
徹底消毒。さらに感染牛の早期発見・淘汰のた
め、③ハイリスク牛を自主淘汰。④県外導入牛
は別飼し検査後牛群内に移動。⑤検査体制の強
化などにより農場の清浄化を図る。本事例から
課題として①農家の意識改革の難しさ。②患畜
摘発の難しさ。③自主淘汰の基準。④未検査牛
の市場流通。⑤本県における現行検査体制など
があり、今後ヨーネ病の撲滅推進を図るには未
検査牛の流通等全国レベルの課題を含め、さら
なる検討が必要。

：神285 臨床症状を呈した牛ヨーネ病の一症例
家保 篠崎 隆、荒木悦子奈川県足柄

本症例は、搾乳牛（ホルスタイン種、雌、50
ヶ月齢 。28ヶ月齢で導入、2産目を分娩後約1）

。 、ヶ月半で下痢発症 開業獣医師から連絡を受け
2回検診。臨床症状及び糞便直接鏡検でヨーネ
病患畜と決定、殺処分。臨床症状：顎凹から前
胸部に浮腫、水様～軟泥状下痢、削痩。検査成
績：血清総蛋白質、アルブミンの低下。ヨーネ
病ELISA検査陰性。糞便細菌検査は、直接鏡検
で集塊状抗酸菌陽性、ヨーネ菌分離陰性。殺処
分時細菌検査は、検査法を変更して回盲口粘膜
からヨーネ菌を分離。剖検所見は、盲腸近位の
回腸で腸壁肥厚、粘膜面にワラジ状化、腸管支
配リンパ節は腫脹を確認。組織所見は、回腸肥
厚部とリンパ節に、肉芽腫性炎、抗酸菌確認。
ヨーネ病の臨床症状を呈した稀少例。開業獣医
師・生産者との連携の重要性を再確認。

県外導入牛におけるヨーネ病発生と防疫対286
：山梨県西部家保 伊藤和彦、望月 洋策
平成 年 月に管内の 酪農家で 頭のヨー15 8 1 2
ネ病の発生が確認された。当該農場は搾乳牛約
頭の大規模農場で、素牛は殆ど県外からの導80
入による酪農経営であった。当該牛は、定期検
査時に摘発され、 回のエライザ検査陽性によ2
り患畜と確定され、法令殺処分となった。当該
農場の同居牛全頭の保菌調査を開始するととも
に、ヨーネ病防疫対策会議を開催し、石灰乳塗
布等による畜舎消毒を実施した。その後の防疫
対策としては、県で策定した「牛のヨーネ病検
査実施要領」に基づき、発生から 年間、定期3
的に立入検査等を実施していく。今回摘発され
た患畜の 頭は、 年前の定期検査時において1 4
陰性であり、改めて頻回検査の重要性が明確化
された。今後は、エライザ値が陽性値に近い牛
（グレーゾーン）の検査マニュアルを作成し、
診断の指標や追跡調査に活用したい。また、高
リスクである県外導入牛についての検査体制を
検討する。

：山梨県東部家保 山287 管内のヨーネ病対策
中克哉、條々和実

牛のヨーネ病は平成 年以降摘発が急増。こ9
の事態に対応するため当所では平成 年よりサ10
ーベイランスを実施。また家畜伝染病予防法の
一部改正により、本県でも平成 年より 年に11 4
一度の乳用牛及び繁殖肉用牛全頭を対象とした
定期検査を開始。管内のヨーネ病発生状況は、
平成 年度の定期検査で乳用牛 戸 頭、と畜12 2 3
場での肥育牛 戸 頭、平成 年度のサーベイ1 1 14

。 、ランスにより乳用牛 戸 頭であった 対策は1 1
発生農場における畜舎消毒、発生後 年間にわ3
たる追跡調査を実施。また感染牛はいずれも県
外導入牛等であったため、非発生農場について
も導入後の分娩後検査及びブルセラ病検査の余
剰血清を用いサーベイランスを実施。これまで
の 年間の検査により管内における清浄性が高6
いことを確認した。今回はこれまでの発生状況
と対策及びこれらを通じ、畜舎消毒後の乳房炎
多発などいくつかの問題点が浮上したので報告
する。

288 牛、めん山羊由来ヨーネ菌のＶＮＴＲ(Vari
able Numbers of Tandem Repeats)による分子疫
：長野県松本家保 中島博美、羽生宜弘学的解析

過去に県内でヨーネ病と診断された牛（乳用
牛）27頭（３戸 、めん山羊４頭（２戸）由来31）
株とこのめん山羊と疫学的関連があった県外の
山羊由来１株、計32株を用い､VNTR(Variable Nu
mbers of Tandem Repeats)による分子疫学的解
析を実施。県内分離株は２つのVNTR型に分類。
牛由来27株のVNTR型は全て同一で西森らの分類
するMap-２と一致。県内牛由来株は、３戸に共
通の導入元である県外の地域に分布するMap-２
株に由来するものと推察。めん山羊由来５株のV
NTR型はすべて同一で牛由来株とは異型。２戸に

、共通の県外導入元山羊由来株とVNTR型が一致し
分子疫学的にも関連を確認。VNTRによる分子疫
学的解析は、トリ結核や豚抗酸菌症にも応用で
き、IS900-RFLPに比べ手技が簡易で検査時間も
短く､データの比較が容易｡異型ヨーネ菌侵入の
監視や異畜種への伝播の解析に有効と考察。

289 VNTRヨーネ菌の新しい分子疫学的解析法（
：岐阜県岐阜家保 小林弘明、林型別）の実施

金吾
ヨーネ病の新しい分子疫学的解析法として紹

VNTR Variable Numbers of Tandem介された (
（縦列反復配列の反復数による型Repeats) 型別
一般的な病性鑑定施設での有用別）について、

性を確認するために試験を実施。 テンプレDNA
ート、 の作成は通常 の検出にPCR mix IS900

PERKIN用いる手技に準じ、遺伝子増幅装置は
ELMER 9600 VNTR MATR-0 16を使用。 領域 ～
を増幅する 組のプライマーセットが必要だ17
ＰＣＲと電気泳動のみで実行可能で、容易が、
良好な 増幅を確認。県下で発生な手技で DNA

した 農場 頭のヨーネ病患畜（乳牛）由来菌3 6
のうち、 農場 頭の株のアリルプロファイル1 4

K-10 11320222221210213 2は 株と同一( )で 他の、
農場 頭の株は、 のみ 反復数 で2 MATR-9 TR 1
相違を確認。本法においては、相違が認められ
ないことが必ずしも疫学的に同一を意味しない
が、他法に比べると非常に簡易で、明瞭な結果
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を得ることが可能。

290 嫌気性牛ふんスラリー中のヨーネ菌の生残
：静岡県東部家保 柴田正性に及ぼすpHの影響

志、鈴木巧
牛ふんスラリーにヨーネ菌が混入した場合、
発酵熱による清浄化が期待できず、草地等への
汚染原因となる。そこでスラリーのpH制御によ
るヨーネ菌の生残性を検討 （実験1）サイレー。

、ジを給与していない搾乳牛の新鮮ふん尿を用い
ふんと尿の混合比率を変えたスラリー中のヨー
ネ菌の生残性を検討。試験スラリーにヨーネ菌
を接種し、嫌気状態で20℃のインキュベータ内
に静置、1週間隔で5週まで定法に従い定量的に
。（ ） 、培養 実験2 さらに積極的なpH制御を目的に

ふん、尿等量混合物に1%の消石灰、石灰窒素及
び尿素を添加し、実験1同様、1、3、8日後ヨー
ネ菌の生残性を調べた （結果）スラリーの尿の。
混合比率を高めることでヨーネ菌の生残期間が
短縮。消石灰、石灰窒素添加区では3日後以降ヨ
ーネ菌の生残は認められなかったが、尿素添加
区では8日後も生残。ヨーネ菌生残期間短縮のた
めにはコスト面からも消石灰の添加が有効。

291 ヨーネ病続発農家における現状分析と今後
鳥取県倉吉家保 池田亮一の対策：

牛のヨーネ病は、平成11年度から1歳以上の
乳用牛等を対象とした家畜伝染病予防法5条検
査開始以来、平成15年12月末現在で、鳥取県で
21頭の患畜が摘発・殺処分されている。平成15
年度の倉吉家畜保健衛生所管内では、4頭の患
畜が発生しており、内3頭は同一酪農家からの
発生。同農家は約200頭をフリーストールで飼
育している農家で、平成11年の初発以降6頭の
患畜が摘発されており、清浄化には至っていな
い。疫学調査及び検査結果の分析を行ったとこ
ろ、自家哺育・育成牛への感染の広がりが疑わ
れたので、哺育育成段階を中心に衛生対策の再
検討を行った。

：岡山県家畜病292 ヨーネ病摘発淘汰牛の病態
性鑑定所 平井伸明、澤田勝志
平成８年から１５年８月までにヨーネ病患畜
として病性鑑定が実施された１６４頭の症例に
ついて、細菌検査成績と病理組織検査成績につ
いて比較検討を行った。典型的な肉芽腫性腸炎
病変の認められた症例は、抗体検査（ＥＬＩＳ
Ａ）陽性牛では１０３頭中２８頭（２７％ 、糞）
便からの菌分離陽性の牛では９５頭中３４頭 ３（
６％）であった。特に平成１４～１５年度の症
例では、抗体陽性牛より糞便からの菌分離陽性
で摘発された牛に病変が認められる割合が高い
傾向になっている。ＥＬＩＳＡ抗体検査成績と
糞便及び臓器からの菌分離成績は一致しない症
例が多く、ヨーネ菌感染と抗体応答に時間的ギ
ャップがあることが現れた結果となった。また
慢性的にヨーネ病が続発している農場では散発
例に比較して典型的な病変の見られる症例の割
合が高い傾向がみられた。

：広島県芸北家293 ヨーネ病ELISA検査の注意点
保 植松和史、伊藤晴朗

ヨーネ病ELISA検査で800倍希釈指示陽性血清
（×800PS）のELISA値が0.71と指定範囲を超え
る不具合が発生。検査手順を検討、使用機器の
保守状況等を確認、複数の実施者で指示血清の
み再検査。製造者に連絡し情報提供要請及び点
検依頼。検査は使用説明書を基に作成されたフ
ロー図を常に手元に置き実施しており手順に問
題はなし。ウオッシャーは使用毎に充分洗浄し
乾燥状態で保管。目詰まり等による洗浄不良な
し。実施者を変えても×800PSは正常範囲を越え
た。製造者の保管試薬検査では正常範囲内。製
造者の指導で血清吸収の際の振倒速度をやや落
とし、低温恒温器温度を正確に確認して再点検
したが変化なし。使用ロットは出荷し始めで本
県でも初使用。同様の報告なし。前ロット及び
次の新ロットでは×800PSは正常範囲で原因不
明。ロット交換。交換ロットで試験成立。

大規模酪農家におけるヨーネ病清浄化への294
、一考察：愛媛県今治家畜保健衛生所 稲谷憲一

宮城里美
県ヨーネ病防疫対策要領に基づき、フリーバ
ーン農場において、平成 年の初発以来、清浄13
化対策を実施。 ヶ月毎の全頭検査と併せて、6
摘発に係らず畜舎消毒（塩素消毒、石灰散布）
を実施したが清浄化に至らず。畜舎の構造上、

、消毒法および飼養形態の改善は困難であるため
5検査体制について検討 現在までにエライザで。

頭、糞便培養で 頭摘発。後者は、糞便採材時2
に行ったエライザで陰性であったが、比較的高
いエライザ値（ 、 ）を示すハイリスク牛0.11 0.22
であった。また、 頭目の陽性牛は導入後 年7 4
目に摘発。導入以前の感染であれば、県要領の
みでは見逃されていた可能性もある。しかし同
居牛感染も否定できない。これらより、検査に
はエライザと糞便培養の併用はもちろん、ハイ
リスク牛について頻回検査の実施、さらに、導
入牛検査および清浄確認検査においても、検査
期間の延長と頻回検査の実施が必要。

大規模酪農家におけるヨーネ病の摘発例と295
：高知県東部家保 南明博、山崎也清浄化対策

寸志
管内の飼養頭数約 頭の酪農家でヨーネ病450
抗体検査を実施。当該農家は平成７年の初発以
来、平成 年度まで合計 頭の患畜を摘発。14 15
摘発検査内訳は 抗体検査 頭、糞便かELISA 14
らの菌分離１頭。当所では過去に 検査でELISA
値が 以上を呈したハイリスク牛の追ELISA 0.2

跡検査と糞便検査を並行し実施。追跡検査の間
隔を従来の６ヶ月間から３ヶ月間に短縮、一層
の早期摘発に努めた。農場はフリーストールで
あり除糞は還流式のフラッシングシステムを採
用し消毒が困難であったが、頻回の追跡検査や
牛の導入中止等の対策により平成 年度の２度15

。の追跡検査でハイリスク値以上を示す牛は皆無
ELISA患畜にはハイリスク牛の糞便検査摘発例、

抗体陰転から１年以上の後の再陽転例、ハイリ
スク牛の再検査からの摘発例等。患畜摘発まで
様々な経過を辿る本疾病の清浄化には、衛生対
策とともに個体毎の抗体検査成績を基にした陽
性及びハイリスク牛について頻回の追跡検査が
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有効。

：鹿児島県296 ヨーネ病清浄化へのアプローチ
鹿児島中央家保 阿達美紀
平成 年 月、ヨーネ病一斉検査（法 条）15 7 5
により、 検査で管内酪農場 戸 頭の患ELISA 4 4
畜を摘発 「鹿児島県ヨーネ病防疫対策指針」に。
基づき ヶ月後発生農場で全頭検査を実施、さ3

1 50 90らに 頭を摘発。発生農場は飼養頭数 ～
頭、フリーストール 、フリーバーン 、繋ぎ飼2 1

1 5 7 3 17 21い 農場。患畜は ～ 歳経産牛 頭、 、
。 。ヶ月齢未経産牛各 頭 値は ～1 ELISA 0.49 0.85

臨床症状は全頭認められなかったが、 戸 頭1 2
の未経産牛に剖検所見で腸粘膜の肥厚と組織所

PCR 4見で肉芽腫性腸炎像が認められた 検査は。
頭が陽性。糞便培養では１頭が陽性。農場 戸1
については平成 年に 頭の患畜の摘発があっ7 1
たが、今回摘発された牛と血縁関係は認められ
なかった。発生農場 戸は導入牛が多く飼養頭3
数の ～ 割を占め、 戸については 年来導4 5 1 10

4入はなかった 地域畜産関係機関の協力を元に。 、
農場において、除糞、水洗、消石灰や消毒薬散
布による一斉消毒を集中的に実施、また農場主

、 、に対しては日常観察の徹底 定期的消毒の実施
牛の移動自粛等を指導した。

搾乳牛における 保菌牛297 VirchowSalmonella
：の生産性に及ぼす影響と対策へのアプローチ

北海道空知家保 燃杭舞、立花智
管内酪農家（成牛 頭、育成牛 頭、哺育57 20
牛 頭）で （ ）不顕性感3 Virchow SVSalmonella
染牛を成牛で ％確認。 不顕性感染牛の生18 SV
産性調査及び対策への手がかりとするため乳成
分、血液性状及び飼料充足率について調査、分
析を実施。乳成分、血液性状から蛋白質、エネ
ルギーの摂取不足、飼料充足率から特に泌乳前
期の の低値、泌乳後期の の高値を確認TDN CP
するが、健康牛群との差は認められず概ね正常
範囲内。 感染による生産性の影響はなし。以SV
上より、 不顕性感染牛の多数存在の原因は、SV
粗飼料と濃厚飼料のアンバランス等からくるル
ーメン機能の低下によるルーメン内の 増殖SV
と推察。生菌剤投与、衛生管理に加え、牛群の
状態を把握し飼料給与内容を改善することは不
顕性感染牛対策のための新たなアプローチであ
ると考察。

市場導入牛のサルモネラ自主検査と生産農298
、場における防疫対策：北海道留萌家保 久保翠

大野治
管内 町の乳用雄子牛飼養農場（飼養農場）A

。で市場導入牛を発端とするサルモネラ症が発生
本症侵入防止の目的で 町肉牛生産自衛防疫組A
合を設立、導入牛の自主検査を開始。約７年間
でサルモネラ排菌牛 排菌牛 １５頭を摘発 摘（ ） （
発率０．２％ 。飼養農場と管内の導入素牛生産）
農場（生産農場）６戸で清浄化対策を実施。飼
養農場では、自主検査開始後に本症の発生はな
く、導入牛の衛生検査の有用性を再認識。生産
農場では、同居牛検査、排菌牛の隔離・治療、
消毒等の対策を実施し、期間に長短の差はある
が全て清浄化達成。より安全な畜産物を供給す

。 、る意識が向上 乳用雄子牛の導入時自主検査が
、出荷を行う酪農家のモニタリングの一面を担い

生産現場における本症の浸潤防止に貢献。管内
では、本症に対する意識の向上と、防疫対策の
実施を通じて地域自衛防疫組合と連携が徐々に
図られたことが功を奏し、排菌牛摘発から生産
農場の対策に及ぶ一連の防疫体制が確立。

釧路管内で発生した牛サルモネラ症に関わ299
、る分子疫学的考察：北海道釧路家保 奥村利盛

岡崎ひづる
昭和 年～平成 年に牛サルモネラ症発生57 15

Salmonella農場 戸の発症牛等から分離した118
( ) 株を分子疫学的に解析。菌Typhimurium ST 199

側から成牛のサルモネラ症（成牛サルモネラ）
の増加要因を検討。分離株をパルスフィールド
電気泳動( )の系統樹解析により、Ⅰ～Ⅵ型PFGE
に分類。Ⅰ型は成牛サルモネラが増加し始めた

、 、平成 年に出現 以降の分離株の約 割を占め5 8
今日まで高率に検出。また、Ⅰ型は薬剤感受性
試験及び遺伝子検査で、多剤耐性、フロールフ

definitive phage typeェニコール耐性遺伝子及び
( )特異配列保有、 プロファイル104 DT104 PFGE
から と推定。管内の成牛サルモネラの発DT104
生増加とⅠ型の浸潤時期は一致し、 とSTDT104
成牛サルモネラとの関連を強く示唆。また、平
成 年には一部の地域で新たにⅢ型が出現。以14
降の成牛分離株の約 割を占め、今後同型によ4
る成牛サルモネラの発生増加も危惧。以上、成
牛サルモネラの増加要因の一つとして、菌型の
交代を強く示唆。

Salmone300 宗谷管内３農場で発生した乳用牛の
：北海道宗谷家保 岡本朋lla Virchow感染症

子ほか
平成15年4月初旬、管内Ｔ町の隣接A、B農場
、 、で各１頭 下旬にＮ町C農場で３頭の成牛が発熱

、 、軟便または泥状下痢 食欲不振等の症状を呈し
Salmonella病性鑑定の結果、薬剤感受性の高い

Virchow（SV）が検出。防疫と疫学の観点から３
農場を比較検討するとともに、C農場の発症とう
汰牛５頭について細菌学的および病理学的検査
を実施。初回汚染率が清浄化日数を左右。重度
汚染のC農場では、RSウイルス浸潤を確認。3農
場の分離菌株のパルスフィールドゲル電気泳動
パターンは一致したが、感染源、侵入経路の特
定に至らず。症状は発熱、軟便から泥状下痢と
軽度。菌は、経口感染後、空回腸末端を主体に
粘膜上皮から固有層へ侵入し、腸管や腸間膜リ
ンパ節主体の局所病変を形成。空回腸末端粘膜
上皮と固有層の細胞への抗原分布は、清浄化が
長期間に及ぶ要因と示唆。本症予防には、こう
した病態の十分な認識、早期発見と乳用牛の恒
常性の維持徹底が最も重要。

301 Typhimurium搾乳牛に発生した Salmonella
：青森県上北農林十和田家保 太田智恵感染症

子、牧野仁
平成 年 月、飼養頭数 頭の酪農家で、15 9 68
搾乳牛 頭が食欲廃絶、発熱、下痢等発症。治2
療効果みられず、病性検査により、発症牛と同
居牛の糞便から ( )をSalmonella Typhimurium ST
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分離。平成 年の家畜伝染病予防法改正後、県10
内初発のサルモネラ症で、家畜防疫対策要綱に

。 、基づく対策を講じた 防疫対策は発症牛の隔離
保菌牛の摘発隔離、畜舎消毒、糞尿等の適正処
理、衛生動物の侵入防止、環境検査、移動自粛
等の清浄化対策方針を農家に示し、関係者によ
る防疫会議を開催。継続検査の結果、牛糞便か
ら発生時( ) 週間後( ) 週間後( )7/10 1 16/68 3 3/77、 、
に 分離。ネズミ糞便から 分離( )。薬ST ST 1/5
剤感受性、保有プラスミドは牛由来、ネズミ由
来株間で相異。発生から ヶ月後の菌分離陰性2
後も継続した衛生管理を指導。早期に菌分離が
陰性化した要因は異常牛早期発見、発症頭数・
環境汚染寡少、繋飼い。有効薬剤での治療、プ
ロバイオティクスの全頭給与は新たな発症やま
ん延防止上重要。

Salmonella3 0 2 農場の搾乳牛から分離された
：宮城県仙台家保 網代Newport の疫学的検討

隆、伊藤敦
15 4 6 S 2平成 年 月および 月 市内の酪農家、

戸（ 、 ）において、成牛のみに ℃前後のA B 40
発熱を伴う水様性下痢が多発、乳量は発症後激

Salmonella減。両農場の糞便・環境材料より
（ ）を分離。 ・ は、直線距離でNewport S.N A B

約 に位置するが、獣医師・酪農組合およ25km
、 、び市販給与飼料は異なり 農場間での牛の移動

飼養者同士の交流もないことから分離株の性状
について比較検討。各種性状試験は ・ 糞便A B
由来各 株および 環境由来 株の計 株に8 B 6 22
ついて実施。生化学性状は で全株が同Api20E
。 （ 、 、 、一性状 薬剤感受性 薬剤：9 ABPC CEZ CL
、 、 、 、 、 ）は 株CP SM GM KM OTC ERFX A
が 薬剤（ 、 、 、 、 ）に5 ABPC CEZ CP SM OTC
耐性、 株はすべてに感受性。パルスフィールB

Xba A Bドゲル電気泳動は制限酵素 Ⅰで 由来と
由来の パターンに分類された。以上のことか2
ら ・ の は異なる由来と推察された。本A B S.N
県における家畜からの 分離例は初であり、S.N
感染経路の究明および浸潤状況の把握が課題。

乳用種雄哺育牛で集団発生したサルモネラ303
：三重県紀州家保菌によると思われる下痢症

浅井麻実子、佐藤伸司
年 月からジャージー種雄子牛の哺育・2003 7

育成を開始した農家で 月 日に 頭、 日9 16 2 26
に 頭の子牛が死亡。 日の立入検査時、子牛4 26
の栄養状態は不良、多くが下痢を呈していた。

、 、 、死亡牛 頭の病性鑑定では 細菌検査で肺 肝1
脾および腎よりサルモネラ －を分離、糞便o4;d;
検査でロタウイルス陽性。分離サルモネラ菌の
薬剤感受性は、 、 、 などに高感受ABPC SM OA

KM OTC PCG 10 1性、 、 、 に中等度感受性。 月
日、有効薬剤の投与と逆性石けん・オルソ剤で
の畜舎・長靴の消毒を指導。浸潤調査のため同
居牛 検体の糞便と敷料・飼料 検体からサル19 4
モネラ分離を試みた結果、糞便 検体・牛房内13

。敷料 検体より病性鑑定牛と同一血清型を分離1
株の薬剤感受性はほぼ同傾向。 製剤投与14 PCG
によりその後終息。本例は、栄養不良状態でサ
ルモネラ保菌牛から水平感染し、集団発生につ
ながったと判断。

酪農メガファームにおける防疫－牛サルモ304
：愛知県知多家保 木村ネラ症の発生を契機に－

藤敬、鈴木徹
今回、メガファームで牛サルモネラ症の発生
が見られたので、その概要と防疫上の問題点、
対応策について検討した。 年 月、成牛、2003 7
子牛に発熱、下痢が見られ、糞便 検体中 検10 6

、体から を分離したためSalmonella Typhimurium
直ちに全頭検査を実施した。その結果、成牛
（ 、子牛（ 、環境（ ）からサル21/499 5/23 3/9） ）
モネラ菌を分離し、畜主へ発症牛、保菌牛の隔
離、牛舎の頻回消毒、生菌製剤の増量投与を指
示した。以後、 月下旬に飼槽からサルモネラ8
菌が分離されたが、 月には沈静化した。メガ10
ファームにおいては、その大きさゆえに病原体
侵入、まん延の機会が多いが、防疫対策は不十
分である。今後は、今回の事例での早期沈静化
をもたらした要因、即ち発症牛、保菌牛の早期
隔離及び牛舎の頻回消毒を基本とする衛生対策
の重要性とともに、被害を最小限にとどめるた
めの導入牛長期隔離策などについても啓発して
いきたい。

：岡305 肥育豚に発生したサルモネラ症対策
山県津山家保 田中健嗣、佐々木真也
一貫経営養豚場で２～４ヶ月齢の子豚に発育
不良、沈鬱、下痢が多発した。発育不良豚４頭
について病性鑑定したところ、化膿性腸炎が見
られ腸管内容から ( )Salmonella.Typhimurium S.T
を分離し、豚サルモネラ症と診断した。子豚舎
・肥育舎の環境からは が分離されたが、分S.T

。娩舎・繁殖舎・離乳舎からは分離されなかった
診断確定後、当家保・農家及び関係機関で対策
会議を開き対応を検討した。対策として発育不
良豚の淘汰による保菌豚の排除及び飼養密度の
軽減。薬剤感受性試験結果から、オキシテトラ
サイクリン( )の飼料添加による治療。子豚OTC
舎・肥育舎の既存する豚を一方に集め消毒を徹
底し、新たに豚舎に入る豚との隔離を実施。出
入りする人や車両の消毒、糞尿処理の変更等を
徹底。関係者一丸となって対策を実施した。そ
の後、定期的に立入検査を行っているが、現在
まで は検出されていない。S.T

Salmonella306 管 内 酪 農 家 に 発 生 し た
長崎県県南Typhimurium 感染症浸潤状況調査：

家保 中島大、山本和利
14 1 15 9 7平成 年 月から 年 月にかけて管内

Typhimurium戸の酪農家で搾乳牛の Salmonella
( ）感染症発生。 戸は清浄化したが侵入経路ST 6
が特定できず。今後のサルモネラ対策のため野
生動物等の 保菌状況と浸潤状況調査を管内ST
全市町を対象に発生農家 戸を含む 戸(管内7 65
戸数の )で実施。材料は牛舎内野鳥糞 、32% 93

16 157 256 132鼠 、衛生害虫 、牛糞 、環境材料
検体。発生農家のうち未清浄化の 戸で野鳥糞1
、鼠 、牛糞 、環境材料 検体から、未発生1 1 10 8
農家では 戸の野鳥糞 検体から 分離。遺4 4 ST
伝子解析により、未清浄化農家の発症牛、鼠、
環境由来株が同一、清浄化農家 戸の発症牛株6
が同一、野鳥糞由来の 株は全て同一で、管内5
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酪農家には パターンの株が存在。分離菌は供3
試薬剤全てに感受性を示し、耐性化は認められ
ず。発症の有無に関わらず牛舎内への伝搬・拡
大に野鳥、鼠の関与を示唆。 感染症発生防止ST
には、これらの畜舎内侵入防止対策が必要。

307 Java による乳用牛の下痢集Salmonella
熊本県城南家保 森 正史、廣嶋精哉団発生：

搾乳牛26頭を有する酪農場で、発熱を伴う下
。 、 、 、痢が集団発生 発症牛は下痢 食欲不振 発熱

搾乳量が減少、重症例は血便を呈し、発生3日
目には26頭中16頭が発症。病性鑑定の結果、下
痢便より Javaを分離。発生から定Salmonella
期的に農場内の汚染状況をモニタリング。発生
当初、原因菌は発症牛だけではなく無発症牛や
畜舎環境も広く汚染。治療は発症牛および保菌
牛へのニューキノロン剤投与と牛群全体へ生菌
剤の投与。対策は踏み込み消毒槽の設置、通路
への石灰散布、給餌前の飼槽の次亜塩素酸によ
る消毒、発生2週目に畜舎内の一斉清掃・消毒
を実施。その結果、発生9日目以降症状を示す
個体はなくなり、発生4ヶ月後には牛群や畜舎
環境から原因菌が分離されなくなり終息。早期
の適切な抗生物質投与と牛群全体への生菌剤投
与、畜主の衛生意識向上による踏み込み消毒槽
の設置と飼槽消毒の継続実施、農場内一斉清掃
で汚染レベルを下げたことが早期清浄化につな
がった。

子牛サルモネラ症に対するプロバイオティ308
：大分県宇クスを主体とした衛生対策の有用性

佐家保 森学
成牛 頭と子牛 頭を飼養する肉用牛繁殖58 23

10 Dublin農家において、子牛 頭から Salmonella
( )が分離され、 の感染率。 頭についSD 43.5% 1

、 。て鑑定殺を実施した結果 サルモネラ症と診断
対策として子牛全頭にスルファモノメトキシン
・オリメトプリム合剤（ 合剤）を 日間経S-T 5
口投与。その結果、 排菌は認められていなSD
い。 に対する病原体対策だけでなく総合的SD
な衛生対策として、プロバイオティクス投与、
そして線虫及びコクシジウムの予防的駆虫プロ
グラムを実施。その後、 回の糞便検査におい5
て 排菌は認められていない。また線虫及びSD
コクシジウム寄生率の減少、糞便性状の改善、
下痢等の疾病発生減少、治療期間短縮を確認。
プロバイオティクス投与及び駆虫プログラム実
施により、個体としてでなく牛群としての抗病
性等の向上もはかれ、良好な成果を得ることが
できたと思われる。

：宮崎309 サルモネラ感染牛群の抗体保有状況
県宮崎家保 岩下修
平成 年 月 ( )、15 1 Salmonella Typhimurium ST

( ) 価のエライザ抗体検査Salmonella Dublin SD 2
で、 頭中 頭陽性を示した農家について、10 10
同 ～ 月期間月１回検査を行ったところ、菌5 10

5は分離されなかった しかしエライザ平均値は。
、 、月に を示した後漸減し 月に になり0.33 8 0.19

その後再上昇し 月には になり期間内で10 0.29
の流行が示唆された。また子牛での移行抗体の

消長や陰性牛の陽転も確認された。さらに生年
別エライザ平均値では平成 、 年生で と8 13 0.36
特に高く、過去農場内で大流行の年があったこ
とが示唆された。また 、 別に死菌凝集反ST SD
応を実施した結果、期間内に 凝集価が陽性SD
コントロールの約 倍の ～ 倍に推移し、3 45 90
汚染原因菌は である可能性が示唆された。SD
本牛群は濃厚汚染群であると考えられ清浄化に
は困難が伴うと予想されるが、流産胎児等の細
菌検査を継続し汚染原因サルモネラの特定を進
めるとともに、陰性個体の確保と日常の衛生管
理について指導していきたい。

310 搾乳牛におけるサルモネラ症の発生と防疫
：山梨県西部家保 土橋宏司、望月 洋対策
搾乳牛22頭を飼養する管内酪農家で、平成15
年10月初旬より成牛1頭が発熱･乳量低下･水溶性
下痢を呈し、その後、同様の症状が牛群内に観
察された。病性鑑定を実施した結果、発症牛お

Salmonellaよび同居牛糞便、飼養環境材料より
Typhimuriumが分離され、サルモネラ症と診断し
た。本症は数日の間に牛群内に伝染し、最終的
には成牛において12頭の発症、2頭の死亡が確認
された。発症による乳量の低下、抗生剤使用に
よる出荷制限等により、10月の乳生産量は、9月
に比べ約30%減少した。対策として、発症･排菌
牛への有効抗生物質および生菌製剤の投与、排
菌牛の隔離、畜舎ならびに飼養環境の消毒、畜
舎出入り口への消毒槽設置、作業手順の確認お
よび変更等を指導した。現在、牛群における症
状は改善されつつあり、他の牛舎への侵入は防
止されているが、感染回復牛は、保菌牛となる
可能性が高いことから、今後も個体および飼養
環境等の検査を継続し、清浄化に努めたい。

Salmonella311 化膿性髄膜脳炎を認めた子牛の
：沖縄県家畜衛生試験場Typhimurium 感染症

津波修、新田芳樹
( )より病原性の弱いSalmonella Dublin SD
( )での神経症状を主徴Salmonella Typhimurium ST

とする子牛のサルモネラ感染症が県内酪農家で
1 12発生 患畜：交雑種子牛 頭 虚弱気味で生後。 、

。 。日目で発症 剖検所見：脊髄に線維素様物付着
臍帯の炎症様反応以外著変なし。細菌検査：血
液、脳、脊髄、肝臓より を分離。病理組織ST
所見：大脳、小脳、脊髄の髄膜で好中球及び単
核系細胞を主とする炎症性細胞浸潤、部位によ
り水腫及び細胞頽廃物貯留散見。側脳室の炎症
性細胞浸潤、周囲実質で軟化巣。脊髄で脊髄中
心管内及び血管周囲の単核系細胞軽度浸潤、軸
索膨化、神経網粗鬆化。免疫組織化学的染色(抗

群血清)で大脳髄膜及び軟化巣の単SalmonellaO4
核系細胞内に陽性抗原検出。その他小腸腸間膜
で線維素析出及び単核系細胞浸潤認める。本症
例では、血清中IgG量値低く免疫機能の異常が示
唆。腸管及び肝臓に病変を形成ないため非経口
的経路も考えられるが詳細は不明。今後、分離
菌の性状等の検討必要。

312 乳用牛に発生した感染性下痢症の防疫対策
：宮城県仙台家保 山田治 髙橋健とその問題点

平成１５年に管内の牛飼養農家６戸で、感染
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。 、性下痢症が発生 うち２戸はサルモネラ感染症
１戸は大腸菌症、３戸はコクシジウム症であっ
た。牛の下痢症防除マニュアルに基づく対策の
結果、大腸菌症及びコクシジウム症発生農家で
は終息。サルモネラ感染症発生農家２戸の浸潤
調査の結果、それぞれの菌検出率は牛群で４４
、 、 、 、％ ６６％ 畜舎環境で１９％ ４３％であり
高度に蔓延。個々に、畜主、組合及び管理獣医
師を含む対策会議を開催。長期対策を計画。畜
舎洗浄・消毒及び牛群への抗菌剤・生菌剤投与
を実施。対策に応じた６回及び３回の清浄化確
認検査の結果、現在、牛群の菌検出率は１％、
３７％に低下。個々の防疫対策を比較検証した
結果、効果的な清浄化には、飼養環境からの除
菌が不可欠であることが判明。ＨＡＣＣＰの手
法を用いた適正飼養環境の恒常的な維持・監視
が、疾病の進入、発生及び蔓延を防ぐために重
要。

313 バルク乳由来黄色ブドウ球菌の毒素遺伝子
：青森県上北農林十和田家保 木村および性状

祐介、岡本清虎
平成15年9～11月に管内121農家のバルク乳を
検査。73農家から分離した黄色ブドウ球菌73株

、 、 、を供試し 毒素遺伝子の検索 コアグラーゼ型
薬剤感受性試験を実施。毒素遺伝子の検索はPC
Rで実施。遺伝子保有株は37株(51%)、遺伝子別
ではSEC:25株、SED:5株、SEG:26株、SEH:3株、
SEI:26株、SEJ:7株でSEA、SEB、SEE保有株は確
認されなかった。TSST-1は21株確認された。組
合せではSEC、SEG、SEIおよびTSST-1遺伝子共
有株が最も多く21株確認。コアグラーゼ型は市
販の免疫血清を用い 71株が型別され68株(96%)、
がⅥ型に分類、他にⅡ、Ⅲ、Ⅴ型を確認。薬剤

、 、 、 、 、感受性試験は6薬剤(PCG MDIPC CEZ OTC EM
に耐性と思SM)を一濃度ディスク法で実施。PCG

われる株も確認。

群馬県314 牛乳房炎乳汁検査状況とその成績：
中部家保 佐藤美行

1 3 110 568平成 ２年４月から 年間で、 農場、
頭、乳汁 検体（乳房炎発症時268検体、慢655
性乳房炎 検体 体細胞数増加等の非臨床型204 ,
173 502検体 について細菌分離を実施 結果） 。 、

614 74 96 2検体から 株 菌種 また 検体からは、 、
210種類以上の菌を分離。ﾚﾝｻ球菌群が最も多く

株、黄色ﾌﾞﾄﾞｳ球菌： 株、 ： 株、大85 CNS 102
腸菌： 株、ｸﾚﾌﾞｼﾞｴﾗ 株。乳房炎発症時で52 48
は 大腸菌： 株 ｸﾚﾌﾞｼﾞｴﾗ： 株 黄色ﾌﾞﾄﾞ、 、 、37 36

31 88ｳ球菌： 株。慢性乳房炎ではﾚﾝｻ球菌群：
株、 ： 株。緑膿菌： 株。非臨床型でCNS 44 19
は、黄色ﾌﾞﾄﾞｳ球菌： 株（ ）と分離率が37 26%
高く、 ： 株であった。一濃度ﾃﾞｨｽｸ法にCNS 30
よる薬剤感受性試験では、ｸﾞﾗﾑ陽性菌の ％30.6
がｽﾄﾚﾌﾟﾄﾏｲｼﾝに耐性、ｸﾞﾗﾑ陰性菌の ％がｵ24.7
ｷｼﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝに耐性を持ち、３剤以上耐性を示し
た株が 株（ 、そのうちﾍﾟﾆｼﾘﾝ系および46 7.5%）
ｾﾌｪﾑ系両方に耐性を示した大腸菌およびｸﾚﾌﾞｼﾞ
ｴﾗが２株ずつ認められた。

315 牛乳房炎乳汁およびバルク乳由来黄色ブド

：群馬県中部家保ウ球菌毒素遺伝子保有状況
岡村奈央子
平成 年 月から 年 月の間、当所に乳12 5 15 9
房炎検査の依頼があった乳汁および、出荷乳の
乳質検査で体細胞数が高値を示した 農場の138
バルク乳から、牛乳房炎の起因菌の一つである
黄色ブドウ球菌（ ）を分離し、その毒素産生SA
能について検討した。分離された の産生毒SA
素のうち、毒素性ショック症候群毒素
（ 、ブドウ球菌エンテロトキシンＡおTSST-1）

SE-A SE-C Multiplex-PCRよびＣ について（ 、 ） 、
法にて毒素遺伝子検索を実施。乳房炎乳汁由来
は、 株（ 農場）中 株が おSA 73 33 18 TSST-1

SE-C 3 SE-C 2 SE-Aよび の両方、 株が 、 株が
SA 178の遺伝子を保有 また バルク乳由来 は。 、 、

株（ 農場）中 株が 、 および43 2 TSST-1 SE-C
、 。 、SE-A 16 SE-Aを 株が の遺伝子を保有 今後
による乳房炎の診断には、難治性乳房炎とSA
関わりが深いとされている およびTSST-1
両毒素の保有状況を検査し、両毒素産生SE-C
による乳房炎の解析が必要。SA

バルク乳から分離した緑膿菌の抗グラム陽316
群馬県家畜衛生研究所 松浦俊幸性菌作用：

戸のバルク乳から分離した緑膿菌 株を140 57
用いて、乳房炎起因菌に対する発育抑制作用を
菌種別 色素産生能別安定性血液の影響および, , ,
乳房炎治療薬の効果を検討し、併せて薬剤耐性

Staphylococcus緑膿菌の存在を調査。試験菌には
( ) ( )aureus Enterococcus gallinarumS.A , E.g

Staphylococcus epidermidis Streptococcus, S.epi ,( )
( )を用い、抗菌活性は寒天平dysgalactiae Stre.dys

板反転法で および 時間後に判定し、薬剤24 48
S.A , S.epi,感受性は一濃度ディスク法で実施。

、Stre.dysに対する抑制作用は多くの株でみられ
時間後でも減弱しなかったが、血液存在下で48
は減弱し、色素非産生株はフェナジン色素産生
株に比べ作用が劣った。既存の治療薬では単独
で効果が期待できる薬剤は少なく、薬剤耐性緑
膿菌は検出されず。発育抑制作用は非色素性物
質の関与が示唆され、その活性は環境が不利な
ほど高かった。また、緑膿菌とグラム陽性菌の
混合感染時は薬剤の選択を慎重に行う必要があ
る。

317 バルク乳から分離されたコアグラーゼ陽性
：東京ブドウ球菌の薬剤感受性と性状検査結果

都家保 齋藤秀一
管内酪農家のバルク乳中の菌の同定を試み
た。同定されたコアグラーゼ陽性ブドウ球菌の
薬剤感受性検査と性状検査を行った。調査対象
農家87戸のうち31戸(36%)から40株のコアグラ

。 、ーゼ陽性ブドウ球菌が分離された 調査期間は
平成15年4月から10月までの7回に分けて行っ
た。検査方法は、当所に冷却搬入された生乳を
遠心分離により集菌を行い寒天平板で培養。鏡
検し形状がブドウ球菌様のコアグラーゼテスト
陽性の株を供試した。薬剤感受性検査は、8薬
剤について行いABPCは2株、VCMは8株、NAは27
株の耐性であった。性状検査で卵黄反応陰性は
10株、血液寒天培地で明確なβ溶血性を示さな
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かったものは5株あり、またマンニット非分解
性は3株あった。TSST-1産生能は5株が該当し、
コアグラーゼ型別検査ではⅥ型で陽性を示した
株は29株であった。

全分房の細菌検査に基づく乳房炎防除対策318
：新潟県中央家保 佐藤義政、須貝寛子指導
平成 年 月～ 月の期間に 酪農家にお15 4 12 19
いての全頭の乳汁検査を実施。 法並びに細CMT
菌検査を 頭 分房全てに実施。 法405 1,559 CMT
陽性が 分房。 ( )あ585 SAStaphylococcus aureus
るいは が分離された農Streptococcus agalactiae

（ ）。場がそれぞれ 戸および 戸 内 戸は重複11 6 2
乳房炎と考えられた 法陽性分房で、そのCMT
原因菌と推定された菌種は、伝染性を持つもの
が 分房、 分房、その他環SA 91 38S.agalactiae
境性のものが 分房。 法が陰性ないし疑82 CMT
陽性で が分離された分房が 分房。個体数SA 50
は 頭で、このうち同一個体の 陽性分房37 CMT
からも が分離されているのが 頭。 頭はSA 17 20
他に が分離された分房がなかった。コンタSA
ミネーションの可能性を考慮し、これら 頭の20
内 頭を後日再検査し 頭から を分離。13 10 SA
法の結果に関係なく伝染性を持つ乳房炎のCMT

原因菌が分離される農場が多く、乳汁検査では
全頭・全分房の細菌検査が必要。

319 続発した （ ）Klebsiella pneumoniae K.ｐ
：福井県家保 谷村英乳房炎の予防対策の検討

俊、笠原香澄
乳房炎が認められた農場で、その感染源K.p

K.pを特定するため 乳房炎乳汁および敷料由来、
、 、 、各々４株を用い 生化学性状 薬剤感受性試験

プラスミドプロファイルを実施。感染源はオガ
屑敷料であると推察。予防方法を構築するため
試験を実施。 、オガ屑 種類（スギ、マツ、1 3
外国産材）とモミガラの 数の比較。 、オK.ｐ 2
ガ屑の水分含量と保存温度の違いによる 数K.p
の変化。 、オガ屑とモミガラの混合割合の違3

K.p K.pいによる 数の変化。 、消石灰添加が4
数に与える影響。結果は 、モミガラからは分1
離されず、オガ屑から ～ 分離。外10 10cfu/g4 8

10 10 cfu/g国産材では、他のおが屑に比べ、 ～
2 4

。 、 、 、多く存在 水分含量 保存温度 ℃で2 40% 35
。 、 、菌数が最も増加 モミガラ ％以上混合で3 60
。 、 、菌の増殖抑制 消石灰 混合で増殖が停止4 1%

混合で検出されず。3%
320 ( S A )による乳房炎Staphylococcus aureus

：長野県飯田家保 唐発生農家の搾乳衛生対策
澤哲哉
管内A農場（経産牛35頭）においてバルク乳

、体細胞数が50万/mlを超え乳質が悪化したため
平成15年6月にバルク乳細菌検査を実施し、SA
が分離された。獣医師、出荷先担当者、家保の
3者で搾乳立会し、搾乳手順のチェック、全搾

、 。乳牛のCMT変法検査 乳汁細菌検査等を行った
その結果、プレとポストディッピングに同一容
器を使用、CMT陽性が左側乳房に偏在、7頭のSA

。 、感染等の問題点が確認された 作業改善として
、 、ディッピング容器の区別 ライナーのチェック

マシンストリッピングの禁止を指導した。また
SA対策としては、①感染牛は最後に搾乳、②プ

レディッピングにはスプレーを使用、③泌乳期
治療で治癒しなければ盲乳処置、④乾乳期治療
の徹底、⑤乾乳期明けにSAの有無の確認、の5
項目を重点とした。その後、体細胞数は20万台
に低下し、12月に搾乳立会検査ではSA感染牛が
2頭に減少した。

搾乳衛生を中心とした乳質改善の取り組み321
：滋賀県家保 田中裕泰、小林僚子
成牛約 頭飼養の対頭式繋ぎ牛舎の酪農家40
で、搾乳手順の見直しなどを中心とする乳質改
善に、平成 年 月から取り組んだ。この農家15 6

SCC 50では以前からバルク乳の体細胞数（ ）が
/ml 6 SCC万 以上と多く、 月時点でのバルク乳の
は平均 万 。黄色ブドウ球菌（ ）感染82.7 /ml SA

15 3 25.7 9/35牛率も、平成 年 月の時点で ％（
頭）と高率で、平成 年 月には新たに 頭が15 6 2
陽性となり、牛舎内での伝染が疑われたことか
ら、早急な 対策の必要性が示唆。乳質改善SA
は、搾乳立会により、正しい搾乳作業の励行や
手順の遵守について行うとともに、機器の問題
点についての指導を行った。さらに、 感染牛SA
を牛舎の奥に配置し、陰性牛の後に搾乳するこ

16とで、新たな感染を防いだ。その結果、平成
年 月には は平均 万 に減少。今後1 SCC 33.0 /ml
はこれをモデルとして、他の酪農家にも波及さ
せていく必要。

：滋賀県家322 クレブシエラ乳房炎の防疫対策
保 小林僚子、市川雅子
近年、 ( )による乳Klebsiella pneumoniae K.p
房炎が増加しており、オガコの使用が大きな要
因とされている。そこで今回、オガコを使用し
ている 農家(A、B、C)で乳房炎検査と環境調3
査を実施。飼養形態はA フリーストール、B フ
リーバーン、C 繋ぎ。乳房炎罹患率はA 26%、B
、 。 、 、28% C 14% 乳房炎罹患率はA 4.2% B 0%K.p
。 、 、 。C 0% 環境中 検出率はK.p A 30% B 94% C32%
農家の乳房炎乳中 は一部の環境中 とA K.p K.p
薬剤感受性試験で同一パターンを示した。そこ
で、 農家の牛床にて石灰を含む 種の消毒法A 7
を行ったが、いずれも持続的効果を認めず。ま
た、オガコ、ワラ、モミガラ、堆肥およびオガ

K.コ混合堆肥（堆肥：オガコ＝4：1）における
の動態を調べたところ、ワラ、モミガラ、オp

K.ガコの順で旺盛に増殖。オガコ混合堆肥では
が増殖。堆肥のみでは 増殖は抑制。以上かp K.p
ら、 汚染防止には、 が敷料で増殖するこK.p K.p
とや牛床消毒では困難なため、堆肥を牛床に用
いることが有効と推察。

：島根県江津家保323 乳房炎起因菌検査成績
坂本洋一、川上祐治
平成13年4月から平成15年12月までに乳汁120
5例の細菌検査を実施。うち、菌分離陽性は972
例(80.7％)。分離菌（複数分離を含む）の内訳
は Coaglase Nega-tive Staphylococci392株(3、
4.4％)、環境性レンサ球菌314株(27.5％)、大

Staphyl-ococcus aureu腸菌群247株(21.7％)、
s Arcanobacterium pyogene(SA)105株(9.2％)、
22株(1.9％)、緑膿菌19株(1.6％)、酵母様真s
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菌14株(1.2％)、 spp.12株(1.Corynebacterium
1％)、その他15株(1.3％)。環境性乳房炎が全
体の90.8％。
SAの分離割合は減少傾向。農家のSA防除に対す
る意識レベルが向上してきているためだと推察
した。菌種別薬剤感受性検査ではセフェム系薬
剤に対する感受性が高く、アミノグルコシド系
については低かった。搾乳衛生管理の重要性を
再認識。今回の検査成績を活用し、現場の臨床
獣医師と連携を図り、農家にとってより効果的
できめ細かい乳房炎対策を行なっていく。

324 乳汁由来 の性状及びStaphylococcus aureus
愛媛県西条家畜保健衛生所 矢野恵疫学解析：

子、藤田成紀
平成12年から平成15年にかけて、管内酪農家6

Staphylococ戸の乳房炎由来乳汁より分離された
（ ）23株について性状検査cus aureus S.aureus

を実施。薬剤感受性試験成績から大部分の薬剤
に感受性が確認され、エンテロトキシンについ
ては3株がC型を保有していたが、メチシリン耐
性遺伝子（mecA）は全株陰性であった。制限酵
素 Ⅰを用いたパルスフィールドゲル電気泳動Sma
を実施したところ、8パターンの遺伝子型に分類
された。由来乳汁の地理的・時間的背景から、
① は強い伝染性を発揮すると同時に、S.aureus
②同一株の持続感染は長期間成立するが、③異
なる遺伝子型の感染も少数ながら存在すること
が示唆された。また直接交流のない、異なる農
場間で同じ遺伝子型を認めた事例では、廃業農
家から購入した牛に由来すると思われ、今後廃
業農家の牛の移動に際しては、衛生的観点から
注視する必要性を感じた。

管内の一酪農家における乳房炎の発生と対325
：高知県中央家保嶺北支所 酒井賀彦、竹内策
紀恵
管内の１酪農家において１１月初旬より乳房
炎が多発。細菌検査にて乳房炎罹患牛数頭から

（ Ａ）を有意に分離しStaphylococcus aureus S
たため、 Ａ汚染状況把握のため搾乳牛全頭のS
乳汁のＰＬテストおよび細菌検査を牛群検定に
併せて実施。その結果、搾乳牛１３４頭中１６
頭より Ａを分離。うち、複数分房感染牛は順S
次淘汰の方向で検討。それ以外の排菌牛につい
ては当面は搾乳の順序を変更し、乾乳前に抗生
物質による治療を行うこととした。今後も追跡
検査を実施する予定。
また、農家自身の搾乳作業を見直すため勉強
会を実施。従業員等の搾乳作業を実際に見て、
全員で問題点を確認し、搾乳作業の改善に努め
た。農家の搾乳に対する意識改革を進め、 ＡS
乳房炎の清浄化を目指す。

による乳房炎の326 Staphylococcus aureus SA( )
：沖縄県中央家保 具志 尚子ほか疫学解析

今回、乳汁及び環境から分離された乳房炎原
因菌である 株について、逆受身ラテックSA67
ス凝集反応で、エンテロトキシン( )、ショSET
ックトキシン( )の検出、また制限酵素TSST-1
Ⅰを用い による遺伝型別検査を行っSma PFGE
。 、 、た 分離 の が 産生株 が 型SA 81% SET 29% C

50% D 2 C 6が 型。その内、県内産は 割が 型、
割が 型、導入牛はすべて 型。約 割がD C 2
を産生し、これらは全て 型 産生TSST-1 C SET
。 、株であった では パターンに分類されPFGE 5
、 。 、 、 、72% 40%がⅠ型 がⅡ型 県内産はⅠ Ⅱ Ⅲ

Ⅳ型を示し、導入牛はⅠ、Ⅱ、Ⅴ型。県内産の
内Ⅰ型が約 割Ⅱ型が約 割、導入牛において7 2
はⅠ型が約 割Ⅱ型が約 割。遺伝子型のクラ2 6
スター解析では大きく２つに分けられ、導入牛
および県内産由来株はそれぞれ異なるクラスタ
ーに高率に含まれた。表現型および遺伝子型か
らも県内産と導入牛とでは異なることが明らか
になった。

：高知県327 Prototheca による乳房炎の一症例
西部家保 山岡昭彦
管内の一酪農家において、抗生物質による治
療に反応しない難治性乳房炎が発生。診療獣医
師より病性鑑定の依頼があった。乳汁検査の結
果、藻類様菌を分離。分離菌は血液寒天培地、
サブロー寒天培地の発育コロニー形態、グラム

Prototheca zopfii P.zopfii染色性により と判明。
はクロレラに近縁の葉緑素を欠く藻類であり、
当農家では牛の飲用に地下水を使用しているこ
とから感染源として水が疑われた。感染源を特
定するため地下水からの分離を試みたが、分離
はできなかった。また、畜舎内外環境からの分
離を試みた結果、発症牛床から乳房炎の原因と
なる酵母のみを分離したが、感染源は特定でき
なかった。薬剤感受性試験では 、 で若KM SM
干の感受性を示した。以上のことから、疫学的
感染源は特定できなかったが地下水を疑い、飲
用水を上水へ切り替え、伝播防止のため発症牛
の淘汰、牛床消毒、乾乳期の有効薬剤の投与を
指導。その後、新たに発生はしていない。

328 新しい敷床材を活用した大腸菌性乳房炎対
：鳥取家保 田渕一郎、滝河哲郎策
管内の一酪農場において、平成15年1月頃よ
り大腸菌を原因菌とした乳房炎が多発。同年4
月畜主より相談があり、その原因究明のため牛
舎環境・牛床資材・搾乳器具等を調査。牛舎環
境並びに牛床資材として利用しているオガクズ
に問題があると判明。そこで、ケイ酸カルシウ

（ ） 。ムを主成分とした敷床材 E材 の使用を検討
その効果をみるため、E材区・消石灰区・対照
区とに分けて搾乳牛の乳頭に付着する大腸菌数
の推移を6ヶ月間にわたって検査。付着菌数の
軽減及び乳房炎の発生防止に若干の効果が得ら
れたのでその概要を報告。

：徳島329 バルク乳生菌数検査による乳質改善
県鴨島家保 安宅宏美、棚野光晴
乳質改善対策としてバルククーラー中生乳の
生菌数検査を実施。細菌数をランク別に表し、
最も重要な改善点を具体的に指導。ポイント的
に乳質改善並びに乳房炎対策を実施。平成 年15
～ 月に 戸の農家において一般細菌、大10 12 18
腸菌群、ブドウ球菌群、耐熱性菌を検査。調査
農家中 戸に搾乳立会実施 指導前ランク 最7 D。 （

） 、 、も菌数が多い は一般生菌 戸 大腸菌群 戸5 4
耐熱性菌 戸、ブドウ球菌群 戸。指導後には5 5
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、 、 、一般生菌数 戸 大腸菌群 戸 耐熱性菌 戸1 1 1
ブドウ球菌群 戸と改善。明快なランク別表記3
により農家の乳質改善意欲向上、搾乳業務の見
直しに効果あり。搾乳衛生指導後、一般生菌、
耐熱性菌、大腸菌群は有意に低下。ブドウ球菌
群低下が緩慢な理由として、乳房炎感染牛の存
在があり、計画的淘汰が必要。本法は問題点の
提議並びに搾乳技術の啓蒙と効果的な乳質改善
指導支援に有効と考えられる。

：330 バルクカルチャーに基づく搾乳衛生指導
高知県中央家保 利岡知
バルクカルチャーは最も簡単で継続可能な搾
乳環境のモニターである事から、管内酪農家１
８戸について実施。５～１２月にかけて各農家
３～６回のサンプリングを行い、細菌数、細菌
の種類、体細胞数、 テスト、アルコールテスPL
トを実施。細菌数が１万以下で推移している農
家が１８戸中３戸、１～２万が４戸、２～５万
が５戸、５～１０万が２戸、１０万以上が４戸
だった。マンニット食塩培地と 寒天培地DHL
に発育する細菌がほぼ同数で推移している農家
が５戸、マンニット食塩培地に発育する細菌が
優位で推移している農家が８戸、 寒天培地DHL
に発育する細菌が優位で推移している農家が５
戸だった。細菌数が多く、かつ 優位で推DHL
移している農家については、搾乳衛生の不備な
どの環境性の汚染要因が大きいと考え、搾乳方
法の聞き取り、搾乳機材等のふき取り検査、搾
乳立会を実施し、改善指導を行った。結果、細
菌数の減少が認められた。

331 牛呼吸器複合感染症(ＢＲＤＣ)に対する
：兵庫県姫路家保 三農家指導と県内浸潤状況

木隆広、中家一郎
管内繁殖農家で肺炎から死亡する牛が散発My
coplasma bovis(以下M.b)の感染に起因するBR
DCと診断。鑑定牛10頭は化膿性肺炎を呈し、4
頭からPasteurella multocidaが、1頭からM.b
を分離。同居牛17頭中3頭からMycoplasma bovi
rhinisを分離。ウイルス抗体検査は異常を認め
ず、M.b抗体が上昇、BRDCへの対策を実施し清
浄化が図られた。3年間のM.b抗体を10市20町26
1頭で調査。H15年4市6町で陽性牛を認め、地域
別では淡路10.0%、但馬丹波11.1%と少なく、阪
神播州で39.1%と高い陽性率を示した。年別で
阪神播州はH13年16.7%、H14年26.9%、H15年39.
1%と年々増加し汚染傾向が見られた。用途別で
肉牛34.6%、乳牛11.4%と肉牛で高い傾向を示し
た。飼育形態の違いでは、早期母子分離飼育で
はM.b抗体の上昇が認められず、BRDC対策上で

。 、 、有効な飼育方法と考えられた 今後 飼育形態
用途別にBRDCを考慮した衛生指導を図る必要が
ある。

除 角 が 原 因 と 思 わ れ る 乳 牛 の332
（ ）による化膿性Arcanobacterium pyogenes AP

北九州家保 小森敏宏、白川前頭洞炎：福岡県
ひとみ
カ月齢で除角を実施した乳牛が、その後発11

作的な神経症状を繰り返し、 カ月齢で昏睡状21
態となる。解剖の結果、右側頭頂部膨隆、右側

前頭洞の腫大と膿及び膠様物充満、前頭洞の圧
迫による右側大脳の変形、等を確認。細菌検査
は膿からのみβ溶血で針頭状微細コロニーを純
培養的に多数分離し、生化学的性状検査により
と同定。病理組織検査で変形した大脳皮質のAP

。 、 、一部に軽度な粗鬆化を確認 アカバネ アイノ
牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイルス抗体を検出
したが、疫学的・病理学的に関与を否定。牛海
綿状脳症はエライザ検査により否定。大脳のチ
アミン濃度は正常で欠乏症を否定。検査成績か
ら による化膿性前頭洞炎と診断。腫大したAP
前頭洞が大脳内血管を圧迫し、局所的脳梗塞を
引き起こし重度の神経症状を呈したと推察。原
因は除角時期の遅れ及び実施後の不適切な処置
（止血、消毒）と推測。

が分離された黒333 Arcanobacterium pyogenes
：鹿児島県北薩家毛和種肥育牛の脳下垂体膿瘍

保 折田六美、 牧内浩幸
300 16黒毛和種肥育牛 頭飼養農場において、

ヶ月齢の肥育牛が体温 ℃、心拍数 、佇40.9 120
立呆然、歩様蹌踉、対光反応弱く盲目様に突進
等の神経症状を呈し、起立不能となり死亡した
ため病性鑑定を実施。剖検では、下垂体漏斗部
に小指頭大の膿瘍形成を認め、細菌学的検査で
は、脳下垂体の膿からβ溶血性のグラム陽性多

Arcanobacterium形性桿菌が純培養状に分離され、
（ ）と同定。病理学的検査pyogenes A.pyogenes

では、脳下垂体は実質全体にわたり好中球、マ
クロファージを主体とする炎症性細胞の強い浸
潤が認められ、組織の固有構造は崩壊、 染SAB

A.pyogenes色では マクロファージの細胞質内に、
抗原を検出し による脳下垂体膿瘍とA.pyogenes
診断。対策として、薬剤感受性試験に基づく抗
生剤の投与及び定期的な消毒による畜舎環境の
清浄化に努めるよう指導。その後、本農場にお
ける発生はない。

子牛の死亡事故が多発した酪農家の衛生対334
：大阪府南部家保 木原祐二、真柳敦夫策
管内一酪農家で一時期に集中して子牛の死亡
事故が多発し、それについて病性鑑定および衛
生対策を行ったので報告。下痢、元気消失後死
亡 し た 約 ４ ０ 日 齢 の 子 牛 の 胆 汁 か ら

( )を分離。成牛Campylobacter fetus ss fetus C.fetus
一頭の糞便からも同一の菌を分離。この酪農家
では、この時期に子牛の死亡事故が多発してお
り、一連の事故に の関与が示唆された。C.fetus
の子牛への病原性については不明な点がC.fetus

多いため、衛生対策として、①牛舎内全面消毒
②継続的な繁殖状況調査③乾燥剤などを用いた
牛舎内の環境改善を行った。その後、子牛の死
亡事故は無くなり、また、初発から半年後の全
頭検査において、糞便から が分離されたC.fetus
牛はみられなかった。この間に流産の発生もな

、 。 、かったことから 清浄化を確認 今回の事例は
発生の経緯など不明な点が多かったが、衛生管
理の徹底で再発を防ぐことができた。今後は、
酪農家がさらに衛生管理に対して意識が向上す
るよう努めたい。

：335 搾乳牛に見られた肝膿瘍とパスツレラ症
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東京都家保 中村博、齋藤秀一
平成15年4月下旬、6歳の搾乳牛が熱発、食欲
減退を呈して6月初旬に死亡。剖検では肝臓が腫
大、表面に直径2～3cmの膿瘍が散見。割面でも

、 。同様の膿瘍が散見 白色クリーム状の膿が貯留
肝臓表面には線維素が厚く膜状に付着、横隔膜
と強固に癒着。肺は前葉を中心に肝変化して胸
腔と癒着、割面はモザイク状。肺門リンパ節が

Man腫大。気管内に帯赤色の泡沫が貯留。肺から
nheimia haemolytica Fuso、肝臓の膿瘍と肺から

を分離。肝膿瘍は厚い結bacterium necrophorum
合織に囲まれ、凝固壊死部にグラム陰性の長桿
。 、 。菌 肺の肝変化部分には大小の巣状壊死 菌塊
壊死部には数種類の菌体。肺小葉間質の拡張、
肺胞壁の腫大、肺胞腔内の線維素析出、肺門リ
ンパ節全域に好中球浸潤。肝臓はフソバクテリ
ウム感染による肝膿瘍、肺はフソバクテリウム
の関与したマンヘイミア感染によるパスツレラ
症と診断。肝膿瘍は第一胃の疾患に関連するた
め飼料給与に関して指導。

336 乳雄哺育育成農場における呼吸器疾患の発
愛媛県西条家畜保健衛生所 大生状況と対策：

本敦子、高橋哲也
乳雄哺育育成農場で、平成15年2月及び4月の
導入群で、70日齢前後に肺炎によるへい死が頻
発。病性鑑定の結果、肺から鳥類の上部気道や

Pasteurella volant眼窩に存在すると言われる
を分離。これを期に、衛生プログラムを再ium
考し、肺炎の対策指導を行った。5月導入群か
ら、哺育期にマクロライド系抗生物質の投与を
開始し、併せて約4ヶ月齢の子牛の鼻腔ぬぐい
液を採取し菌分離と薬剤感受性検査を行い、臨
床症状に応じた感受性薬剤の投薬を実施した。
その結果、5月以降の導入群についてはへい死
頭数が減少。今後も、肺炎の原因菌のモニタリ
ングやウイルスに対する抗体検査を実施しなが
ら、この衛生プログラムを継続するとともに、
一般衛生対策についても検討していく必要があ
ると考える。

県内で発生したヘモフィルス・ソムナス感337
：徳島県徳島家保 山田みちる、大染症の診断

西克彦
年 月から 年 月にかけて神経症2001 11 2003 6

状等を呈し急死した 例の乳牛、肉牛について7
病性鑑定を行い、ヘモフィルス・ソムナス感染

Histophilus症と診断した 細菌培養検査において。
（ 、以下 ）が分somni Haemophilus somnus H.s

離されたものは 例のみであり、他の 例から1 6
は有意菌の分離はなく、病理検査により診断し
た。病理解剖学的所見では脳軟膜混濁、心臓の
内膜あるいは漿膜の出血等がみられた。病理組
織学的所見では血栓栓塞性髄膜脳炎、多発性化
膿性心筋炎等がみられた。抗 血清を用いたH.s
免疫組織化学検査により、病変部に陽性抗原が
確認された。本症は神経症状を呈する疾病との
類症鑑別が重要であり、菌分離が困難な事例が
多くみられることから、総合的な検査を実施す
ることにより診断する必要があると思われた。

：奈良県家338 マイコプラズマ乳房炎の発生例

保 藤井規男 樫本卓也
つなぎ飼い牛舎で、約 頭の乳牛を飼養し100
ている農場で、 年 月頃より、難治性の乳2002 9
房炎が多発、 年 月までに約 頭が廃用2003 3 15

2003 2 9 3となった。 年 月に 頭の乳房炎検査、
月に 頭の病理解剖を実施し、内 頭を1 8

（ ）による乳房炎と診断Mycoplasama bovis M.b
した。その後 月までにマイコプラズマが疑わ7

（ ） 、れる乳房炎 検査未実施 が 頭に見られたが5
（ ）タイロシンによる治療 経過により ～ 週間1 2

10 2により、臨床的には治癒した。又 月にも、
頭の乳房炎から が分離され、同様に治療さM.b
れた。 月～ 月にかけ、マイコプラズマの11 12
保菌状況を把握するため、タイロシンによる治
療歴のある牛 頭、臨床的に乳房炎の認められ7
ない牛 頭について、検査を実施したところ、40

3 43% 7治療歴のある牛 頭（ 、治療歴のない牛）
頭（ ）から が分離された。導入時期と18% M.b
乳房炎罹患時期を検討したところ、導入時に既
に を保菌していたと考えられる個体を認めM.b
た。

マイコプラズマを含めた牛の細菌性肺炎の339
：沖縄県北部検索（検索マニュアルの一考察）

家保 大城 聡、久高将雪
牛の細菌性肺炎の検索にてマイコプラズマを

3取り入れたマニュアル作成を目的とし死亡牛
例を検索。方法は、一般細菌、マイコプラズマ
の分離培養を常法にて実施。マイコプラズマの
スクリーニングを 初代培養各希釈列かm-broth
ら を作製、 以Template DNA Mycoplasma bovis
下 菌種を検索。 発育コロニーを継代後4 m-agar

作製、 法にて同定。薬剤感Template DNA PCR
受性試験は、一般細菌はディスク法、マイコプ
ラズマは寒天平板希釈法にて実施。病理検査は
剖検後組織学的検査を実施。成績は、マイコプ

1,2 PCRラズマのスクリーニングは、症例 にて
、法にて反応。診断名は症例 が1 M. bovis

による肺炎、症例 がPasteurella trehalosi 2
Mannheimia haemolytica Pasteurella multocida M.、 、

による肺炎（壊死性化膿性bovis M.bovirhinis、
Mannheimia線 維 素 性 肺 炎 、 症 例 が） 3
による肺炎 化haemolytica Pasteurella multocida、 （

）。 、膿性線維素性肺炎 マニュアルは室内検査用
フィールド用を各作成。

340 呼吸器症状を主徴とする乳用牛の死亡事故
：福島県県南家保 宮野英喜多発例
管内K酪農家(ホルスタイン種78頭飼養)でH15.
3上旬、発熱、呼吸器症状が主徴の疾病発生。22
頭が発症し、呼吸困難等により3.10まで5頭が死
亡。死亡2頭の主病変は肺であり、壊死性線維素
性肺炎及び細菌検査でMannheimia haemolytica
Ⅰ型分離 PCR法で牛RSウイルス RSV 検出 3.、 （ ） 。
13育成牛を中心に７頭が水様性血便を呈し、PCR
法で牛コロナウイルス(BCV)検出。細菌検査でベ
ロ毒素産生性大腸菌（VTEC）分離。3.10の抗体
検査はRSVが導入牛、自家産牛共に高い抗体価を
保有。BCVは自家産牛に比較し導入牛が高く、約
3週間後には全頭有意に抗体上昇。牛群内でRSV
の感染が引金となり、M.haemolyticaによる肺炎
が顕在化、さらに、BCV及びVTECによる消化器障
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害が被害拡大の一因になったと推測。

Mannheimia haemolytica341 搾乳牛に発生した
：栃木県県北家を主とする多重感染による肺炎

保 小池新平
平成 年 月初旬、酪農家で成牛数頭に呼吸15 1
器病が発生し 頭が死亡。剖検所見よりフィブ14
リンの析出を伴う肺前葉部の肝変化、間質性気
腫を認めた。細菌学的検査から 頭中 頭の肺8 6
から (血清型1型、以下、M.h)を分M.haemolytica

Haemophilus somnus Pasteurella離。その他に 、
multocida Arcanobacterium pyogenes Mycop、 、

も分離。lasma bovis、Mycoplasma alkalescens
ウイルス分離は陰性で抗体検査も有意な抗体上
昇を認められなかったがRSウイルス抗原が1頭で
確認。病理組織学的検査では繊維素の析出を伴
う重度の化膿性壊死性肺炎が認められ、免疫染
色でもM.hの陽性抗原を確認。対策として早急に
有効薬剤による治療の指示後、終息。本症例で
は、数種の細菌が分離されたがM.hが最も高率に
分離され、本菌を主とする多重感染による肺炎
と考えられた。感染拡大の要因として、同時期
に畜舎の増築工事、給与飼料の急変等のストレ
スが重なり感染防御能が低下し本菌の病原性を
増強させたものと推定

：千葉県北部342 乳牛に発生したリステリア症
家保 佐藤岳彦、青木ふき乃
昨年 月、酪農家で育成牛 頭に片側性顔面11 2
麻痺を示す疾病が発生した。治療により 頭は1
回復したが、他の 頭は起立不能、遊泳運動を1
呈したため病性鑑定を実施した｡延髄に多数の囲
管性細胞浸潤等の非化膿性炎症像を認め、病変
部の免疫染色により ( )Listeria monocytogenes L.m
抗原を検出、脳幹部より 血清型 株が分L.m 4b
離されたためリステリア症と診断した。汚染サ
イレージ給与による発生報告があることから、
発病牛の摂食したサイレージと同一ロットの成
分を分析し、環境材料と併せて の分離を試L.m

0.8%みた その結果 サイレージの酪酸含有率は。 、
で品質低下がみられたが は分離されず、育L.m
成・乾乳牛舎の土壌から 株が分離されL.m1/2b
た｡分娩後に採取した回復牛の乳汁とバルク乳か
ら は分離されなかった｡感染源は特定できL.m
なかったが妊娠等で免疫が低下した牛は発病の
危険性があるため、牛舎の土壌と敷料の交換、
石灰散布を指導した｡

：静343 搾乳牛におけるリステリア症の発生例
岡県東部家保 田中ちぐさ、杉山典
15年5月、6歳の搾乳牛が斜頚等の神経症状を
呈し死亡したため、病性鑑定を実施。牛伝達性
海綿状脳症(BSE)検査は陰性、病理組織学的検
査で間脳、中脳、橋、延髄組織に化膿性脳炎が

Listeria monocytogenes認められ、細菌検査で
(LM)が分離されたためリステリア症と診断。畜
主に農場の清掃、消毒と給与飼料の改善を指示
したが、6月に再び3歳の搾乳牛が類似の神経症
状を呈し死亡。BSE検査は陰性。有意菌は分離
されなかったが、類似の病理所見を確認。同一
疾病が続発したため、全飼養牛118頭の糞便、
飼料、搾乳器具拭い液、堆肥を採取後、家保の

立合指導のもとで農場の一斉消毒を実施。採取
材料は細菌培養とPCRを実施したが、LMは分離
されず、特異的なDNAも検出されなかった。そ
、 、 、の後7月 10月に糞便 飼料及び生乳を採取し

検査を実施したが、LMは分離されなかった。
検査結果から当農場のLM保有率は低率であり、
生乳の検査により生産物の安全性が確認され
た。

344 FusobacteriumおよびArcanobacteriumの混
合感染による膿瘍に起因する牛の圧迫性脊髄症
：岩手県中央家保 佐々木幸治、田村 貴、清
宮幸男
発熱、四肢の麻痺などを示し起立不能に陥っ
た16ヶ月齢のホルスタイン種の雌牛1頭を細菌
学的および病理学的に検索した。剖検により、
咽頭粘膜下から環椎にいたる被嚢化膿瘍が認め
られ、この膿瘍から派生した多量の膿が第一頚
髄の左側硬膜外に貯留し、同脊髄を著しく圧迫
していた。組織学的に、第一頚髄の白質に巣状
壊死および神経線維の軸索変性が認められた。
膿瘍病変部には suFusobacterium necrophorum
necrophorum Arcanobacterbsp. （Fnn）および

（Ap）抗原が存在した。細菌学ium pyogenes
的には、膿瘍から およびApが分F. necrophorum
離された。前者は陽性のリパーゼ反応を示し、
鶏赤血球凝集能を有したことからFnnと同定さ
れた。両菌はともにペニシリン系薬剤に高い感
受性を示した。FnnおよびApの相乗作用により
膿瘍が形成され、脊髄白質の変性を招き、四肢
の麻痺が発現したと思われた。

345 和牛肥育農家における腸管出血性大腸菌
：宮城県迫家保 真鍋智、小O157 の防疫対策

堤知行
県 対策本部運営設置要領に基づき、腸O157
管出血性大腸菌 保菌者宅の肥育牛 頭(0157) 14
の糞便検査を実施した結果、 頭 から9 (64.2%)
検出。保菌者及び牛由来 分離株のO157 O157

DNAパルスフィールドゲル電気泳動の結果、
、 。パターンが一致 分離株間の起源が同一と推定

人への感染防止を最優先として、生産段階にお
ける に基づいた衛生管理を指導。保菌HACCP

30g/牛の排菌阻止対策として、全頭に生菌製剤
頭日 週間投与したが、投与後 週間目の糞便/ 7 3
検査にて、陽性頭数は 頭 に増加。こ11 (78.5%)
の結果、農家の精神的負担が増大したため、抗
生物質による対策に変更。分離株に感受性を示
したカナマイシンを全頭に 日間連続投与した3
結果、陽性頭数は 頭 に減少。高率保5 (35.7%)
菌牛群では、生菌製剤単独での排菌阻止は困難
と考えられ、抗生物質による排菌阻止対策が必
要であり、併せて に基づいた衛生管理HACCP
指導の強化が課題。

346 Corynebacterium renale及びC. cystitid
：秋is 保菌牛スクリーニング検査のためのPCR

田県中央家保 工藤一磨 ほか
今回、我々は牛腎盂腎炎の原因菌種の中で病
原性が強いとされるCorynebacterium renale C（
r）及びC. cystitidis （Cc）保菌牛スクリー
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ニング検査を迅速かつ省力化するために、両菌
種を単独で検出できる 2種の PCRプライマーセ
ットを16S rRNA遺伝子塩基配列情報を基に設計
した。26菌種を用いた各 PCRを実施した結果、
Cr又はCcのみに増幅産物を確認した。更に、牛
の尿64検体からのCr、Cc検出を培養法と本 PCR
法（本法）により試みた。その結果、培養法に
よりCr及びCcが各 2検体から分離されたのに対
し、本法ではCr 5検体、Cc 3検体が陽性で、そ
れらは分離されたすべての検体を含んでいた。

、 、以上の結果から 牛腎盂腎炎発生農家において
本法によるCr及びCc保菌牛スクリーニング検査
を実施すれば、迅速な汚染源確認と衛生対策が
可能になると思われる。

347 放牧牛におけるデルマトフィルス症の集
：山形県中央家保 渡部真理安、佐藤利団発生

雄
15 8 ( 14平成 年 月上旬、公共放牧場 利用農家

戸乳用牛 頭 にて、顔面・頚部に丘疹性の皮68 )
膚 病 変 を 頭 で 確 認 。 痂 皮 よ り65 (95%)

を分離。塩化ジデDermatophilus congolensis
シルジメチルアンモニウム製剤の牛体噴霧並び
に同製剤の自作軟膏を塗布、下牧時には終息。
下牧１ヵ月後の巡回により、再発および同居牛
への感染がないことを確認。自作抗原を用いた
ゲル内沈降反応による抗体検査を実施。抽出し

15た１８頭の放牧事前血清と下牧後血清では、
頭で抗体陽転を確認。また事前血清全頭 戸(14
頭 のうち、 戸 頭で既に抗体陽性。預託68 ) 4 10
農家の浸潤状況を調査した結果、 戸 頭14 132
中 戸 頭で陽性。今回の集団発生の原因と9 18
して、夏季の長雨、途中入牧のストレス等が考
えられた。公共放牧場での流行例は稀であるが
条件によっては集団発生となり得ることから、
、 。今後 入牧前の皮膚疾患治療が放牧衛生上重要

：三重県中央家348 牛の真菌性前胃炎の一症例
保 庄山剛史、三重県紀州家保 佐藤伸司

、 、2003 6年 月 県内の一和牛肥育農場において
牛房で数頭と共に群飼されていた発育良好な肥

（ 、 、 ）育もと牛 頭 県外から導入 ケ月齢 めす1 10
の死亡事故が発生、病性鑑定依頼があった。解
剖検査において、第一胃漿膜面の強度の充血、
脾臓の第一胃面に絮状物の付着、第一胃内に飼
料の充満、前胃の内容に硫化水素のような強い
臭気を確認。病理組織学的検査では、前胃の粘
膜上皮から筋層にかけてリンパ球の強い浸潤、
毛細血管における線維素血栓形成、血管炎を確
認。炎症巣には不規則に分岐した真菌菌糸を確
認。第三胃のパラフィンブロックを材料として

の遺伝子を検出するプライマーMortierella wolfii
を用いた により特異的遺伝子を検出。検査PCR
結果から本菌による真菌性前胃炎と診断。被黴
飼料の特定はできなかったが、本病予防のため
に群飼飼育牛の飼料摂取量の均等化を図るなど
飼料給餌面の指導が必要と考えられた。

Ⅲ－４原虫性・寄生虫性疾病

：349 牛ネオスポラ症が疑われた異常産の発生

群馬県利根家保 坂庭あづさ、中曽根圭治ほか
管内の１酪農場において、平成１４年６月及
び１５年７月に同一母牛に頭部短小、四肢短小
奇形子牛の分娩がみられ、他の母牛においても
双体癒合様奇形子牛の娩出があり、母牛及び子
牛における牛ネオスポラ症（ ）抗体陽性であNC
ることから、 の関与が疑われた。当該農場NC
の保存血清 頭について 抗体検査を実施316 NC
したところ、陽性率は５％であった。また、自
家産抗体陽性牛の母牛血清における 抗体検NC
査を実施したところ、すべて 陽性であるこNC
とから垂直感染による陽性牛の増加と不顕性感
染牛の存在が明らかになった。さらに導入牛の
保存血清においても陽性であったことから、導
入牛によって持ち込まれたことが推察された。
対策として①抗体陽性牛の計画的淘汰と後継牛
の産出中止②抗体陽性牛産子の追跡調査及び導
入牛の抗体検査③感染源となる流死産胎児、胎
盤の適切な処理、犬や野生動物の侵入防止の指
導を実施。

350 牛ネオスポラ症のＥＬＩＳＡ法によるサー
群馬県東部家保 川島敬二ベイとリスク評価：

ほか
管内１地区の酪農家 戸におけるネオスポラ11
症の浸潤状況をブルセラ病検査時の余剰血清を

、用いてＥＬＩＳＡ法による抗体保有状況の調査
ＩＦＡ法による抗体価測定を実施した。その結
果、抗体陽性率は ％（ 頭）であり、5.5 29/526

。陽性検体の平均抗体価は ～ 倍を示した727 781
農場別では ％（ 戸）の農場で抗体陽90.9 10/11
性であり、その陽性率は ～ ％であった2.4 11.3
が、異常産の発生率については ～ ％であ0 4.1
った。年齢別の陽性率は各年齢間での有意差は
みられず、垂直感染が主であると推測される。

82.8 44.4抗体陽性牛の ％、異常産歴のある牛の
％が導入牛であった。抗体陽性牛の異常産発生
率は ％と高い傾向にあった。農場の聞き取6.9
りによる異常産等の発生状況から本疾病の関与
についてリスク評価を行った結果、発生リスク
は抗体陽性牛において高い傾向にあり、相対リ
スクは 倍、寄与割合は ％であることか4.9 79.6
ら全異常産の ％に本疾病が関与しているも17.7
のと推定される。

愛351 牛異常産原因不明症例へのアプローチ：
媛県家畜病性鑑定室 矢野克也
牛異常産の原因については、平成10年のアカ
バネ及びアイノウイルスの大流行以降、特定で
きずに不明となるケースが多い。そこで原因不
明として処理された49症例の保存血清を用い、
原虫である (Nc)及びリケッチNeospora caninum
アである (Cb)について間接Coxiella burnetii
蛍光抗体法による抗体検査を実施したところ、
Ncで15.8％(30/190)、Cbで14.2％(19/134)の陽
性率であった。このうち母子共に抗体を認めた
Nc3例、Cb1例について、異常産仔のDNAサンプ
ル(パラフィンブロック由来)を用いたPCRを実
施したが全て陰性であった。ただ連続して死流
産を起こす農場の一部においてNcやCbに当該牛
群が高率に汚染されていたことが明らかとな
り、また過去の事業余剰血清を用いた遡り調査
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ではNc、Cbともに平成5年から抗体が確認され
たことで、牛異常産のリスクファクターとして
両病原体は軽視できず今後の病性鑑定上注視す
る必要性を感じた。

：高知県東部家保香352 牛ネオスポラ症発生例
長支所 安藤正視 松岡哲也
平成１５年２月、乳牛２０頭飼養する酪農家
において流産が発生。胎齢１４４日、外貌およ
び剖検所見では著変なし。抗Neospora caninum
山羊血清を用いた免疫組織化学的検査の結果、
脳、心臓および骨格筋においてタキゾイトおよ
びシスト様物に一致して陽性抗原を検出した。
ウイルス学的検査ではアイノウイルス、アカバ
ネウイルス、イバラキウイルスおよびチュウザ
ンウイルスについて母牛血清を中和抗体検査に
供したがすべて２倍未満であった。以上の結果
から本症例を牛ネオスポラ症と診断した。本牛
および同居牛について経時的に採血した血清を
市販キットを用いてネオスポラ抗体検査を実施
した結果、本牛はその何れにおいても抗体は陰
性であった。同居牛については抗体陰性の個体
が多いものの、抗体が陽転あるいは陰転した個
体がみられた。

353 １酪農家におけるネオスポラ症の発生と管
：福岡県筑豊家保 杉野 久、金子内浸潤状況

和典ほか
2003年５月、管内１酪農家で流産が発生、ネ
オスポラ(NS)症と診断。発生農場のNS抗体陽性
率は23.1%(27/117頭)。内訳は県外導入牛が22.7
%(22/97頭)、自家産牛が25.0%(５/20頭)。2001
年１月～2003年７月までの流産発生母牛19頭中
６頭(31.6%)が抗体陽性。発生農場を除いた管内
浸潤状況は、酪農家15戸でNS抗体陽性率は5.4%
(８/147頭)。飼養形態別では、農場内犬飼養農
場10戸で8.0%(８/100頭)、外部導入実施農場10
戸で7.0%(７/100頭)。導入直後の抗体検査で、
県外導入牛102頭中３頭(2.9%)が抗体陽性。過去
１年間の異常産発生率は、管内酪農家が平均3.7
%、発生農場が8.3%。発生農場はNSの高度汚染農
場で、過去に発生した異常産の多くにNSの関与
が示唆。管内のNS抗体保有状況から、農場内犬
飼養や外部導入を実施する農場でNS抗体陽性率
が高い傾向。発生農場の犬飼養及び野犬等の侵
入は少なく、NS抗体陽性牛の親子関係の特定も
できなかったため、発生農場の高度汚染の原因
は不明。

管内酪農家に発生したネオスポラ症の原因354
：大分県大分究明と蔓延防止のための取り組み

家保 山岡達也、久々宮仁三
60 A,B2 5 7管内酪農家 頭規模 農場で 月から、

月に胎齢約 カ月の流産が 頭発生。最終流産5 7
胎児を材料に病性鑑定を実施し、ネオスポラ症

N.C 16(以下 )と診断。発生農場を含む周辺農場
戸、 頭、飼養犬 頭の抗体検査を実施。そ244 15

A46.2% B12.0% 2の結果発生農場 、 の陽性率で、
頭陽性犬確認。また、 農場周辺には に廃A H14
業した酪農家（ 農場）導入牛が多数存在し、R
その導入牛に陽性が偏っていた。 農場からのR
導入牛抗体調査の結果 と高率であり、飼43.5%

10 N.C養犬 頭の存在もあったことで、この農場
陽性牛、飼養犬が、感染に関与したと推察され
た。そして、発生農場には垂直感染牛も確認さ
れたため、地域獣医師と共に 病性説明を個N.C

、 。 、別に繰り返し 地域全体説明会も実施 指導後
犬は繋がれ、発症牛は、淘汰され、 種付け、F1
陽性牛の順位淘汰を行う意向が確認され、今後
も抗体検査を繰り返すこととし、蔓延防止取り
組み効果が得られた。

骨格筋の矮小化が認められた和牛のネオス355
：宮崎県宮崎家保 入田重幸、鎌田博志ポラ症

管内の和牛繁殖農家において和牛のネオスポ
（ 。 、 、ラ )症が発生 剖検所見では 前肢の伸張NC
左後肢の屈曲および頭蓋骨の変形。病理組織学
的検査では、脳に非化膿性脳炎、脊髄で頚髄か
ら腰髄の広範囲で、非化膿性炎症および神経網
の粗鬆化、抗 抗体による免疫組織化学的検NC
査（ 法）陽性のシストおよびタキゾイトがSAB
脳脊髄で散見。四肢骨格筋では水腫および筋線
維の矮小化、その他の主要臓器に著変なし。間
接蛍光抗体法による の抗体検査で、母牛血NC
清、子牛の胸水および脳脊髄液が陽性。発生農
場における 浸潤状況調査結果は、 頭NC 5/23
( )が陽性。疫学調査の結果、抗体陽性牛21.7%
のうち 組が親子関係。県外導入牛 頭が、2 1/2
抗体陽性。飼料の一部に河川敷野草を給与。今
回の症例は、中枢神経系に限局した非化膿性炎
症とそれに随伴した骨格筋の矮小化が特徴的。
侵入経路は、野生動物や導入牛を介した感染以
外に犬の糞による汚染の可能性がある河川敷野
草給与を介した感染が疑われた。

356 舎飼期対策を中心とした小型ピロプラズマ
北海道網走家保 佐病汚染牧野清浄化の試み：

藤智子、山口俊昭
小型ピロプラズマ病（ピロ）対策として感染血
液を使用してきたＫ牧野で薬剤による対策に変更
後、12年度に発症牛多発。その後、薬剤と頻回検
査により年々発症牛減少するも、14年度新規入牧
牛の19％が入牧時既にピロ陽性のため、退牧後の
舎飼期対策実施。翌年度入牧予定育成牛の追跡調
査で12月既に11％陽性、1月までに陽転ほとんどな
く、5月に2農場2頭陽転。この2農場の自家放牧地
で6月にマダニ類検出。舎飼期の畜舎内ではマダニ
類未検出。フタトゲチマダニ未検出。以上、舎飼
期対策として退牧後の秋と入牧前の春が重要。ま
た、血液のPCRで11日齢の牛1頭陽性、垂直感染確
認。以上舎飼期対策により、15年度新規入牧牛の
陽性率4％と前年度に比較し顕著に減少、15年度発
症なく、最高陽性率20％と平穏に推移。Ｋ牧野の
ピロ遺伝子型別で、Type1が44％、Type2が41％。
更に新型検出、シークエンスにより東南アジアで
確認されているType7と同定、管内8牧野の浸潤状
況調査でＫ牧野5株、他1牧野1株確認、既に管内に
浸潤。

檜山北部公共牧場の乳用牛の衛生対策－小357
：北海道檜山家型ピロプラズマ病対策検討会－

保 木口陽介、松木繁幸
檜山北部３町（北檜山町、瀬棚町、今金町）
は約 頭の乳用牛を飼育、４つの公共牧場4,700
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を所有。全ての公共牧場に小型ピロプラズマ病
（ピロ）が浸潤しており、感染血液を使用。感
染血液使用中止のため、検討会を設置し、成果
を得た。第 段階では感染血液使用による危険1
性、感染血液を使用しない衛生対策の移行例に
ついて啓発。第 段階では独自のプログラムを2
策定し、生産者と協議。第 段階では公共牧場3
での役割分担を関係機関で行い、プログラムに

。 、よる対策を実施 対策実施牧場は 牧場 頭A 200
牧場 頭及び自家放牧農家群 頭。放牧期C 150 62
間中のピロ陽性率は、 牧場 → ％、 牧A 17 68 C
場 → ％、自家放牧農家群 → ％、寄28 90 26 66
生度も最高時、 牧場で 、 牧場で 、自A 0.6 C 1.9
家放牧農家群で まで上昇したが、ピロによ0.8
る死亡牛や事故はなく経過。ピロが多発する時
期に頻回検査、殺ダニ剤の定期投与を実施し、
異常牛の早期発見及び個体毎の治療を行えたこ
とが事故減少の要因と推察。

358 小型ﾋ ﾟ ﾛ ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾞ ﾏ病舎飼感染の原因と対策の検
：秋田県南部家畜保健衛生所 安田 有、小川討
秀治
乳肉複合経営農家1戸で舎内感染を疑う事例に
遭遇し、その原因と対策を検討。当該農家は5月に
ﾎﾙｽﾀｲﾝ(以下H)種、黒毛和種(以下B)を各１頭Ａ牧
場へ放牧し、7月にH種、B種がﾋﾟﾛﾌﾟﾗｽﾞﾏ(以下ﾋﾟﾛ)
感染で下牧。9月に同居の放牧未経験牛(H種)１頭
が死亡。血液検査によりﾋﾟﾛ病と診断。抗体検査(ELI
SA法)で死亡牛のELISA値は7月は0.059、9月は0.9
73と陽転がみられ、舎内感染が示唆。10月の全頭
検査では鏡顕法でH種2頭、B種5頭がﾋﾟﾛに感染、
同居H種3頭の抗体陽転を確認。感染原因として下
牧牛、導入牛、原虫検索および飼料等の調査からﾋﾟ
ﾛ侵入は下牧牛の関与が推察。対策として監視強化
により感染牛を早期発見し、陽性牛と陰性牛の隔離
に準じた飼育を指導。また、H種を放牧している農
家5戸の舎飼牛についてもﾋﾟﾛ抗体検査を実施。農
家5戸の舎内へのﾋﾟﾛ侵入が推察され、陽性牛への

今監視強化を指導し、農家の意識向上がみられた。
後は 法を併用し舎内感染の防止に努めたELISA
い。

：千359 公営育成牧場における衛生管理の改善
葉県南部家保 平畠淳、原普
平成 年 月、管内の公営乳牛育成牧場に14 10
おいて、貧血・削痩が多発し、 月に 頭が死11 1
亡。病性鑑定の結果、牧場全群の小型ピロプラ
ズマ（以下ピロ）感染は 、ヘマトクリット66%
値 未満（以下貧血）は に見られ、死亡24% 22%
した牛は重篤な鞭虫症であった。これを受け、
牧場管理者である農協、預託農家、 家畜NOSAI
診療所、家畜保健衛生所が集まり衛生対策会議
を実施した。問題点として、入牧が隔月で月齢
は不均一なため牛群管理に無理が生じているこ
とや、衛生対策に不備があることが挙げられ、
改善策としては①入牧は ヵ月間隔、月齢 ヵ3 6
月以上②内外寄生虫病対策③定期的な牛舎の消
毒④発情観察の徹底等を取り決めた。平成 年15
月の検査ではピロ陽性 、貧血 、糞便検2 6% 2%
査で線虫卵は検出されなかった。同年 月の検11
査ではピロ陽性 、貧血 と前年度に比べ51% 8%
改善が見られ、死亡例もなく育成状況も良好で

ある。

乳用牛の小型ピロプラズマ症の発生とその360
：山梨県東部家保 生駒 忍、深沢矢利対策
管内の酪農家で繋牧を行っている乳用牛に食
欲不振・廃絶、貧血の症状が認められた。血液
生化学検査では血液塗抹標本の鏡検で飼養頭数
頭に小型ピロプラズマ原虫の感染を確認19/20

し、推定寄生赤血球（ ）率は ～ （寄PE 0.1 10%
++ ++++ Ht 20% 5/20生度 ～ であった 値 以下が） 。
頭、白血球数の増加が 頭で確認された。血7/17

TCHO 12/17清中の総コレステロール値 の増加（ ） （
頭 、尿素窒素値（ ）の減少（ 頭 、） ）BUN 15/17

（ ）γグルタミルトランスペプチダーゼ値 γ GTP
の増加（ 頭）が見られた。分娩・天候不順16/17
などのストレスが加わったことも本症を発症し
た要因と考えられたためピロ対策だけでなく飼
養管理等を指導した。

：広島県備361 公共牧場のピロプラズマ病対策
北家保 廻野智典、清水和
管内公共牧場で夏期放牧している育成乳用牛6
頭の小型ピロプラズマ（ピロ）原虫の感染状況
を調査。入牧7週目に放牧牛の半数でピロ原虫の
寄生を確認。翌週には全頭が陽転し、重症例で
はピロ血球寄生率4%、Ht値13%、重度の貧血及び
黄疸を確認。ピロ対策を検討し、2週間隔でフル
メトリン製剤のプアオン法によるダニ駆除を実
施。またピロ感染牛には抗原虫薬としてアミノ
キリン製剤を投与し、牛舎内での飼養を指導。
対策実施後マダニの寄生は認めず、Ht値は全頭2
5%以上に回復。ピロ血球寄生率は抗原虫薬の投
与後一時は全頭1%以下に低下。数回の投与後顕
著な効果を認めなくなり、ピロ原虫は下牧時ま
で血中から消失せず。成績からアミノキリン製
剤に耐性の原虫の存在が示唆され、これ以外の
抗原虫薬は入手困難なため、ピロ対策には継続
的なダニ駆除による予防が重要。

入牧時期の違いによる小型ピロプラズマ病362
対策とジミナゼンに代わるパマキンによる治療
：鹿児島県肝属家保 岩尾 俊、轟木淳一成績
鹿屋市には、公共育成牧場として鳴之尾牧場
がある 当所は ここで小型ピロプラズマ病 小。 、 （
型ピロ）に重点をおき、放牧衛生検査を行って
いる。この検査を通じて、入牧時期の違いによ
る小型ピロ発生状況およびパマキンでの治療効
果について報告する。検査は、平成 年秋入牧14

14 A 15 53 Sの 頭（ 群）と平成 年春入牧の 頭（
群）に対してヘマトクリット（ 、総タンパクHt）
質、体高、胸囲、体重について行った。小型ピ
ロ対策として、パマキンによる治療、フルメト
リンの滴下、草の刈込み、秋入牧の実施、治療
牛の隔離、 値の変動を見ながらの治療の 項Ht 6
目を行った。結果、 群、 群ともにパマキンA S

1 2による治療効果が見られ 投与方法で 回投与、 、
回連続投与（ 日 回を 日間）ともに 値の1 1 2 Ht
上昇が認められた。さらに今回は従来の春のみ

Sの子牛入牧を試験的に秋に実施したところ、
群に比べて 群の育成成績が良いことが判明しA
た。
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フタトゲチマダニの季節的消長及びタイレ363
：沖縄県八重山家保 砂川尚リア感染の影響

哉、大城守ほか
年 月～ 年 月の間、 農場 牧2002 8 2003 11 1 2

区において月 回、延べ 頭の牛体ダニを2 1,570
調査。また子牛 頭（ 月生群； 頭、 月30 6 20 11
生群； 頭）の同一個体を月 回採血し、血液10 1
・血清生化学検査を実施。さらにタイレリア陽

6 7 2,610性 戸、陰性 戸の放牧農場を選定し、
頭のセリ出荷データをもとに平均日齢体重（ ）DG

3 7を分析。牛体ダニ寄生数は 月以降漸増し、
月にピーク、 月中旬～ 月にかけて消失。ま11 2
たダニの各発育期は 月及び ～ 月に若ダ3 9 10
ニ、 ～ 月に成ダニ、 ～ 月に幼ダニの4 8 10 11
比率が高く季節的な変動を確認。 頭当たりの1
平均寄生数は 匹。子牛のタイレリア感染状3.1
況は、感染率が に達したのは 月生群で100% 6
生後 ヶ月、 月生群は生後 ヶ月と時間的な3 11 5
差が認められたが、貧血を呈する子牛は両群と
もみられず、 分析でもタイレリア感染によDG

通年放牧形る影響は見いだせなかった。これは
態においてタイレリア初感染が子牛の時期であ
り、若年齢抵抗性によって発症しないためと考
えられた。

黒毛和種肥育牛におけるコクシジウム病対364
：長崎県県南家保 常岡純也、濱口芳浩策
最近、肥育農家における牛コクシジウム病の
発生が問題となっており、コクシジウムの汚染
状況を調査し発症予防を含めた生産性向上対策
を実施。定期的に血液生化学検査を実施中の肥

8 100 1 124育農家 戸 頭、うち下痢確認農家 戸
頭及び 月期市場上場子牛 頭について調査。9 60
管内肥育牛のコクシジウム陽性率は肥育全期間
を通じて ％以上で推移。また本病が疑われる60
下痢の存在も確認。 は、導入時と血中ビタOPG
ミン が欠乏状態にある肥育後期に増加。牛舎A
構造によっても陽性率に差を確認。敷料中から
もオーシストを検出。市場上場子牛も ％の高92
い陽性率。クリプトスポリジウムは全て陰性。
本病を予防するには、適切な駆虫や敷料交換時
の牛床の清掃などによる、感染数の減少を図る
ことが重要。今後、ビタミンコントロールを行
う肥育農家を検査・指導し生産性向上に取り組
むには、コクシジウム病対策等衛生面の対策も
同時に実施することが必要。

上川管内一公共牧場でのコクシジウム症対365
：北海道上川家保 嘉納由紀子、菅野宏策
Ａ公共牧場は平成元年度以降、症状が重く個
別に治療を要するコクシジウム症の隔離治療牛
が毎年発生、９年度は重度の集団発生を確認。

、適切な投薬時期と効果的な対策を検討するため
、 年度に入牧牛の感染状況、パドック及び10 11
農場の汚染状況等を調査。結果、オーシストは
パドックで越冬して翌年の感染源となり、入牧
１週目頃から陽性率、 値ともに上昇し、放OPG
牧初期のエネルギー不足等と相まって発症に至
ることが推察。また、本原虫の高度汚染農場の
存在が判明。 ～ 年度は、入牧牛に感染が12 14
広がり、かつ、牛体内の原虫に対し投薬適期と
なる放牧８日目からサルファ剤筋肉内注射を３

日間連続で全頭に実施し、パドックの石灰消毒
と給水槽の清掃を徹底。平均 値や臨床症状OPG
は軽減し、隔離治療牛は３年間発生なし。適期
投薬、牧野環境の整備による汚染度の軽減、プ
ログラム化した対策により治療・監視労力は減
少。今後は各農場での飼養環境改善、放牧馴致
等をさらに啓発。

366 子牛に発生した肝蛭症と地域内の肝蛭清浄
：宮崎県延岡家保 高牟礼化に向けた取り組み

陽一
2003年6月13日、削痩で11か月齢黒毛和種去

。 、 、勢牛を鑑定殺 腹水多量貯留 肝臓腫大・硬化
、 、 、 、胆管炎 貧血 A/G比低下 γ-GTP上昇を認め

糞便検査で肝蛭卵陽性のため肝蛭症と診断。発
生農場では、新ﾜﾗの早期給与、未完熟堆肥の水
田還元、駆虫もれを確認。同居牛10頭中4頭にA
/G比低下や5頭にγ-GTP上昇を認め、生後9日齢
を含む9頭が肝蛭卵陽性。周辺農場17戸(43頭)
では、12戸が新ﾜﾗを早期給与。全戸堆肥を水田
還元し、うち6戸は未完熟。糞便検査で5戸7頭
が肝蛭卵陽性。2戸は未駆虫。日常的な堆肥の

、 、水田還元 減農薬によるﾋﾒﾓﾉｱﾗｶﾞｲの多数生息
新ﾜﾗの早期給与により、濃厚な地域内感染の成
立が推察。感染牛の駆虫後の糞便検査では全頭
陰転を確認したが、清浄化のため再検査と適期
駆虫が必要。飼養管理向上のため地区内和牛農
家全戸を対象に予防講習会を開催。口蹄疫発生
以降国産稲ﾜﾗ利用を推進し、家畜排せつ物法の
猶予期限が迫る中、稲ﾜﾗと堆肥の適正処理の重
要性を再認識。

放牧衛生検査における糞便虫卵検査の再検367
：新潟県中越家保 馬上 斉討
平成 年度、管内 放牧場から北海道へ預13 F
託した乳用牛 頭が牛肺虫症と現地で診断。そ1
のため 放牧場上牧牛の糞便を検査、肺虫の寄F
生率は 頭( )。さらに他の放牧場等の8/17 47.1%
調査を実施、肺虫の寄生率は 頭( )、8/245 3.3%
その他の線虫卵等も多種検出。平成 年度か14
らは衛生検査時に線虫卵検出のため自然沈殿集
卵法による糞便検査を実施。 放牧場の放牧前5
から下牧時までに数種類の線虫卵等を検出、そ
の寄生率は 頭( )、平成 年度の放35/293 11.9% 15
牧前では 頭( )と比較的低率で重度の2/113 1.8%
汚染はないものと判断。その後放牧場利用農家
で乳用牛 頭が牛鞭虫症で廃用、寄生虫対策の1
重要性を再認識。検査法を消化管内線虫とコク
シジウムをターゲットにした砂糖浮遊遠心法に
変更。その結果、 放牧場で 頭( )と3 45/46 97.8%
高率に検出。放牧牛は消化管内線虫等の寄生度
は低いものの寄生率が高く、定期的な糞便検査
と衛生対策が重要。

：群馬368 プロトセカ性乳房炎が疑われた症例
県西部家保 高橋朗ほか
管内酪農家において、プロトセカが関与した
疑いのある乳房炎症例に遭遇。プロトセカは水
系を中心とした自然界に広く生息する藻類の一
種であるが難治性の乳房炎乳より分離されるケ
ースがしばしば報告されている。感染源や病原



- 68 -

性については未だ解明されていない部分も多く
有効な防疫措置に乏しい。今回牛舎内の浸潤状
況を調査したところ井戸水や全てのウォーター
カップ内の飲水からは検出されなかったが一部
の牛床から検出され、当牛舎においては水系を
介することなく浸潤していることが疑われた。
床からの検出と乳房炎の発症との因果関係は不
明。分離されたプロトセカは通常の加熱殺菌お
よび塩素消毒で死滅することを確認。今後、有
効性の高い防疫措置を構築していく上で、発症
した牛に関し、共通する危険因子の解明のため
に既往歴や産歴、発症時期等の情報を幅広く交
換し症例の集積が必要と思われた。発生のあっ
た牛舎については発症に関与する感染源の有無
について今後も詳細な調査を継続する方針。

369 乳牛育成牧場における消化管内寄生虫の寄
：福島生状況と発育及び繁殖成績へ及ぼす影響

県県南家保 壁谷昌彦
管内の乳牛育成牧場では放牧期間の6、7月に
イベルメクチン製剤による全頭駆虫を実施。放
牧中の消化管内寄生虫の寄生状況を把握するた
め定期的に虫卵検査を実施し、発育や繁殖に及
ぼす影響について検討。寄生虫により放牧期間
中の陽性率の変動に違いがみられ、一般線虫は
7月上旬をピークに42.9～100%。ベネデン条虫
は7月上旬から漸増し10月25.9%。下牧後、一般
線虫は冬期に低下、春に再び上昇。ベネデン条
虫は、下牧後も漸増。放牧期間を駆虫前と駆虫
後に区分し虫卵検出期間が日増体量（DG）及び
受胎までの受精回数に及ぼす影響を調査。一般
線虫で駆虫後も虫卵陽性の牛群は、DG低く、受
精回数多い。DGは他の寄生虫も同様の傾向。寄
生虫感染、入牧時月齢、放牧年度の各要因では
一般線虫のDGへの影響は他の要因より大きい傾
向。駆虫効果が増体及び繁殖成績に影響を及ぼ
す可能性あり、放牧中の駆虫の重要性が示唆。

370 Ｋ町和牛改良組合における寄生虫駆虫への
：宮城県仙台家保 平子智子、橋本和取り組み

広
平成 年に認定改良組合を目指すＫ町和牛16
改良組合において、今後の子牛の市場性を高め
ることを目的に寄生虫駆虫試験を実施し、検討
会を開催。調査は組合員・農協・町・畜産振興
部が協力し平成 年 月から平成 年 月に15 9 16 1
実施。調査農家は比較的飼養頭数が多い農家を
巡回して 戸を選定。試験対象子牛は生後 ヶ5 4
月令までの 頭とし、その半数を駆虫。駆虫30
はモキシデクチン製剤をプアオンにより 月と9
月に投与。月 回体高・推定体重測定と糞便11 1
検査を実施。 月の検査開始時 戸、 頭の子9 4 9
牛が下痢。コクシジウムオーシストは調査期間
中すべての子牛で確認。期間中の一日増体量は
駆虫した子牛が対象区に比べ高い傾向。今後と
も市場出荷までデータを集積し、効果を検討。
組合員の駆虫への関心は高く、取り組みの拡大
が期待される。

371 哺育育成農場における突然死型牛乳頭糞線
：宮城県大河原家虫 症の発生と衛生対策(SPL)

保 二瓶友美、沼辺孝
平成 年 月から 月に乳用牛哺育育成農15 9 10
家（約 頭飼養）において 頭が前駆症状200 20

。 、なく突然死 当該農場は県内 市場から導入し1
群 頭を同一牛房で飼養。敷料はオガクズを1 30
使用。死亡牛 頭の病性鑑定を実施。外貌所見2
で四肢の蹄冠部の発赤・潰瘍、組織学的所見で
は胃および小腸に線虫寄生。同居牛の直腸便お
よび敷料の寄生虫学的検査で含子虫卵を認め、
びん培養法で 特有の所見を確認。分離さSPL
れた寄生虫を直接鏡検にて のＦ型子虫とSPL
同定、 症と診断。対策としてイベルメクチSPL
ン製剤をプアオン法で投与し、投与後 日で12
EPG 5 1は減少。また、敷料の頻回交換（ 日に
）、 、回 消毒薬と消石灰による牛舎消毒を指導し
その後 症の発生なし。浸潤状況調査のたSPL
めオカクズ使用農家 戸において敷料の検査を4
実施。全ての敷料より 卵を確認。広く浸SPL
潤していることが示唆されたため、予防対策と

、 。してリーフレット配布 ホームページにて啓蒙
本症例は県内初報告である。

放牧場における内部寄生虫対策とその効果372
：青森県上北農林十和田家保 小笠原清高、小
笠原良孝
放牧子牛の発育向上を目的に、その阻害要因の
一つと考えられる内部寄生虫について、内部寄
生虫実態調査とイベルメクチン製剤のプアオン
法による駆虫対策を実施。試験期間は放牧期間
と退牧後 ヵ月。試験区は試験Ⅰ：黒毛和種放1
、 、牧場 試験Ⅱ：ホルスタイン種育成放牧場とし

2 10駆虫剤投与区と無投与区の各 区を設け子牛
頭を調査。調査項目は （ウィスコンシン変EPG
法による放牧期間中 回、退牧後１回 、日増体2 ）
、 、 （ ）。 、量 疾病発生状況 種付け状況 試験Ⅱ 結果
駆虫をしていない放牧場では入牧初期 が高EPG
く、放牧場での感染が疑われた。また、定期的
な駆虫対策の実施で、別飼いと同等の発育、下
痢症の減少、初回授精月齢の短縮効果。以上か
ら、放牧にあたっては、舎飼期あるいは放牧前
の駆虫と放牧期間中の定期的な駆虫を組み合わ
せることが重要。

Ⅲ－４一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

：新潟373 乳質改善を目的とした搾乳衛生指導
県下越家保 会田恒彦、中川邦昭
管内バルク乳体細胞数は増加傾向。搾乳衛生

、 、指導の取組みとして 巡回時に資料と容器配付
検査状況の随時連絡、継続検査、関係機関との
連携強化、個体識別番号を用いた成績データベ
ース化、バルク乳成績モニタリング、一酪農組
合で 農場を選択巡回し対策支援等を実施。依16
頼検査数は、平成 年度 件 頭（細菌検12 56 449
査 頭 分房）から、 年度 月末現在176 327 15 11
で 件（ 農場・管内 ％） 頭（細菌148 48 44 1,275
検査 頭 分房・体細胞数測定 頭1,092 3,689 1,159
分房 、バルク乳 検体へ増加。細菌検出4,212 93）

分房数は、黄色ブドウ球菌 （ 頭 、ブド232 163 ）
ウ球菌 、レンサ球菌 、腸内細菌 、コ939 249 53
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リネバクテリウム 、有意菌分離なし 、49 2,187
他 。各成績をもとに、農場毎に乳房炎発生要51
因を検討し対策を実施した結果、複数農場が管
内トップクラスの乳質改善に至るなどの事例を
得た。

地域酪農部会を中心とした生乳体細胞数低374
：新潟県上越家保 平山栄減に向けた取り組み

一、渡辺誠市
34 40.8 /ml一酪農部会 戸の平均体細胞数は 万

（ 年 月）から 万 （ 年 月）とH14 4 64.6 /ml H15 9
増加し、生乳格差金及び治療費増加による経済
的損失が大きくなっている。部会では、良質乳
の安定生産を重点推進項目として掲げ、 農場5
を改善モデル農家として選定し、搾乳牛全頭の

（ ） 。体細胞数検査 本合乳：新潟県酪連 を実施4
関係機関による支援チームでは、体細胞数 万41
以上の牛についての分房別検査（ 法、/ml Breed
細菌検査、黄色ブドウ球菌スクリーニング 、搾）
乳衛生、畜舎環境調査を実施。 農場とも黄色5
ブドウ球菌感染（ 頭 分房）による影響が22 44
大きく、 農場では過搾乳の傾向。農場別に問3
題点を指摘し、計画的な治療・淘汰、環境改善
を実施したところ、短期間で体細胞数が低下傾
向。今後も全頭検査による定期的なモニタリン
グ、検査成績にもとづく問題牛の治療・淘汰及

。び衛生日誌の記帳を 本柱に推進していく予定3

病性鑑定成績にみる死廃牛低減に向けての375
：福井県家保 笠原香澄、武田佳絵一考察
牛海綿状脳症の発生で当所に持ち込まれる死
廃牛が急増。これら病性鑑定成績を検討し死廃
牛低減に向けた生産指導体制確立を図る。平成

、13 10 15 12年 月から平成 年 月の間搬入された
24 108 188ヶ月齢以上の乳牛(死亡牛 頭、廃用牛
頭)の死廃原因と農家別死廃率を検討。死廃原因
では、死亡牛は第四胃変位が ％、次いで牛16.7
壊死性腸炎、乳房炎が多く、廃用牛では関節炎
が ％、次いで乳房炎、脂肪肝が多い。農家15.4
別年間死廃率は ％以上 が 戸、 ～ ％15 8 10 15

9 5 10 14 5 8未満が 戸 ～ ％未満が 戸 ％未満が、 、
、 、 。戸で うち 頭の持ち込みもない農家は 戸1 1

死廃率 ％以上の農家では、分娩前後の飼養管15
、 、理失宜 治療の遅れなどに起因した第四胃変位
、 、 。 、関節炎 脂肪肝 重度乳房炎などが多い 一方

死廃牛の持ち込みがない農家は、分娩前後の血
液検査を積極的に受け、早期治療や飼養管理改
善を行い事故防止に努めている。今後も診療獣
医師との連携をはかり生産指導をさらに強化。

：岐阜県飛騨家376 管内の牛の繁殖成績と課題
保 大田哲也，宮﨑次朗
現在、牛、特に乳用牛の繁殖成績が世界的に
低下傾向。種々の調査によれば、乳用牛の産乳
能力の向上に、飼養管理が対応できていない事
が大きな要因。県内の乳用牛における平均乳量
は過去9年間で約700kg増加している一方、平均
空胎日数は29日間延長、初回授精までの日数は
12日間延長、平均授精回数は0.3回増加。管内
においても受胎率は低下傾向。乳検成績から、
初回授精までの期間および初回授精から2回目
までの期間が長い農家は繁殖成績が悪い傾向。

、 。また 分娩後80～110日目の受胎率は低下傾向
プロファイルテストの結果から飼料給与量の不
足が確認され、繁殖成績に影響。分娩後80～11
0日目は採卵成績も低下。受精卵移植成績にお
いては、9～10月および1～2月頃に受胎率が低
下。暑熱による採食量の低下、寒冷による個体
維持エネルギー増大が、60～80日後の受胎率に
影響していることを示唆。繁殖成績を向上させ
る上で、飼養管理が重要。受胎率の低下は肉用
牛に関しても認められ、詳細な調査を実施し原
因の究明が必要。

中山間地域における和牛の生産性向上指導377
：愛知県西三河家保加茂支所 伊藤一彦
管内の東加茂郡のうち 町村は中山間地域に3
中小規模の和牛繁殖農家が散在する、県内でも
有数の和牛繁殖地域。当地域は 名の診療獣医1
師のため、当支所は平成 年度から 町村及び11 3
畜産農家からの協力依頼を受け､毎月全農家を対
象に母牛繁殖管理の改善による和牛子牛の生産

。 、性向上対策指導を実施 年 産の実現に向け1 1
和牛繁殖農家の目標値を平均空胎日数 日以80
下、平均授精回数 回以下、妊娠率 ％以上1.5 90
と設定して指導。また地域全体の成績向上のた
め、多頭数を飼養する地域の中核的４農家につ
いて重点的に指導を実施。その結果平均空胎日
数は 農家で改善され 日以下となった。平均1 80
授精回数は 農家で改善の方向にある。妊娠率2
は常に ％以上を維持できている農家はなかっ90
。 、た 今後はさらに関係機関と密接な連携を取り
中核的４農家の事例を参考に、各農家ごとの繁
殖性阻害要因を明確にした指導を実施し、東加
茂郡の和牛生産基盤の安定を図るため努力して
いきたい。

夏場の繁殖対策としての受精卵移植の利用378
：愛媛県八幡浜家畜保健衛生所 河野良輝、久
保田英和
愛媛県では昭和 年度から牛の人工妊娠実用59
化促進事業を開始し、 年度からは農家での受60
精卵移植（ＥＴ）を実施している。ＥＴ技術は
本来家畜改良を推進するという位置づけである
が、農家では発情微弱等で人工授精（ＡＩ）が
できなかった場合の対応など、繁殖に関する目
的での利用が多くなっている。近年ＡＩの受胎
率が低下している中で、特に夏場の繁殖対策と
してＥＴが活用できないか検討し、平成 年度13
より管内酪農家において県畜産試験場作成の黒
毛和種体内受精卵を用いてＥＴを行った。夏場
である７～９月に 回のＥＴを実施し受胎率23
％であった。年間の ％と比較するとや43.5 51.4

や低いものの大きな差はなかった。夏場はＡＩ
よりＥＴの受胎率の方が高かった。乳量の増加
に伴うエネルギーバランスの影響等から、近年
特に経産牛では発情が微弱な傾向がある。発情
や排卵を誘起する方法もあるが、ＥＴも夏場の
繁殖対策の一つとして推進できる。

低受胎牛農家における公共牧場利用の有用379
：愛媛県中央家畜保健衛生所 稲垣明子、安永性
圭介
県内の公共牧場において、繁殖機能の回復効
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果が報告され、繁殖のリハビリ牧場としての期
待が高まっている そこで 低受胎農家 戸 肉。 、 （1
用繁殖牛飼養頭数 頭）の不受胎牛 頭（平39 17
均空胎日数： 日）について、放牧の有用性222.4
を調査した。放牧の結果、 頭が受胎( ％)15 88.2
し、受胎率の向上が認められた。受胎までの平
均日数は 日であった。うち 頭の血液検査27.8 5
を実施したところ、ビタミンＡ( )は入牧前VA
± 、 日後 ± で73.5 6.6 IU/dL 20 144.6 20.8 IU/dL
有意に上昇し、ビタミンＥ( )についても入牧VE
前 ± μ 、 日後 ± μ155.6 65.8 g/dL 20 582.7 96.0
g/dL T-Cho BUNで有意に上昇した。同時期の 、
は、入牧前に比べ差はなかった。以上から、受

、胎率の向上に および の関与が示唆されVA VE
放牧によるリハビリ効果が確認された。今回の
事例をもとに繁殖改善指導の一助として、放牧
利用を推進していくことが重要と考えられた。

380 乾乳期検査・指導による周産期疾病低減の
：熊本県城北家保 佐藤敬明、濱田公男取組み

乾乳期のレシチン：コレステロールアシルト
ランスフェラーゼ（LCAT）活性等の検査・指導
による周産期疾病低減の取組みを実施。分娩前
プロピレングリコール（PPG）300mL、3日間の
投与でLCAT活性値は平均140U増加。モデル農場
3戸の年間周産期疾病発病率は、県平均15.9%に
比較し13.6%、14.3%、7.7%と良好。酪農グルー
プ16農場の指導では、乾乳期管理意識の高揚と
改善により乾乳期適正ボディコンディションス
コア（BCS）3.0～3.5の割合は50%から63.8%に
向上。分娩前60日以内、LCAT活性値800U未満で
周産期疾病発生率34.0%、800U以上では発生率1
5.2%と低い傾向。LCAT活性値と総コレステロー
ル（T-Cho）は有意な相関、T-Cho 100mg/dL未
満では周産期疾病発生率36.4%、100mg/dL以上

。では16.0%と T-Cho検査による簡易診断も可能
乾乳期BCS3.0～3.5では周産期疾病発生率は 3
1.3%、BCS3.75以上では 61.5%と高い傾向。分
娩前後死亡事故多発農場の病性鑑定では、乾乳
牛のT-Cho低値から脂肪肝を疑い、飼料給与改
善・PPG投与を指導し、その後事故なし。

381 黒毛和種繁殖農家の疾病多発事例とその衛
：大分県三重家保 芦刈美穂、病鑑 河野生対策

泰三
繁殖雌牛 頭を飼養し 年間で母牛 頭を69 2 20

2003 7増頭した黒毛和種繁殖経営農家にて、 年
1月頃から下痢や肺炎を主徴とした疾病が多発、

年間で 頭が死亡。病性鑑定の結果、うち 事7 2
例で白筋症の併発を確認、同居牛の血液検査で
は血中ビタミン とセレン濃度が欠乏値から境E
界値に分布。免疫能のパラメーターとして利用
される白血球化学発光能は同地域で死亡事故発
生の少ない農家に比べて低値を示し、当該農家

RSの子牛の免疫力の低下が示唆された また 牛。 、
ウイルス病、大腸菌症、ロタウイルス病、コク
シジウム症の発生を確認。白筋症予防対策とし
てビタミン ・セレン製剤、呼吸器病対策としE
て牛呼吸器病 種混合ワクチンとチルミコシン5
製剤、寄生虫疾病対策としてイベルメクチン製
剤や抗コクシジウム剤、大腸菌症及びロタウイ
ルス病対策として牛下痢 種混合ワクチンを採5

用した衛生対策プログラムを実施、疾病の発生
頭数が減少。母牛 頭あたりの衛生費は増加し1

、 。たが死亡事故が減少し 経営の改善がなされた

亜鉛欠乏による錯角化症が疑われた牛の症382
：宮城県仙台家保 竹田百合子、伊藤敦例
平成 年県内酪農家で乳牛１頭に皮膚の角化14
が認められた。皮膚病変は平成 年 月分娩後14 7
急速に悪化、治療したが予後不良で同年 月鑑10
定殺。外貌所見は全身（特に頚部と肩部）皮膚
が肥厚、痂皮形成および落屑。病理組織学的検
査では感染性の皮膚病変は見られず、全身皮膚
および前胃胃粘膜の錯角化を認めた。剖検時の
血清亜鉛濃度は μ と低値を示し、亜鉛41.1 g/dl
欠乏による錯角化症を疑った。牛の血清亜鉛濃
度の測定を簡便に行うため、市販のヒト用血清
亜鉛測定キット（吸光光度法）と原子吸光法を
。 （ 、 ）比較 相関を認めたため 相関係数 0.99 n=13
キットを用いて、当該農家を含む県内 農家14
検体の血清亜鉛濃度を測定。当該農家に低128
値を示す牛を認めた他、農家によるばらつきが
見られ、飼養管理が影響する可能性を示唆。血
清亜鉛は飼料中の欠乏以外に種々の要因で減少
するが、本症例では亜鉛濃度が低値であった牛
が分娩が契機となり錯角化症が発生した可能性
が考えられた。

キョウチクトウを含む野草の給与が原因と383
：福島県いわき家推定される繁殖和牛の死亡例

保 秋元穣、安藤英明
平成１５年１０月初旬、和牛繁殖農家（繁殖
母牛９頭、子牛２頭飼養）において飼養牛全頭

、 。に食欲不振 下痢等の症状を呈する疾病が発生
診療獣医師より畜主の稟告、発生状況から給与
飼料中の物質による中毒が疑われるとの連絡を
受け、その後間もなく母牛１頭が死亡した旨連
絡があった。病性鑑定時の畜主からの聞き取り
の結果、発症前日に市内の空き地の下草刈りを
実施し、刈り取った野草を給与したとのこと。
野草を分類した結果、毒性の強いキョウチクト
ウがサンプル２８８ｇ中１３ｇ含まれていた。
同居牛のウイルス抗体検査では、ＢＶＤ－ＭＤ
Ｖ等のウイルスの動きは認めず、血液生化学検
査でも著変は見られなかった。血便を呈する２
頭の糞便検査ではコクシジウム、細菌検査では

を確認。血清中のキョウClostridium perfringens
チクトウ有毒成分検査は依頼中ではあるが、野
草の摂取量、キョウチクトウ含量を考慮し原因
と推定。

硝酸塩中毒とそれが誘因で発生したと思わ384
：栃木県県南家保れる乳牛のサルモネラ症例

市川優
搾乳牛40頭に，新たに開封したイタリアンサイ
レージを2回給与後，数頭が食欲廃絶。発症前の粗
飼料に戻したが全頭が食欲廃絶，水様性下痢，乳
量激減及び流・死産を発症。給与イタリアンサイ
レージの硝酸塩(NO)濃度は4833ppm。サイレージ3

給与から8日後の血中NO濃度は，0.74～1.46μg/m3

L(6検体)と高濃度。そのほかの給与飼料等のNO濃3
度はサイレージ332ppm ルーサン203ppm 井戸水2.， ，
16ppm また 下痢便から Saintpaul(S.。 ， Salmonella



- 71 -

S)が検出。以上のことから，イタリアンサイレー
ジによる硝酸塩中毒を発症し，食欲廃絶状態に陥
り，乳量が低下。また、腸内細菌叢が変化し，S.
Sによる下痢を発症。一方，高濃度の血中NO 濃度3
は，第一胃内細菌叢の変化による亜硝酸態窒素還
元能の低下又は下痢の炎症反応で産生代謝された
NOが検出されたと推察。さらに，流死産は，血中3

のNOが高濃度に持続したためと推察。3

385 低コスト前処理法による血中硝酸態窒素野
：栃木県県央家保 塩生光外調査（中間報告）

男
硝酸態窒素の慢性影響調査のため、低コスト
（ ） （ ） 。250 13 S円→約 円 前処理方法 法 を確立
手技は血清・血漿を沸騰水浴中で加熱、凍結融
、 （ 、解後 遠心上清に 液 ・A 300mM NaClO 2 H O4 2

・ 、 ）等量添加、混和20mM NaHPO 2HO pH1.32 4 2

、 （ 、後 再度遠心上清に 液 ・B 150mM NaClO 2 H O4 2

、 ） 、 、10mM NaHPO 2HO pH92 4 2・ 半量添加 混和後
遠心上清を 分析。従来法と比較し回帰式HPLC
Y=1.0386x-0.0131 0.9813 S、相関係数も と良好。
法によりブルセラ病検査残余血清 戸 検体63 920
の血中濃度を測定。 μ 以上は ％1 g/mL 0.22
（ 頭 、 ～ μ 未満 ％2/920 0.36 1 g/mL 4.45）

41/920 0.28 0.36 g/mL 3.48%（ )、 ～ μ 未満
（ 、 ～ μ 未満 ％32/920 0.2 0.28 g/mL 7.72）
（ ）、 （ ）。71/920 0.2 g/mL 84.13 774/920μ 未満 ％
農場および個体の追跡調査を実施し、血中濃度
と疾病発生等の関連性を分析中。血中濃度は乾
乳期に高い傾向で、粗飼料主体や低質飼料給与
の影響と推察。血中濃度高値の個体は死亡・廃
用率が高く疾病等との関連性が示唆。

386 重度の肝線維症を伴った乳用育成牛の肝性脳
：群馬県家畜衛生研究所 樋口明宏 小見邦雄症
20ヶ月齢の乳用育成牛が起立不能を呈し、病性
鑑定を実施した。血液生化学的検査でGOT：122IU/
l、GGT：219IU/lと極めて高い値を示し肝機能障害
が疑われた。細菌分離は陰性。剖検所見で肝臓は
腫大し、表面は不整で著しく硬度を増していた。
組織所見で肝臓は偽胆管の形成が多数みられ、結
合織の増生が著しく、小葉構造は消失していた。
中枢神経系では灰白質と白質の境界部、網様体、
小脳髄体等に空胞変性が左右対称にみられ、特に
、 、 。間脳 中脳 橋および延髄において著明であった

また、閂の迷走神経背側核および孤束核に病変は
認められなかった。門脈循環シャントは確認され

、 。なかったが 以上の所見から肝性脳症と診断した
本症例は中毒が疑われたが他の同居牛に異常は見
られず、原因は不明であった。肝性脳症は神経症
状を呈することから、牛海綿状脳症と類症鑑別を
要する疾病の一つと考えられた。

387 起立困難牛の転帰に影響を及ぼす筋肉損傷
：富山県西部家保 石地の統計解析による検証

智乃、長坂訓
乳用牛は起立困難を呈しやすく、二次的な筋
肉損傷によって死廃に至る場合が多く見られる
ことから、起立困難牛の血液検査結果等をもと
、 。に 筋肉損傷の転帰への影響を統計学的に評価
血清クレアチンキナーゼ活性値（CK値）が1000
U/l以上であった場合に死廃の相対危険度が2.

19となり、1000 U/l未満の場合と比較して有意
（p<0.05）に死廃につながることが判明。ロジ
スティック回帰分析により、CK値が標準値より
670 U/l以上上昇することで死廃の危険性が有
意（p<0.05）に高まると推察。牛舎環境の整備
や栄養摂取が起立困難牛の筋肉損傷度合いの軽
減、死廃率低下につながるが、既に重度の筋肉
損傷が生じている牛は統計学的見地からも予後
不良であると証明。

388 肥育牛におけるビタミンA欠乏症発生防止へ
：石川県北部家保 山田大輔の取り組み(第2報)

前報で、肥育後期のビタミンA(以下VA)補給を
指導したところVA欠乏症の発生はH12年度11件、
H13年度8件がH14年度2件に減少。H15年度は導入
後におけるVA値測定および前報で肥育中～後期
に測定した個体の枝肉成績の追跡調査も実施。
県内繁殖農家より導入後の34頭の血中VA値は大
きな個体差（36.1～205.9IU/dl）を示した。同
一生産農家でも個体差は著しかったが、体重と
の比例関係が示唆された。前報でVA値を測定し
た41頭の枝肉成績では、VA値と枝肉重量、格付
けとの間に明確な関連は認められなかったが、
内臓廃棄率は欠乏牛で高かった。検査結果の農
家への報告と同時に飼料給与方法の指導も継続
した結果、H15年度(12月現在)の欠乏症発生は2
件。またVA値測定を行った3農家全戸でA4、A5の
割合がH14年度に比べ増加（S農家52→75％、K農
家16→56％、O農家32→42％ 。）

：静389 育成牛に発生したエンドファイト中毒
岡県東部家保 白岩佑美子、佐野文彦
平成15年4月、酪農家2戸の育成牛16頭に頚部
筋肉の痙攣、歩様異常、起立困難、頭の上下運
動がみられた。両農場ではオレゴン州産ペレニ
アルライグラス乾草（以下PRG）を給与、種子
の鏡検（ローズベンガル染色）でエンドファイ
ト様菌糸を確認。ストロー中ロリトレムB濃度
は3,052、2,219ppb。飼料分析、血液生化学検
査の結果から類似疾病は否定、エンドファイト
中毒と診断。他に同一ロットのPRGを購入して
いた4農場について追跡調査を実施、うち2農場
の育成牛8頭に症状を確認。発生農場では当該
飼料の給与中止後1～2週間で症状が回復。平成
15年8月、8カ月齢の育成牛１頭が死亡。剖検所
見では著変なし。病理組織検査により左心筋層
の多発性壊死、肺細胞壁の重度肥厚が認められ
た。給与していたPRG種子の鏡検でエンドファ
イト様菌糸を確認、ストロー中ロリトレムB濃
度は2,444ppb。以上よりエンドファイト中毒の
可能性が示唆された。

：390 放牧牛におけるワラビ中毒の発生と対応
兵庫県和田山家保 岡野康行、山口悦司
管内の放牧場でワラビ中毒の発生を確認。2
放牧場で繁殖牛60頭中2頭が発熱し（急性 、可）
視粘膜の出血を伴い死亡。下牧後も1頭が発熱
し（亜急性 、約1ヶ月後に死亡。剖検所見は3）
頭共通して外陰部、主要臓器の出血と腹水、胸

。 、水の貯留 亜急性例では回盲部で大網が癒着し
粘膜面に偽膜形成。組織所見は共に全身臓器の
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出血と肝の変性壊死並びに骨髄の脂肪化。血液
所見では白血球数が減少し、ヘマトクリット値
が低下。対応として直ちに下牧させ、良質牧草
・配合飼料の給与とワラビ除草を指示。放牧研
究会を通じ農家にリーフレットを配布、注意を
喚起。他の放牧場での発生はなし。下牧牛の血

。 、液検査を継続実施 全20頭の血液検査を実施し
貧血傾向の6頭を追跡調査。9週目に亜急性例を
除きほぼ正常値に復帰。本年度は7､8月の気候
が平年より低温多湿で、日照時間が短くワラビ
の発育に好条件。野草の生育悪く、過放牧とな
った。畜主の病気の認識の低さも発生に関与。

牛硝酸塩中毒の発生と簡易診断についての391
：沖縄県家畜衛生試験場 座喜味聡、具一考察

志尚子
平成 年 月及び 月に、本島中部の一農家15 5 8
で黒毛繁殖牛の急死を含む中毒症状が発生。病
性鑑定の結果、硝酸塩中毒と診断。併せて現場
応用可能な簡易測定機による測定方法を検討。
１．発生概要：初発時、繁殖雌牛 頭中 頭、80 2
続発では 頭が死亡し、可視粘膜のチアノーゼ3
等が見られた。発症牛血清と死亡牛眼房水から
高速液体クロマトグラフィー( )で ～HPLC 13.1
30.3 NO3-N 0.12 1.61μg/mlの硝酸態窒素( )と ～、
の亜硝酸態窒素を検出。腎機能の一過性μg/ml

障害が見られたが同居牛に慢性硝酸塩中毒を示
唆する所見はなかった。豚糞液肥多量散布採草
地由来牧草の は最も高いものはNO3-N

だった。飲水から高濃度 は検5,879ppm NO3-N
出されず。２．簡易測定法：土壌分析等で汎用
されている を利用、牧草で と良好RQflex HPLC

HLPCな相関が得られたが 血清及び眼房水では、
と比べ ほど低く測定。種々の条件で検討し40%

HPLCたところ 検体を蒸留水で希釈する方法で、
とほぼ同値の適正値を得た。

管内放牧場におけるワラビ中毒の発生とそ392
：島根県益田家保 石倉洋司、青木寛の衛生対策

今年度、管内共同放牧場にて３頭の死亡事故
が発生し、病性鑑定の結果、３症例をワラビ中
毒と診断。これらの放牧場については、毎年入
牧前から下牧時まで定期的な衛生検査を行って
いるが、以前から事故が散発しており、放牧事
故再発防止のための検討を行った。３症例の検
査成績の中で、白血球数が ～ 、顆500 1,100/ml
粒球率 ～ と骨髄機能抑制が顕著だった。0 2%
そこで今年度の放牧牛および複数年放牧を繰り

、返している牛の白血球数の推移を調べたところ
、 、臨床症状を示さないにもかかわらず 白血球数

5,000/ml 20%顆粒球率に異常を示す個体 未満（ 、
未満 、また放牧期間を通じて、あるいは年度を）

、こえて白血球数の減少を示す個体が多く見られ
ワラビ採食による慢性的な造血機能への影響が
考えられた。そこで今後、臨床症状を呈さずと
も白血球数( )または顆粒球率( 未満)5,000/ml 20%
を早期発見の指標とし、放牧不可および下牧指
示の対象とすることとした。

393 黒毛和種繁殖雌牛の小脳にみられた上衣腫
：青森県三戸農林八戸 赤沼保、鈴木顯義家保
平成14年12月下旬頃から、黒毛和種繁殖雌牛

（9才8ヵ月齢）が起立姿勢の異常、時折転倒す
るなどの神経症状を呈し始める。その後も症状
が悪化、眼球震盪も認められたため、平成15年
1月7日に病性鑑定を実施。剖検所見では小脳虫
部に灰赤色で軟弱な腫瘤塊が認められ、その一
部は第四脳室へ突出。第四脳室及び中脳水道は
やや拡張。その他の臓器は著変なし。病理組織
所見では小脳病変部において円形又は楕円形の
核を持つ腫瘍細胞が密に増殖。病変部と正常組
織との境界は比較的明瞭で腫瘍組織内には多数
の血管並びに、血管周囲性偽ロゼットの形成が
顕著。免疫染色では少数の腫瘍細胞がビメンチ
ン陽性。一方、GFAPやニューロフィラメントを
発現した腫瘍細胞は認められず。透過型電顕所
見では腫瘍細胞間に発達した接着装置を多数観
察。以上の成績から本例を上衣腫と診断。本例
の上衣腫は血管に富んでおり、また、血管周囲
性偽ロゼットの形成が特徴的であった。

394 乳牛にみられたアミロイド－シスの一症例
：茨城県鹿行家保 西野弘人、太田土美
平成 年度牛海綿状脳症サーベイランス検14
査において、当所管内から搬入された起立不能
牛が病性鑑定の結果アミロイド－シスと診断さ
れた。当該牛は８歳で、食欲不振、軟便及び乳
房炎のため治療が開始されたが症状は改善され
ず、水様性下痢により衰弱、予後不良と診断。
血液検査で血清総蛋白減少（ 、血清ア3.6g/dl）
ルブミン減少（ 、α―グロブリン増加1.3g/dl）
及び血清カルシウム減少 を確(28.8%) (8.0mg/dl)

認、ヨーネ病ＥＬＩＳＡは陰性。尿検査で重度
の蛋白尿。外貌検査で胸垂に冷性浮腫。剖検で
肝臓に富脈斑の多発、腎臓の水腫性肥大、腸間
膜の高度な水腫。病理組織学的検査で小腸漿膜
に重度の水腫、コンゴ－レッド染色後偏光下で
鏡検し、腎臓の糸球体、肝臓のディッセ腔、脾
臓の赤脾髄小動脈にアミロイドの沈着を確認。
本症例は全身性アミロイド－シスであると考
察。

395 マイクロプレートを用いた牛代謝プロファ
：群馬県東部家保 森口充代イルテストの試み

ほか
代謝プロファイルテストの活用にとって、検
査コストや血液採材の労力等が大きな阻害要因
となっている。そこで、牛群における栄養評価
の指標として血中総コレステロール と尿(T-cho)
素態窒素（ ）のマイクロプレート（ ）BUN MP
を利用した測定方法を検討した。検査には市販
の用手法検査試薬を使用しMP上で反応、MPリー
ダーを用いて吸光度を測定した。その結果、MP
法は同時再現性・標準法との相関も良好であ
り、検査時間の短縮、試薬の節約がはかれ、多
検体を処理する上で有効と考えられた。野外応
用として告示検査対象 農場 頭の血清を11 520
測定した結果、農場別成績において４農場の泌
乳牛群に高蛋白質飼料の多給傾向が窺われ、個
体別には泌乳牛群のうち約 ％が 濃度15 BUN
の高値を示した。測定データはMPリーダーと直
結しているパソコンによりデジタル加工も容易
であり、成績は生産者が視覚的に判りやすいよ
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うにグラフ化して提供した。

：石川県396 牛の貧血を主徴とした疾病発生例
北部家保 畑中 昭
平成15年10月、管内酪農家の搾乳牛1頭に食欲
不振、可視粘膜蒼白を主徴とする疾病が発生。1
1月にはケトーシスで治療中の搾乳牛1頭に呼吸
速拍、乳房および可視粘膜蒼白等10月の例同様

。 、 、の症状を発見 血液性状はHt14% RBC107万/mm3

WBC 10,500/mm 、小型ピロプラズマ原虫陰性、G3

OT158U/l、γ-GTP 56U/l、Ca10.5mg/dl、P3.0mg
/dlで色はチョコレート色。強肝剤、補液等で加
療するも症状は改善せず再検査。Ht11.9%、RBC1
39万/mm 、WBC 14,600/mm 、GOT108U/l,γ-GTP73 3

4U/l、Ca10mg/dl、P3.5mg/dl。当該農家では、
、輸入スーダン乾草を通年給与していることから
。これら乾草および血中の硝酸態窒素濃度を測定

乾草では2577.6 ppm。本症例は臨床症状、血液
検査性状等より輸入乾草中の硝酸態窒素が関与

。した低リン血症による産褥性血色素尿症と診断

：山梨県東部397 牛白血病と疑われた事例報告
家保 内藤和美、深沢矢利
県内で飼養されていた搾乳牛（ホルスタイン
種）で牛白血病抗体を保有し、死亡時にリンパ
節等の腫大が認められ、白血病が疑われたもの

2 1の、別の腫瘍と診断された 事例を報告する。
、 、例目は 年生まれ 年に抗体保有を確認H11 H14

。剖検時に肺や肺門リンパ節に多数の腫瘤を確認
病理組織では小型で未熟な多形性の細胞で異型
性が弱く、多核巨細胞の出現を認めた。特殊染
色及び免疫染色（デスミン陽性、平滑筋アクチ
ン陰性）により「胎児型横紋筋肉腫高分化型亜
型」と診断。 例目は 年生まれ、 年に抗2 H8 H12

、 、体保有を確認 死亡時に体表リンパ節の腫大し
胃や直腸の漿膜面や子宮内膜側にゴルフボール
大の白色腫瘤を多数確認。病理組織では均一性

Tのリンパ球で異型性が弱かった。免疫染色で

そば殻を敷料とする酪農家で発生したルー398
：長野県佐久家保 高橋陽子メンアシドーシス

敷料にそば殻を使用する酪農家において平成
年 月、そば殻を乾乳パドックに 投入15 5 500kg
したところ、翌日から食欲不振を呈する牛が認
められ、 日後には 頭が死亡し、 頭が起立不2 2 4

、 。能及び昏睡等に陥ったため 病性鑑定を行った
昏睡を呈し死亡した牛の第一～四胃内には多量
のそばの実が認められ、特に第一胃は弛緩し、
内容物中にはそばの実が 含まれてい36.8g/100g
たほか、第一胃内容液の性は、 、乳酸pH4.1

であったことから、ルーメンアシド2,100mg/dl
ーシスと診断した。また、起立不能を呈する牛
の血液・血清生化学的検査では、 及び無機PCV
リン値が高く、乳酸が検出された。なお、初動
対策として牛がそばの実を摂取し ないよう敷料
に消石灰を散布し、症状を呈している牛に対し
ては補液および活性炭の投与を行った。今後、
そば殻に実が混入している場合は敷料として使
用しないこととした。

399 若齢子牛の肝細胞に見られた硝子様封入体
：愛知県西三河家保 坂井田総子ほかについて

子牛が重篤な肺炎や下痢で死亡する背景に、
フィブリノーゲン(Fb）が肝臓に蓄積したまま
分泌されないことが存在する病態として、Fb蓄
積症の報告がある。県下の病鑑事例の肝臓に同
様の病変を確認したので、その関連と封入体の
成分について検討。材料は、死産・起立不能・
肺炎等を主訴として搬入された270日齢までの
子牛8例で、抗ヒトFb抗体を用いた免疫組織化
学染色の他、PAS・アルシアンブルー・トルイ

。 、ジンブルー・オルセイン染色等実施 封入体は
巣状に部分的に、あるいはびまん性に組織全体
に認められ、病変の程度には差を認めた。抗ヒ
トFb抗体には1例で陽性を示した。3例の黒毛和
牛は、共通して重度の肺炎を呈していたが、Fb
抗体に反応したのは1例のみ。他の染色はすべ
て陰性。死産胎児や起立不能も含め、8例の肝
臓には共通した病変が観察されており、これま
で報告のある病態とは異なるFb蓄積症の存在を
予想したが、症状と肝病変のみでは特定できな
いものと思われた。

400 ＴＭＲ利用農場における牛群代謝プロファ
鳥取県溝口家保 井上イルテスト結果の推移：

禎文、西谷公志
管内の中核酪農家において、近年、規模拡大
が進行し、その飼養管理にフリーストール、TM
R導入が主流をなしている。Ｈ14年8月から従来
の繋ぎ・分離給与方式から繋ぎ・TMR給与方式
への転換がなされた5農場のうち1戸がＨ15年2
月頃から牛群の繁殖障害(無発情)が多く認めら
れため、同年6月に指導依頼が共済組合からあ
った。そこで、現地巡回と代謝プロファイルテ
スト（MPT）を実施したところ、ボディコンデ
ィションスコア（BCS）は低く、給与飼料の量
が少ないのか飼槽には残滓がほとんど無かっ
た。また、MPTはγGTP全期間高値、TCHOL・BUN
が泌乳中期～後期に高値、GLUは同期間低値、A
LBは全期間低値を示していた。これらの結果及
び給与飼料推定調査などから油脂系サプリメン
トの長期間給与の中止とTMRの増量給与の改善
提案。改善6ヶ月後、MPTを実施したところ、前
回γGTP高値を示した12頭中7頭、TCHOL高値を
示した8頭中8頭がレベル低下し、GLU・BUNも改

。 、 、善傾向であった しかし 低ALBは改善されず
繁殖成績の劇的改善には至っていない。今後の
更なる改善が必要。

401 高泌乳牛群データのプロファイル的所見：
鳥取県倉吉家保 森利之
管内の高泌乳牛群飼養酪農家から繁殖成績及
び産乳量の質的向上について相談を受け、スポ
ット的な血液検査と乳検（牛群検定）を解析す
ることで対応してきたが、より詳細な検討が必
要と思われ牛群の血液プロファイルを実施し
た。採血については、農場の主体をなす1万㌔
乳量以上で健康と思われる経産牛32頭を対象と

。 、 、 、して実施した 所見としては 乳蛋白 T-cho
BUN、肝酵素（AST、GGT）が特徴的であり、特
にT-choと肝酵素の異常な高値は、高泌乳に必
須の良好な食い込みとそれに伴う肝の活性化に
よると思われた。また、泌乳後期から泌乳初期
にかけての高いBUN値が受胎性に対する問題点
として浮き彫りとされた。併せて、従来活用し
てきた牛群の血液評価基準データについても牛
群の平均乳量による見直しの必要性が示唆され
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た。牛群の血液プロファイルは条件が整わない
と実施は困難であるが、このような貴重なデー
タの集積・解析を進めることにより、高泌乳牛
群管理の抱える問題点解決への一助としての活
用を図ってゆきたい。

岡山県津山家402 和牛の繁殖成績と飼料給与：
保 高見剛
従来、和牛繁殖農家では飼料の給与を長年の
経験に基づき、農家独自の給与法に頼っている
場合が多い。飼料給与は繁殖成績に大きく影響
し、給与量を誤ると過肥や削痩になるだけでな
く、受胎率が悪化し、生産性がが低下する。そ
こで今回 当家保管内で分娩間隔の短い農家 以、 （
下、優良農家）と長い農家（以下、不良農家）
を選定し、繁殖牛の栄養度と飼料給与状況につ
いて調査した。飼料給与量においては維持期、
妊娠末期、授乳期の各ステージの飼料計算を実
施した。その結果、優良農家に比べ、不良農家
では栄養度の高い牛が多くまたバラツキがみら
れた。飼料養分量の充足率において、優良農家
に比べ不良農家で維持期が高く、各ステージの
充足率に大きな差がみられた。特に不良農家で
は粗蛋白質( )含量が高く、可消化養分総量CP
( ）に対するバランスが悪いことも示唆さTDN
れた。これらの結果を踏まえ、和牛農家の指導
にあたっては、適正な飼料給与量と給与バラン
スについて指導している。

：徳島県徳島家保 小403 肉用子牛の血液検査
島久美子、岸良資
2002年～2003年にかけて、管内の肉用牛繁殖
肥育一貫農家で授乳中の子牛が突然死又は下痢
を呈し死亡する事故が続発。３頭を検査し胃の
出血及び潰瘍を認めたが発症原因は不明。当該
農家の病歴調査では、1998年に子牛の白筋症が
発症、同居群の血液検査でビタミン(Ｖ)不足が
判明。その後Ｖ補給指導により目立った事故は
減少していた。今回改めて新生子牛の血液検査
を実施。2003年４月～2004年１月に生まれた45
頭(延べ62 頭)。初乳摂取不足(血清蛋白＜５g/
dl)が14/45、貧血(ヘモグロビン＜10g/dl)が14/
45、ＶＥ不足(＜70 g/dl)が8/41認められ、又、μ
反復検査した８頭中６頭でＶＥが不足域へ低下
したことから、出生直後の鉄剤の投与とビタミ
ン剤の追加補給を指導。その結果、下痢や呼吸
器病の発生はあったもののいずれも軽症で、現
在まで死廃事故の発生はない。

：宮崎県宮崎家畜保404 新生子牛の腹膜中皮腫
健衛生所 鎌田博志
新生子牛の腹膜にみられた中皮腫について病
理学的に検索した．畜種は交雑種，０日齢，雌
で 年４月 日，帝王切開により出生，直2003 14
後に死亡した．剖検では，腹腔内に多量の血様
腹水が貯留し，腹膜に粟粒大から鶏卵大で，灰
白色または暗赤色の軟性腫瘤が播種性に形成さ
れていた．脾臓臓側面には米粒大の腫瘤が数個
認められた．組織学的には，腫瘤は上皮性格を
示すの細胞がおおむね乳嗜状に増殖し，間質で
骨形成を示す部位や腹膜中皮から連続する部位
がみられた．腫瘍細胞には顕著な異型性，多核

細胞，空胞変性，石灰沈着が観察された．腫瘍
細胞，遊離細胞の自由縁には微絨毛様の構造が
観察され，アルシアン青陽性ヒアルロニダーゼ
消化後陰性の物質が認められた．脾臓にみられ

． ，た腫瘤にもほぼ同様の所見が認められた また
主要臓器の実質に著変は認められなかった．な
お，病原検索で主要臓器から細菌は分離されな
。 ， 。かった 以上の所見から 中皮腫と診断された

：鹿児島405 黒毛和種にみられた横紋筋肉腫
県北薩家保 後藤介俊、東山崎達生
削痩著明、発熱、背弯姿勢、排便少量等の症
状を呈し、直腸検査で骨盤腔内に腫瘤が認めら

。 、れた ヶ月齢の黒毛和種繁殖牛に遭遇 剖検で56
骨盤腔内に腫瘤を確認。脾臓は著しく膨大し、
大小様々な白色結節を多数確認。肺は胸膜と癒
着し、白色結節を多数認め、著しく膨隆。骨盤
腔内、脾臓及び卵巣の腫瘍組織は、主にびまん
性に増殖する小型の円形～類円形細胞からなっ
ていたが、より大型の細胞や紡錘形細胞からな
る領域も存在。また、数は少ないが長紡錘形の
腫瘍細胞や、多核化したものも認められ、その
細胞質内には、筋原線維が存在し、ごく少数の
細胞に横紋を確認。酵素抗体法では、デスミン
染色で腫瘍細胞の多くが陽性、平滑筋アクチン
染色でほとんどが染まらなかった。肺の腫瘍細
胞は、他部のものより異形的で、多形性や大小
不同が目立つが、デスミン染色陽性。以上より
横紋筋肉腫と診断。

：鹿406 黒毛和種繁殖牛に見られた悪性中皮腫
児島県北薩家保 岩村晴美、榊原正吾
ヶ月齢の黒毛和種繁殖牛において腹腔内147

。漿膜に播種状に広がった悪性中皮腫に遭遇した
直検で骨盤腔右側壁に小指頭大突起物を多数確
認した。剖検で、大網表面や腹腔内諸臓器の漿
膜面並びに腸間膜に大小様々で乳白色の腫瘤が
播種状に多数確認され、割面も同様に乳白色を
呈していた。病理組織学的検査において、結合
織増生を伴った腫瘍細胞が乳頭状あるいは腺管
状に増殖し、腫瘍細胞の細胞質は、サイトケラ
チンおよびビメンチンに対する免疫組織化学的

、 、検査で陽性であったが ビメンチンについては
濃く染まるものから染まらないものまで様々で
あった。また、 染色で粘液塊は認めなかっPAS
た。腹腔内諸臓器実質及び胸腔内には腫瘍細胞
の浸潤を認めなかった。本症例は、腹腔内漿膜
面の腫瘤において中皮様細胞が結合組織の増生

PASを伴い乳頭状 腺管状に増殖していたこと、 、
染色において粘液塊が認められなかったことに
より、悪性中皮腫と診断された。

407 乳牛にみられたアミロイドーシスの1症例
：鹿児島県曽於家保 上村俊介
管内1農場で慢性下痢症状を示す牛について
病性鑑定を実施したところアミロイドーシスと
診断した。解剖学的検査では、下顎･胸垂に浮
腫が認められ、他に腹水、腹膜･円盤結腸の水
腫および腎の腫大、硬化、退色がみられた。生
化学的検査では、低蛋白血症、腎機能の低下が
認められ、また、選択性蛋白漏出型の電気泳動
像が得られた。病理組織学的検査においては、
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肝類洞内･腎糸球体･第四胃および小腸の粘膜下
組織の小血管壁に好酸性均質無構造物質の沈着
が認められた。好酸性均質無構造物質はチオフ
ラビンT染色で白色蛍光を示し、DFS染色･コン
ゴー赤染色で淡橙赤色に染色された。
アミロイドーシスは血液生化学的検査におい
て特徴的な所見を示す。これは他の下痢症状を
伴う疾病との類症鑑別の一助になるとともに、
当該牛についての適確な廃用時期の判断材料に
なり、農家の経済的損失を防ぐことにつながる
と思われる。

408 里山放牧を利用した乳用種育成牛の飼養管
：岩手県中央家保 岩根英明、坂本正光理改善

2003年6月、成牛35頭、育成牛23頭飼養の１
酪農家において、5～6月の気温上昇に伴い、放
牧牛にピロプラズマ病（ピロ）が発生。防除対

、 、 。策として 殺ダニ剤滴下 殺原虫剤投与を実施
重症例5頭は対症療法を施し舎内に収容（舎内
群 、軽症例18頭は治療後再放牧（放牧群 。8） ）
月までにピロは全頭回復。また、舎内群5頭の
うち4頭は収容後早期に受胎したのに対し、放
牧群のうち授精適期を迎えた3頭全てに繁殖障
害を認めた。更に例年同農場に育成牛の初回受
胎月齢の遅延傾向（17～18ヶ月齢）があったた
、 。 、め 引き続き対策を実施 血液生化学検査では
放牧群の血中尿素態窒素（16.1±3mg/dl）及び
血中アンモニア濃度（107±23μg/dl）に高い
傾向を認めた。この要因として①冷夏による放
牧地の草量不足②高蛋白配合飼料給与が、蛋白
質及び炭水化物のバランスを崩した結果と推
察。良質粗飼料及び配合飼料の育成ステージご
との適切な給与を指導した結果、繁殖成績の改
善が図られた。

繁殖和牛に発生したフェスクフット様症例409
：千葉県中央家保 佐藤重紀、小川明宏

2003 1 78年 月、和牛一貫経営農家（繁殖牛
頭、肥育牛 頭）において、跛行を呈する牛30
が集団発生した。跛行は繁殖牛 頭（ 頭は両11 8

3 3後肢、 頭は右後肢の支跛行）に認められ、
頭が後肢の肢端壊疽を起こし、うち 頭の蹄が1
脱落した。これら病状はフェスクフットに類似

、 、していたため 蹄の脱落した 頭を病性鑑定し1
飼料調査及び疫学調査を実施した。病性鑑定で
は、肢端壊疽の他、脳浮腫、肝臓と腎臓の実質
変性が見られた。飼料調査は、疾病発生時の給
与飼料が入手できず、病性鑑定後購入した輸入
粗飼料と自給飼料のエンドファイト染色を実施
したが、菌糸は確認できなかった。周辺農家の
聞き取り調査でも同様の症状を呈した牛は認め
られず、原因を特定するには至らなかった。フ
ェスクフットは本邦での発生報告は見当たらな
いが、類似疾病の発生は報告されており、今後
注意を要する疾病のひとつである。

：和歌山県410 子牛下痢症のワクチン接種効果
紀南家保 岩尾基 大出満寿雄
当農家は、平成6年より和牛繁殖経営を開始、
飼養頭数を増加させてきた。平成13年度より子
牛下痢症の診療依頼が急増、13年度の子牛の診

療依頼は22頭で内17頭、14年度では28頭で内23
頭が下痢の症状を呈した。下痢症は、年間を通
して認められ、10日齢前後では、重篤な状態の
ものが、しばしば観察された。対策として、牛
下痢5種混合不活化ワクチンの接種を実施、併せ
て抗体検査も実施した。抗体検査成績では、ワ
クチン接種前に抗体価の低い個体は、接種後に
抗体の上昇が確認され、産子でも、抗体の獲得

、 。が認められ 概ね良好な抗体応答が確認された
、 、子牛下痢症の診療依頼は減少し 11月末までで

、 （ ）、13 14年度の同時期にはそれぞれ10頭 52.6％
17頭（77.3％）であったが、本年度は5頭（18.5
％）と減少、状態も軽度となった。ワクチン接
種により事故の軽減が図られたが、飼養管理、
衛生管理の重要性を再認識し、今後もより良い
繁殖経営となるよう指導していきたい。

411 カルスト放牧場における繁殖成績および繁
：高知県高幡家保梼原支所殖治療効果の検討

掛水由洋
カルスト放牧場において、平成13年度～15年
度預託繁殖母牛209頭を対象に、繁殖・繁殖治療
効果の傾向を検討。月毎の授精回数／空胎期間
牛頭数は 5月42.5% 6月60% 7月60.3% 8月64.、 、 、 、
2%、9月60.2%、10月43.4%。受胎率は5月31.5%、
6月33.3%、7月48.7%、8月38.6%、9月37.3%、10
月33.3%（10月は途中で下牧）であり、7･8月中
心に夏場の繁殖成績が良好。発情同期化につい
、 （ ） 、て 妊娠率 受胎／処置頭数 はOvSynch 40.0%
PGF2α27.0%であったが、次回周期発情での受胎
を加えるとOvSynch 48.6%とPGF2α45.9% は同程
度。また、直腸検査により黄体確認後無処置の
場合、20日以内に妊娠する確率は24.5%でOvSync
h・PGF2αの妊娠率より低い。OvSynch の妊娠率
は5･6月0%(0/8)、7～10月50%(14/28)と季節的傾
向。授精時GnRH投与の受胎率（受胎／授精）は3
5.4%、無処置授精38.0%と同程度。獣医師・管理
者の感覚的な意見と異なる事も認められた。繁
殖治療におけるデータ分析の必要性を認識。

：佐賀412 給水失宜が疑われた肥育牛の急死例
県中部家保 藤原貴秀、山下信雄
繁殖雌牛30頭及び肥育牛50頭を飼養する黒毛
和種繁殖肥育一貫経営農家において給水失宜が
原因と思われる肥育牛2頭の急死例に遭遇。No.
1は発病時15ヵ月齢の去勢で2003年1月6日夕方
から元気消失、食欲不振となり翌朝死亡。大脳
皮質及び中脳における神経網の疎鬆化、肺の充
血水腫が認められた。No.2は発病時16ヵ月齢の
雌で2003年1月6日夕方No.1と同様の症状を呈
し、翌朝給餌中に転倒、四肢の激しい痙攣を伴
い死亡。大脳皮質及び中脳における巣状の海綿

、 、状変性及び神経細胞の乏血性変化 中脳の出血
肺の軽度充血が認められた。発生牛舎では発生
前日の朝から夕方にかけて水道管が凍結し飲用
水が給水不能。2頭ともチアミン欠乏症、鉛中
毒、細菌性疾病、硝酸塩中毒及びBSEは否定。
食塩中毒を疑ったが血中Naは測定できなかっ
た。発生農場へはバケツで水を給与するなど水
分を絶やさないよう指導した。

泌乳初期の乳牛に観察された石灰沈着症の413
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：岩手県中央家保 田村貴、村上隆宏、清１例
宮幸男
呼吸異常、起立不能等を示した分娩 日後の20
歳齢のホルスタイン種雌牛を病理学的に検索7
した。当該例は分娩前日に 万 のビタミ1000 IU
ンＤ３( )を筋注され、分娩後は飼料を介しVD3
て日本飼養標準の ％を超える が給与さ200 Ca
れていた。飼料中のカルシウム( )：リン( )Ca P
比は ～ であった。剖検により肺の両側後2.4 3.2
葉は硬度を増し、心内膜は粗造な白色化を示し
た。組織学的に石灰塩の顕著な沈着が肺胞壁、
心内膜に、軽度な沈着が大動脈、肺、肝臓、甲
状腺、第三胃、子宮および三叉神経節に分布す
る諸動脈にみられた。石灰塩が沈着した肺胞壁
は線維芽細胞の増生により肥厚し、狭小化した
肺胞内にマクロファージおよび多核巨細胞が存
在した。同様の変化が心内膜の広範囲の領域に

Ca及んで観察された。剖検時の血清は正常な
および無機 濃度を有した。多量の 投与後P VD3
に ： 比が高く過剰な を有する飼料を給Ca P Ca
与したことが、石灰塩の沈着を招いたと考えら
れた。

Ⅲ－６生理・生化学・薬理

414 北海道導入乳用牛の血液検査による疾病発
：島根県松江家保 渕上生の潜在的要因の検討

晃子 岡崎尚之
輸送ストレスに負荷された導入未経産雌牛の
導入後の疾病発生状況と血中ハプトグロビン（H
P 、一酸化窒素（NO 、ビタミンＡ（VA）及びＥ） ）
（VE）濃度測定値との関係について調査｡導入牛
４９頭の導入時(0w)、導入後１週間(1w)、２週
間(2w)及び５週間(5w)の計４回採血を実施。0w
時におけるHP検出率は36.6％、NOは､19.5±1.6
μmol/l(mean±S.E)。HP検出別のNOは､(-)が18.
5±2.0μmol/l、(+)以上が21.6±2.7μmol/ｌ。
VAは、(-)が113.9±4.6IU/dl、(+)以上が92.3±
7.7IU/dl (p<0.05)｡0w及び1wのHP検出別に(-)→
(-)(a区) 、(-)→(+)以上(b区) 、(+)以上→(-)
(c区) 及び(+)以上→(+)以上(d区)に分け検討。
b及びd区はNOが高い傾向。VAはb区の2wで有意に
低下(p<0.05)。輸送前のビタミン投与は、0wのV
Aが高く、a及びc区は他区より高く推移｡B及びd
区で、発熱、食欲不振等の症状を呈する個体を
確認。以上､0w、1wのHPと0wのNOは、疾病発生を
予測する指標となると推察｡

415 哺乳初期但馬牛子牛のヘモグロビン動態と
：兵庫県和田山家保 浦本京也、鉄剤投与効果

亀山衛
哺乳初期但馬牛子牛で鉄剤投与試験を実施。
【試験設定】黒毛和種子牛を①鉄剤区、②混合

5 3区 ③ビタミン剤区 ④対照区各区 頭供試、 、 、
日齢で①･②区に鉄剤 、②･③区に1000mg

、 。 、 、Vit.A50 IU Vit.E100IU RBC万 を投与 体重
、 、血清鉄濃度 を測定。一部で、セルHt Hb (SI)
ロース･アセテート膜電気泳動法でヘモグロビン
分画 分画を測定 【結果】 日齢の各区で(Hb ) 3。
RBC700 900 / l Ht28 33% Hb9.4～ 万個μ 、 ～ 、

10.9g/dl SI52.0 92.5 g/dl 7 14～ ～ μ または、 、

日齢の①･②区で有意に上昇、高値を維持。 日3
Hb 9g/dl 1 2齢で が 以下の貧血個体が各区 ～

頭存在。 、 週齢の増体量から推定した鉄充足1 2
率は ～ ％と低値。 分画は、鉄剤投与56 71 Hb
で胎児型 が 日齢の 台から 日齢でHb 7 70% 14
前後へ急減、同時に成体型 が 台か20% Hb 20%
ら 前後へ急増 【まとめ】母乳の鉄不足で80% 。
貧血個体が発生、出生時貧血個体も存在、両者
を併せた貧血の発生率は と高率。鉄剤投与80%
はこれらの貧血の予防・治療に有効。 分画Hb
検査は出生後の造血機能の把握に有用。

：416 乳用牛の血清中インスリン測定の有効性
石川県南部家保 植田寿美、村上俊明
ケトージスの病態にはインスリンが関与して
いるが、牛のインスリン測定の野外事例は少な
い。今回、 キットを用いて血清中インスELISA
リン測定を実施し、野外におけるインスリンの
動態について検討。野外の各乳期における乳用

pg/ml 580牛のインスリン値 単位 は 乾乳前期（ ） 、
4400 2400 1300 ,n=7 440 3400～ ( ± ) 乾乳後期 ～、

2100 1300 ,n=6 700 2500 1400( ± )、分娩直後 ～ (
760 ,n=6 500 2600 1300 690± )、泌乳初期 ～ ( ±
)、泌乳最盛期 ～ ( ± ),n=9 720 3600 2200 1100 ,n=7
。 、であった ケトージスなどの周産期疾病牛では

インスリン値 ～ ( ± )の低値300 900 500 220 ,n=8
群と ～ ( ± )の高値群に2000 6200 4100 1200 ,n=8
分かれ、インスリンによる治療効果が推測でき
た。以上より、このキットを用いた牛血清中イ
ンスリン測定は可能であり、特に周産期疾病に
おける疾病予察やインスリンによる治療効果予
察に有用であると思われた。

417 廃用牛の血液生化学値およびと畜検査成績
：東京都家保 芳野正徳
廃用牛に認められるAST値、CK値の上昇と病変
、 。の関係 ならびに廃棄区分との関係を調査した

材料は廃用認定されたホルスタイン種雌成牛251
頭である。廃用牛には胃炎、腸炎を多く認め、
また心筋炎を高率に認めた。一病変におけるAST
値（IU/L）とCK値（IU/L）は、肝炎200と633、
脂肪肝279と792、心筋炎233と1052、筋炎226と1
091であった。また二病変では、肝炎＋心筋炎33
2と1815、肝炎＋筋炎301と1583、脂肪肝＋心筋

、 。炎547と1848 脂肪肝＋筋炎467と3165であった
四病変におけるAST値に寄与する病変は、脂肪肝
＞心筋炎＞筋炎＞肝炎の順であった。同様にCK
値では筋炎＞心筋炎＞脂肪肝となり、脂肪肝の
影響が疑われた。廃棄区分との関係では、全部
廃棄である水腫、膿毒症でAST値とCK値が有意に
高く、心筋炎の発見率が高くなっていた。また
内臓廃棄、全部廃棄においては胃炎、腸炎の発
見率が高くなっていた。

418 牛血清アデノシンデアミナーゼ（ADA）活性
：岩手県中央家保 古の臨床応用に関する検討

川岳大、村上隆宏
ヒト例で炎症マーカーとして活用されているA
DAの牛への応用を目的として、牛ADAの生理的動

。態および各種牛疾病との関連について検討した
延べ213例（ホルスタイン種87例、黒毛和種126
例）を用いた健康牛のADA活性は0日齢で3.0±1.
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3IU/lと低く、1日齢で初乳摂取の影響と思われ
る一過性の上昇を認めた後に漸減し、2週齢から
漸増した。3ヶ月齢で12.5±1.5IU/lに達した後
に漸減し、14ヶ月齢以降は5.7±1.5IU/lで推移
した。2～4週齢のADAはα1-AGと負の相関を示し
。 （ ）た 84例の病性鑑定例のうち成牛型白血病 BL
37例中26例（70％ 、肝疾患5例中2例（40％）お）
よび壊死性乳房炎3例中2例（66％）が高いADA活
性を示した。BL例のADAは、LDH、異型細胞出現
率および異型細胞数と有意な相関を認めた。BL
例の高いADA活性は異型細胞から放出された同酵
素量を反映した結果と考えられ、ADAの測定がBL
の補助診断として応用し得る可能性が伺えた。

レチノール結合蛋白質簡易測定キットを用419
：徳島県鴨島家保いた肉質改善へのアプローチ

久保貴士、北田紫
今回我々は肉用牛血清 検体を用い、 と相関が178 VA
高いと云われているレチノール結合蛋白質（ ）のRBP
測定を市販抗 血清を用いた により実施しRBP ELISA
た結果、本法により測定した血中 濃度と高速液RBP
体クロマトグラフィーにより測定した血中 濃度VA
との間に高い相関（ ）を確認するこr=0.784,p＜0.001
とができた。肉質改善を目的とした適切な コンVA
トロールの指導において、本法により今後簡易且つ
迅速に の給与レベルの把握が可能となりうるこVA
とが示唆された。

420 直接蛍光法による牛血清レチノール測定法
：和歌山県紀北家保 豊吉久美 松井の検討

望
牛血清レチノール濃度測定は高速液体クロマ
トグラフィー（ ）法で行っているが、さHPLC
らに簡便な方法として らにより報告Futterman
された直接蛍光法を検討。材料は 年 月～2002 5
年 月に検査依頼のあった県内牛の血清2003 11
検体で 機器は蛍光分光光度計 － 日130 FP 750、 （

150ul 0.1MNaCl 3ml本分光社製 を使用 血清 を） 。
330nm 462nmで希釈撹拌し 励起波長 蛍光波長、 、

で測定、蛍光強度（ 値）を求めた。 法OD HPLC
による濃度と 値の間に、正の相関を認め(ｒOD
＝ )、再現性試験では、変動係数５％未満0.908
となった。 値の安定性（同一検体を５分間OD

） 、 （ ）隔で１時間測定 は良好で 保存期間 約１年
における 値の低下は認められなかった。濃OD
度高低差では、低値（ 未満）での相関100 IU/dl
性が他に比べ低いものとなった。以上より、直
接蛍光法による牛血清レチノール測定は、条件
を考慮した上で利用可能と考えられ、試薬等の
安全性の向上と経費の軽減、測定時間の短縮が
図られた。

421 マイクロプレートを用いた直接蛍光法によ
岩手県県南家保るレチノール測定の有用性：

大山貴行、木戸口勝彰
代謝プロファイルテストを活用した血清レチ

、 。ノール濃度の把握は 肥育牛の肉質向上に有益
現在、高速液体クロマトグラフィー法(HPLC)に
より測定されているが迅速性、コスト面で問題
がある。今回、マイクロプレートを用いた直接
蛍光法（本法）を応用し、HPLCと比較検討。本
法値とHPLC値およびレチノール結合蛋白(RBP)

との相関係数は0.875(p<0.01)、0.867(p<0.01)
と高い正の相関。また、本法反復測定での変動
率は、0.9～2.8%と安定した成績。100検体当た
りの処理時間・試薬代は、HPLCで25～33時間・
1,660円に対し、本法は0.5時間・147円。以上
から、本法の高い精度と再現性が示唆され、省
力化・コスト低減に優れ、その有用性を確認。
本法の応用により、迅速かつ頻回検査を望む生
産者のニーズに対応可能。

422 血清ビタミンＥ値からみた肉用牛飼養の現
熊本県中央家保 濱田公男、坂本徹朗状：
肥育素牛、繁殖牛、放牧牛の血清ビタミンＥ
値（Ｅ値）から、肉用牛飼養の現状について検
討。Ｈ１３～Ｈ１５年度採材の１０カ月齢肥育
素牛１７３頭、繁殖牛３９１頭、放牧牛８９頭
の血清を用い、ＨＰＬＣによりＥ値を測定。品
種や採材時期、妊娠日齢毎に幾何平均値と９５
％信頼区間を求め、ｔ検定で解析。その結果、
肥育素牛では毎年有意に減少し、Ｈ１４の品種
間差がＨ１５で消失。繁殖牛では農家間に有意
な順位が認められ、空胎日数８０日未満の農家
は、四半期の１２月、妊娠日齢の１９０日齢前
後で有意に高く、粗飼料自給率が１００％であ
った。放牧牛はピロ寄生度が高いとＥ値が低下
する傾向が認められた。感染がない場合、春の
入牧後２カ月目に３７２．４μg/dLに増加後維
持。今回の成績から、放牧牛以外で粗飼料自給
率低下の影響が認められ、Ｅ値低下による免疫
調節機構や受胎率への悪影響が危惧された。

福423 A県内肉用肥育牛の血中ビタミン 濃度：
岡県中央家保 増岡和晃
平成 年 月から平成 年 月までに、血10 12 15 9
中ビタミン ( )定量を実施した県内肉用肥育A VA
牛延べ 頭について、品種毎に分類し比較1,439
検討。検体の内訳は、黒毛和種 頭、ホルス659
タイン種×黒毛和種（交雑種） 頭、ホルス328
タイン種去勢（乳雄） 頭、アンガス種交雑199

253 13他 輸入牛 頭 黒毛和種では 導入から（ ） 。 、
カ月齢まで上昇した後、肥育中期で低下。 カ21
月齢以降出荷まで漸減傾向。 以下にまで20IU/dl
低下する個体が多い。交雑種では、導入時は
前後と黒毛和種と比較し高い。導入か100IU/dl

、 。ら上昇することなく カ月齢まで急激に低下19
カ月齢以降はほぼ横這い。乳雄は、 給与20 VA
状況により推移の違いが大きい。 給与制限VA
農場では、導入から出荷まで ～ の間40 70IU/dl
で推移。 非制限農場では制限農場と比較しVA
高い値で推移、ばらつきが大きい。輸入牛は、
肥育期間をとおして低下傾向。導入ロットによ
り大幅な違いがみられ、導入当日に採材したロ
ットでは低値。

県内肉用牛の血清ビタミンＡ、Ｅ、β カロ424 -
：山口県中部家保 村チンおよびセレンの現状

上久志
平成 年 月から 年 月に検査依頼のあ14 4 15 11
った肉用牛血清（肥育牛 戸延べ 頭、繁殖19 401

13 268 A VA E牛 戸延べ 頭 の血清ビタミン） （ ）、
（ 、βカロチン（β 、セレン（ ）の検VE - Se） ）
査結果をとりまとめた。肥育牛では、 は７VA



- 78 -

（ ） 、～ ヶ月齢の約 ％が不足値 < で13 30 80IU/dl
ヶ月齢頃から欠乏値（< ）の牛が認め14 30IU/dl
られ始め、 ヶ月齢以上では ％が欠乏値で25 65
あった。継続的に検査を行った 頭でも、 ヶ6 17
月齢頃から 欠乏が認められ始め、 ヶ月齢VA 24
で 頭が盲目となった。βは ヶ月齢以後、低2 11
い値で推移した。 は全体で約 ％が不足値VE 50
（<150μg/dl）であった。繁殖牛では、牛群のV
Aの中央値が不足値であった農家が3/13戸認めら
れ、うち1農家では奇形子牛の発生が散発してい
た。βは7/13戸で不足値（<100μg/dl 、Seは5/）
13戸で不足値（<70ng/ml）あり、2/13戸で欠乏
値（<40ng/ml）であった。VEはほぼ充足してい
た。

425 低ビタミンＡにコントロールされた黒毛和
：長野県松本種肥育牛の血清中急性相反応物質

家保 中島純子
肥育牛の多くは低ビタミンＡ（ＶＡ）にコン
トロールされ､ＶＡ欠乏による四肢の腫脹､盲目
等の症状を示す牛もある｡低ＶＡで欠乏症状を
示す牛（発症牛）と示さない牛（非発症牛）の
血清中急性相反応物質に差があるか検査｡試験
１では当所へビタミン測定検査依頼があった発
症牛でＶＡ５０ＩＵ／ｄｌ以下の１４頭（１０
戸）を検査、半数以上が異常値を示した項目は
レチノール結合蛋白質（ＲＢＰ 、ハプトグロ）
ビン（Ｈｐ 、フィブロネクチン（ＦＮ 、セル） ）
ロプラスミン（Ｃｐ 。試験２では同一農場の）
１８～２１ヵ月齢でＶＡ３０ＩＵ／ｄｌ以下の
発症牛５頭と非発症牛３頭を比較、両者の間で
有意な差があった項目はＲＢＰとα１酸性糖蛋
白質（α１ＡＧ 、発症牛のみ陽性はＨｐ、Ｆ）
ＮとＣｐは差はなし。発症牛は非発症牛と比較
し、ＲＢＰ、α１ＡＧ、Ｈｐが異常値を示すこ

。 、 、とが多いと確認 今後 経時的な測定を実施し
事前に発症を予測できるかなど検討予定。

肥育牛における血中ビタミンＡ濃度とハプ426
、トグロビンの動態：新潟県中央家保 太田洋一

本間穂積
A VitA 41ビタミン 制限給餌を実施している（ ）

農場の肥育牛 頭（黒毛和種 頭、交雑種444 259
頭）について、血中 濃度を高速液体ク185 VitA
ロマトグラフィー法、ハプトグロビン（ ）をHP
市販のウシ・ 迅速測定キット（ラテックス凝HP

VitA 21集キット で測定 血中 濃度の平均値は） 。 、
か月齢前後を低値にとる コントロールにおVitA

。 、ける理想曲線でほぼ推移 全体の 検出率はHP
（ 頭 。血中 濃度別の 検出12.6% 56/444 VitA HP）

率は、 以下で （ 、 以下20IU/dl 75% 9/12 30IU/dl）
で （ ）と高率。肥育期間別の 検35.9% 23/64 HP
出率は、導入期（ ～ か月齢）及び肥育中期6 10
～後期（ か月齢以降）で増加する傾向を示し18
たが、 検出個体における肥育中期～後期の血HP
中 濃度は、有意に低かった。VitA

427 環境に配慮した血清中ビタミンＡの測定法
：埼玉中央家保 木下正保・益岡奈津について

樹
HPLCによるビタミンA（VA）の測定は、人の
臨床検査では有害なクロロホルム等を使用せず

に、安全で環境に対して低負荷物質であるエタ
ノール（EtOH）を使用。この測定法を牛に応用
することを検討。HPLCの条件は、移動相EtOH：
水（80：20） 、検出波長325nm、流速1.0mL/mi
n、カラムC18系で、測定が可能。添加量、0.10
と1.00mg/Lで添加回収試験を行い、回収率は80
と95％以上で、良好な真度。0.10と1.00mg/Lの
VA標準液を用いて 1日おきに3回 保持時間 R、 、 （
） （ ） 、 （ ）T とピーク面積 PA を測定 変動係数 CV
は5％未満で良好な日間安定性 0.05 0.10 0.。 、 、
50、1.00、5.00、10.00mg/LのVA標準液でRT及
びPAを測定した結果、CVは大部分が1.0％未満
で良好な精度。この標準液で検量線を作成。相
関係数は0.999以上で良好な直線性。定量範囲
は、0.05～10.00mg/L（14.5～29069.8IU/dl 。）
検出限界は、0.02mg/L（5.8IU/dl）未満。本法
は高い信頼性を有する事が検証できた。

428 黒毛和種子牛の非感染性下痢症への生化学
：埼玉県中央家保 益岡奈津樹、的アプローチ

福田昌治
県内公共牧場で黒毛和種子牛の非感染性下痢
症が多発。その発症要因を①初乳摂取状況、②
子牛のビタミン不足、③母乳の乳質に着目して
調査 期間は2002年5月～2003年3月 発症群(子。 。
牛8頭・母牛4頭)・非発症群(子牛5頭・母牛2
頭)の2群で血液生化学的検査、血清中ビタミン

、 。 、濃度測定 母乳の乳質検査等を実施 その結果
①初乳摂取マーカー・血清GGT濃度は順調に推
移。初乳摂取状況は良好と判断。②子牛の血清
中ビタミンＥ(VE)濃度は、発症群(117.2±29.4
μg/dl)が非発症群(234.0±94.8μg/dl)より低
く、VE不足による抗病性低下が発症の一要因と
推察 分娩前母牛の血清中VE濃度が発症群(543.。
8±176.2μg/dl)で非発症群(1531.5±37.5μg/
dl)より有意に低く、母乳を介した移行不足が
原因と考えられた。③発症群の母乳2検体でア
ルコールテスト陽性｡乳質低下による消化不良
性下痢症の可能性。以上から、哺乳期の子牛下
痢症には母乳を介したVE摂取量の関与が示唆さ
れた。

429 分娩前における植物ステロールの給与が泌
：乳初期の生理的諸元に及ぼす影響と経済効果

群馬県家畜衛生研究所 池田晴飛、宮田希和子
牛の脂肪壊死症に治療・予防効果のある植物
ステロール（PS）製剤を乾乳牛に給与し、乾乳
期および分娩後の血液生化学的検査と乳量を測
定。供試牛は初産から6産の13頭。PS製剤は乾乳
牛に1日1回15ｇ給与。供試牛のNEFAおよびGOTの
値は分娩を契機に上昇したが、PS給与群は対照
群に比較し、分娩後2～4週で速やかな低下がみ
られた。PS給与群のT-Cho値は分娩後6週で上昇
が抑制され、BUN値は対照群に比較して分娩後の
低下が速やかに回復。血液生化学的検査結果か
ら、PS給与群は分娩後における体脂肪動員およ
び肝機能異常亢進の抑制が示唆された。試験期
の13週間における1頭あたり総乳量はPS投与群で
3,826kg、対照群で3,591kgであった。乾乳期のP
S製剤給与費用1,170円を除き、13週間の1頭あた
り粗利益は18,407円増となった。以上のことか
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ら、乾乳期における 製剤給与は搾乳牛の健PS
康維持と産乳量増加に有効であり、経済効果が
期待できると思われる。

Ⅲ－７保健衛生行政

：青森県三430 管内一放牧場における衛生対策
戸農林八戸家保 川畑清香、中島聡
管内の一放牧場では、かねてから小型ピロプ
ラズマ病（以下、 病）の多発と子牛の増体不T
良が問題。管内全放牧場における 病発生の増T
減に関わる要因を統計的に分析し、親子ともに
フルメトリン製剤を使っている放牧場が 病のT
発生が少ないことが判明。また、増体に関与す

、るといわれている消化管内線虫の駆除も検討し
T 14衛生プログラムを変更。結果、 病の発生は

年度 ％から 年度 ％に減少。消化管内線62 15 40
虫の糞便中の虫卵数は検査期間中低値で推移。
子牛の平均 は 。費用面では、フルメトDG 0.8kg
リン製剤の使用量は増えたが抗原虫剤投与が減
少し、子牛一頭当たりの 病対策費はほぼ前年T
と同額。消化管内線虫駆除費用については、今
回の結果から牧野の虫卵汚染自体も軽度と見ら
、 、 、れ 駆虫剤の投与回数 投与時期などを再考し
更に減らせる可能性あり。今後も更に検討して

、 。プログラムを改良し 指導を継続していきたい

管内 公共牧場における放牧衛生対策の取431 A
：福島県県北家保 松本裕一り組み

、 、 、 、管内の 公共牧場では 家保 市役所 農協A
関係団体による放牧前と閉牧後の検討会、およ
び放牧期間中には農家を含めた研修会を実施す
るなど、長年にわたり衛生対策に取り組んでき
た。放牧期間中は計画的な定期検査による疾病
や事故防止対策、測尺等による成長把握などを

10実施 その結果 放牧期間中の事故死率は過去。 、
年間で であり減少傾向。乳用育成牛の一0.44%
日増体量は過去 年間平均 、まき牛によ5 0.73kg
る種付け希望牛の受胎率は過去 年間平均10
と安定。小型ピロプラズマ（ピロ）病対89.2%

策としては、以前の殺ダニ剤の航空散布および
牛体散布、抗原虫剤の投与から、平成 年より2
ピレスロイﾄﾞ系製剤のプアオン法とイベルメク
チン製剤の投与に切り替え、ピロ発症率は、平
成 年以降 以下で推移。また全頭に装着し2 3.0%

14てきたペルメトリン含有イヤータッグを平成
年より中止したが、ピロ発症率に影響はなかっ
た。

432 肉用牛飼養農家に対する衛生意識向上への
：茨城県県北家保 菅原徹、廣木政昭取り組み

管内で肉牛農家飼養規模は拡大傾向にある
が、診療獣医師の減少等により、専門的衛生指
導を受ける機会が減少している地域を対象に、
農家の衛生意識向上による飼養管理のレベルア
ップに向けた巡回指導に着手。聞き取り調査及
び牛舎環境の衛生状態から改善点を指摘し、Ｈ
ＡＣＣＰ方式の衛生管理の早期導入を試みた
が、従来からの飼養管理に経済的・労力的に負
担がかかること、出荷牛の評価を上げるために
衛生対策を重要視する意識が希薄であったこと

、 。等から すぐには意識改革に結びつかなかった
そこで、地域検討会をＪＡ等を構成員として開
催。関係法令の説明や衛生管理記録方法等を検
討し、地域に密着した指導者を育成。巡回指導
を重ねることで、衛生管理基準への対応調査に
応じる等農家の衛生意識が徐々に向上。今後、
検討会での衛生管理記録表をもとに、一般的な
衛生管理を徹底させるため、ＨＡＣＣＰ方式を
積極的に導入することを促す等、継続的な指導
を実施予定。

433 管内酪農協会による畜産物生産ガイドライ
,ン（GL）の取組み：埼玉県中央家保 中村秀夫

近藤 晴哉
安全な畜産物の生産と畜産農家への食の安全
に対する意識を高めるため、埼玉県では をGL

14 15 GL平成 年に提示、実施方針を 年に策定。
普及徹底のため、一酪農協会（酪農家 戸、肥8
育農家 戸）を指導。方法は会員への事前説明2
会開催、各戸巡回指導と指針に基づく点検、会
員の意見交換会開催など。事前説明会で早期取
組みが有利との意見。巡回指導でチェック表の
確認、問題点、改善点等の検討。家保による一
般衛生管理確認点検で、飼育牛の健康管理は概
ね良好、搾乳方法は不十分。市産業祭で農家の
の取組みをパネルで紹介。アンケート調査GL
（対象 人）で 「ガイドライン」という言葉71 、
を聞いたことがある人 ％、食品の安全性に不11

。 、安を感じている人 ％ 実施農家の利点として85
バルククーラーの早期異常発見、記帳の習慣付
等が挙がり、認証制度の設定、クーラーステー
ションとの連携、価格への上乗せ等の要望があ
った。今後は巡回指導を継続し、 の定着とGL
向上を図るとともに、この協会の取組みを活か
して、他の団体、農家に普及指導を行う。

：東京都434 八丈島生乳増産にむけた取り組み
家保 岩倉健一
平成2年に559tであった年間生乳生産量が14
年273tに減少。主因は農家経産牛の減少、平成
2年119頭が14年74頭。酪農家と東京島しょ農業
協同組合及び関係機関で、今後の生乳生産につ
いて協議。協議内容は生産量予測や対策、乳牛
の島外導入、乳価等多岐。牛乳工場の販売実績
及び収支分岐点等考慮し、1,000kg/日を目標と
することが合意され、当面の増産対策を実施。
酪農家は個々の搾乳量アップと増頭に努力。八
丈町は、平成14年度に13頭の育成牛導入町単独
補助事業及び牧野預託料の減免を決定。都関係
機関は各調査、振興施策の検討、情報・技術提
供等実施。家畜保健衛生所は、関係機関として
参画し、情報・技術提供により増産体制支援。
諸対策の結果、牛群再編は進みつつあるが、目
標には至らないため今後も努力を続ける必要あ
り。当面の目標達成後、さらに①牛乳販売量拡
大②冬季過剰乳対策③購入飼料費軽減④廃用牛
対策⑤新規参入者への支援等検討が必要。

：435 農場実態に対応した乳房炎防除対策指導
新潟県中越家保 田中史彦、矢部 静
管内酪農家のうちバルク乳体細胞数が多く、
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、乳房炎防除に意欲的であった酪農家８戸に対し
乳房炎防除指導と全頭検査を実施した。搾乳時
の立ち会い、 変法による検査及び細菌検査CMT
等で各農場の実態を把握した後、搾乳時のビデ
オ、写真や検査成績等をもとに乳房炎発生要因
と防除対策の重要性を啓発し、改善意欲の向上
を図った。指導に際しては酪農家とのコミュニ
ケーションを重視し、当所で指摘した防除対策
項目で実行可能なものから実施した。対策効果
確認のためバルク乳、個体乳検査も随時実施し
た。その結果、４戸で①搾乳方法の改善②黄色
ブドウ球菌保菌牛の隔離・淘汰により体細胞数
の減少等乳質改善が認められたが、他の４戸は
①②を完全に実行できなかったため体細胞数の
減少は認められなかった。今後も酪農家とのコ
ミュニケーションを重視した継続的な指導が必
要と思われる。

436 遺伝子解析をとりいれた乳房炎対策へのア
：南部家保 井出久浩ほかプローチ

従来、乳房炎対策は原因菌を特定し、有効な
抗生物質による治療と正しい搾乳手順による予
防を主に指導してきた。農家は安易に抗生物質
に頼り、牛乳への残留問題、耐性菌の出現や安
全な牛乳生産の意識の欠如により、正しい搾乳
手順が徹底されない問題がある。そこで、より
安全で有効な乳房炎対策として、感染源の除去
および感染経路の遮断、農家の意識の向上を目
指した①分離菌の疫学調査（パルスフィールド
ゲル電気泳動法）②搾乳衛生の検証③飼養管理
の確認を実施した。その結果、①乳房炎原因菌
の黄色ブドウ球菌の侵入経路が判明②パイプラ
インの不備や過搾乳③肝機能障害等を認め、改
善指導したところ農家の安全・安心な牛乳を生
産する意識が向上した。

酪農経営シュミレーションによる生産性向437
：山梨県西部家保 福沢昭文、大町雅則上
管内の酪農家 氏は平成 年度に農業経営A 12
基盤強化資金を活用して規模拡大を図る。導入
牛の事故多発、 の影響により、資金の返還BSE
が不可能。当所の業務として、繁殖指導は 年13
から行っていたため、繁殖データは把握。経営
相談が普及センターからあり、連携指導、 年19
までの経営シュミレーションを設定→ 年間の2
資金償還の据置、今年度の乳量はシュミレーシ
ョンより 、乳代は 上回った。支出の売12% 23%
上原価（飼料費、衛生費）はシュミレーション

、 （ ）より 上回ったが 総収入が 万円17% 38% 2000
上回ったため、所得として 万円上回る見込1500
み。今後、継続して経営指導を行い生産性向上
を目指す。

繁殖巡回指導による酪農経営改善への取り438
：山梨県西部家保 大町雅則、福沢昭文組み
平成 年度より繁殖巡回指導に取組む。 年12 3
間で妊娠鑑定・直腸検査 頭実施。農家の7,200
授精シート統一、繁殖カレンダー活用を徹底。
技術講習会を年数回実施。 ・農協と連携NOSAI
し、繁殖障害早期治療、早期妊娠鑑定等の繁殖
支援体制を整備。継続指導農家は繁殖成績が改
善され、分娩頭数・乳量は着実に増加。

経営改善優良事例：搾乳牛 頭。 後継者就30 H11
農、授精担当。 年間で、分娩間隔 日に短3 404
縮、 牛床当りの分娩頭数は → 、乳量は1 60 87%
→ 年に改善。生乳 当り一次生6,555 8,292kg/ 1kg

産費は → 円に減少。育成牛 → 頭77.3 51.7 4 19
に増加、初任牛導入型から販売へ転じる。自給
飼料コスト削減・収量アップも奏功、所得率
→ （ 万円）に改善。畜産協会29.6% 53.1% 1,189

・普及センターと連携し、経営シュミレーショ
。 。ンソフト開発中 経営改善支援体制構築が課題

：長野439 生産性向上に向けた一酪農家指導例
県佐久家保 木内英昭
酪農経営は、様々な要素の損益バランスの上
に成り立っており、繁殖、産乳は主要な要素と
なっている。演者らは管内一酪農家について獣
医師、 技術員とともに、超音波診断装置を活JA
用した繁殖検診と、飼料成分に基づく産乳成績
の向上対策を実施した。その成績は、繁殖につ
いては、平成 ～ 年度は分娩後 日の初回13 14 90
授精済率が約 ％から ％、平均空胎日数が48 63
約 日から 日など改善が認められた。ま165 141
た産乳成績については、給与飼料の乾物および
可消化養分の不足などを改善することにより、
乳量は 頭当たり約 増加した。乳量増加に1 2kg
伴い、繁殖成績では、いくつかの項目で低下傾

、 、 、向が見られ また 飼料費用は増額したものの
これらに関わる農家の損益を計算したところ、
繁殖、飼料における損失を産乳による収益が上
回った。以上から、農家指導においては飼養管

、理上の各分野が密接に影響し合うことを念頭に
各機関が連携し合うことが肝要と考えられた。

和牛の大規模農場における生産性向上対策440
：岐阜県飛騨家保 神谷祐子、宮﨑次朗
平成12年6月より和牛一貫経営をめざし開始し
た農家（現在、繁殖牛67頭、肥育牛169頭、子牛
26頭飼養）で、死亡事故が多発し、平成14年度

、 。の総死廃頭数は肥育牛16頭 子牛12頭に達した
寄生虫検査、血液一般生化学検査、血中ビタミ
ンA・E・βカロテン濃度測定や剖検等を実施し
たところ、寄生虫性腸炎、肺炎が多く、繁殖牛
や肥育牛の軽度のビタミン低下が認められたた
、 、 、め 関係者で検討会を開催し 給与飼料の変更
子牛の人工哺乳利用、定期的な寄生虫駆除、肥
育初期の良質乾草給与等を指導。平成14年8月か
ら子牛の死亡の発生はなくなったが、現在も発
育不良牛は散見される状況。新規の大規模農場
での飼養経験不足等から事故が多くみられ、経
済的損失も大きい。今後、大規模農家に対応し

。た飼養管理マニュアルの作成と重点指導が必要

：京441 酪農家におけるＨＡＣＣＰの取り組み
都府丹後家保 岩間小松、衣川貞志
生産現場では、より高度な衛生管理が食の安
全に不可欠との観点から、管内酪農家でHACCP方
式の導入に取り組んだ。取組み概要は①農家３
戸を選定②危害因子、重要管理点及び管理基準
の設定、管理記録表の作成③農場の衛生状況調
査、搾乳機器等環境、乳汁及びふん便の細菌検
査④農家の管理状況を定期点検、改善指導と研
修会の開催。調査の結果①衛生管理状況は管内
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の他農家に比べ良好。搾乳機器の衛生状態も良
好②牛の健康は日々の管理でチェック、乳房炎
は搾乳時の前搾りやPLテスターで発見し迅速に
対応。抗菌性物質投与牛のマーキング及び記録
を実施③ふん便からはサルモネラ、病原性大腸
菌Ｏ は非分離④牛体の清潔度、牛床の状態-157
によりバルク乳の生菌数に差⑤バルク乳の温度
確認は実施、記録は不十分。成果として①衛生
意識の向上②HACCP方式を取り入れた牛舎整備③

。 、設備投資無しで他酪農への普及を期待 今後は
各農場に合った衛生管理マニュアルの作成に取
り組む。

酪農経営における 方式導入の取り442 HACCP
：京都府中央家保 林 暖、上村浩一組み

【はじめに】 から、酪農家を対象に危害分H14
析重要管理点(以下 )方式導入の取組。HACCP
導入は、農家の衛生管理意識向上が重要。その
動機付けに、各農家が問題視する黄色ブドウ球

SA A菌(以下 )を危害因子に設定 【農家概要】。
、 、 。 、農家： 頭 繋牛舎 バケット 農家： 頭25 B 25

繋牛舎、バケット。 農家： 頭、繋牛舎、パC 50
イプライン、特別牛乳処理。 農家： 頭、フD 55
リーバーン牛舎、パーラー 【取組】 、サ。 O157

、 、 。ルモネラ 抗菌物質残留 を危害因子に設定SA
はモニタリング検査、治療等を と連SA NOSAI
携 農家の衛生意識にあわせて記録簿を作成 結、 。【
果 サルモネラは全戸陰性 は環境(全】 、 。O157 SA
戸)・バルク(全戸)・保菌牛( 戸)で改善し、3/4
個体では高い治療効果。 対策をきっかけに抗SA
生剤投与( 戸)・搾乳( 戸)・処理室消毒( 戸)4 2 1

1 SA・導入牛( 戸)について記録を実施 まとめ。【 】
の危害因子設定で、良質乳生産に不可欠な衛生
管理意識・技術が向上し、 方式導入のHACCP
一助となった。

メガファームに対する防疫衛生指導の効率443
：三重県紀州家保 佐藤伸司、西化への取り組み

康裕
乳肉複合経営農場が、 年 月の新乳牛舎2002 3
建設により、飼育規模を 頭に増頭。国内有1000
数のメガファームが管内に出現。家畜衛生単位
で管轄地域の ％に相当。家畜防疫員 名でい22 5
かに効率的防疫衛生指導を展開するか検討。農
場責任者、管理獣医師と協議を重ね、ブルセラ
病等の法定検査を年 回一斉検査から初妊牛導1
入直後毎に変更。隔離施設の設定で臨床観察の
強化と疾病の早期発見を実現。ヨーネ病自主検
査を乾乳開始時に変更。導入時血清と病畜血清
とを比較することで呼吸器系ウイルス病等の場

。 、内動態を把握 導入検査時に情報交換の徹底と
乳房炎検査や畜舎内環境調査を平行実施するこ
とにより、少人数で多様な検査を同時進行させ
る体制を構築。結果、過去一斉検査に際し動員

1した他家保からの人的支援を解消し 立入検査、
0.3回あたりの労力（投入人員）を一昨年度から

人省力化した。

乳牛更新困難となったことを契機とした繁444
大阪府南部家保殖成績向上への一取り組み：

吉本真朗、冬木忠清
乳牛の泌乳能力向上は著しい反面、全国的に

繁殖成績は悪化。更に平成 年 月我が国に13 9
が発生し、乳牛の更新が一時困難。繁殖成BSE

績を向上させ産次更新によって乳量を確保する
必要性が増大。よって、平成 年度当初に繁殖14
指導の要望のあった飼養頭数計約 頭 戸の560 18
管内酪農家を対象とし 「優良乳用牛受胎向上プ、
ロジェクト」を開始。農家の現状に応じ、①一
腹搾りからの脱却指導、②発情発見効率向上指
導、③飼料給与管理指導、を実施。 等をみJMR
つつ、継続的に巡回指導を実施し、その効果を

14 15 12モニタリング。平成 年１月から平成 年
月時点までの繁殖成績の推移では、プロジェク
ト効果として、対象農家全体の 及び繁殖遅JMR
延損失額が、いずれも低下。また、プロジェク
ト非対象農家群と比較しても、平成 年 月15 12
時点において、対象農家群がいずれの値も、よ
り低下し改善。今後も、対象農家を拡大し対応
していける体制を整え、指導を継続していくこ
とが肝要。

445 地域内哺育・育成分担システムによる和牛
：岡山県高梁家保 橋田明彦増頭への取り組み

管内新見市では、和牛飼養農家の高齢化や後
継者不足等により飼養戸数・頭数が年々減少。
そこで今年度から関係機関により増頭への新た
な取り組みが開始。平成11年度から管内Ｉ地区
の和牛繁殖農家（5戸）では家保等の指導のも
と超早期母子分離による子牛の人工哺育及び発
育調査を実施。 14年度からは初乳摂取状況等
の衛生検査に加え、飼養管理点検表による農家
の衛生意識の向上を図った。結果、14年度の出
荷時日齢体重平均が岡山県平均と比較しほぼ同
等の成績となった。さらに分娩間隔の短縮も認
められ、哺育・育成技術の基盤が確立。これに
より15年3月からＣ地区の和牛繁殖農家3戸から
生後3日齢の子牛をＩ地区へ預託し、育成後に
農家へ戻す「哺育・育成分担システム」がスタ
ート。Ｃ地区では、子牛育成の労力軽減や牛舎
空間の有効利用が可能になったことから、3戸
で計11頭の繁殖牛が増頭された。

(社)無角和種振興公社の経営改善に向けて446
：山口県北部家保 川口めぐみ、岡の支援活動

田講治
(社)無角和種振興公社（公社）は無角和種の
維持・増殖、優良雌牛・肥育素牛の供給を目的
に、平成 年 月に設立 「無角和種低コスト生6 9 。
産技術開発プロジェクトチーム が策定した 無」 「
角和種振興公社改善計画」に基づき、家保は飼
養管理全般に及ぶ濃密指導を実施 「無角和種産。
直拡大協議会」を通じ、円滑な肥育牛出荷、Ｐ

。 、 、Ｒ活動を支援 現在繁殖雌牛 頭 子牛 頭70 35
肥育牛 頭規模の一貫経営。 ～ で推55 10.4 22.2%
移していた子牛事故率が本年度は に激減。1.8%
～ ヵ月齢で推移していた肥育牛(去勢)出24 26
荷月齢が、 本年度は ヶ月齢に短縮。地域23.2

200内粗飼料生産体制もほぼ確立し 本年度は約、
ｔを確保。新たな飼料設計と入札制度の導入に
より、飼料費削減に努力。さらに移動放牧シス
テム導入と耕種農家を含めた現地検討会を開催
し、町は耕作放棄地放牧システムの事業化を検
討。また、販売促進のため、消費者交流会等を
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開催。今後も指導を継続し、無角和種の振興を
図りたい。

447 意識の改革による肉用牛女性組織の活性化
：山口県北部家保 奥原由子、永田利成
結成25年目を迎えた「むつみ村畜産組合女性
部 （女性部）は畜産、社会情勢の変化に伴う活」
動のマンネリ化傾向の一方で、現状打開の動き
も見られたため、従来の飼養管理を主体とした
技術的な指導に加え、意識の改革を目指した新
たな活動支援を実施。その結果、1）過去5年間
の肉用牛の生産率は平成14年以降90％以上を維
持し、子牛市場価格も管内比で去勢：104、雌：
106と良好。2）耕種農家との連携による自給飼
料の作付け利用が推進。3）料理教室等を通じ部
員間の交流が活発化し、他の女性組織との交流
も促進。4）対外活動への積極的な参画による生
き甲斐再発見、充実感の達成により肉用牛飼養
意欲も向上。過去10年間の同村の繁殖雌牛飼養
農家戸数は35％（20戸）減少に対し、女性部は4
％（1戸）増加。同様に繁殖雌牛飼養頭数は5％
（9頭）減少に対し、13％（17頭）増加し、女性
部の活動により培われた活力が持続可能な農家
経営に貢献。当所の取り組みは既存の肉用牛女
性組織活性化に対する有効な取り組み方策の一
つと考えられる。

448 牛群検定農家における体細胞数を指標とし
：香川県東部家保 森田えり、た搾乳衛生指導

井上英幸
フリ－バ－ン方式の飼養形態での乳房炎対
。 。策が課題 関係機関による協議会で対策を検討

牛群検定実施のモデル農家3戸を選定。体細胞
数を指標とした搾乳衛生指導を実施。牛群検定

。デ－タで体細胞数30万個/ml以上の個体を特定
さらに30万個/ml以上の分房を調査。生乳の細
菌検査で分離菌の薬剤感受性試験実施。各農家
とも環境性乳房炎が問題。搾乳時の立会で、搾
乳手順をチェック。検討会で農家毎に搾乳手順
の問題点を改善指導。指導後、前搾り、プレデ
ィッピングなどの項目が改善。引続き問題点の
改善指導中。バルク乳の体細胞数は指導前（8
月）50～170万個/ml。指導後（12月）10～50万
個/mlに減少。現在、環境改善と伝染性乳房炎
牛対策を指導中。

：香川県東449 大規模哺育育成農家の衛生対策
部家保 山下洋治、香川正樹
管内の大規模哺育育成農家（約900頭飼育）
で10月下旬からｶｰﾌﾊｯﾁ舎で耳介下垂、鼻汁漏出
等を呈する牛が発生。11月上旬に哺乳ﾛﾎﾞｯﾄ舎
に拡大。加療後回復傾向。11月下旬になっても
同症状の牛が散発。家保に検査依頼。発症牛6

。 。頭は2～７ｶ月齢 各飼養場所での散発的な発生
細菌検査でﾊﾟｽﾂﾚﾗ ﾏﾙﾄｼﾀﾞ（3/6）を分離。PCR
でﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ ﾎﾞﾋﾞﾗｲﾆｽ（1/6）陽性。薬剤感受
性検査で有効薬剤確認。投薬により回復。今後
の対策として、総合的な衛生対策を指導。①4
種混ワクチン接種を1回から2回へ。②疾病発生
時の有効薬剤投与。③導入牛の健康確認と移送
ストレスの軽減。④哺乳ロボット・哺乳器具器

材の消毒励行。⑤異常牛の早期発見・処置。当
農場の呼吸器病の発生率は10月84頭（9.3％）
から12月23頭（2.5％）に改善。

佐賀県北部450 乳質改善巡回指導の取り組み：
家保 原口信江、山崎実
JA、獣医師、経済連等とチームを編制し、体
細胞数の多い問題農家7戸の搾乳衛生管理の改善
指導を実施。第１回目の搾乳立会調査では、乳
房炎陽性率が高く、潜在性乳房炎の蔓延が示唆
された。搾乳作業の基本的手順を励行している
農家は1戸のみで、牛舎の整理・清掃が不十分で
あったり、削蹄不良によると思われる乳房炎牛
が散見された。搾乳立会後に乳質改善検討会を
、 、開催し 乳汁やふき取りの細菌検査結果を基に

農家毎に改善項目を絞って濃密指導を実施。特
に搾乳衛生管理の不備な農家については、細菌
分離培養写真をそえて農家に注意を促した。ま
た、啓発用リーフレット等を配布して衛生意識
の向上を図った。その結果、３農家で早期に搾
乳管理手順の見直しによる改善効果が見られ、
体細胞ペナルティが減少。一方で、乳房炎に対
する意識が依然と低く、結果に結びついていな
い農家もあるので、引き続き搾乳衛生意識及び
改善意欲の高揚を図っていきたい。

肉用牛における生産率向上のための巡回指451
松江家保 福田智大、藤井俊治導：島根県

年度から、地域内の黒毛和種繁殖雌牛をH9
対象に、生産率向上のため などの関係機関JA

H9 H15 12と連繋し巡回指導を実施 年度から 年。
月までの巡回延べ戸数・頭数は、安来市・能義
郡（安能地域） 市 町で 戸 頭、松1 2 3,211 5,881
江市・八束郡（松江地域） 市 町村で 戸1 5 730
頭。安能地域における各市町の分娩後初1,523

102.5回授精までの平均日数は 巡回開始時には、
144.2 H14 72.0 80.9～ 日であったが 年度には ～、
日に短縮し、同様に松江地域における各市町村
全体のそれは 年 月の 日から 年H12 3 125.6 H15
月の 日に短縮。安能地域における平均空3 93.3
胎日数は、 ～ 日から ～ 日139.7 170.3 99.4 131
に短縮し、松江地域においても 日から173.4
153.7 H9 H14日に短縮。安能地域における から
年度の生産率は、 ～ ％とほぼ同様の値79.8 81.7

。 、 、で推移した 一方 松江地域における生産率は
巡回指導開始前（ 年度）には ％であっH11 74.1

H12 73.6 H13たが 巡回指導実施により 年度 ％、 、
年度 ％、 年度は ％と上昇した。81.3 H14 82.5

452 無獣医地域を抱える家保の家畜衛生対策と
：青森県東農林青森家保 須藤隆史、今後の役割

渡部 巌
無獣医地域を抱える当所では、無獣医地域パ

。トロール事業を継続してきたが獣医師は未定着
事業終了後ワクチン接種強化及び踏込消毒槽設
置等の衛生対策指導、初期農家対応マニュアル
作成と哺乳瓶及び経口哺液剤等緊急医薬品箱設
置による子牛の下痢損耗防止対策、地区家畜衛
生推進協議会からの動物用医薬品提供による疾
病防止対策を実施。今回、食の安全性を基本と
した各種法整備により獣医師の関わりが一層重
要視されたのに伴い、現状の調査と家保の今後
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の役割を検討。結果、家保の診療件数は 年度12
40 14 139 12頭から 年度 頭に増加 死亡事故では。
年度以降夜間に発生が多い産科事故や高度な技
術を要し農家で対応できない呼吸器病による子
牛の死亡頭数が増加。下痢による子牛の死亡事
故は減少。農家を対象に意向調査を実施。経営
上の第１の問題は獣医師確保で、分娩事故や休
日診療への不安が判明。今後家保業務の抜本的
な見直しによる診療への積極的な取組と診療体
制の構築が必要。

453 黒毛和種肥育牛への加熱乾燥処理リンゴ粕
：青森県上北農林十和田家保 西村秀太給与

郎、川畑正寿
肉用肥育牛に加熱乾燥処理リンゴ粕（乾燥リ
ンゴ粕）を給与し、飼料用リンゴ粕の新たな有
効利用法を検討。黒毛和種去勢肥育牛1戸16頭
について、13ヶ月齢から23ヶ月齢まで、配合飼
料給与時に1%、3%、5%、0%（各4頭）の割合で
乾燥リンゴ粕添加。検査項目は、①体重②臨床
検査③血中ビタミンA値及び一般生化学④乾燥
リンゴ粕の成分分析。結果、体重は1%・3%・5%
群が0%群に比較して高く推移。臨床検査及び一
般生化学検査において、1%・3%・5%群と0%群に

。 、差は認めず 血中ビタミンA値は全群において
ビタミンAコントロール基準線に沿って推移。
乾燥リンゴ粕の成分分析値（原物中）はDM95.1
%、CP3.8%、TDN88.4%。検査結果に基づく現地
検討会を、家保、農協、飼料会社及び農家で毎
月実施。乾燥リンゴ粕給与により、十分な増体
量が得られ、ビタミンAコントロールに影響を
及ぼさないことを確認。

イネホールクロップサイレージ適正給与指454
、導の効果：青森県上北農林十和田家保 町屋奈

渡邉弘恭
平成 年度から、普及センターと連携し「稲14
発酵粗飼料生産・給与技術マニュアル」に基づ
きイネホールクロップサイレージ（以下イネ
）の適正給与指導を実施。今回、当所が指WCS

導した農家で本県におけるイネ の有用性WCS
を調査。対象農家は、イネ を 年以上給WCS 1

2 2与している肉用牛一貫経営農家 戸と酪農家
戸の 戸。今回調査したイネ の成分分析4 WCS
、 。値は 年度・生産地・品種による差がなく安定

繁殖成績は、イネ 給与後に、 農家で受胎WCS 2
率・平均種付回数が改善傾向。疾病発生状況で
は、 農家で診療依頼回数が減少。子牛の増体1
量では給与前後で変化が認められなかった。ま
た、出荷乳量及び乳成分の比較でも、変化が認

WCSめられなかった。今回の対象農家はイネ
を有効活用しており、不足気味だった良質な粗
飼料の確保により、繁殖成績改善等の効果も認
められた。このことから、イネ は本県にWCS
おいても有用な自給粗飼料である。

乳質の向上を目指した搾乳技術の改善指導455
：千葉県東部家保 辰野直子、安川葉子
体細胞数・細菌数など衛生的乳質に問題の多
かったＡ酪農組合からの要請により、関係機関
との連携のもと継続的な改善指導に取り組んで
きた。平成 ～ 年には搾乳作業の点検や個12 14

体乳検査に基づく巡回指導を実施してきたが、
ディッピングの実施などわずかな改善にとどま
り、組合全体の乳質の向上にはつながらなかっ
た。そこで、 年度は組合の中核的農家 戸を15 5
選定し、搾乳時の立会指導など重点的な戸別指
導を行うとともに、立会時に撮影したビデオを
活用した検討会を開催して改善案を示し、その
実行を促した。その結果、無乳性レンサ球菌と
黄色ブドウ球菌保菌牛の計画的淘汰、前搾りの
実施など搾乳技術の改善及び体細胞数の減少が
認められた。当組合では小規模経営や高齢者が
多いことからその意識改革に苦慮してきたが、
今後は、 年度の成果を組合全体に波及させ、15
体細胞数の一層の低減など乳質の向上を図って
いきたい。

管内の摘発事例からみた今後の牛ヨーネ病456
：神奈川県県央家保 後藤佐知子、木防疫対策

村進
牛ヨーネ病防疫対策として、平成 年度から11
家畜伝染病予防法（以下、法） 条に基づく検5
査を実施。管内を 地域に分け、個体でみると2
少なくとも 年に 度は検査を受けることとし5 1
た。管内においては、過去 年間で 戸 頭を5 4 5
摘発。患畜発生農場については、神奈川県牛ヨ

51 3ーネ病防疫対策要領に基づく、法 条による
年間の清浄性確認のための検査を飼養牛全頭に
実施。検査は患畜摘発時は、 法と糞便培ELISA
養を実施、以降は 法のみを実施。発生農ELISA
場 戸については、清浄化を確認。 戸 頭3 1 1
( 生)については、過去 回の検査で陰H.9.11.28 3
性（ 値は全て 以下）が確認されていELISA 0.1
たが、 年目に 陽性（ 回目 、 回2 ELISA 1 0.460 2
目 ）となり、清浄化には至っていない。検0.794
査体制を中心とした今後の対策を模索、検討。
次のように提案。現行の 条検査を隔年の飼養5
牛全頭検査に。また、 条検査を当面の間、51
法と糞便培養を併用して実施、さらに検ELISA

査の間隔を短縮して実施する。

：457 牛個体識別システムの現状と今後の課題
神奈川県湘南家保 近田邦利、成井淑昭
平成 年 月から導入された牛個体識別シス14 4
テムの現状と今後の課題について検証。個シス
が始まる前、家保は個シスの耳標装着の確認と
報告方法の説明等、システム開始後の指導を実
施。しかし、短期間で報告様式の記入の仕方や
報告の方法等を全農家に理解してもらうことは
困難。個シス開始後の主な問題点は、①出生お
よび異動報告に絡む誤り、② による報告のFAX
、 、際 報告内容が登録されるまでに時間がかかる
③装着する耳標が不足すること。反面、利点と
しては、家保が検査等を実施する際の個体確認
は容易。今後の課題としては、いかに正確に早

。く出生・異動の報告を行ってもらうかという点
そのためには、国の地方農政事務所が主体とな
って報告に問題がある農家を重点指導し、県、
市町、農協等関係団体がそれを補佐する必要。
、 、現在 牛の異動履歴のみである個シスの情報が
今後、検査の結果や診療記録、給与飼料の記録
等も反映できるシステムになることを望む。
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：福井県家保458 口蹄疫防疫演習の概要と成果
朝倉裕樹、尾澤宏朗
国の口蹄疫防疫要領に基づき、口蹄疫が発生
したとの想定で、初動防疫活動を中心とした机
上演習と市町村等の担当者も実技参加した実地
演習を実施。地域における迅速かつ的確な協力
体制づくりと防疫意識の高揚を図った。演習の
結果一連の防疫業務を担う人員の確保と埋却焼
却場所の確保が重要。今後とも関係機関等との
密接な情報交換、協力体制の構築が重要。後日
アンケートを実施して成果を確認。参加市町村
のほぼ全てが演習内容について理解できたとの
結果を得た。埋却場所の確保については多くの
市町村が確保不可能、伝染病発生時の即時応援
体制については多くの市町村から肯定的な回答
を得た。演習への参加については全ての市町村
が今後とも参加するとの意向。

:459 黄色ブドウ球菌対策による乳質向上効果
長野県伊那家保 須田朋子、青木一郎
2002年4月から2003年4月まで、バルク乳の体
細胞数が多い酪農家40戸でバルク乳の細菌検査
をしたところ、黄色ブドウ球菌（以下ＳＡ）が
22戸で検出された。このため、ＳＡ対策として
全搾乳牛の個体乳細菌検査及び搾乳立会を順次
実施した。酪農家への重点指導項目は①ポスト
ディッピングは乳頭全体の75%以上を漬す、②
ＳＡ感染牛は最後に搾乳し、早期乾乳期治療を
行い、治癒困難な場合は淘汰する、③分娩後は
直ちに細菌検査を実施するの3点とした。この
結果、ＳＡ対策実施農家12戸のバルク乳１ml当
り平均体細胞数は、指導前507千個から391千個
に減少した。また、経済効果を検討するため牛
群検定参画農家について、費用便益分析法を用
いて分析したところ、経産牛1頭当り1年間の純
便益は5,151円となった。ＳＡ対策の実施は、
乳質及び経済性の向上に有用であると思われ
た。

460 バルク乳を指標とした乳質改善対策に関する
：静岡県東部家保 森比佐子、山内俊幸一考察

平成 年 月から体細胞数の自主規制強化が15 10
始まり、 万個／ 以上でペナルティが課せら30 ml
れるようになった。そこで、Ｋ農協管内 戸に64
ついて実施した生乳検査成績、スパイラル検査成
績、バルク乳からの黄色ブドウ球菌の分離状況調
査及びアンケートによる意識調査の結果から、体
細胞数を増加させる要因及び対策について検討し
た。
その結果、バルク乳中の体細胞数が低い農家で
は各種細菌数も低く日ごろの搾乳衛生に対する取
り組み意識が高いこと、黄色ブドウ球菌がバルク
乳から分離された農家で体細胞数が高いこと、乳
房炎の治療は様子を見てから実施するという農家

。で体細胞数が高い傾向にあること等が確認された
従って、体細胞数の低減のためには、バルク乳の
各種細菌数や黄色ブドウ球菌分離状況等を指標と
しながら、各農家の搾乳衛生対策意識の向上と、
徹底した乳房炎対策を実施することが重要である
と思われた。

兵庫県姫461 ヨーネ病全頭検査へ向けての検討 :

路家保 島田昌彦
平成16年度からのヨーネ病隔年全頭検査実施
への移行に向けて検討。巡回及び立ち入りによ
り団体及び農家へ周知。結核病検査実施地域と
ヨーネ病検査実施地域は原則農林(水産)事務所
ごとに区分。患畜摘発頭数増加に伴う清浄化対
策実施を考慮し、ヨーネ病検査は年度上半期に
集中実施。農場での作業は原則採材2、個体照

、 。合1の3名で１班とし 採血は真空採血管を使用
近年増加の大規模ﾌﾘｰｽﾄｰﾙ牛舎では、検査の効
率化のため全飼養牛の飼養場所と個体識別番号
の事前確認が必要。ｴﾗｲｻﾞ検査は、新ｷｯﾄの使用
により処理時間の短縮と弾力的な検査日程が可
能。同時に検査機材の整備が必要。検査証明発
行は、大規模かつ牛の更新頻度の高い農場に対
して検査実施時ごとの新規発行を要検討。患畜
発生農場の清浄化への意欲と家保への協力を得
るうえで清浄化ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの提示は重要。以上を
踏まえ、検査の効率化を推進。

462 過去10年間の輸入牛防疫状況と今後の対応
：兵庫県姫路家保 中家一郎、嵐千明
神戸出張所管内では年間約2,000頭の牛を輸
入。今回、導入直後の集団下痢を中心に過去10
年の輸入牛防疫と今後の対応を検討。輸入は26
3件20,824頭、着地検査出役日数は344日。動物
検疫所(動検)で監視伝染病患畜等と同居歴があ
った牛の精密検査はヨーネ病ほか6疾病24件の

。 、べ432頭実施 牛伝染性鼻気管炎(IBR)を摘発し
輸出国検疫時IBRワクチン接種の了解を取得。
肥育用素牛は病性により一部経過観察のみ。着
地後に異常を認めた牛の精密検査は33件108頭
実施。うち1件は約3,400頭飼養農場の同一隔離
牛舎で肥育用素牛が3回連続して導入直後に発
熱、下痢等集団発生、2頭の便からレオウイル
ス(RV)のみ分離。6頭のペア血清で牛RV標準株
に抗体価の上昇はなく、3頭は分離株に抗体価
上昇。他農場の39.1％の牛で分離株に抗体を保
有。国内に存在するRVと推察。徹底消毒し発生
終息。今後も動検、輸入農場と緊密に連携し、

。伝染性疾病への監視が必要

463 多頭繁殖和牛農家における哺育育成期の衛
：兵庫県洲本家保 清水優花、香生対策の検討

川裕一
和子牛79頭の病理解剖の死廃原因として多頭
農家の慢性肺炎が多いため生産性阻害要因を調
査、指導方法を検討 【調査】慢性肺炎発生農家。
を含む多頭農家4戸228頭で呼吸器病ウイルス抗
体検査 血液生化学検査 寄生虫検査を実施 結、 、 。【
果考察】1ウイルス抗体検査：母牛、子牛ともば
らつきがあり、母牛抗体価のばらつきが移行抗
体の差になり適切なワクチネーションが困難。2
血液生化学検査：人工哺育に比べ母乳飼育牛で
貧血傾向。3寄生虫検査：若齢からコクシジウム
感染率は高く、早期の駆虫が必要 【指導の進め。
方】農家の状況把握、指導方法1聞き取り、診療
状況、出荷成績2哺育育成牛5～10頭の血液生化
学、寄生虫検査による健康状態の把握3良好な飼
養環境の確保を前提①初乳免疫 ②栄養補給 ③
駆虫 ④呼吸器病予防の投薬 ⑤ワクチネーショ
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ン からなる総合的な指導【成果と今後】慢性肺
炎発生農家で現在まで未発生。指導・データを
重ね、子牛の損耗防止と生産性向上に努める。

管内養豚農家における環境改善指導事例：464
岡山県高梁家保 多賀伸夫
家畜糞尿の不適切な処理が続くＴ養豚農家
（ 頭規模の肥育経営）に対して、畜産環境ｱ500
ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを含む家畜保健衛生所(家保)、農業改
良普及ｾﾝﾀｰ(普及)、振興局が三位一体で次の指
導実施。まず関係機関、農場従事者全員による
現地での糞尿処理研修をかねた検討会実施。同
時に問題点の選出、解決法を模索。関係機関は
それぞれの指導範囲を生かし、家保、普及では
家畜糞混合物の水分測定及び調整を実施し、改
善点を指示すると共に正しい堆肥化促進のため
の実証展示を農場内で実施。堆肥温度を農家自
身で記録させるなど農家側にも積極的な取り組
みをさせた。一方振興局は堆肥生産後の販路拡
大のため、事業にて堆肥ﾌｪｱｰを実施し農家堆肥
の出品を促進。汚水処理も原尿槽から曝気槽へ
の負荷低減のための簡易沈殿槽を設置。このよ
うな取り組みの結果、農家側の環境に対する意
識が改善。同時に家畜糞尿処理施設の運営改善
が図られた。

人・牛・環境を起点とした効果的高品質生465
岡山家畜保健衛生所 関哲生 田乳生産指導：

原鈴子
昨年岡山家保では、乳房炎の原因菌として環

を占めていることから、搾乳方法や飼境性菌が 89.1%
育環境の改善による健康な牛づくりが重要であると報

家保が企画調整告した。そこで、平成14年度から、当
を行いながら、 関係機関で構成農協を中心とする
した指導チームを編成し、 戸の酪農家を対象21
に指導に取り組んだ。乳質は飼育管理の総合的
結果とされていることから、乳房炎起因菌検査
のみならず、カウコンフォートの向上や作業の
合理性を観察点として、酪農家の作業時間に立
会い現場調査を実施し、問題点発見と具体的改
善策の提示を行った（トラブルシューティング 。）
その結果、搾乳作業の改善によりバルク乳体細
胞数が減少した（ 戸）ほか、牛舎改善による12
カウコンフォートの向上により、乳質や生産乳
量が向上した（ 戸 。このような指導は、乳質2 ）
向上対策にとどまらず、今後、家伝法に基づく
「飼養衛生管理基準」の遵守を指導する方法と
して有効である。

：山口県中部家466 「牛の飼い方教室」の開催
保 白尾大司
畜産農家の高齢化・後継者不足の中で、肉用
牛の農家戸数及び飼養頭数は減少傾向にある。
そこで、非畜産農家・消費者を対象に、和牛飼
養管理の基礎・畜産への理解・畜産農家の底辺
拡充・後継者確保を目的として 「牛の飼い方教、
室」を開催。肉用牛農家、関係市・町・農協等
の協力を得ながら、各種広報誌に開催案内を掲

1 1 2 1載し受講者を募集 管内 市 町の カ所で月。
回の各 回、午前講義、午後実習で開催。講義4
は畜産学全般、子牛の飼い方、牛の飼料、牛の
飼養管理を実施。実習は肉用牛農家視察、子牛

市場見学、乾草調製、牛の飼養管理を実施。受
講者は 名とやや少人数であったが、各人の本8
教室に対する意欲は強く、回を追う毎に充実し
た講習会となり、和牛への愛情と理解、飼養意
欲が示された。今後、畜産就業希望者に対して
は技術指導、事業誘導等を図ると共に、来年度
の開催及び、広く他地域においても本教室の開
催を計画。

家畜由来および環境由来サルモネラの病原467
：香川県東部家保 上村圭一、久因子保有調査

利俊二
平成 ～ 年度に病性鑑定を行った家畜(牛･9 15
豚･鶏)および環境から分離したサルモネラ 血28
清型 株を供試。病原因子の侵入性因子(下324
痢)、エンテロトキシン(下痢)、病原性プラスミ

PCR 5ド(致死)について 法等で検査。家畜由来
血清型 株では、下痢を起こした家畜から分離62
された株は全て侵入性因子、エンテロトキシン
。 、を保有 死亡家畜から分離された S.Choleraesuis
は全て病原性プラスミドを保有、症状S.Dubrin

26 262と病原因子は全て一致。環境由来 血清型
株では、全株が侵入性因子、エンテロトキシン

S.Enteritidis S.Typhimurium 11を保有 は全株 は。 、
株中 株が病原性プラスミドを保有。以上から1
環境由来株は全て家畜や人に病原性があること
が判明。今後、家畜の健康及び畜産物の安全性
確保のため、サルモネラの病原因子を加味した
「 」家畜の生産段階における衛生管理マニュアル
の策定が必要。

食肉衛生検査所との連携による鶏サルモネ468
：三重県南勢家保健衛生所 吉川ラの衛生指導

若枝、伊藤英雄
松阪食肉衛生検査所（以下松食）では食鶏処
理場での鶏肉の細菌検査（サルモネラ他)を実施
しており、 年から家保に還元されている。2003
その結果、管内 農場( )で陽性を確認。当2 A,B
所で同定の結果 農場は (以、A Salmonella infantis
、 、 （ ）下 ) 農場は 以下SI B SI SASalmonella agona

が分離されたため、 農場への実態調査並びに2
。 、 、 、衛生指導を実施 農場は 鶏舎床面 床面溝A

換気扇よりガーゼパット法でのべ 回検査。そ8
の結果に基づき、消毒方法の見直しを指導した
結果、 陰性を確認。現在入雛後の経過を検査SI

B 20 34中 農場は 鶏舎床面 床面溝 及び 日齢。 、 、 、 、
日齢、 日齢クロアカスワブ、出荷後の新鮮鶏40

SI 131 817 SA糞及び導入時の敷紙を採材し ／、 、
41 817 243 817 A／ 及びその他 ／ 検体を分離し、

SI農場に準じ、消毒を実施中。疫学解析として
SA 3 A 3 B及び について、松食 株、 農場 株、

農場 株計 株についてパルスフィールド・21 27
ゲル電気泳動（ ）を実施中。PFGE

：福岡県469 上質な生乳の安定供給を目指して
北九州家保 長野正弘
家保、地域農改、獣医師の三者が連携。安心
・安全・高品質牛乳の安定供給を目指し、農家
指導を実施。１）三者一体指導体制の確立：平
成 年 月から三者で周産期衛生を重点に指12 4
導体制を再編成。モデル農家を選定し集中的に
衛生指導。２）指導の役割分担：①家保は分娩
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前後の血液検査で牛群の健康状態を評価。農改
は飼養改善・栄養指導。獣医師は繁殖検診・治
療。②月１回、三者同時に検査・調査・検診を
実施。成績を基に改善指導。３）問題点の把握
：検査・調査結果から乾乳期のエネルギー不
足、蛋白質不足状態が判明。分娩ストレスや分
娩後の泌乳量増加で周産期疾病や長期不受胎が
発生したと考察。乾乳期の飼養管理改善の必要
性を認識。４）今後の方向性：農家の問題点を
明確にし、具体的に実施できることを提案し、
死廃・病傷率が減少、畜舎改善等に取り組む姿
勢も見え始めた。上質生乳の生産に向け、健康
な乳牛の飼養のための衛生指導を継続してい
る。

「やる気」あるグループ支援による乳質改470
：福岡県筑豊家保 野田美治、善意識の広がり

井坂浩
組織の枠にとらわれず 「やる気」ある酪農家、
が集まった乳質改善グループを支援。平成 年13
2 12 10月に活動開始し バルク乳検査 回 検討会、 、
回実施し、運営が自立。生乳中体細胞数の改善
による生産者自主規制控除は 年間で 万円3 223

。 、削減と試算 黄色ブドウ球菌感染牛 頭を摘発85
頭を即時淘汰、残りも対策をとりながら順次12
淘汰。搾乳衛生意識の顕著な向上 「やる気」あ。
るグループの検討会を参考に家保は管内全酪農
家の現状を調査・分析、乳房炎に悩む酪農家が
多く( )、前搾りなし( )、搾乳手袋なし43% 25%
( )など搾乳衛生意識の低い酪農家も多いこ26%

、 「 」とが判明 的を絞った個別指導により やる気
を誘引。これらにより、地域に乳質改善への意
識が拡大。筑豊地域乳質改善推進協議会の活動
が活性化、 つの農協も乳質改善活動を開始、2
県が策定した「筑豊農業圏農業計画」でも乳質
改善を重点対策と位置づけ。

：佐471 牛白血病抗体陽性農家の疾病発生状況
賀県西部家保 園部深雪

牛結核病・ブルセラ病検査残余当所では毎年、
血清を用いて牛白血病ウィルス（BLV）抗体検査を
実施。平成元年度から昨年度までの14年間のデー

、 、タを集計したところ 延べ7,386頭中898頭が陽性
陽性率12.2％。その中から、陽性率が近年平均36.
3％と特に高い農家７戸と陰性農家７戸を選定し過
去４年間の疾病発生状況等を比較検討。疾病発生
率は陽性農家68.3％、陰性農家34.8％と差を認め
たが、疾病毎にみれば、感染性疾病の発症率に顕
著な差はなく、その他非感染性の疾病発生率で差
を認めた。また、死廃率・各種疾病毎の発生率・
疾病発生時の治療回数等も比較検討したが、顕著
な差は認めなかった。BLV抗体陽性と感染性疾病と
の関連性は認めず、むしろ飼養環境や衛生管理の
良くない農家に抗体陽性率が高く、また各種疾病
の発生率も高いという結果を得た。今後、抗体陽
性率の高い農家に対しては、陽性牛のとう汰はも
ちろん、衛生管理・飼養管理の指導を徹底してい
きたい。

代謝プロファイルテストによる乳用牛群検472
：長崎県中央家保 藤原章生、大定農家の分析

曲祥之

平成 年３～６月に乳用牛群検定農家７戸15
（高泌乳牛群３戸、低泌乳牛群４戸）の代謝プ
ロファイルテストを実施し、泌乳成績との関係
を検討。蛋白質代謝では高泌乳牛群の がBUN
やや低く推移。 と乳蛋白質率との関係ではBUN

、蛋白質過剰・エネルギー不足牛が４戸でみられ
うち３戸は低泌乳牛群。総コレステロールと乳
量の関係では低泌乳牛群 戸で負の相関。エネ2
ルギー代謝では低泌乳牛群でボディコンディシ

2ョンスコアが泌乳後期から乾乳期に高く うち、
NEFA Ca戸で が分娩前に高値 無機物代謝では。 、

は正常であったが、１戸を除き が高い傾向。iP
肝機能検査では乾乳期の過肥農家２戸で分娩前

。 。 、後に が高値 はほぼ正常 以上からAST GOT
低泌乳牛群では泌乳量に応じた飼料給与と泌乳
後期から乾乳期の適正な飼養管理、高泌乳牛群
でも特に分解性蛋白不足の改善、さらに６戸で
が高く、濃厚飼料やサプリメント給与内容のiP
改善が必要であることが判明。

子牛共同育成センターにおける家保の役割473
：熊本県天草家保 市川妙子 井出清とその成果

管内一農協では、 年に「子牛共同育成セ1998
ンター（センター 」を設立し、 ヶ月齢から市） 4
場出荷までの育成を実施。家保は関係機関との
連携のもとで定期的（月 回）に立入を行うと1
ともに衛生対策・指導に努め、特に皮膚真菌症
について重点的に対策を実施。その結果、①疾
病発生率は 年度の から に、皮膚真1998 7% 0.4%
菌症はピーク時の 割から 割未満に減少。②7 1
受入頭数の増加と、それに伴う市場への出荷頭
数とその割合が増加。③市場成績は、価格・一
日平均増体量ともに天草家畜市場平均とほぼ同
レベル。また、アンケート調査の結果、委託す
るメリットとして労働力の軽減という意見が最
も多く、委託者のほとんどが今後も継続した利
用を望んでいることが判明。委託による経済効
果を試算すると、子牛 頭につき 円の生1 96,665
産費が節減。以上から、センターは設立目的で
ある低コスト生産及び省力化に大きく貢献。し
かし、皮膚真菌症対策等の課題も残されている
ため、今後ますます関係機関が一丸となったセ
ンター指導体制の強化が重要。

沖縄474 基幹和牛肥育農場再生への取り組み：
県宮古家保 伊禮判、慶留間智厚

、平成15年8月から9月に400頭規模肥育農場で
肥育後期牛9頭が死亡する事故が発生。病性鑑
定により、熱中症およびビタミンＡ（V.A）欠
乏症であることが判明。緊急処置としてビタミ
ン剤の全頭投与、同居牛の臨床検査、血液検査
および聞き取り調査等を実施。角膜異常や四肢
の腫脹等を呈した牛が307頭中59頭（19.0%）認
められ、V.A、β-カロテン、V.E、T-cho値とも
低値で重度の栄養障害を確認。飼養管理失宜を
指摘し、関係機関に呼びかけ緊急運営対策協議
会を開催。飼料設計の検討と定期的な検診およ
び肥育期のプロファイルテストを実施すること
等を提案。また、暑熱対策等環境改善や個体管
理のため体重測定、定期的な運営対策協議会の
開催等を取り決め、再生に向け取り組んだ。そ
の後、V.A、V.E、T-cho値、臨床症状が改善さ
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れた。

Ⅲ－８畜産技術

475 自主管理の向上をめざした肉牛農場HA C C P
の実践-地域関係者の支援によるモデルケース

：北海道石狩家保 加藤一典、浅井の取組み-
敏文
肉牛1,000頭飼養一貫経営農場でHACCP方式衛
（ ） 。生管理 農場HACCP を平成14年11月から実践

目標は、４項目の危害要因（①食中毒菌体表汚
染②抗菌性物質残留③注射針残留④ＢＳＥ）を
防止し、出荷牛の安全性を農場証明することに
設定。防止措置は①には、出荷時体表チェック
とサルモネラ・ のモニタリングを実施。O157
②は、出荷時投薬記録と照合。③は、導入牛の
針残留有無、使用前後の本数を確認。④は、導
入牛給与飼料、購入飼料の成分、他家畜飼料の
混在有無を確認。記録は、作業服で出入りでき
る専用小屋を新設し実施。場長が毎日防止措置
を確認。更に関係機関が月１回検証を実施。結
果、７度の検証で危害防止を確認。従業員全員
が検証会に出席し、意見交換を行うことにより
作業の目的意識を啓発。疾病再発牛チェック、
肉牛の疾病対策等をテーマに管理獣医師とのミ
ーティングを実施する等、農場の自主的取組み

HACCPを展開 この自主管理意識の向上が農場。
継続の原動力となる。

乳牛の乳頭口スコアリング普及への取り組476
：岩手県中央家保 金子和華子、坂本正光み
昨年度、過搾乳が乳頭口角化亢進の重要な一
因であると確認。本年度は、一層の乳頭口スコ
アリングの実践・普及を目的に、牛側の要因と
して乳期、年齢に加え、乳頭長及び乳頭形とス
コア動態の関連や角化軽減の為の対策適期を検
討。調査対象3農場(計65頭184乳頭)、調査回数
2回、調査項目：角化4段階、乳頭長〔短い：手
指4本幅（約6cm）以下、普通：手指4本幅、長
い：手指4本幅以上 、乳頭形〔先端の細い円錐〕
形、円筒形、先端の太いとっくり形 。スコア〕
が軽減した割合（以下、軽減率）は、泌乳期で
中期(平均54%)、年齢で2歳以下(平均62％)、乳
頭長で普通(平均44%)及び短い(平均43%)、乳頭
形で円筒形(平均47%)が高い傾向。以上から、
乾乳期に的確な角化軽減を図る為には、特に軽
減率の高い泌乳中期での過搾乳防止が重要。以
上の結果を踏まえ、酪農講習会や普及用に作成
した写真資料等を活用して、農家立会指導等普
及啓発を実施中。

黒毛和種の大規模繁殖経営体における牛初477
乳粉末製品を活用した哺育子牛の損耗防止対策
：岩手県中央家保 坂本正光、菊池雄、村上隆
宏、清宮幸男
繁殖雌牛 頭を飼養する農場の子牛死亡率を400
低下させることを目的として、牛初乳粉末製品
（以下初乳製品）を活用したところ効果が得ら
れた。子牛の主な死因は白痢及び虚弱子牛の衰
弱死で、生後 ～ 日齢時に発症していた。こ2 3
れら子牛の出生時体重（ ～ 、出生日24.7 19.4kg）

1000ml 580ml 1 IgGの哺乳量 ～ 日齢時の血清（ ）、
濃度（ ～ ）は正常子牛（ 、 、15 10mg/ml 29.2Kg 1300ml
）より有意に低いあるいは低い傾向で20mg/ml

あった。これらの実態から子牛を出生時体重別
に正常（ 以上 、低体重( ～ )、虚弱25kg 24 21kg）
（ 以下）の 群に分類して初乳製品を給与20Kg 3

200 400gした。同製品の給与量は同順序で ｇ、
および とした。投与前と比較して投与後の600g

（ 、 、 ）血清 濃度 同順序でIgG 40.8 28.7 34.2mg/ml
は増加し、発病日齢は約 日間遅くなり、白痢7
等の疾病発生率も ％から ％に減少し、89.5 29.8
死亡は投与前の年平均約 頭から著しく減少12
（ ヶ月間死亡なし）した15

:478 宅配便を利用した牛胚輸送の問題点と対応
秋田県中央家畜保健衛生所 佐藤伸行、伊藤隆
平成７年度から移植技術者の負担軽減を図る
ため、凍結融解牛胚（ステップワイズ法）の輸
送に宅配便を利用。業者から特別な取扱を受け
ていたが昨年 月から一般扱いとなり、厳寒期10
の胚への影響が懸念。輸送実態をチェックした
結果、輸送時間は、最も遠い営業所まで約５～
６時間、輸送箱内の温度は出発時の ℃から到25
着時はほぼ外気温まで低下。輸送箱内の保温効
果について、使い捨てカイロ２種類、ゲル化剤
の計３種を用い、外気温が氷点下時に宅配輸送
中の温度変化を調査。カイロタイプはいずれも
開封後約 分で ～ ℃に達し、１時間半後30 28 30
には ～ ℃となりその後５時間持続。 ℃20 22 35
に温めたゲル化剤は直線的に下降し５時間後に
は ℃以下に低下。カイロタイプが温度変化が10
少なく、持続時間が長く安定。現在低温時の輸
送に応用しているが、ダイレクト法移植の早期
普及が望まれる。

：山形479 共同作業による畜舎消毒の取り組み
県最上家保 髙橋 馨、柴田講一
和牛繁殖地域である当管内では、平成5年か
ら農家の衛生意識改善と下痢等の子牛疾病対策
の１つとして畜産関係者の協力を得ながら、ス
チームクリーナーを使った畜舎消毒を実践。今
回、畜舎消毒の効果を検討するため、平成7年
に参加・継続している１地区で疾病発生状況を
調査。平成7年に45件、発生率40.2％だった子

、 、牛の消化器系疾病の発生は 平成14年には7件
11.7％に減少。治療費は平成７年の約95万円か
ら約15万円に減少。この地区では、農家個人の
消毒作業ではなく、共同して取り組むことによ
り人手不足や作業の軽減を図ることができた。
、 、また 共同作業により仲間意識の強化が図られ

その結果①農家中心の継続した消毒の実施、②
衛生意識及び育成管理技術の向上、③子牛の疾
病発生ならびに治療費の減少、が認められた。
今後も農家が主体となった消毒を実施・継続で
きるよう努めていきたい。

480 管内における受精卵採卵成績向上への取り
：福島県相双家保 久保 修 塚原芳道組み
相双地方における受精卵の農家採卵頭数は、
県全体の32.3％を占める盛んな地域。本技術の
更なる普及・定着化を図るには採卵成績向上が
重要。そこで、採卵について平成10年度から14
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年度まで5年間の成績(鑑別された胚の割合)を県
全体の成績と比較。①正常卵は49.1%(県全体57.
1%) ②変性卵は20.4%(21.5%) ③未受精卵は30.、 、
1%(21.5%)。変性卵も年々増加傾向であり、ここ

。数年は県全体の成績を大幅に下回ることが判明
採卵成績向上のため関係者等からなる対策会議
を開催。①BUNを指標とした飼料給与の改善を指
導、②農家側での供卵牛の発情発見と併せて獣
医師による発情鑑定によるAI適期の判定を重点
指導。その結果、15年度4月から12月までに採卵
を行った84頭の成績は①正常卵は51.2%と上昇、
②変性卵は25.4%を占めたが14年度(27.2%)より
は減少、③未受精卵は23.4%と減少した。今後は
重点指導項目を網羅した受精卵採卵カードを活
用した対策を加え、成績向上を図りたい。

：群馬県浅間481 浅間家畜育成牧場の繁殖管理
家畜育成牧場 都丸友久、林省二
当牧場では 平成 年度から受精卵移植 Ｅ、 （12
Ｔ）業務を事業化、その希望は年々増加し、平
成 年度は受託牛の ％以上。平成 年度14 80 12
年間牛の繁殖成績は 初回発情確認平均月齢 発、 （
情月齢） ヶ月、初回ＥＴ実施平均月齢（初15.0
回月齢 ヶ月 ２回目ＥＴ実施平均月齢 ２） 、 （16.5
回月齢） ヶ月と繁殖行為が遅れた。受胎成18.6
績の改善を図るため、次の対策を強化。①発情
観察時間の延長②ＥＴ不適牛は早期に人工授精
（ＡＩ）へ変更。③ＥＴ又はＡＩを３回以上実
施した繁殖障害牛に性腺刺激ホルモン放出ホル
モン（ＧｎＲＨ 、人絨毛性性腺刺激ホルモン）
（ｈＣＧ）投与、子宮内洗浄、お灸等の治療を
。 。実施 ④新鮮胚移植を目的に発情同期化を開始

その結果、平成 年度年間牛の成績は、発情14
月齢 ヶ月、初回月齢 ヶ月、２回月齢13.9 15.7
ヶ月と短縮。分娩月齢も早まり、預託農家17.4

の放牧料が軽減。今後も不受胎牛の原因を早期
に解明し、一層の早期受胎に取り組みたい。

：482 ビデオ映像を活用した乳質改善指導事例
埼玉県熊谷家保 宮田基、佐竹吉人

100 /ml長期にわたりバルク乳体細胞数が 万個
以上の管内１酪農家に対し、平成 年５月から15
担当獣医師とともに乳質改善指導を実施。搾乳
立会において、搾乳作業のビデオ撮影を行い①
前搾り未実施②搾乳後ディッピングの未実施③
過搾乳④不適切な乳頭清拭等の問題点を確認。
畜主にビデオ映像を提示し、搾乳方法の改善を
指導。また、分房乳体細胞数、乳頭口スコア及
びボディコンディションスコアを毎月測定。体
細胞数が高い分房の細菌検査及び薬剤感受性試
験を実施し、担当獣医師に泌乳期治療を依頼す

15るとともに 慢性乳房炎牛の淘汰を指導 平成、 。
年 月の搾乳立会により、未改善の搾乳方法に11
ついて、再度ビデオ映像による指導を実施。こ
の結果、１頭あたりの乳量を維持しつつ、バル

190 /ml 11ク乳体細胞数は５月上旬の 万個 から
月中旬の 万個 と低下。また、乳頭口スコ26 /ml
アの改善傾向も確認。今後も、ビデオ映像の活
用により、畜主の乳質改善取組み意欲を継続さ
せ、さらなる乳質改善に努める。

：東京都家483 八丈富士牧野の放牧牛育成成績

保 轟木結子、岩倉健一
成長率は、最近4年間で年々低下。調査対象
牛の入牧後経過日数減少が要因の一つ。ホルス
タインとジャージーは入牧後8～10ヶ月までは
成長率が低下し、その後回復するため。黒毛和

。種は6ヶ月齢までは良好であるがそれ以降低下
気候との関係ではホルスタインおよびジャージ
ーは、秋が最も成長率がよく、ホルスタインは
冬、ジャージーは春に低下。黒毛和種は季節に
よる差なし。各年の成長率の高低は、天候不良
による牧草の成育不良の影響が示唆。小型ピロ
ズマの寄生も成長率に影響を及ぼしていたが、
寄与率は他の要因ほどは大きくなかった。血液

。 、検査の結果から栄養不足が伺えた 繁殖成績は
成長率が低下した年は授精月齢が高く、授精回
数も増加。成長率向上のため飼料を改善。黒毛
和種の成長率低下抑制には早期離乳など対策が
必要。繁殖成績は、入牧後成長率が低下する時
期が性成熟期と重なることから餌を改善すると
ともに発情発見率を高める必要がある。

放牧検査から見た育成種雄牛の放牧馴致の484
：新潟県上越家保 牧井賢充、山本 昇必要性

まき牛利用のため平成 年 月、管内の 公15 5 2
共牧場に兵庫県から 頭の育成種雄牛( 、 )が2 A B
導入された。管内の過去 年間の育成種雄牛の10
導入は 頭で、導入に当たって種雄牛育成経験1
者が減少している。今回、生化学的検査を含む
放牧検査の経過と聞き取り調査から以下の成績
を得た。 は導入前に飼料給与内容は指示されA
ず、導入後は平場にある 牛舎内で馴致されJA
た。 は導入前に粗飼料主体の飼料給与を指示B
され、その後は牧場管理舎内で馴致された。放
牧開始後はともに補助飼料を給与された。経時
的な生化学的検査では は当初、ストレスによA
る の増加、飼料摂取不足による 、GLU BUN
の低下がみられた。一方、 は当初のTCHO B
、 の大きな変動がなく、飼料摂取不BUN TCHO

足は認められなかった。放牧期間中の受胎率は
、 だった。基本に忠実に馴致を行うA90% B100%

ことが放牧ストレスの減少、繁殖成績の向上に
重要と考えられた。

：福井485 優良若狭子牛生産にむけた取り組み
県家保 竹内隆泰、朝倉裕樹
若狭牛の肉質向上には、遺伝的要因の他に子
牛育成期間の順調な発育が重要。生産農家に濃
密指導を実施。 優良な素牛生産を図るため
データベースを構築。指導期間は平成１３年4
月～１５年１２月。対象農家は地域、飼養形態
などを考慮し４戸を選定。指導チームは、専門
技術員、農林総合事務所、家保、畜試、JA、畜

。 、 、産協会で構成 指導方法は ２ヶ月毎に巡回し
（ 、 、 、出生から市場出荷まで体測 体重 体高 体長

胸囲、腹囲 、血液生化学検査（TP、Alb、T-Ch）
o、BUN、GOT、LDH、CPK、GGT、Glu、Ca、IP、
ビタミンA、βカロテン）を実施。データは、
農家にフィードバックすると共に、異常牛につ
いては要観察、要診療等の指示を実施。全農家
で平成１４年度、１５年度の市場出荷牛の日齢
体重が向上。個別的には、C農家で、早期離乳
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の導入、自然交配の廃止、B農家では、繋ぎ飼
い期間の短縮など飼養管理の改善が図れた。ま
た、各月齢での体側データ、血液生化学検査デ
ータを蓄積でき今後の指導に活用。

486 管内酪農家の和牛受精卵移植（ ）活用のET
：福井県家保 河合隆一郎、生水誠一現状
管内 利用農家９戸で、現在の 利用率ET ET
と過去の 受胎率、子牛生産率、子牛販売価ET
格の関係を分析。また、 利用による収益性ET
を農家別に推計。 ～ の期間H13.1.1 H14.12.31
から 受胎率を、同期間に実施した によET ET

H12り生産された子牛頭数から子牛生産率を、
年 月～ 年 月の県内市場の成績から子3 H14 11
牛販売価格を算出。また、 ～ にH15.1.1 12.31
おける牛群頭数のうち を実施した割合をET

。 、ET ET ET利用率 利用率が高い農家で 受胎率
、 。子牛生産率 子牛販売価格が比較的良好な傾向

受胎率が 受胎率より低い時に分娩間隔がET AI
延長することで生じる乳量損失額と生産子牛の
販売価格の差額から、農家別に収益性を検討。
管内の 利用全農家において収益性あり。乳ET
量や 受胎率が収益性に大きく影響することAI
が判明。

487 子宮頸管粘液検査を活用した受胚牛の選定
：福井県家保 笹木教隆、尾と受胎率向上対策

澤宏朗
子宮頸管粘液検査をもとに受胚牛の選定と

hCG (1)投与対象受胚牛の選定を実施 調査方法。
経産受胚牛 頭を胚移植前に子宮頸管粘液を102
採取、移植成績との関係を調査。粘液は①核崩
壊した上皮細胞の割合②上皮細胞における核の

pH(2)形状 核の短径別上皮細胞の分布状況 ③（ ）
水性 投与受胚牛 頭の子宮頸管hCG3000IU 166
粘液を検査し効果を検討。 受胚牛 頭の血(3) 29

(1)中プロジェステロン（Ｐ）濃度を測定。結果
核崩壊した上皮細胞の割合が－､±､黄体ランク
が ､ で受胎率が高かった。核の形状別分Ex G
類では、核の短径が小さい程血中Ｐ濃度が高く
、受胎率が高い傾向。 投与牛(p<0.05) (2) hCG
、 。では ≦､核崩壊割合 の受胚牛も受胎pH6.9 ++

核の形状別移植成績は核の短径が大きい程受胎
率が高い傾向。よって､子宮頸管粘液検査によ
り受胚牛選定と 投与牛選定が可能、受胎hCG
率向上が期待。

生産性向上を目的とした乳用牛の改良推進488
：山梨県東部家保 神藤学、名執指導（第 報2 ）

裕仁
牛群検定の利用は牛群改良だけでなく、飼養･
繁殖管理の向上や経営改善に効果的である。本
年度は 日補正乳量の推定を簡易的に行える305
シートを新たに作成し、補正乳量を指標とExcel

した牛群能力診断を試みた。
日補正乳量の推定は、月 日以上計測し305 1

た乳量記録を 曲線にあてはめて 日推Woods 305
定乳量を算出し、成牛換算係数により月齢と分
娩月を補正した。個体毎の補正乳量を昨年報告
した簡易 算出シートに用いることで、牛群EBV
内での簡易的な遺伝的能力評価が可能。
現在、牛群検定非加入農家 戸を選定し牛群1
の能力診断を実施、個体毎の泌乳能力データ等

を基に改良および飼養・繁殖管理指導を実施し
ている。
乳成分の改良やバランスチェック、正確な遺
伝的能力評価の把握には牛群検定の利用が不可
欠。今後、牛群検定の体験版として、これらの
ツールを検定非加入農家で試用し、生産性向上
と牛群検定の普及推進を図る。

489 繁殖肥育連携による健康な素牛生産への取
：兵庫県洲本家保 松田晋介、宮奥正一り組み
和牛繁殖農家と肥育農家等の連携により子
牛育成期の過肥対策、生産者の顔の見える牛肉
生産を実施 【内容】１ 飼養技術改善調査：。
１）指定交配で産子生産、濃厚飼料控えた飼養
管理、定期的発育状況等調査、枝肉成績調査。
２）期間H10年8月～H17年4月終了予定 ３）枝
肉成績調査、２ 顔の見える食肉販売：農家の
顔写真等印刷したリーフレット掲示 【結果及。
び考察】１：育成期発育は但馬牛発育基準値内
で推移。２：枝肉成績 去勢枝肉重量406.3±3
7.4kg、ﾛｰｽ芯面積56.1±5.9c㎡、BMSﾅﾝﾊﾞｰ6.1
±1.1、県平均と比較しても良い傾向。３：リ
ーフレットで安全安心な牛肉として消費者に好
評 【まとめ】濃厚飼料控えた素牛生産は子牛。
発育、枝肉成績とも問題なく、健康な素牛作り

。 、推進への一助 生産者の顔の見える食肉販売は
BSE発生等で失った牛肉の信頼回復に貢献。今
後、コスト面や病傷事故発生等への影響を継続
調査。

：奈良県490 糞尿処理に関するアンケート調査
家保 真野真樹子、小財千明
平成 年 月 日より「家畜排せつ物の管16 11 1
理の適正化及び利用の促進に関する法律」の管
理基準が適用されるため、畜産農家の関心が高

135くなっている。今回、県内の牛飼養全農家(
戸)を対象に、平成 年 月時点での糞尿処理15 12
に関する調査を実施。調査は、郵送にてアンケ
ート用紙を配布・回収。回収率は であっ43.0%
た。処理施設がある農家は で、既存の施67.2%
設で全ての処理が可能な農家は半数であった。
処理施設のない農家での処理方法では「自己所
有地に散布」が多かった。糞尿処理をするにあ
たっては、コスト・堆肥の流通・臭気が問題と
なっている場合が多い 堆肥をはかすために 良。 「
質の堆肥生産 「無料で提供」などの工夫をして」
いるが、農家の個人的負担を増やし経営を圧迫
している。堆肥化処理についての相談先として
は、 ・家保・農林振興事務所ともに同程度でJA
あった。今後は、堆肥や処理施設に関する指導
員の充実が急務である。また、関係機関が連携
を取り、耕畜連携を推進し、堆肥の利用促進を
図っていく必要がある。

：和歌山491 子牛市場成績からみた熊野牛振興
豊吉正成 嵩秀彦県紀中家保

熊野牛繁殖雌牛の増頭に伴い、県内唯一の和
（ ）牛子牛市場である田辺家畜市場 以下子牛市場

は、平成 年に初めて開催され今年で 年を迎6 10
えた。そこで、子牛市場成績を全国値と比較検
討。昨年度の県価格は全国価格より 千円安。35
ＢＳＥが初発生した平成 年度は全国価格を始13
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10 58.5めて超えた。取引成立率は、平成 年度に
％と過去最低を記録、出荷者増に伴う出荷子牛
のＤＧ低下が指摘され、指導によりＤＧを改善
したところ平成 年度以降ＤＧは全国平均レベ12

97.0 12ルとなり 昨年度の取引成立率は ％ 平成、 。
年度からの出荷子牛の父牛別成績では、平均価
格は去勢、雌とも平茂勝、母の父別成績では去
勢で安平、雌で紋次郎が最も高値。本管内では
平成 年度より子牛市場に出荷、ＤＧが低い等9
により価格が低迷したため、子牛の育成指導、
自然交配から人工授精への変更を指導。現在は

、管内価格と県価格との価格差は殆ど無くなるが
繁殖成績が低下したため指導を継続中。

肉用牛経営中核農家後継者へのサポート事492
：和歌山県紀中家保 吉村肇史 五島啓普例
自然交配による肉用牛繁殖及び預託事業によ
る乳用種肥育経営を後継者が継承。その後、事
業体の預託撤退のため繁殖雌牛 頭規模を目標50
とした経営に変更する中で、その体制づくりを
サポート。畜舎等の新設整備、生産子牛の市場
評価を高める人工授精への切り替え、栄養度チ
ェックと飼料給与、発情把握の繁殖管理励行、
台帳作成を指導。家保はインターネットメール
による情報提供、 ～ 日で妊娠検査、繁殖60 80

。 。障害牛の早期発見治療を実施 頭に規模拡大30
、 、当初 出荷平均月齢は市場より ～ か月高く3 5

平均価格は 万円前後低かったが、 、 年開7 14 15
催市では月齢は市場平均月齢前後となり、価格
も 千円安まで並びつつある。分娩後初回授精2

150 123 2.0 1.8日数 日から 日、授精回数 回から
回、空胎日数 日から 日に改善。 歳以215 139 11
上牛群の分娩後初回授精日数 日、繁殖障害150
牛は 頭中 頭あった。この群の更新を含め、7 4
空胎防除対策、子牛の衛生対策、経営診断事業
でサポートを継続中。

493 耕作放棄地を活用した和牛移動放牧実証展
鳥取家保 田渕一郎、田村儀一示：
県内の荒廃農地・遊休地は2000haにも達する
と言われており、牛の放牧利用など畜産サイド
からのアプローチがなければとても解決できる
面積ではない。これら耕作放棄地は地域の景観
を損ねるばかりでなく、農作物の病害虫の発生
源や、害獣の棲み家となっている。そこに和牛
を放牧し、ありあまる草資源を畜産に利用する
ことは、飼料自給率の向上並びに管理省力化に
資することとなり、併せて耕作放棄地の解消に
役立つ。平成15年6月より鳥取市中砂見の樹園
地・水田荒廃地約80aを利用して和牛の移動放

。 （ ）牧によるモデル実証展示を実施 放牧牛は 財
。鳥取県畜産振興協会所有の黒毛和種2頭を借受

牧柵はソーラー式電気牧柵を利用。3週間間隔
で殺ダニ剤を牛体塗布。約2ヶ月間にわたる移
動放牧を終え、放牧牛は青草をお腹いっぱい食
べ、元気に下牧、荒廃地が蘇った。

494 和牛繁殖指導会による繁殖成績の改善（第
鳥取県溝口家保 小林朋子、西谷公志２報 ：）
年度から、和牛繁殖牛10頭以上飼養農Ｈ 14

家のうち13戸を対象に、3週間毎に巡回指導す
る和牛繁殖指導会を実施。人工授精（AI）後35

日からの超音波診断装置による早期妊娠診断、
分娩後卵巣機能回復確認、発情誘起処置、農協
の営農指導員・農業改良普及員・担当獣医師と
協力した飼養管理指導等を実施。分娩後40日か
らの膣内留置型ホルモン製剤（CIDR）を用いた
発情誘起では、1回目ＡＩでの受胎率56.3％、2
回目までの累積受胎率63.2％、CIDRとイソジン
注入の同時処置では同48.7％、62.3％となり、
自然発情での受胎率38.7％と比較し、早期受胎
及び受胎率向上のために有用と思われた。その
結果、指導会発足前後を比較すると、平均空胎
日数及び分娩間隔は１ヶ月弱短縮。血液検査で
は、空胎日数100日未満の農場と比較し、100日
以上の農場で肝機能の低下及び軽度の脂肪肝の
傾向有り。今後は血液検査等の結果をもとに飼
養管理指導に努めると共に、分娩後早期発情誘
起等の技術普及を目指す。

495 哺育育成農家における導入直後の飼養管理
方法の工夫が血液性状、下痢発生率及び死廃率

鳥取家保 栗原昭広、横川啓一に及ぼす影響：
郎
自動哺育装置を利用している哺育育成農家に
おいて、導入直後の哺育装置への馴致方法の工
夫により、健康状態及び死廃率が改善できたの
でその概要を報告する。従来少量多回の哺育プ
ログラムを哺乳期間継続していたが、導入翌日
までの2日間のみ多量2回のプログラムに変更し
た。変更前では、導入直後に充分な栄養量を摂
取できていなかった可能性がある。そのため、
朝夕の人手による哺育装置への馴致誘導で1日
量を確実に摂取できるようしたところ、血中総
コレステロール濃度を低下させることなく、下
痢発生率や死廃率を改善することができた。

496 哺育牛における血清生化学検査値の変化及
鳥取県倉吉び血中ウシハプトグロビンの検出：

家保 小西博敏、鳥取家保 栗原昭広
哺育牛の損耗防止の一助とすることを目的と
して、6～75日齢のホルスタイン種及びF1子牛
、 （ ）を 臨床的に異常の認められないもの 通常牛
189頭、下痢を呈しているもの（下痢牛）34頭
に区分し、血清生化学的検査及び急性期タンパ
クの一種であるハプトグロビン（Hp）の検出を
実施。結果、TP、ALBビタミンAは成牛よりも低
いレベルで推移。導入から20～30日齢にかけて
TP、Gl（TP-Alb 、GGT、β及びγ－Glが低下。）
γ－Glとの間にGl（TP-Alb （R＝0.67 、TP（R） ）2

）、 （ ） （ ）2 2 2＝0.55 SSTT R＝0.54 及びGGT R＝0.18
。 、 、 、の順で正の相関 下痢牛ではAlb TC β－Gl

ビタミンA，ビタミンEが低下、BUN、ASTが増加
する傾向。Hpは通常牛及び下痢牛の7～40日齢

、 、で多く検出され 全体の検出率はそれぞれ21％
32％であり、牛群のストレス状態を鋭敏に反映
している可能性を示唆。

管内における受精卵移植の現状と今後の展497
岡山県井笠家保 篠田 剛、平野充生望：
平成 年度から平成 年度（ 月末現在）10 15 11

。における管内の受精卵移植実施状況をまとめた
その結果、総移植頭数は年度により若干の変動
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があるものの現在では年間約 頭実施してい80
る。一方、受胎率は近年では を越えるよう50%
になってきた。しかしながら、農家からの要望
は停滞気味で今後のさらなる普及には農家の要
望に添った条件（価格、技術料等）の設定と地
域ぐるみの地元移植技術者の養成が必要となっ
てきている。そこで、当家保では地元移植師を
中心とした研修会を積極的に行い、現場での移
植も極力地元移植師に任すようにしている。ま
た、現地乳用牛の採卵移植による雌子牛の計画
的生産および市場性の良い和牛子牛の増頭をめ
ざして酪農家と和牛農家の地域内の連携を進め
ている。今後はより現場のニーズにあった受精
卵の生産および供給体制の改善を働きかけ、地
域の受精卵移植に対する意欲を向上させていき
たい。

：岡山県真498 和牛繁殖農家の現状とその改善
庭家保 原田護、岡田耕平
真庭管内山間部の美甘村、新庄村は古くから
の和牛繁殖地帯であるが飼養管理者の高齢化、
過疎化により、その飼養環境は大幅に悪化して
いる。繁殖管理においても、発情の見逃し、長
期空胎牛の放置等が見られたほか、繁殖牛の飼
料給与、子牛の育成においても問題が多く見受

。 、 、けられた また 繁殖牛の能力評価においては
旧来の体型中心で、育種価に対する理解が欠け
。 、 、ていた このため 和牛飼養農家を対象として

月１回の個別巡回指導を実施し、①空胎牛の検
診②妊娠鑑定③繁殖牛の栄養度チエック④子牛
の発育調査⑤育種価への理解促進を図ったとこ
ろ、繁殖成績ならびに、市場での子牛評価の向
上がみられた。

499 山口型放牧（水田放牧）の普及定着の取り
：山口県西部家保 大村康一郎、藤組みと成果

井満貴
当所は、水田放牧を肉用牛増頭の重要な一手
法としてとらえ管内での普及に努力。長年の水
田放牧関連事業の誘導による取り組み拡大とそ
れに伴う展示効果で、中山間地域の肉用牛の新
たな飼養形態として波及定着。さらに水田放牧
啓蒙活動の対象を拡大することで畜産農家以外
の地元住民も広く認知。水田放牧の推進が県主
導から地元住民主導の取り組みへ変化。住民は
集落営農対策や景観保全等という放牧の多面的
効果を要求。米政策の転換、担い手不足という
農業情勢の中、水田放牧が耕畜連携に重要な役
割を担当。当所は「誰でもどこでも」水田放牧
が取り組めるように実施希望地の現地調査、希
望者への説明を実施。さらに水田放牧関連市単
事業創設の誘導も実施。また電気牧柵等放牧関
連設備の普及、畜産試験場への放牧馴致依頼及
び放牧衛生管理指導の強化が水田放牧普及に大

15 12 25きく関与 平成 年 月に水田放牧実施は。
カ所 に到達。今後、さらに安全で確実な25ha
水田放牧を目標に普及活動を継続予定。

：香川県西500 管内の牛採胚成績及び移植成績
部家保 笹田裕司、真鍋圭哲
管内の牛受精卵移植（以下ＥＴ）の効率化を

、 、図るためには 採胚成績の向上が不可欠であり
家保がその指導に当たっている。今回、平成２
年度から平成１５年度までの採胚成績を取りま
とめたので報告する。現在までの採胚頭数は平

、 、成 年をピークに延べ 頭 採胚数は 個6 150 1560
正常卵は 個。最初の 年間の正常胚個数は960 5

3.8 8.6 7平均 個 全国平均５個 以後は平均 個（ ）、 。
42日目採胚時の胚発育ステージは初期胚盤胞が

％、桑実胚は ％、胚盤胞が ％、拡張胚盤33 20
胞が５％。胚を移植した場合の発育ステージに
よる分娩子牛の生時体重及び雌雄の割合に差は
認められなかった。胚発育ステージに関係なく

、 。分娩産子の雌雄割合は 雄が 割程度多かった1
生時体重は種雄牛により差が認められ、体格の

1小さい未経産に移植する場合に考慮が必要。
回当たりの採胚個数が多い供胚牛は、採胚回数
を増やしても多くの胚が回収できた。

高知県東部家保 公501 和牛繁殖農家と通信簿：
文喜一

BSE 14の影響で価格変動の大きかった平成
年の管内の子牛市場の取引価格等の成績を、開
催毎の偏差値に換算して相対的な評価を行い、
Ｔ町Ｉ地区 戸の和牛繁殖農家の成績を比較し10
た。そのなかで農家Ｋの市場成績の不振が顕著
（取引価格偏差値で去勢平均 、雌 ）と36.8 41.4
なり、調査したところ子牛の慢性的な発育不良
が価格低迷の原因であることが疑われた。そこ
でＩ地区農家と関係機関が集まる年末の「反省
会」の際に各農家に偏差値を含めた年間の市場
成績を「通信簿」として配布し、比較検討する
ことでＫ農家の飼養意欲を高めることの動機付
けとした。併せて衛生対策および飼養管理指導
を行い、畜舎構造の問題点などを協議し子牛の
発育改善を図った。指導後は自発的に飼料を変
更するなど意欲の向上がみられ、結果として平
成 年は市場出荷時点の発育が改善し、取引価15
格偏差値で去勢 雌 となり、収益も大幅49.1 54.3
な増加となった。

：高502 土佐褐毛牛肉質向上のための調査報告
知県西部家保 日高拓郎
平成１３年度に始まった土佐褐毛牛肉質向上
技術実証事業は優良肥育農家のデータを基に、
土佐褐毛牛の肥育マニュアルの作成と普及を目
的としている。平成１４年度に選定された管内
の肥育農家について、飼養管理方法、飼育環境
などの聞き取り調査と２年間で４回、延べ６０
頭の牛について採血と測尺を実施。血液中のビ
タミンＡ（ 、グルコース、総コレステローVA）
ル、血中尿素窒素、 、 の生化学検査とGOT GGT
併せて、給与飼料中の 濃度の測定を実施。VA
血液の生化学検査成績や血中 濃度と飼養管VA
、 。理方法 産肉成績の関係などについて検討した

：高503 土佐褐毛牛肉質向上技術実証事業報告
知県東部家保 山崎良洋 南明博
土佐褐毛牛肥育マニュアルを作るこの事業の
趣旨にしたがい、選定した肥育農家で３年間に
わたって延べ１０５頭の採血、測尺を実施。採

、 、取した血液から総コレステロール グルコース
血中尿素窒素、血中ビタミンＡを測定。あわせ
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て、飼養管理方法と枝肉格付結果の聞き取りを
行った。枝肉格付結果がでた牛の血中ビタミン
Ａ値の推移と肉質の関係は、日本飼養標準肉用
牛（２０００年版）に引用された褐毛和種去勢
試験結果と矛盾するものではなかった。自家配
合飼料の聞き取り調査から、前期飼料のＣＰ値
を上げるように提案。また、他の肥育農家で試
験的にＶＡコントロールをおこなっている肥育
牛など１４頭を採血、測尺を実施。若齢で導入
し長期にＶＡコントロールを行った場合の知見
などを得た。

：長崎県504 子牛に対する暑熱環境と風の影響
中央家保五島支所 川路陽美子、田中英隆
平成15年7月～9月中旬、黒毛和種繁殖経営農
家2戸で子牛に対する暑熱状況下での環境要因
を調査。調査は牛舎内の気温、湿度、平均風速
を測定し、乾湿計からの体感温度（以下、乾湿
体感 と平均風速と乾球温度からの体感温度 以） （
下、風速体感）を算出し、子牛の呼吸数、直腸
温度と比較検討。測定時、測定1時間前、同2時
間前の呼吸数と直腸温度と両体感を比較する
、 （ ）、と 呼吸数は測定時の乾湿体感r=0.78 p<0.01
風速体感r=0.77（p<0.01）と直接的に影響を受
け 直腸温度は1時間前の乾湿体感r=0.44 p<0.、 （
01 、風速体感r=0.60（p<0.01）の影響を受け）

。 、ることが推察された 呼吸数は乾湿体感19.0℃
風速体感15.7℃を境に有意な増加（p<0.01）が
認められた。これらのことから、送風は人為的
に可能であり、若干の暑熱環境改善につながる
と考えたため、パンフレットを作成し、講習会
等で指導を実施中。

放牧牛における膣内留置型黄体ホルモン製505
：熊本県阿蘇家保 村田典剤( )利用効果CIDR

久、下西儀政
阿蘇地域は放牧を利用した低コスト肉用牛生
産を営んできたが、分娩後の初回発情までの日
数が他の地域に比べ長いのが現状。放牧場で人
工授精( )実施農家の発情発見率向上を目的AI
に、放牧牛に を利用した結果、繁殖管理CIDR
の省力化と繁殖成績が向上。分娩後 日以上30
経過の 頭に を挿入し 日後除去、発71 CIDR 10
情確認牛に 実施。 挿入 頭中、 頭AI CIDR 71 64
に除去後 ± 日で発情確認。発情予測が3.1 1.4
可能となり、発情発見に必要な労力等が軽減、
繁殖管理の省力化が図られた。受胎した 頭49
の空胎日数は、前回成績 日から 日142.8 103.8

39 A 194.3 100.1へと 日短縮。 農家は、 日から
日へと 日短縮、経済効果試算約 万円。94.2 190
利用で定時発情予測が可能、繁殖管理のCIDR

省力化と繁殖成績の向上が図られた。今後は本
例をモデルに普及推進し、阿蘇地域の放牧利用
による肉用牛生産の発展に寄与したい。

阿蘇地域における受精卵移植の現況と家保506
熊本県阿蘇家保 川邉邦彦、高橋繁一の役割：

郎
ET 20熊本県における受精卵移植 は開始後（ ）

年が経過、平成 年度には約 頭が移植さ13 6700
れ全国屈指の 普及県へと成長。阿蘇家保はET

地域での実証展示と種雄牛造成を目的に畜産研
59 575究所繋留褐毛和種受精卵を昭和 年度から

頭へ移植、 頭の産子を得、 頭が直接検定199 25
へ、内 頭が間接検定へ進み、種雄牛 頭を造6 1

3 ET成 また 平成 年度から技術者の育成及び。 、
普及推進を目的に講習会等を 回開催、地域53
協議会設立も積極的に支援。 地域協議会で獣3

2 ET 7 14 9医師 名、 師 名が定着、平成 年度は
名で 頭に移植、受胎率 ％。課題と対応530 51
として、種雄牛造成では検定制度の向上のため

15 1 18 2平成 年度は種雄牛 ｾｯﾄ 頭の移植を約
ETヶ月で完了 また 受胎率の高ﾚﾍﾞﾙ平準化と。 、

普及推進のため、移植頭数が少なく受胎率も劣
る 地域 名の 師に対し短期集中的に採卵2 3 ET

、 、・移植実習会等を開催 積極的に指導した結果
平成 年度成績は飛躍的に向上。今後も関係15
機関と連携し、地域畜産振興の柱として 技ET
術利用を推進していく所存。

山間地域の多頭肉用牛繁殖農場への巡回指507
：宮崎県延岡家保 永田公仁、 須﨑哲也導
一年一産を目標に生産性向上を図るため、多
頭飼育農場を 農場選定し、関係機関（ＪＡ、6
共済、普及センター、支庁、町村）と連携した
巡回指導を毎月定期的に か月間実施。家保15
は超音波診断装置を用い早期妊娠鑑定と繁殖検
診および子牛の体重測定を実施。パソコンで牛

、 。個体ごとの繁殖管理を行い 結果に基づき指導
Ａ農場は子牛の生時体重が小さいため母牛飼料
の増飼いを、Ｂ農場は子牛の飼料給与改善で発
育は順調。Ｃ農場では数頭の不受胎牛により種
付け期間が長く、当該牛の更新を指導。Ｄ農場
では母子共に母牛の繁殖成績や子牛の発育が悪
く、粗飼料の増飼いを指導。Ｅ、 農場は発情F
見落としが減少し、種付け期間が短縮。この巡
回で生産者の観察力が向上し、子牛の体重測定
により、飼料給与の調整が可能となり、生産者
の意識高揚が見られた。指導効果を上げるため
には農場個々の状況を把握し、農場に見合った
指導を実施することが効果的であると思われ
た。

：宮崎県都508 低ランク卵の有効活用について
城家保 岐本博紀
当家保は、管内都城北諸地域の受精卵協議会
に参加し、技術指導や供卵牛の衛生検査を実施
するとともに、採卵時に発生する低ランク卵を
培養、凍結保存し各協議会の移植師に譲渡して
いる。
β-ME+TCM199（100μMβ-ME+10%FCS+TCM1
を培養液に用い、 時間培養し検卵した後99） 24
に、宮崎シンプル法（ＭＳ法）で凍結保存。
平成 年 月から、平成 年 月まで、14 10 15 11
延べ 個の低ランク卵を培養し 個を凍結保48 31

31 22存。移植頭数は 頭で、受胎９頭、不受胎
頭、受胎率は ％であった。29
受胎率が低いのは、搬入される低ランク卵の
変性率 ％程度の物が多かったこと、採卵から50
培養までに要する時間が輸送の関係から長く掛
かることなどが考えられた。
今後、これらのことを踏まえて、受胎率の向
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上に努めたい。

509 受精卵移植技術が地域肉牛改良に果たす役
：島根県益田家保 石川初、原正三割（第2報）

昨年度は、管内の受精卵移植(ET)産子の保留
状況・肥育・繁殖・市場成績について報告し
た。今回、管内保留されたETメス産子（ET繁殖
牛）の生産子牛（ET繁殖牛産子）の成績および
ET利用の経営効果について調査した。ET繁殖牛
（メス88頭）の繁殖成績は、分娩後初回授精平
均日数80.5日、平均授精回数1.45回、平均空胎

、 （ 、日数104.7日であり 管内一般繁殖牛 85.8日
1.59回、121.6日）と比較して良好であった。E
T繁殖牛産子（去勢122頭、メス96頭）の子牛市
場価格比は、去勢103.4%、メス102.5%と、やや
高い傾向にあった。ET繁殖牛産子（去勢26頭）
の肥育成績は 平均BMS5.7 肉質等級4・5率65.、 、
4%であり、肉質で好成績であった。
ET利用の経営効果は、ET子牛生産の差益：37,8
00円/頭、ET繁殖牛利用の差益：107,192円/頭
（生涯 、ET肥育牛の差益： ET産子）112,410） （
円/頭 （ET繁殖牛産子）53,017円/頭であり、、
良好な経営効果が認められた。今後も、産子評
価等を行うことにより、ET技術の有効な活用を
図ることが重要。

Ⅱ－９その他

510 黒毛和種飼養農家での子牛下痢症の被害軽
：岩手県県南家保 阿部憲章減対策
管内2農家（A・B）で子牛下痢症が多発。Aで
平成13年に発症率100％死廃率5％、Bで平成12
年に発症率100％死廃率14％。下痢症はいずれ
も2日～2週齢または1ヶ月齢で好発。死廃は4～
15日齢に発生。要因として不衛生な分娩房、1

（ ）、週齢以内での牛ロタウイルス病 血清型G6P5
2ヶ月齢以内まで大腸菌数の増加、約1ヶ月齢時
にコクシジウムOPGの増加と約1ヶ月齢以上で消
化管内線虫が認められた。対策：分娩房のドロ
マイト石灰消毒、母牛に牛下痢5種混合不活化

、 （ ） 。ワクチン イベルメクチン製剤 I剤 の投与
子牛の初乳摂取徹底、1・2ヶ月齢時にI剤・サ
ルファ剤の投与。結果：対策牛群は発症率A0％
・B100％であるものの発症は12日齢以降と遅延
し、死廃率は2農家とも0％。ロタウイルス抗原
追跡調査で検出日齢が遅延、コクシジウム・乳
頭糞線虫が概ね低水準で推移。また、Aの1日平
均増体量は対策牛群0.60±0.08kg、未対策牛群
0.45±0.26kgと対策牛群に改善が認められた。

511 管内放牧牛の消化管内線虫寄生と駆虫対策
：岩手県県南家保 藤澤牧人、阿部憲章
寄生線虫が放牧牛の発育遅延に及ぼす影響は
大きいと言われているため、管内放牧牛の消化
管内線虫（以下線虫）寄生実態把握と駆虫対策
を検討。１．線虫寄生実態調査：和牛繁殖舎飼
牛367頭と乳用育成放牧牛延べ175頭を対象。舎
飼牛に広く浸潤し、放牧経験牛が未経験牛より
虫卵数 以下EPG が多い傾向 経験あり平均2.（ ） （
1、無し同1.8 。放牧牛では放牧初期に虫卵検）
出率が上昇し平均EPGは7月に最大、8月以降減

少。２．放牧牛の駆虫対策：濃厚寄生2放牧地
（Ｎ、Ｓ）についてｲﾍﾞﾙﾒｸﾁﾝﾌﾟｱｵﾝ全頭投与に
よる効果を検討。①N牧野で乳頭糞線虫平均EPG
158から0.2に低下し子牛DG昨年比100g増。②S
牧野で線虫平均EPG 273から3に低下したものの
駆虫後も著しい削痩牛2例が鞭虫症と診断。対
策として虫卵排出が高まる放牧初期の全頭駆虫
の導入、および放牧中の平均EPGと増体の推移
観察が重要。更に調査を継続し放牧衛生対策と
して駆虫の普及を図りたい。

：岩手512 自給飼料分析指導事業の現状と課題
県中央家保 小野寺真希子、菊池普貴子
本県では自給飼料と土壌の成分分析により飼
料の生産及び給与技術の改善指導事業を実施
し、酪農及び肉用牛経営の安定向上に寄与して
いる。平成11年度以降５年間の製品の分析点数
は生草、乾草、グラスサイレージ（GS 、コー）
ンサイレージ（CS）及びその他の計4378点（延
べ1963戸 。成分値の年度間比較では、生草、）
乾草のKとCa及びGSのMgで20％以上の増減が見
られた。また、TDN、粗蛋白質、粗脂肪、粗繊
維等の栄養成分はほぼ一定。硝酸態窒素濃度0.
1％以上の割合は生草で高く（9.4～24％）CSで
低い（0～7.1％ 。公共放牧地では季節による）
変化が明確であった。各成分値の分散の度合い
、 、 、 、は 生草の粗蛋白質 KとCa 乾草の粗蛋白質
KとCa、GSの粗蛋白質、K、CaとMg及びCSのCaで
大きい。今後は分析値に基づいた施肥設計等改
善指導の一層の推進とその成果を検証する。

513 死亡牛延髄閂部の採材条件による融解への
：宮城県仙台家保 矢島り影響と組織学的変化

さ、伊藤敦
平成 年 月より ヶ月齢以上の死亡牛の15 4 24
全頭検査を開始。 月から 月末までにBSE 4 11

検査に供された 頭について延髄閂部の融1,801
解度合を 段階－～ にスコア化。採材条件5 ( 4+)
による融解への影響、病理組織学的に観察可能
な限界スコア等を検討。その結果、死亡日から
採材日までの平均気温が ℃以上、または採15
材までの日数が 日以上経過すると ～ が2 3+ 4+

3+増加 同じ平均気温の場合 日数の経過により。 、
～ が増加。品種ではホルスタイン種より黒毛4+
和種で の占める割合が多い傾向を示した。病4+
理組織学的には－～ では多少の組織変化は認3+
めるが観察は可能。同じ融解度合の場合、採材
までの日数や平均気温が異なっても髄鞘の変
性、神経網の粗鬆化等の組織学的変化に大きな
差を認めず。 では融解が強く、病理組織検査4+
材料の採材が困難。以上のことから融解度合が
以内であれば病理組織検査は可能であり、病3+
理組織検査材料の積極的な採材が重要と思われ
た。

514 乳雄肥育牛に認められた急性好塩基球白血
：栃木県県北家保 米山 州二病
当所管内の肉用牛肥育農家において ヶ月齢8
のホルスタイン種、雄牛が血便、起立不能、食
欲廃絶等の症状を呈し死亡。剖検では脾臓が腫
大し白脾髄が不明瞭。心筋、肝臓は退色。肺は
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右前葉に暗赤色肝変化とフィブリン析出。結節
性病変の形成は皆無。病理組織所見は肝臓と腎
臓の間質に多数の腫瘍細胞を確認。脾臓はびま
ん性に浸潤した腫瘍細胞でほぼ完全に置換。心
臓の間質、肺、第一胃の粘膜下組織、腸間膜リ
ンパ節等にも腫瘍細胞を確認。全身組織の血管
内、血管周囲性に腫瘍細胞が浸潤。腫瘍細胞の
多くは大型で大きな円形核を有すが、分葉した
核を持つ小型な細胞も存在。一部の腫瘍細胞に

。 、顆粒を確認 顆粒はペルオキシダーゼ染色陽性
トルイジンブルー染色で異染性、アルシアンブ
ルー染色陽性、およびナフトール クロロAS-D
アセテートエステラーゼ染色陰性。これらの結
果と腫瘍細胞の形態的特徴から好塩基球由来の
腫瘍細胞と診断。

バルク乳の黄色ブドウ球菌およびコアグラ515
千ーゼ陰性ブドウ球菌（ ）汚染状況調査：CNS

葉県南部家保 藤平英一、羽田野恭子
年および 年各夏のバルク乳 検2001 2002 302

体および 検体の成績を加味して、 年夏292 2003
のバルク乳 検体をもとに、ブドウ球菌、特174
に黄色ブドウ球菌（ ）の汚Staphylococcus aureus
染状況を調査。 年に を 検体2003 50S.aureus

28.7% 150 50 CNS（ ） 。株を分離 当検体から 株の
を分離しその種は 種あり、 株（ ）が12 27 54%

であった。 および他の検体のS.xylosus S.aureus
株を加えた計 株について、エンテS.xylosus20 47

ロトキシン（ＳＥ）型別と最小発育阻止濃度を
調べた。ＳＥは からＡ､Ｂ､Ｃ､Ｄ型が検S.aureus
出され、 にはペニシリンおよびアミノS.aureus
ベンジルペニシリンで二峰性の感受性分布を認
めた。 年から 年までの成績から、2001 2003
が 年連続で分離された農場は 戸中S.aureus 3 50

戸（ ）あり、 年連続で分離されなかっ24 48% 3
た農場と比べてバルク乳全体の細菌汚染も高率
であった。

：東京都家516 牛用配合飼料の肉骨粉混入検査
保 藤澤利江子、椿太司
BSE発生以降、その発生防止を図るため、感
染原因と考えられる肉骨粉の使用禁止、配合飼
料製造工場において牛用飼料と牛用以外の飼料
の製造工程を分離するなどの対策が進められて
いる。このようななか、肥飼料検査センターで
は都内で流通している牛用配合飼料の肉骨粉混
入検査を行っている。平成15年11月までに検査
した検体数は、製造業者10検体、牛飼養農家21
検体である。牛を対象とする飼料中の動物性た
ん白質の検査は、顕微鏡鑑定とELISA法及びPCR
法によって判断するとしているが、ELISA法は
配合飼料を対象とした検査法がまだ確立してい
ないため、混入検査は、顕微鏡による獣骨の鑑
定と、ほ乳動物由来DNAを検出するPCR法との2
つの方法によって判断。その結果、全31検体の
牛用配合飼料について肉骨粉の混入は認められ
なかった。今後はさらに検体数を増加し、混入
検査を続けていく予定。

517 Arnold-Chiari哺乳子牛の小脳低形成を伴う
神奈川県東部家保 箭内誉志徳、奇形の一例：

安藤正樹
15 8 F1 4平成 年 月、 の雄で起立不能を呈する

Arnold-Chiari日齢の哺乳子牛を検診し鑑定殺、
奇形( )と診断したので概要を報告する。母ACM
牛は 産目で過去の 産子に異常なし。子牛の4 3
腰椎は側彎、同部の皮膚が約 × ㎝欠損し灰3 5
白色肉様物が露出。後肢の痛覚あり。剖検所見
で、小脳は大豆大で低形成、大脳は本来小脳が
存在すべき位置まで占有、小脳と大脳後頭極は
大孔から環椎の椎孔内へ陥入。第 ～ 腰椎は4 6
椎弓が癒合せず脊髄が露出した二分脊椎で、同
部の脊髄横断面に空洞を認めた。組織所見では
小脳、大脳ともに炎症像等は認めず正常な組織
像。脊髄の変形部は中心管が管腔構造をとらず
背正中溝に開口（脊髄裂）し細菌感染像を認め
た。後肢の筋肉に著変なし。病因検索ではウイ
ルス検査及び細菌分離陰性、またビタミン 値A
を測定したが欠乏値ではなく病因は特定出来な

ACMかった。以上から本例を小脳低形成を伴う
と診断した。

：神奈川県518 早産子牛の播種性海綿状血管腫
病鑑 荒井眞弓、柏木 聰
予定日より 日早く娩出されたホルスタイン15
種の雌子牛が、約 時間後に死亡。外貌では右1
前肢繋部が腫脹し左後肢に浮腫。右大腿部外側

1 1 2 2面に径 ㎝ 高さ ㎝ 内側面に径 ㎝ 高さ、 、 、
㎝の有茎状の被毛のない突起。尾の先端部に大
豆大と小豆大の腫瘤。剖検では、右前肢繋部の
掌側面にテニスボール大の血腫、左右肋骨内側
面に小豆大から母指頭大の血腫。左膝外側皮下
に鶏卵大の腫瘤、左肋骨外側の皮下にピンポン
玉大の腫瘤、頚部皮下に母指頭大と小指頭大の
腫瘤。その他皮下にはリンパ節と判別つかない
ものが多数存在。これらは限界明瞭で硬結感が
あり、割面は赤色斑状で中心部は白色の網目状
構造。組織では、大小の血管腔の形成を伴う血

。管内皮細胞が腫瘍性に増殖し海綿状構造を形成
血管腔の中に、赤血球を入れるものと入れない
ものを観察。間質は膠原線維などの結合組織。
血腫の認められた部位や皮膚の突起部において
も、同様の腫瘍細胞の増殖を確認。以上から播
種性海綿状血管腫と診断。

牛ふん乾燥処理施設臭気対策としての「緑519
：神奈川県足柄家保 荒木悦子、篠化」の試み

崎 隆
平成 年より規模拡大に伴う牛舎、浄化槽10
及び牛ふん乾燥処理施設の整備を行った酪農家
で、臭気の苦情が発生。牛舎及び浄化槽臭気は
改善したが、乾燥処理施設は平成 年 月か14 5
ら苦情が増加。関係機関で検討会を設け苦情内
容の整理と今後の対策を検討。苦情内容は主に
「目に見える対策がない 「改善がされない 。」 」
目に見える対策と実質的な改善の必要性を確
。 。認 関係機関も協力して施設周囲の緑化を実施
緑化は目隠し効果、景観向上等「目に見える対
策」であり、樹木には悪臭の吸収・吸着、騒音
防止等の「実質的な改善」効果がある。施設を
全面開放し、密閉状態にある施設内の嫌気性臭
気の改善を期待。樹種選定及び植裁場所等を重
視。確実な樹木の根付けのため幼木を使用。効
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果が完全に現れるには時間を要するが、現在植
裁から約 年が経過。施設の開放に至らないが1
苦情は減少。今後は施設の開放時期及び方法を
更に検討。

520 高千家畜市場における受精卵移植（ＥＴ）
新潟県中央家保佐渡支所 中川 浩の役割：

佐渡島内の肉用牛農家及び飼養頭数は年々減
少。それに伴い島内の高千家畜市場で取引され
る子牛頭数も平成7年の424頭から15年には327
頭へ減少。しかしＥＴ産子の上場により各市場
で100頭以上の取引を確保。佐渡では3年度から
ＥＴ技術を取り入れ、7年度には採胚12頭、凍
結胚27個であったが14年度には採胚22頭、凍結
胚103個に到達。移植は9年度に年間100頭を越
え、10年度から45％以上の受胎率を維持し、11
年度には年間60頭以上の子牛を生産。当所及び
関係機関の指導により市場におけるＥＴ産子の

、 、評価も年々向上し 13年には年間取引頭数40頭
市場全体に占める割合が10%を越え、15年も市
場全体の11.0％を占めた。これらのことから、
市場を存続させ佐渡における畜産の衰退を阻止
するために重要な対策の一つとしてＥＴの推進
は必要不可欠。

：石川県南部521 牛個体衛生情報管理システム
家保 下池健一郎
家畜防疫の徹底には牛の個体衛生情報の正確
な把握と迅速な追跡が必要である。そこで牛個
体識別全国データベースを利用して管内の牛に
関する個体識別番号、生年月日等の個体情報を

。当家保のデータベース上に牛群台帳として作成
これに当所が所有する血清台帳、導入牛台帳等
を、牛個体識別番号をキーにして関連付けるこ
とによって、一元的に管理し、個体衛生情報を
追跡する牛個体衛生情報管理システムを構築。
これを利用することにより抗体検査陽性牛、免
疫寛容牛等の疫学調査に必要な血縁関係牛およ
びＢＳＥサーベイランス強化対象牛の検索・表
示や、検査証明台帳および健康手帳の作成等が
容易になり、疾病発生に際し、即時・的確な対
応がとれる等、業務の効率化が図られる。

子牛の下痢症における迅速検査キットの有522
：岐阜県飛騨家保 高島久幸、宮﨑次朗用性
下痢症および呼吸器病は、子牛の主な死亡原
因である。下痢症は多元的な疾病で、機能的下
痢のほか、様々な病原体が関与している。子牛
の下痢症の主要な病原体は、ロタウイルス、コ

、 、 、ロナウイルス 大腸菌 クリプトスポリジウム
サルモネラ等である。しかし、臨床上、様々な
病原体を迅速に分離し、診断する事は困難であ
る。そこで、下痢症の主要な病原体（ロタウイ
ルス、コロナウイルス、 保有大腸菌、クリK99
プトスポリジウム）について、市販の抗原検出
キット（免疫スティック法および 法）のELISA
有用性を検討した。免疫スティック法は、特別

10な施設および日数を要せず 糞便から直接 約、 、
分間で上記 種類の病原体を定性的に検出でき4
る。また、 法は、検査に数時間を要するELISA
が、抗原量を定量的に検出可能である。下痢症
の病性鑑定に、このキットを併用することによ

り、検査可能な疾病数が増すため、臨床上、こ
。の免疫スティック法は有用であると考えられた

安全な生乳生産を目指した一酪農組合への523
：三重県北勢家保 北村裕紀、近成和取り組み

弘
管内一酪農組合 戸を対象に、家保、消費者9
団体、飼料メーカー、搾乳機器メーカー、組合
製造部門の 者による、より安全で良質な生乳5
生産を目標に巡回指導を実施。当組合が定期に
実施しているバルク乳スクリーニング検査の成
績に基づき、平成 年度はチェックポイントと14
して①搾乳前の準備②搾乳手順と搾乳衛生③搾
乳機器の管理④牛舎の衛生管理について搾乳立
会時に5者がそれぞれ評価。①前搾りの実施②乳
頭のみの拭き取り③マシンストリッピングの中

、止④搾乳後のディッピング実施などが指摘され
これらを重点指導。平成15年度には食品安全基
本法の施行に伴い、抗生物質等の治療をチェッ
クポイントに追加。問題点を5者で検討し、研修
会の開催及び農家個別指導を実施。
牛舎内外の清掃徹底、搾乳機器の適正な洗浄、
抗生物質等の適正使用など安全な生乳を生産す
るという意識向上が図られた。

：524 管内肉用牛生産農家における現状と課題
和歌山県紀南家保 筒井視有 山本喜彦
当家保は以前から熊野牛振興に力を入れてい
るが、管内生産農家のなかには、市場出荷成績

A B Cの芳しくない農家も存在する。今回、 、 、
の三つの農家で市場成績（販売価格及び 、DG）
繁殖成績（平均分娩間隔及び平均種付け回数）
及び子牛の疾病状況について調査。販売価格で
は 農家は 円、 農家は 円だC 413,176 B 348,615
ったのに対し 農家は 円と大きく下回A 268,833
り、 も 農家は他の二つの農家に比べ大きDG A

5 A 7く下回った。母牛数は過去 年間、 農家は
頭から 頭へと増加し、種付け回数もそれに24

。 、、伴い増加した 子牛の疾病率は 農家が例年A B
農家より高い傾向にあった。現在 農家に対C A
し、血統及び繁殖成績を基に、畜主の管理能力
にあった適正頭数への見直しを図り、発情発見
の早期化、繁殖カレンダーの設置、子牛管理の
プログラム化、子牛疾病の早期発見などの指導
に努めている。今後も管内農家への指導を充実
させ、熊野牛振興に努めていく。

：広島525 牛複合脊椎形成不全症（CVM）の発生
県備北家保 城田圭子、日高充次
2003年6月、管内酪農家において、ホルスタイ
ン種の雄子牛が、体形異常を伴い死産で娩出。
病理学的検査で、頚部の短縮、前後肢関節の屈
曲や収縮を呈し、頚椎及び胸椎の形成不全、癒
合等を認めた。遺伝子型検査で、CVM疾患型と判
定、本症をCVMと診断。発症牛の母牛は、無登録
のため血統不明で、父牛はCVM保因。発生農家で
は、登録牛の割合が10%と低く、保因牛を父にも
つ牛は14%、父不明の牛は25%存在。CVM保因種雄
牛の利用割合は30%で、保因牛を父にもつ牛や父
不明の牛にも交配され、本症例以外に2頭の流産
。 、 、が発生 以上より CVMへの認識が不十分なため

リスクの高い交配が行われていたことが、発生
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の原因と判明。対策は、①発生農家に対し、適
切な交配と血統情報の把握を指導。②｢乳牛の遺
伝性疾患への対応方針｣（農水省生産局畜産部畜
） 、 。産技術課 を基に 広島県の指導基準を明確化

③管内農家及び関係者への広報配布及び巡回指
導により周知徹底。

526 耕種主導型稲発酵粗飼料生産と普及定着化
：山口県西部家保 柳澤郁成、作間の取り組み

誠司
耕種農家の飼料作物生産意識の低い地域にお
いて、稲発酵粗飼料(WCS)の生産を平成12年度よ
り4カ年にわたり指導。家保が畜産農家だけでな
く、耕種農家を集めて検討会開催、助成事業へ
の参加を誘導することで平成13年度に0.8haで生
産を開始。現地研修会による栽培・収穫技術指
導、畜産農家への給与実証効果から平成14年度
には2.1haに面積拡大。面積拡大に伴う労働負担
の軽減、低コスト生産を目指し、改良型コンバ
インによる収穫、動力散布機による簡易湛水直
播きを試験実施。耕畜連携を深めるため、耕種
農家にたい肥の利用を、畜産農家にラッピング

。 、ロールの運搬を促した 他地域への波及のため
家保は畜産農家にWCSの利用意向調査を実施、利
用に前向きな畜産農家は6割。さらに集落営農会
議に参加、営農集落においてもWCS生産の気運が
高まった地域が見られたことから、本取り組み
は耕畜連携によるWCS生産基盤の形成の役割を果
たした。

玖北・玖西地域の優良子牛生産へ向けた子527
山口県東部家保 入部忠、牛育成指導体制強化 :

大谷研文
当所は玖北・玖西地域における子牛育成技術
の底上げを目的として、従来より玖西地域にお
いて実施していた育成指導を①県畜産試験場か
ら還元された県域の市場成績を分析し、的確な
現状把握と改善指導を実施②農家参加型の巡回
指導体制の整備③対象地域の拡大④生産組織の
強化⑤保留導入などに関する事業・制度などの
情報提供とその利用による交配指導を実施する
ことで体制・内容の充実を図った。結果、①地
域、農家個々が持つ課題の把握と情報の提供を
行うことによりその重要性が認識され、生産組
織と関係機関が一体となった指導体制が定着。
②上場子牛の腹づくり、手入れ、削蹄が十分に
行われ、市場成績が向上。③繁殖雌牛の育種価
等が向上し、優良繁殖雌牛群の整備が進展。④
生産組織と連携して作成した肉用牛飼養管理暦
の利用により、育成技術の高位平準化を推進。
⑤農家数が減少する中、戸数あたりの生産頭数
が増加。

ネオスポラ症及びアーノルドキアリ奇形の528
：山口県西部家保 吾郷英昭、竹発生について

谷源太郎
当所管内でネオスポラ症及びアーノルドキア
リ奇形( )による異常産が発生。ネオスポラACM
症は 年に肉用牛一貫経営農家で発生。解剖H15
所見で胎仔に著変無く、病理組織検査では大脳
及び中脳実質に原虫シスト散見され非化膿性脳

。 、炎を呈す ネオスポラ抗体検査で母牛 倍3,200

1,600 7胎仔 倍の抗体価。発生農家及び周辺農家
戸 頭で抗体調査実施し 戸 頭( )が陽34 4 8 24%
性。発生農家に抗体保有牛の更新、野犬等の畜
舎侵入防止を指導。 は 、 及び 年ACM H12 14 15
に肉用牛一貫経営農家 戸 頭で発生。発症牛2 3
は生後から起立不能および盲目。解剖所見では
小脳が舌状伸展し環椎へ逸脱。また頭蓋腔小脳
収容容積の減少。血清 検査で 母牛及びVit ACM
繋養牛の 低下。 農家での連続発生を認めVitA 1
欠乏が 発生に関与すると推察。発生VitA ACM

農家に飼養管理指導を実施。

大規模肉用牛肥育農場におけるＨＡＣＣＰ529
：福岡県中央家保 黨 征志郎（第 報2 ）

農場概要：交雑種、アンガス種の計 頭1 3,600
飼養。導入は北海道、オーストラリア。 取り2
組み内容：プロジェクトチームでインデックス
シート、危害リスト、衛生標準作業手順及び実
施記録表を作成。 農場での効果と課題：従業3
員の意識の向上、原材料の安全性の見直し、消
毒や掃除の計画的実施、換気扇と屋根の増設、
スーパーや生協との契約量増加( → 割)によ3 9
り安定価格での出荷や計画的経営が可能。作成
資料が多く、時間と根気が必要。 プロジェク4
トチームの課題：ＨＡＣＣＰ計画を作成し、他
の肉用牛肥育農場に先駆けたシステムの確立。
ＨＡＣＣＰ導入による経済効果の試算。 家保5

、の取り組みと課題：年 回の講習会実施により4
ＨＡＣＣＰに取り組む農場や獣医師が出現。Ｈ
ＡＣＣＰ構築のため危害因子の定期的な検査や
分析を実施し、衛生管理の評価を担う必要性。
ＨＡＣＣＰ専門職員を養成し、必要な地域に派
遣するシステムの構築。

：壱岐家保530 16クローディン 欠損症の発生例
吉川信、岩永政弘
母牛は 歳齢、 代祖にクローディン 欠損6 2 16
症（ ）保因種雄牛。 保因種雄牛を人CL16 CL16
工授精し、雌を分娩。妊娠期間、生時体格等に
異常なし。 ヶ月齢時に両前肢跛行、起立困難4
。 、で初診 過長蹄等の臨床所見ならびに系統から

CL16遺伝性疾患を疑い遺伝子型別検査を実施、
タイプ 欠損と確認。 ヶ月齢時に食欲不振、1 6
発育不良で鑑定殺 【剖検所見】体重約 と。 100kg
発育不良、前肢の過長蹄顕著で跛行。腎臓は硬
結・萎縮し、包膜剥離困難。左腎に出血巣。表

、 。【 】面は灰白色斑散在し 砂粒感 血液生化学検査
BUN 38.3、クレアチニン、無機リンがそれぞれ
( )、 ( )、 ( )と高値。ビタmg/dl 3.1 mg/dl 10.3 mg/dl
ミン も上昇 【病理所見】間質に瀰漫性リンA 。
パ球細胞浸潤。間質と糸球体に線維化。糸球体
と尿細管基底膜の肥厚。発生後、家保情報誌に

、 。 、掲載し農家 関係機関へ周知啓蒙 人工授精師
畜産指導員を対象とした講習会を開催、各種遺
伝病に関する情報提供と指導を実施。

経営試算による大規模ほ育育成農場への衛531
熊本県城南家保 北川明日香、生アプローチ：

福田晴夫
常時飼養頭数約１０００頭の乳用雄子牛ほ育
育成農場で、呼吸器症状が散見され事故率が増
加。検査の結果、牛伝染性鼻気管炎ウイルスと
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パラインフルエンザウイルスの抗体価の動きが
認められた。 種混合ワクチンが、労働力、経5
済的理由で１回のみの接種であった。子牛購入
費、飼料・飼料添加剤代、治療費、死亡牛処理
費とワクチン代などにかかる経費を計算した結
果、ワクチン 回接種にかかるコストは事故率2
が現在の ％から ％に減少すると全体の10.1 8.59
収支で取り戻せることが試算され、２回接種に
移行した。ワクチン２回接種移行後の抗体価を
測定。その結果、移行抗体の影響をうけている
と考えられたため、接種時期を変更し検討中。
これからの家畜保健衛生所は、従来の疾病対策
中心の衛生指導から一歩踏み込み、各種危害要
因の分析や経営試算等、経営コンサルタントの
視点を取り入れた衛生指導を行うことにより、
畜産経営農家の所得向上に貢献すべきである。

：532 管内肉用牛改良推進に向けての取り組み
大分県三重家保 木下正徳、藤垣彰
管内黒毛和種繁殖雌牛の血統構成は第7糸桜
系を父に持つものが50%を超え、今後の改良推
進のためには第7糸桜系雌牛に交配できる種雄
牛の造成と育種価の高い雌牛保留が重要。当家
保では平成14年度以降種雄牛造成のため県指定
基礎雌牛（県指定牛）繁殖情報管理用データベ
ースを作成するとともに、育種価の高い県指定
牛及び系統造成に必要な特定系統を持つ県指定
牛（育種素材牛）への指定交配並びに雌側から
の改良推進のため繁殖雌牛1頭毎に血統、産子
成績、育種価を記載した繁殖母牛台帳を作成。
その結果、県の改良方針に沿った血統で育種価
の高い直接検定牛の選抜が可能となった。また
育種素材牛への授精も順調に進み雄子牛2頭が
誕生し、21頭の雌牛が妊娠中。繁殖母牛台帳は
2014頭について作成し交配種雄牛の検討、後継
牛の保留等に活用。この取り組みにより、今後
優秀種雄牛の造成及び子牛市場の商品性の向上
につながるものと期待。

大分533 豊州牛群検定組合における取り組み：
県宇佐家保藤井智子
年 月管内の豊州地区において豊州牛H14 11

群検定組合（以下組合）が発足。組合加入農家
は 戸。組合員に対して検定員・県酪連・普10
及センター・家畜保健衛生所（以下家保）等が
連携して指導を実施。毎月の勉強会を行い、デ
ータの解析や乳質改善等の衛生対策について指
導。各組合員も活発な意見を交換し、勉強会が
待ち遠しい等の声も聞かれる。家保は、特に乳
質改善指導を担当。毎月のバルク乳検査をし、
黄色ブドウ球菌等の異常乳の見られる農場にお
いては個体毎の検査も実施。また、検定結果を
利用して高体細胞牛の乳房炎検査を実施したと
ころ、バルクの平均体細胞が 万であった農50
場が 万台後半から 万台前半にまで改善さ20 30
れた。その他、バルク検査で黄色ブドウ球菌が
分離された農家についても対策を実施後、バル
ク乳の体細胞が低下。 年上半期における豊H15
州地区の組合加入農家と非加入農家の乳量の差
は平均経産牛 頭当たり で、組合発足後1 428kg
わずか 年ではあるが検定の効果が見られた。1

管内の交雑種( )肥育農家における子牛の534 F1
大衛生対策の現状と一農場における取り組み：

分県宇佐家保 坂田真友子、吉森治平太
肺炎が多発している管内の 肥育農家におF1
いて、子牛に対し病性鑑定及び疾病予防を目的

780 F1とした衛生対策を行った 飼養規模は 頭。 （
頭 、 は ～ ヶ月齢の子牛を導入する。700 F1 1 2）
呼吸器症状を呈していた子牛 頭と肺炎症状で30
死亡した子牛 頭について病性鑑定を実施。ウ2
イルスの関与と細菌感染が示唆されたが原因究
明には至らなかったので、疾病予防を目的とし
た衛生対策を実施、改善前と改善後を比較。改
善内容としてはビタミン、抗生剤、寄生虫駆除
剤を導入時に投与、血液検査、糞便検査、体重
測定等から、 、死亡率・病傷率を調査し、経DG
済的な比較を行った。このことから導入時の基
本的な衛生対策で子牛の疾病や事故が減少し、
経済的にも有益であることが示唆された。聞き
取り調査では他の肥育農家においても子牛の衛
生対策への関心は低く、今後の指導課題とした
い。

535 石灰を主体とした牛舎消毒の啓発活動と消
宮崎県都城家保 稲井耕次、有田章毒の効果：

一ほか
平成 年度から取り組んできた子牛の下痢症13
対策として、石灰を主体とした牛舎消毒の推進
に取り組み、臨床的な効果を上げてきた。そこ
で、牛舎の石灰消毒法とその臨床的効果につい
て、平成 年度の業績発表に引き続き、県畜産14
共進会への出展や地域部会の研修会等で石灰消
毒を啓発し、予想以上の反響を得た。啓発活動
をより充実するため、細菌に対して石灰乳(石灰
：水 )がどれ程の効果があるのか検証、検討=1:2
した。一般細菌数・大腸菌群数共に 逆性石0.2%

1:2鹸液より効果があった。また、石灰乳濃度(
～ )を変えて菌数の変化を観察したところ、1:5
濃度差に関係なく効果が見られた。しかし、病
原体の封じ込めを期待する石灰塗布は、塗布面
が滑らかな 以上の濃度が必要と思われた。1:3
これらのことから、石灰消毒を推進するために
は作業の簡素化が進むことを期待すると共に、
他の病原体への有効性も検討したい。

肝属地区の子牛商品性向上対策の中で行っ536
た定期的牛舎消毒による子牛下痢症の発生状況
：鹿児島県肝属家保 森山良人、酒井仁司調査
肉用牛振興協議会肝属支部で肉用牛繁殖農家

、に対する牛舎消毒の普及啓発強化が課題となり
畜舎消毒の有効性について実証することが求め
られたため 毎月１回清掃 水洗 乾燥 薬剤(逆、 、 、 、
性石けん)散布の手順で分娩舎と哺育舎全体の消
毒を行い、開始後に生まれた牛の診療記録と開
始前のものを比較した。発症率( )は85.0%/90.0%
変化無かったが治療回数は 日齢以下15
( )、 日齢以下( )、 日齢以下3.7/7.6 30 2.6/8.5 120
( )と若齢時に減少し、治療費は開始前の3.5/3.5
に減少した。今回実施した消毒では下痢41.7%

症発生を抑えることは出来なかったが、症状や
治療費の低減化は図られた。また、飼料給与指
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導をしている肝属農業改良普及センターの発育
調査では 日齢の推測値で体高が 増加し240 4cm
たことからその結果も併せて、発育に影響を与
える哺育期の衛生対策としての定期的な畜舎消
毒の有効性について、せり市前学習会や関係機
関の会議及び講習会等で報告し、肉用牛関係者
への普及啓発に努めている。

：鹿児島537 皮膚と体毛の白色化した牛の症例
県肝属家保 干場 浩、鬼塚 剛
これまでに皮膚と体毛の両方が白色化した家
畜の報告はないが今回我々は皮膚と体毛の両方
が白色化した牛の症例に遭遇したので概要を報
告する。黒毛和種繁殖2農場で発生。平成15年4
月頃から体表にスポット状の白毛部位が数カ所
に認められはじめたが（白毛牛 、その後スポ）
ットの数や程度に変化は見られず新しい牛での
発生も見られなかった。この変化は繁殖牛のみ
に認められ、仔牛には認められなかった。両農
場の全ての白毛牛に健康状態の異常は認められ
なかった。白毛部を剃毛すると皮膚には白色部
と黒色部が存在した。色の違い以外は傷や凹凸
もなく著変は認められなかった。今回、生化学
的、病理組織学的、寄生虫学的検査、遺伝病検
査、血統、飼育管理、畜舎環境等の調査におい
て原因は特定できなかった。現在、スポットの
数と程度の変化および新しい牛での発生は認め
られないが、経過観察期間が短いこと、仔牛で
の体毛の白色化の発生は商品性の低下を招くこ
とから、今後も引き続き個体及び群の調査を行
い検討していく予定である。

牛トレーサビリティ法の周知徹底と家保の538
：沖縄県中央家保 髙木和香子、赤嶺幸信役割
「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達
に関する特別措置法（牛トレーサビリティ法 」）
が平成 年 月に公布、同年 月から施行。15 6 12
現行の牛個体識別システムが土台だが、今回の
法制化で「立ち入り検査」や「罰則」が盛り込
まれた。平成 年のＢＳＥ発生を受け、すべて13

、の牛にシステムが導入されてから 年が経過し2
定着したかに思えたが、報告ミス等の発生も散
発している。しかし農家の自己責任による報告
が基本のため、そのチェックが困難である。当
家保は法施行後の混乱を避けるため、畜産関係
団体、農家を対象に法律説明会を開催。また、
現状把握の目的で農家対象のアンケート調査を
実施。牛個体識別システムの報告体制の問題点

、 。や農家の要望を把握し 家保の役割を検討した

八重山地域における肉用牛改良の現状と課539
沖縄県八重山家保 新田裕美、貝賀眞俊ほか題 :

、管内では肉用牛改良増殖対策推進会議を設け
協議を行ってきた。現在の管内繁殖雌牛の系統
は糸桜系から田尻系へと推移し、子牛の父も田
尻系が半数を占める。育種価は、脂肪交雑、ロ
ース芯面積､歩留、などは向上したが、枝肉重量
は低下している。地域別の育種価では、石垣市
はどの形質も平均以上であるが、離島地域は脂
肪交雑の改良が必要とされている。一方、優秀
な育種価を持つ繁殖雌牛は管内で生産、保留さ
れたものが多い。また、八重山家畜市場では発

育の良い子牛ほど高値で取引されるが、出荷さ
れる子牛の発育は伸び悩んでいる。今後、肉質
だけでなく枝肉重量を考慮した育種価の高い繁
殖雌牛の選抜・保留、子牛の発育を考慮した繁
殖能力、泌乳能力の高い母牛の保留が必要であ
る。その具体的な対策として、育種価の普及､子
牛セリ情報、種雄牛情報、母牛の飼養管理、子
牛の育成技術などの情報提供を図りたい。

沖縄県540 中核的肉用牛経営農家をめざして：
宮古家保 新里真理子、伊福正春
当管内では平成17～20年度の４年間を目途に
畜産基盤再編総合整備事業を採択し、受益農家
23戸の経営改善と肉用牛の低コスト生産を推
進。草地造成・再整備（46ha）を中心として、
施設や機械を整備する計画である。受益農家に
対しては個人面談を繰り返し、中核的農家とし
ての自覚と自己の経営状況を十分認識してもら
い、自己負担金の確保について注意を喚起。本
事業を推進するにあたって、以下のような農家
がかかえる課題に少しでも対処できるよう心が
け、関係機関と十分協議し、モデル的で中核的
な農家を育成する。その課題とは、①所有土地
の生産力と粗飼料の確保。②機械の共同利用と
機械化による省力化。③それぞれの飼養形態と
畜舎構造の関係。④家畜の飲料水の確保。⑤畜
産農家の高齢化があげられる。

家畜セリデータを活用した農家指導情報541
沖縄県北部家保 藤井章、安谷屋兼二(２):
当家保では平成 年度より家畜市場の出荷12
成績を取りまとめ、農家指導のための指導情報
として関係機関に配布するとともに、農家へ通
知し活用した。今回、平成 年度に今帰仁家14

牛５頭以上出荷した農家の畜セリ市場へ去勢子
市場成績を価格差、日齢体重、出荷体重、母牛
登録得点、県種雄牛使用割合、母牛頭数につい
て検討。なお、価格差とは取引価格を毎月の市
場平均価格との差に置き換えたものである。出
荷時の子牛の発育が沖縄県経営指標の目標値に
達している農家は 戸であった。その他の農家27
戸との価格差の開きは 千円。母牛得点は49 21
前者が 点で後者は 点で、また県種雄牛79.9 79.7
割合は ％と ％だった。一方、経営指標48.7 44.3
の目標値を達成していてもセリ値の安い農家も
７戸あった。その要因を探るため実地調査した
結果、価格差の低い農家には次の特徴があるこ
とが判明。①飼養密度が高いことから母牛と子
牛の衛生管理が悪い。②子牛の下痢防止対策の
不備。

：島根県江津542 乳房炎防除にむけた取り組み
家保 山田彰司、村尾克之
牛の乳房炎防除対策として、農家の衛生意識の
向上を目指した搾乳衛生指導を実施。
調査承諾５農家を対象に搾乳立会を行い、搾乳手
技、搾乳時間等について問題の有無をチェックし、
搾乳手順をビデオ撮影。調査後、農家毎に搾乳手
技の改善すべき点を明記した指導書とビデオを配
布し、現地搾乳衛生指導を行った。さらに関係者を
参集し、各農家のビデオ上映を含めた研修会を開
催。
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搾乳手技は農家毎に様々であり、特に、乳頭刺激
から搾乳開始までの所要時間は、最短２９秒、最長
７分１３秒と大きな差があった。さらに乳房炎検査依
頼の多い農家は、搾乳手順に問題のある農家が多
かった。文書や口頭での指導だけでは、長年身に
付いた搾乳手順の変更は困難であったが、ビデオ
上映会は、他農家の搾乳をお互いに確認し、意見
交換ができるため、自発的な衛生意識の向上が期
待できる。
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Ⅳ その他の家畜の衛生

Ⅳ－１ウイルス性疾病

543 バリケン飼養農場に再発したガチョウパル
：青森県上北農林十和田家保ボウイルス感染症

牧野 仁、太田智恵子
過去にガチョウパルボウイルス(GPV)感染症
の発生が認められたバリケン飼養農場でフラン
スからの初生ヒナの輸入を機にGPV感染症が再
び発生。輸入ヒナは3週齢で脚弱、水様性下痢
を呈し1割死亡。その後自家産ヒナも同様の症
状で1割死亡。剖検所見では著変を認めず、組
織所見で骨格筋の変性が著明。PCR法でヒナ心
臓からGPV遺伝子検出。輸入ヒナは11週齢で全

。 、て抗体を保有 自家産ヒナは3週齢で抗体陰性
5週齢で7割陽性。自家産種鳥ではすべて抗体を
保有するも抗体価にバラツキ。今回の発生を亜
急性型のGPV感染症と診断。輸入ヒナは、ワク
チンによる移行抗体の消失に伴い、初発生から
農場に存在していたGPVに感染発症し、大量の
ウイルスを糞便中に排泄したものと推察。その
後抗体価の低い母鳥から生産された自家産ヒナ

。が農場内で増加したGPVに感染発症したと考察
汚染農場での外部導入はGPVの特性を考慮に入
れた対応が必要。

放牧農用馬における馬媾疹の発生と防疫対544
：岩手県県南家保 大森さくら、小根口徹策

13 5 90平成 年 月、管内牧野(年間放牧頭数
頭)に放牧中の農用馬において種雄馬 頭、繁1
殖雌馬 頭で外部生殖器の粘膜および皮膚に丘8
疹、水疱、膿瘍、糜爛の形成。 年 月、種雄14 7
馬 頭、繁殖雌馬 頭で同様の症状。病性鑑1 10
定の結果、馬媾疹ウイルス中和抗体価が有意に
上昇( 頭中 頭)。生殖器スワブおよび水疱上39 4
皮から同ウイルスを分離( 頭中 頭)。 検5 2 PCR

5査により同ウイルス遺伝子の増幅産物を確認(
頭中 頭)。本症を馬媾疹と診断。両年とも放5
牧前および放牧中の自然交配により感染が拡大
したと推察。防疫対策として①人工授精による
交配②罹患馬の売買自粛③追跡調査を実施。そ
の結果、 年は本症の臨床症状および抗体の陽15

13 15 74転例を認めず。また、 ～ 年の受胎率は
～ ％といずれも良好。今後も牧野での定期87
検診を実施し、人工授精による交配を継続する
ことで本症の再発生を防止できると考えられ
る。

545 山羊関節炎脳脊髄炎 発症山羊からの(CAE)
ウイルス分離とウイルス浸潤状況及び分子系統
：宮城県仙台家保 小寺文、伊藤敦解析
リスト 疾病でありめん羊山羊レンチOIE B /

ウイルス群を原因とする本病は､平成 年 月12 8
に国内で初めて報告され､現在まで､本県を含む
県で発生が認められているが､ウイルス分離さ5
れた例は 例のみで､既報ウイルス株との疫学1
関連も明らかでない。県内農場で 国内初CAE
発農場導入山羊と交配雌山羊が 発症。羊CAE
胎児肺細胞を用いて手根関節及び肺材料からウ
イルスを分離するとともに農場内での水平感染

を確認。また､県内のウイルス浸潤状況把握の
為､めん羊 戸 頭､山羊 戸 頭の抗体検査3 41 3 59

3 14を実施した結果､めん羊は全頭陰性､山羊 戸
頭に陽性を認めた。 戸 頭の山羊について遺2 26
伝子検査を実施した結果､ 戸 頭で特異遺伝2 18
子断片を検出し ウイルス感染を確認。うCAE
ち 株の 領域の一部塩基配列を決定し､国9 gag
内初発農場分離株及び海外既報株と相同性の比
較をした。国内株 ～ ､海外既報株89.1 98.4%
～ と高い相同性を示した。83.7 96.1%

福546 管内で発生した山羊関節炎・脳脊髄炎：
島県県南家保 青田実生
平成14年9月の長野県での山羊関節炎・脳脊
髄炎（以下「CAE」という）発生に伴う立入検
査により、抗体陽性山羊2頭が確認され、淘汰
した管内A飼育施設で平成15年3月頃から起立困
難を呈する雌山羊1頭を確認。当該雌山羊は7月
には起立不能となり、7月29日に死亡、また同
居雄山羊1頭にも跛行が認められ、2頭について
病性鑑定を実施。肉眼的には雌山羊で左手根関
節部の胸骨腹側及び項靱帯部の乾酪壊死巣形
成、雄山羊で左右手根関節の嚢水腫形成を伴う
関節炎を観察。組織学的には雌山羊で非化膿性
増殖性関節炎、非化膿性間質性肺炎、鑑定殺雄
では非化膿性増殖性関節炎及び関節周囲炎等を
確認。ウイルス検査で雄山羊の末梢血白血球及
び関節液から、PCR法によりCAEウイルス遺伝子
を検出。病理学的検査でCAEの特徴的所見が得
られ、PCR法によりCAEウイルス遺伝子が検出さ
れたことから2頭をCAEと診断、今回その発生概
要について報告。

山羊関節炎・脳脊髄炎（ ）抗体陽性農547 CAE
：茨城県県北家保 戸田場の確認と清浄化対策

尚美、廣木政昭
長野県 牧場での 発生報告を受け，本N CAE
県では平成 年 月に県内山羊飼育全農場の立14 9

2入検査・抗体検査を実施。抗体検査では県内
農場 頭が陽性，管内は 公園で 頭中 頭が8 S 22 7
陽性。対策として抗体陽性山羊と 感染の可CAE
能性がある山羊を 頭淘汰し，その他の山羊も14
～ ヶ月毎に抗体検査及び 法で検査して3 6 PCR

。 ，摘発・淘汰した 陽性山羊は全てザーネン種で
平成元年に 牧場からの導入実績があった。淘N
汰時の病理検査により陽性山羊 頭の手根関節1
部及び股関節に非化膿性関節炎像を，他の抗体
陽性山羊 頭の間脳や中脳に囲管性細胞浸潤を2
確認。陽性山羊のうち 頭は， 頭の陽性母山4 2
羊の子で乳汁による垂直感染が強く疑われた。
また 回（約１年間）の抗体検査で陰性であっ3
た山羊がその後陽転し， 摘発のためには期CAE
間をあけて何度も検査する必要あることが改め
て示唆。

野生ハトから分離されたニューカッスル病548
：埼玉県中央家保 吉田徹、御村宗人ウイルス

平成 年 月、県内 市内で野生ハトの死15 4 A
4 15 No.1 4亡を相次いで確認。 月 日（検体 、）

月 日（検体 ）に死体で発見された野生24 No.2
ハト 羽について病性鑑定を実施。剖検では死2
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後変化が顕著で、死因を示唆する有意な所見は
得られず。細菌学的検査では、主要臓器から死
因として有意な細菌は分離されず。ウイルス学
的検査では、各臓器乳剤を および鶏腎HmLu-1
細胞、発育鶏卵尿膜腔内に接種したところ、両
検体の気管、直腸内容、腎臓、 の肝臓、肺No.2

（ ） 。からニューカッスル病ウイルス が分離NDV
病理組織学的検査では多発性線維素性漿膜炎を
認めたが、ウイルス感染を疑う病変は認められ
ず、本症例を と診断するに至らず。両検体ND
から分離された は、遺伝学的に高い相同NDV
性（ ％一致）を示し、同じ 株である99.9 NDV
ことを確認。また、Ｆ蛋白質開裂部位のアミノ
酸配列の解析から、 Ⅵに分類。病原性Genotype
型別試験により、鶏に対する病原性は弱毒と判
断。

野生ニホンカモシカに発生したパラポック549
：山梨県東部家保スウイルス（ ）感染症PPV

塩澤淳子、深沢矢利
旧足和田村にて野生ニホンカモシカ（年齢不
詳、雄）が保護され、口唇、眼の周囲にびらん
および疣状肥厚物がみられたことから （独）、
動物衛生研究所の協力を得て病因の究明を実施
した。口蹄疫を否定するため、生前の血液と死
亡後に採材した病変部を用いて口蹄疫の抗原・
抗体検査および細胞接種試験を行い陰性を確認
した。病変部の病理学的検査では、好酸性細胞
質内封入体を伴う表皮有棘細胞および毛包上皮
細胞の風船様変性が散見された。電子顕微鏡下
では、ポックスウイルス科と一致するウイルス
粒子が確認され、 にて に特有の遺伝PCR PPV
子が確認された。以上のことから 感染症とPPV
診断した。県内で初めての確認である。

550 レース鳩のニューカッスル病発生とその対
：大阪府北部家保 関口美香、土井孝司応
レース鳩を約130羽飼養の鳩舎で、3月下旬か
ら、水様性下痢、首の反転、死亡がみられた。5
月21日、検病依頼があり、うずくまりや斜頸を
呈する幼ハト5羽について病性鑑定を実施。成ハ
トには年２回、ニューカッスル病（ND）の不活
化ワクチンを接種し、幼ハトには未接種。病性
鑑定を実施したところ、NDのHI抗体価は32～128
倍。中和抗体価は８～128倍。PCR法により肺か
らNDの遺伝子を検出。気管乳剤からNDウイルス
を分離。病理組織学的検査で非化膿性脳炎、間
質性腎炎等を認めた。5月26日、NDと決定。当該
鳩舎を中心に半径10キロ以内に養鶏場はなかっ
た。管内養鶏農家等を巡回し、異常鶏の有無の
確認と情報の周知徹底を行った。当該鳩舎には
ワクチン接種の指導、鳩舎・使用器具等の洗浄
・消毒の実施、抱卵中の卵の焼却処分、レース
参加自粛、放飼や孵卵の中止、異常鳩の隔離観
察の強化等を指導。その後も鳩舎の立入検査を
実施し、糞便・環境材料等のウイルス学的検査
を実施し、９月29日、清浄化を確認。

：和551 管内野生猪のオーエスキー病抗体検査
歌山県紀南家保 樽本英幸 大出満寿雄
平成9年12月、奈良県十津川村で猪の生肉を
食べた猟犬がオーエスキー病(AD)で死亡し、本

県においてもその実態を把握するため、平成10
年度より捕獲された猪の血液を調査。過去平成
10～14年度の5年間に持ち込まれた猪の血液221
検体をラテックス凝集反応にて検査。疑陽性の
血清は中和試験で確定診断。疑陽性2検体は脳
のウイルス分離を試みた。平成10～13年度は50
検体全て陰性、平成14年度は171検体中、疑陽
性18検体。疑陽性の検体は中和試験にて18検体
全ての陽性を確認。ウイルス分離は陰性。平成
13年度までは全て陰性で、14年度に抗体が検出

、 。されことから この年に広がった可能性が高い
東牟婁郡内のほぼ全ての市町村から陽性猪が捕
、 。獲され 広く感染が広がっていることが窺える

この調査により和歌山県でも猪にADの感染が確
認され、家畜飼養者に対しては猪を家畜に近づ
かせないよう、狩猟者に対しては猪の生肉を猟
犬に与えないよう指導を実施。

鳥取県倉吉家保 岡田552 馬日本脳炎の発生：
綾子、野田一臣
平成15年4月に管内の農場が北海道から乗用
として導入した馬（北海道和種系種）が、8月1
5日より食欲低下、翌日に起立時のふらつきを
呈し、18日に死亡。原因究明のため病性鑑定を
実施。発熱・運動失調・起立不能を示していた
ため、ウエストナイルウイルス（WNV）感染症
防疫マニュアル〔平成15年1月21日付け農林水
産省生産局畜産部長通知〕にもとづき、検査材
料を日本中央競馬会競走馬総合研究所栃木支所
に送付。併せて病理学的検査を当家保で実施。
ウイルス学的検査でWNV感染は否定されたが、
日本脳炎（日脳）を疑い、飼養者に対し防疫措
置を指導。その後病理組織学的に非化膿性脳炎
を確認、日脳ウイルスを分離。検査結果より馬
日本脳炎と診断。本病の国内発生は昭和60年以
来18年ぶり。

ダチョウの衛生検査と鶏用ニューカッスル553
岡山県真病( )生ワクチンに対する免疫応答：ND

庭家保 西川真琴、小阪和正
管内ダチョウ牧場の 羽について糞便検査を14
実施。細菌検査で、大腸菌 ～ 、クロス10 10/g3 6

トリジウム属 ～ 、エルシニア属および10 10/g2 5

カンピロバクター属はともに 羽( ）であ0/14 0%
ったが、サルモネラ属 羽( )で分離。同1/14 7.1%
定の結果 と確認。原虫検査でSallmonella agama
は、コクシジウム 羽( 、クリプトスポ0/14 0%）
リジウムは 羽 ( )で検出され、9/14 64.3%
Cryptsporidiumu parvum H14 2と同定 また 年度。 、
、 。羽 年度 羽について血清抗体検査を実施H15 4

、 。Mycoplasmagallisepticum ひな白痢は全羽陰性
では 年度の 羽のみ陽Mycoplasma synoviae H14 2

性。ニューカッスル病( ）については、鶏用ND
生ワクチンに対する免疫応答について検討する
ため、 度は点眼( ）で、 年度は飲H14 3dose H15
水( )でいづれも１回投与後、経過血清を中3dose
和試験により抗体価を測定。その結果、点眼投
与では中和抗体価の上昇を認めたが、飲水投与
では不明。今後は、確立されていないダチョウ
の防疫対策のため、ダチョウの感染症等さらに
検討を行う予定。
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野生カモ排泄便からのニューカッスル病ウ554
：徳島家保 東條秀イルス（ＮＤＶ）分離事例

徳、仁木明人
ＮＤＶは、野鳥の間に広く分布しているとさ
れるが、国内では、鶏やレース鳩に比べ、野鳥
からの分離報告は少ない。 ～ 年度動2002 2003
物由来感染症事業の一環として野鳥からのイン
フルエンザウイルス分離作業を実施。 年度2002
はＳＰＦ卵使用。カモ類の新鮮落下糞便５塊を
１群とし、 月 月に採材した３地点の４鳥11 12
種計 群の材料を９～ 日齢の漿尿膜腔に接10 10
種しＮＤＶ１株分離。分離ウイルスを接種した
発育鶏卵は 時間以上生存、脳内接種初生ひ120
なは未発症、ほ乳類由来株化細胞２種でＣＰＥ
陰性。以上より弱毒株と判断。 年度は市販2003
種卵と鶏腎細胞を使用。材料は ～ 月に採10 12
材したカモ類糞便２地点３種 群とオオタカ、11
ハイタカ、ヤマシギ各１羽の糞便。ウイルス分
離陰性。ＮＤＶ分離における市販卵の可否の検
討として、卵黄と漿尿膜腔液についてウイルス
希釈法で中和抗体検査。卵黄 以上、漿尿膜5.75
腔液 。0.5

555 野性タヌキに発生したの犬ジステンパーの
：高知県中央家保 與名理免疫組織化学的特徴

昇、宮村和典
2002年9月頃より県東部地域で、タヌキの死
亡が多発。眼瞼が解放し瀕死状態の1頭および
死亡した2頭について病性鑑定を実施。剖検で
は、肺は全葉の暗赤色化、左側中葉全域、右側
前葉および中葉辺縁部の肝変化を観察。組織学
的には、肺胞中隔がリンパ球やマクロファージ
の浸潤を伴って軽度に肥厚。気管支および細気
管支腔内には大型の泡沫状細胞を観察。一部の
細気管支上皮では合胞体を確認。細気管支粘膜
上皮、泡沫状細胞および多核巨細胞には好酸性
細胞質内封入体を確認。封入体は肝細胞と小葉
間胆管上皮細胞、胃の腺上皮、大腸と膀胱の粘
膜上皮でも確認。犬ジステンパーウイルス抗原
は、肺、肝臓、リンパ系組織、腎臓、舌、甲状
腺、気管、膵臓、消化器系組織、副腎、膀胱お

。 、よび中枢神経系にSAB法で検出 細菌検査では
Pseudomonas aeruginosa Staphylo肺から および
が分離。以上より、本症例をタヌキcoccus sp.

のジステンパーと診断した。

Ⅳ－２細菌性疾病

：岩手556 搾乳山羊群に発生したエルシニア症
県中央家保 佐藤千尋、岩根英明ほか
2003年10月、山羊200頭を飼養する農場にお
いて搾乳群100頭中25頭が食欲不振、産乳量の
減少、水様性下痢等を示し、4頭が死亡した。
発生は搾乳群にみられ、乾乳群や育成群には観
察されなかった。発症群の隔離飼養、搾乳群全
頭への抗生剤投与および畜舎消毒の徹底等によ
り発生後約2週間で終息した。発症畜3頭の病理
学的検査により①グラム陰性球桿菌の集簇を伴
う小腸結腸炎および付属のリンパ節炎②下顎部
皮下織や腹壁腹膜下における膿瘍形成③条虫、

線虫および重篤なコクシジウムの感染が観察さ
れた。細菌学的に空腸リンパ節および脾臓から
Yersinia pseudotuberculosis CⅢ型、膿瘍から

( )orynebacterium pseudotuberculosis C.pstb
がそれぞれ分離された。得られた成績からエル
シニア症と診断した。本症例は①需要増加に伴
う搾乳期間の延長② 感染や寄生虫感染をC.pstb
容易にした飼養環境の悪化等複数の要因が搾乳
山羊の免疫を低下させ発病に至ったと推察され
た。

：茨城県県西557 馬のレプトスピラ症抗体調査
家保 蓮田安信
管内の馬を対象にレプトスピラ症における以
下の調査を実施。①平成１３年度の１２１頭を
対象に浸潤度調査②抗体陽性となった要因を年
齢，用途，産地，性別，品種別に分析③平成１
０年から１４年の４年間年１回採血血清による
２３頭同一馬の抗体動態調査④動態調査におけ
る年度間比較で抗体価４倍差以上上昇した抗体
陽性個体の臨床症状の履歴を追跡調査。抗体検
査方法は顕微鏡凝集反応法（ 。カットオMAT）
フ値はＯＩＥマニュアルに従い１２８倍以上。
検査した血清型は ． ， ．L Licterohaemorrhagiae
， ． ， ． の４血canicola autumnalis hebdomadisL L

清型。結果は抗体陽性が５３．７％（４血清型
いずれかに反応したもの 。抗体陽性の要因分析）
では要因が突き止められず。抗体動態調査では
４血清型全てにおいて４年間陽性率・抗体価と
もに変動推移。１２頭を追跡調査し，１頭に月
盲と思われる馬を確認。現在も当該馬は右側前
眼房内にフィブリン様塊物が沈殿，視力低下。

：埼玉558 動物園のふれあい動物衛生検査成績
県川越家保 吉田輝美、多勢景人
管内Ａ動物園ふれあい動物の過去５年間の衛
生検査成績を報告。材料は、サルモネラ分離に
糞便、クロアカスワブおよび飼育環境中の水等
検体、病原性大腸菌 （ ）分離に牛212 O157 O157
の糞便 検体、トキソプラズマ（ ）抗体検83 Tp

。 、査にワラビー等の血清 検体を供した 方法は88
サルモネラは分離培養後免疫血清で血清型別、
は免疫ビーズ法で集菌・分離培養後、免疫O157

血清で血清型を確認、 検査は栄研のトキソチTp
ェック を用いた。は虫類 種 検体から-MT 10 24

、 、Salmonella choleraesuisを分離 検体が13 subsp.
検体が 。血清型は 、11 subsp. Ealingarizonae S.
、 、 、 、S. S. S. S.Nagoya Colobane Abaeteruba Pomona
、 （ ） 。S. S.Mornington spp 型別不能 の７種に型別

また、牛１頭から が分離、血清型は 又O157 H7
は -以外で ２産生株。 検査では、ワラH VT Tp
ビー 検体が陽性。サルモネラ陽性個体は、ふ18
れあい対象から外し、抗生物質を投与。 陽O157
性牛は淘汰、 陽性個体は、抗体価が高い個体Tp
に投薬。消毒の徹底、手洗い励行等を実施。

パルスフィールドゲル電気泳動法による559
：千葉県中Salmonella Enteritidis の疫学的解析

央家保 吉田喜一郎、芦澤尚義
Salmonella県内で 年以降分離された1997

Enteritidis 10 7 1株(採卵鶏舎由来 株 ネズミ由来、
株、カラス由来 株、牛由来 株)について、パ1 1
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ルスフィールドゲル電気泳動( )、プラスミPFGE
ドプロファイル、薬剤感受性試験を実施し、疫
学的検討を行った。 型では、同じ採卵鶏PFGE
農場から分離された株は、採材時期が異なる株
間でも 以上の相同性を示した。ネズミ、カ90%
ラス由来株は採卵鶏舎由来株と高い相同性を示
したが、牛由来株は他の 株とは異なる遺伝子9
型を示した。プラスミドプロファイルでは、牛
由来株を除く 株が病原性に関与する約 の9 55kb
プラスミドを保有していた。薬剤感受性試験で
、 、 、 、は に耐性を示す株がみられNA OTC DSM
農場ごとで耐性パターンに特徴がみられた。以
上の結果から、鶏舎、ネズミおよびカラス由来
株は遺伝子学的に近縁であり、牛由来株はこれ
らと異なる事が示唆された。

560 シロフクロウのアスペルギルス症における
：免疫組織化学および分子生物学的検査の応用

石川県南部家保 高井光、村上俊明
真菌症の診断は分離菌の同定を基本としてい
、 。 、るが これには高度な専門的知識が必要 今回

シロフクロウのアスペルギルス症に遭遇、免疫
組織化学的検査、分子生物学的検査を応用し、
その原因菌を と同定。Aspergillus fumigatus

、 、剖検では肺の割面 気嚢にチーズ様結節が多発
病理組織学的に肉芽腫性気管支肺炎、肉芽腫性
気嚢炎がみられ、アスペルギルス様の菌糸を多
数認めた。この菌糸は モノクロ抗A. fumigatus
体を用いた免疫染色および 特異的A. fumigatus
プローブを用いた ハイブリダイゼーシin situ

A. fumョンでそれぞれ陽性を示したことから、
と同定。真菌症の診断に形態学的な局在igatus

性および高い感度を有する免疫組織学的検査、
分子生物学的検査を応用した報告は少なく、野
外例において応用可能であることが示唆され
た。

( )の関与した561 MOMycoplasma ovipneumoniae
：京都府中央家保 一星暁美、山羊の肺炎症例

松田誠一
MO山羊の症例から国内では分離報告のない

を分離 【概要】府内の成山羊 頭飼育農家で､。 20
平 年 ～ 月子山羊 頭出生｡ 月下旬、子15 3 4 20 6
山羊が元気消失、食欲不振、起立不能。コクシ
ジウムを検出、投薬したが、 ～ 月に 頭死7 8 17

:亡 うち１頭を病性鑑定 病鑑概要 剖検所見。 。【 】
肺の前･中葉に肺炎像を認めたが、その他著変な
し。組織所見高度カタール性化膿性肺炎像と気:
管支付属リンパ活性化。関節、中枢神経系著変

: 10なし 細菌検査主要臓器から有意細菌非分離。 。
％肺乳剤を変法 寒天培地に接種、ローHayflick
ソク培養、 × で 様コロ5 10 CFU/g Mycoplasma5

ニーの発育確認 【性状】発育に ～ 日を要。 7 10
し、明瞭な目玉焼き状を示さず。フィルムスポ

: : :ット－、ジキトニン試験＋、グルコース発酵
: SDS-PAGE＋、アルギニン加水分解－ 【同定】。

は （基準株）に酷似。 リボゾームMO Y-98 16S
。【 】RNAの菌種特異領域は基準株と一致 まとめ

病理所見から本菌以外の細菌感染を推察、監視
伝染病の類症鑑別上貴重な事例と考察。

臨床症状を示した山羊・めん羊のヨーネ病562

：大阪府北部家保 田中克典、土井孝司発生例
当所では平成 年度から管内の山羊・めん12
羊を飼養する農場でヨーネ病検査を実施。今回
の発生農場では毎年数頭の患畜を確認。検査実

15施後は生石灰塗布等の消毒指導を実施。平成
年 月 日の検査では、 頭中 頭を疑似患畜7 7 40 7
と判定。 ヶ月後の再検査では 頭を患畜と判3 6
定し、殺処分を実施。内１頭は顕著な削痩、体
躯の両側性脱毛、糞便の塊状化等の臨床症状を
呈していた。剖検所見では腸間膜リンパ節の腫
大、小腸粘膜の肥厚を認めた。組織所見では腸
間膜リンパ節および小腸等で類上皮細胞の浸潤
を認めた。チール・ネルゼン染色では

( ヨMycobacterium avium paratuberc-ulosissubsp.
ーネ菌）を多数確認。特に臨床症状を呈したも
の、補体結合反応の抗体価が高かったものでそ

。 （ ）の所見は顕著 さらにヨーネ菌も早期 日目60
に分離。山羊・めん羊のヨーネ病においても牛
と同様、様々な病態がある。今後は感染を拡大
させないためにも検査の特徴を理解し、早期の
摘発が必要。

563 めん羊から分離されたベロ毒素産生性大腸
：大阪府南部家保 葛西洋平、菌の清浄化対策

服部孝二
管内の公園で飼養されているめん羊の糞便か
らベロ毒素産生性大腸菌（VTEC）が検出され、
その清浄化対策を行ったので概要を報告 （対。
策と結果）めん羊を隔離し、最初に動物用生菌
製剤（7.5g/日）を2週間連続的に経口投与。投
与後に細菌検査を行ったが、VTECは陽性。次に
生菌製剤を3週間投与するのと同時に抗生物質
ビコザマイシン（BCM、10mg/kg/日）を5日間経
口投与し、細菌検査でVTEC陰性に転換。めん羊
を公園に戻し、１ヵ月後に糞便および周辺環境
の細菌検査を再度行いVTECの清浄化を確認し、
併せて入場者への環境対策として手洗い場を設
置 （まとめと今後の衛生対策）今回分離したV。
TECの清浄化には、BCMが有効。今後の飼養管理
として公衆衛生上の観点からも、畜舎消毒の励
行を始めとして、定期的な一般臨床検査および
病原性大腸菌等の細菌検査を行い、めん羊とヒ
トとが安心してふれ合える環境の保持に努め
る。

564 アイガモから分離されたニューカッスル病
：兵庫県和ウイルスとワクチン接種効果の検討

田山家保 井上輝美、加茂前仁弥
アイガモからニューカッスル病(ND)ウイルス
(NDV)が分離され、鶏用NDワクチンの接種法を
検討。分離株はUlster－2C/67株に近縁のGenot
ypeⅠ(兵庫-アイガモ/2002)弱毒株と判明。40

1日齢の野外アイガモで4種類の生ワクチン：B
株、VG/GA2/23/88(VG/GA)株、Clone30株、MET9
5株を1ドーズ(d)飲水投与。60、80、100日齢の
HI価(GM)は1.0～4.4、中和価(GM)は1.0～1.3。
試験的に2または14日齢にVG/GA株、10dまたは5
0 dを飲水投与したが、30、60日齢のHI価(GM)
は1.0～4.4、中和価(GM)は1.2～2.0。追加接種
として、生ワクチン(B株)50dのスプレー投与ま1

たは不活化混合ワクチン(石井株)1 dの筋肉内
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接種を行い、18日目でHI価(GM)はスプレー投与
で32、筋肉内接種で147、中和価(GM)は 32、9
を確認。アイガモに対する鶏用生ワクチンの応
用は、株、投与量に関わらず飲水投与1回では
抗体上昇が望めず、生ワクチンのスプレー投与
もしくは不活化ワクチンの追加が必要。

鳥取県溝口家565 管内で発生した馬疾病事例：
保 植松亜紀子、井上禎文
県内では約170頭の馬が飼養されているが、
ほとんどが当所管内で占めている。今回県外か
らの導入馬に疾病事例がみられたので報告す
る。事例1：平成15年5月に馬育成牧場から皮膚
炎の病性鑑定依頼があった。同牧場は県外から
2歳馬を導入したばかりであった。２頭の皮膚
の肉眼的病変は小豆大の痂皮形成であり、その

Derm他特に異常は見られなかった。病巣部から
が分離されたことによatophilus congolensis

りデルマトフィルス症と診断した。事例2：平
成15年8月に乗馬施設から食滞、疝痛、眼瞼部
に黄疸を示す馬が多いとのことで病性鑑定依頼
があった。同施設は平成15年5月末に県外から
馬を9頭導入しており駆虫対策も行っていると
のことであったが、症状、血液検査、糞便検査
などから馬回虫、馬円虫の寄生が原因と推察さ
れた。これら2事例は確実な投薬治療を実施し
たところ症状が改善し治癒した。これらのこと
から導入時の衛生検査の徹底及び導入後の経過
観察が重要であることが示唆された。

放鳥用のキジ及びヤマドリに発生した真菌566
：山口県中部家保 松本容二性肺炎

平成 年 月から 月にかけ、放鳥用のキジ15 5 6
及びヤマドリを常時 羽飼養する農家におい200
て、断続的に死亡例が発生。キジ 羽、ヤマド2
リ 羽の病性鑑定を実施。剖検所見は、 羽に1 3
共通して、肺に粟粒大の黄白色チーズ様結節の
密発を確認。病理組織学的検査において、 羽3
とも肺実質及び二次又は三次気管支に肉芽腫形

、 。成を認め その中心にＹ字状の菌糸を多数確認
以上より多発性肉芽腫性肺炎と診断。細菌学的
、 。検査で 羽とも肺から 属菌を分離3 Aspergillus

真菌増殖の原因は、長梅雨、日照不足による敷
料及び施設内の乾燥不足と推察。真菌用治療薬
ナイスタチンの投与、飼養施設の消毒、乾燥に
より、症状は改善。今後も定期的に巡回指導を
実施し、損耗防止対策を継続。

567 イノシシに発生したドロレス顎口虫の寄生
:高知県中央家保 水野悦秀、を伴う萎縮性鼻炎

與名理昇
、 、 、平成15年6月 管内の農家で 山野で捕獲し

飼養していた若齢のイノシシが、喘鳴音を伴う
呼吸困難、元気消失、歩様蹌踉、起立不能の症
状を示したため、病性鑑定を実施。剖検では、
背及び腹側鼻甲介は両側性に萎縮もしくは消失
し、腹側鼻腔は肉芽組織様物により閉塞。胃に
は2～3cm大の線虫が多数粘膜面より穿孔し、寄
生。粘膜には潰瘍形成。衰弱したイノシシの鼻
腔スワブより を、Bordetella bronchiseptica
肝臓より、 spを分離。胃寄生の線Pasteurella

虫は、全身に分布する小棘、糞便中に両栓性の
寄生虫卵を確認したことによりドロレス顎口虫
と同定。病理学的検査では、鼻甲介の上皮細胞
の変性、剥離及び線毛の脱落、鼻粘膜固有層か
ら粘膜下織にかけてリンパ球を主体とする単核
細胞浸潤、背及び腹側鼻甲介の骨梁の非薄化及
び断片化、破骨細胞による骨吸収像を確認。以
上より、本症例はドロレス顎口虫の寄生を伴う
萎縮性鼻炎と診断。駆虫剤投与後、症状は次第
に改善。

肥育馬のサルモネラ症発生事例及び衛生指568
：福岡県両筑家保 原田美奈子、村上弘子導
年 月、カナダから導入した 頭の肥2003 6 52

育馬のうち 頭が発熱、元気消失、食欲不振、14
水様性の下痢を呈し 頭死亡。症状を示した馬1

。 （ 、のうち 頭の血液生化学検査を実施2 GOT 724
）γｰ （ 、 、 （ 、381IU/l GPT 80 89IU/l LDH 2905）
）､ （ 、 ）が上昇。細菌学996IU/l ALP 599 562IU/l

Salmonella的検査では、直腸便及び飼料から
（以下 ）を分離。菌株の疫学的な関連Hardar SH

性を検討したところ、分離された は同じ由SH
来の可能性が示唆。対策として①異常馬の観察
、 （ ）、 、強化 ②定期的な畜舎の消毒 薬液消毒 飼槽
水槽の消毒（火炎消毒 、③水槽の改良、④飼料）
給与方法の変更を指導。 指導後、飼槽のふき
取り 、飼料 、敷料 、糞便 、桟のふき30 22 16 13
取り 、水 、鳥の糞 検体、合計 検体の細5 3 2 91
菌学的検査を実施。サルモネラ陰性を確認。日
頃より農家に対し着地検査を実施し、観察の強
化、早期連絡の徹底を指導。その結果、迅速な
原因究明、早期対応が実現し、被害は拡大せず
終息。

が分離された馬の急569 Streptococcus equinus
：沖縄県北部家保 嶋村真吾、大城聡死例

( )が関与したとStreptococcus equinus S.equinus
思われるウマの急死例に遭遇したので概要を報

2003 9 25 2 4告。発生状況は 年 月 日早朝、 歳
ヶ月齢の雄馬が下顎の腫脹を呈し横臥状態で発
見、直後死亡。剖検所見では下顎全域に腫脹、
出血、壊死を確認。病理組織所見では、下顎の
下唇下制筋において筋線維の硝子様変性・壊死
を伴う化膿性筋炎及び間質（筋間、筋線維間）
での顕著な出血、水腫が、肝臓では小葉中心性
に肝細胞の空胞変性が認められた。細菌学的検
査では下顎、脳、心臓、肝臓、腎臓、脾臓から
の を分離。薬剤感受性試験はペニシリS.equinus
ン系等に高感受性、アミノグリコシド系等に耐
性を示した。生化学的検査では 、 でT-Bil CPK
高値。今回の症例は、 筋肉や臓器からの1.

、 、 、Streptococcus 分離 下顎における出血 水腫2.
3.筋線維の硝子様変性 壊死を伴う化膿性筋炎、 、

血液凝固不全の確認から によるウマのS.equinus
劇症型溶血性連鎖球菌感染症の可能性が示唆さ
れた。

Ⅳ－３原虫性・寄生虫性疾病

570 同一乗馬クラブにおけるHalicephalobus感
：石川県南部家保 高染症の発生と感染源調査
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井光、村上俊明
神経症状を示し予後不良となった乗用馬につ
いて、病性鑑定を実施、病理組織学的に多発性
肉芽腫性腎炎、髄膜脳炎を認め、病変部に小型
の線虫や虫卵を多数確認したことから、国内3
例目のHalicephalobus感染症と診断。本症は当
該乗馬クラブにおいて3年前にも発生があった
ことから、感染源を明らかにする目的で、環境
中の土壌線虫調査を実施。調査は、当該乗馬ク
ラブ14検体および対照として他の乗馬クラブ、

、 。一般環境等6検体の土壌 堆肥等について実施
その結果、当該乗馬クラブの土壌等から0～44
匹/ｇ、対照土壌等から3～121匹/ｇの土壌線虫
を検出。両者に有意な差はみられなかったこと
から、今回の調査で感染源を明らかにすること
はできず、本症例はこれまでの報告と同様、当
該線虫の偶発寄生により発生したと考えられ
た。近年、ウエストナイルウイルス感染症の発
生が危惧されており、本症は類症鑑別として大
変重要である。

：571 管内育成牧場の小型ピロプラズマ病対策
愛知県東三河家保設楽支所 井上剛一、成瀬満
佐子
管内Ｔ牧場は、県育成牧場で前期育成された
乳牛を預かり後期育成を行い、酪農家へ返して
いる。近年、小型ピロプラズマ病（ピロ病）の

、 、感染により 発育及び繁殖成績が悪化したため
平成13年度より畜産関係機関を構成員とし、ピ
ロ病等対策委員会を設置した。対策は、入牧時
にイベルメクチン製剤、感染時期にフルメトリ
ン製剤による牛体塗布（プアオン）と血液検査
の強化を実施し、重症牛の早期発見・治療を行
った。また、定期的に検討会を開催した。対策
前と対策後を比較すると、平均ヘマトクリット
（Ｈｔ）値は27.8％から30.3％に上昇､貧血牛
（Ｈｔ≦23）の割合は20％から3.3％、原虫寄
生率は40％から16％に低下した。入牧５か月目
の発育成績では体高が4.1cm､体重が45kg､１日
増体量が105g増加した。繁殖成績では入牧後初
回授精日数は20日、最終授精日数は40日短縮し
た。

管内馬農場における消化管内寄生虫の浸潤572
：宮崎県都城家保 井上陽一状況
管内飼育馬の虫卵検査を行った。検査は馬回
、 。 、虫 円虫類を対象とした 飼育馬の対照として
周年自然放牧されている再野生化馬についても
同様の検査を行った。その結果、管内飼育馬の
６４．４％、再野生化馬では１００％の個体で
円虫卵或いは回虫卵のいずれかが検出された。
また再野生化馬と比較すると、飼育馬の虫卵数
は有意に低かった。今回の結果から当所管内の
馬農場には、高い割合で消化管内寄生虫が浸潤
していることが判った。しかしながら、虫卵保
、 、 、有率 虫卵数は ともに再野生化馬よりも低く

明らかな臨床症状も少なかったことから、管内
飼育馬における寄生虫感染による被害程度は、
低いと考えられた。多くの農家は定期的に駆虫
を行っており、この結果、寄生虫による被害が
ある程度抑制されているものと考えられた。今

後は、定期的な駆虫を農家に指導することと併
せて、飼養環境の衛生対策を講じていく必要が
あると考えられた。

Ⅳ－４一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

573 馬（ファラベラ種）に見られたドクゼリ中
：宮城県古川家保 長内利佳、大越毒の発生例

啓司
平成 年 月、競走馬および愛玩馬（ファ15 6
ラベラ種）を飼養する観光牧場において、放牧
飼養のファラベラ種 頭中 頭が突然、旋回27 6

4運動、歩様異常、痙攣等の神経症状を呈し、
頭が死亡、 頭は回復。場内池付近の野草給与2
後に発生したことから、死亡馬の病性鑑定並び
に野草の鑑別を実施。剖検所見では血液凝固不
全、臓器の脆弱化、骨格筋退色、全身性出血等
を認めた。ウイルス・細菌の関与は否定。野草
鑑別の結果、ドクゼリの混入を認め、本中毒を
疑い採取したドクゼリの抽出液によるマウス投
与実験を実施。 投与群は震戦等を呈した0.5ml
後回復、 投与群は回復せず死亡。馬の採1.0ml
食量、発症までの所要時間、致死量は不明であ
るが、マウス実験の結果から、死亡・回復の違
いは採食量の差であることが示唆。生化学検査
（ 法）では、死亡馬の胃内容物からドクGCMS
ゼリの主な毒性成分であるシクトキシンを示す

のピークを検出。以上のことからドクm/z=258
ゼリによる中毒と診断。

：千葉県中央家保 小川574 トナカイの銅中毒
明宏、岩渕功

2003 7 7 2管内の動物園において、 年 月に 歳
カ月の雄のトナカイが数日軟便を呈した後、急
死。組織学的検査では、肝臓の類洞内に緑茶色
色素を含有した大食細胞が散見され、肝細胞の
核及び細胞質に空胞形成、腎臓の尿細管上皮の
硝子様化等を確認。銅染色では肝臓の肝細胞、
類洞の大食細胞内に陽性物質を確認。組織中の
銅の含有量は、肝臓 、腎臓 、266.6ppm 21.7ppm
血液 μ であり、特に腎臓から高濃度197.75 g/dl
の銅を検出。疫学調査では、給与飼料（野菜、

1青草、乾草等）の銅含有量は通常値であり、
日当りの銅摂取量は ～ ( ～17.43 19.39mg 2.8
。飲料水から銅は未検出。また、飼育施3.3ppm）

設に銅中毒の原因物質は確認されず。銅含有量
が通常量の飼料で肝臓等に過剰の銅の蓄積が認
められたことより、トナカイは銅に感受性が高
いと考察。本症例は複数の因子の相互作用によ
り発症したものと推察。

：広島県芸北家575 めん羊飼養農場の衛生指導
保 伊藤晴朗、望戸正則
管内のめん羊飼養農場で平成9年から10年に死
亡事例が散発し、病性鑑定を実施。死亡事例に
共通所見は認めず、一部で捻転胃虫や条虫の寄
生を確認。細菌、ウイルス検査は陰性。その都
度駆虫を指示したが平成11年に死亡事例の増加
を認めたため、対策を検討。血液生化学検査か
ら、貧血、栄養状態の悪化を確認。授乳後期、
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双胎羊、30kgでの飼料要求量に対する、給与飼
料の乾物、可消化粗蛋白質、可消化養分総量の
充足率はいずれも40%台と不足。衛生検討会を開
催し、駆虫方法や新たな飼料給与量を提示して
指導した結果、RBC、Ht、血清総蛋白、総コレス
テロール、Caの値は改善し、死亡数は減少。一
方、線虫卵はほぼ毎年検出したため、引き続き
定期的な駆虫を指導。めん羊放牧でも適正な飼
料給与と定期的な駆虫が重要と再認識。採血で
は頚静脈採血法に代えて、橈側皮静脈採血法を
検討。後者はめん羊ではあまり利用されていな
いが、実用的な採血法と考えられた。

Ⅳ－５保健衛生行政

576 馬ウイルス性動脈炎のリスク分析による危
：北海道日高家保 山中麻起子、西英機機管理

軽種馬生産地である管内へ海外から侵入が危
惧される馬ウイルス性動脈炎のリスク分析を実
施し、疫学監視の方策と課題を検討。リスクア
セスメントは①病原性、②侵入経路、③伝播様
式、④予測される被害の4点を検討。リスクマ
ネージメントは①着地検査時の抗体検査（延べ
4,058頭 、②過去に輸入したワクチン接種種雄）
馬及び同居馬の抗体検査（延べ664頭 、③ワク）
チン接種種雄馬と交配した雌馬の抗体検査（延
べ292頭 、④呼吸器病及び流産の原因検索（88）
2件）と原因不明流産母馬の抗体検査（530頭）
の４点を重点的に実施。リスクコミュニケーシ
ョンは課題の検討や、情報提供・交換の場と位
置づけ、①地域防疫対策機構の整備・侵入防止
に係る決定事項の策定、②検査成績の公表と分
析・サーベイランスの検討会開催、③発生を想
定した防疫演習の開催の３点を実施。検討によ
る課題に取り組むほか、新たに侵入が予測され
る疾病もリスク分析の手法を活用し、今後も疫
学監視を推進。

管内ダチョウ飼養状況と飼育者の衛生意識577
：茨城県県南家保 榊原裕二、黒木哲也調査
茨城県のダチョウ飼養羽数は１４年度調査で
１７００羽以上と国内最多。そこで管内９農場
の飼養状況・衛生対策および今後の問題点を調
査。趣味等で飼養している３戸を除く６戸で３
０～７００羽／戸が飼養。ほとんど国内導入だ
が他にアメリカ・マレーシア・南アフリカ等か
ら輸入。ニューカッスル病ワクチン接種は９戸
中４戸で実施していたが、羽数では全体の約２
５％。飼養者の衛生意識の低さが推察。孵卵器
等の消毒が未実施もしくは頻度の少ない農場で
ふ化率・育成率の低迷。育成期の食滞・栄養失
調対策として飼料の検討・環境整備。成鳥期の
フェンス激突等事故死に対しては環境馴致等で
対応。問題点としてふ化率や育成率の低迷・販
売ルート確保・県内にダチョウの食肉処理施設
設置・資金不足等。今後ダチョウが法的に家畜
として認知されれば、適正な検疫・家保の衛生

、 、指導等も充実し 飼養者の衛生意識等改善され
ダチョウ産業は地域振興への貢献が期待され
る。

「平成記念公園・日本昭和村」動物ふれあ578
：岐阜県中濃家保 安い広場における衛生対策

田美由紀 森本久
平成 年 月 日、管内に「平成記念公園15 4 16

（ ）」 。 、・日本昭和村 昭和村 が開園 中濃地域では
中濃圏域県関係機関により昭和村バックアップ

、 。推進圏域会議を設置し 昭和村への支援を実施
昭和村には動物ふれあい広場があり、開園に伴
い計 種類、 頭羽の動物を導入。これらの8 142

、動物の飼育指導等は開業獣医師が行っているが
当所ではその支援をすると共に、動物や入園者

O157の健康管理を図るため、サルモネラ及び
の細菌検査、コクシジウムの虫卵検査、オーエ
スキー及び馬伝染性貧血の抗体検査を実施。そ
の結果、ウサギ糞便からコクシジウム虫卵が
～ 個／ 検出されたが、それによる2800 7800 g

健康被害は見られなかった。コクシジウム以外
はすべて陰性。また、手洗いの励行・健康チェ
ック表の作成など、ふれあい動物の管理マニュ
アルの作成と、綿羊の線虫等駆除のためイベル
メクチン製剤投与を実施。今後も開業獣医師と
協力し、ふれあい動物の衛生対策について支援
していきたい。

ウエストナイルウイルス（ＷＮＶ）感染症579
：福岡県両筑家保の発生を想定した防疫行動

投野和彦
、管内で発生したカラスの大量斃死事件に際し

ＷＮＶ感染症を想定した防疫行動を取り、問題
15 15 17 30点を検討 平成 年３月 日 土曜日 時。 （ ）

分に住民から警察へ、 時 分に警察から家20 30
保所長へ通報。 時 分に家保職員１名が警21 40
察署到着、対応協議。２日目（日曜日）８時に
職員６名が家保集合、３班編制で作業開始。総
務班は周辺農場の異常確認と病性鑑定打合せ。
発生地班は８時 分に消毒車と運搬車で出発、30

、 、９時 分から現地で状況聴取 死亡カラス回収10
現場消毒 病性鑑定班は９時 分に検査材料 ６。 （30
羽）を確保し、中央家保へ搬送。 時 分に10 20
中央家保到着、解剖検査実施。 時 分に検12 30
査結果を受け、伝染病否定、職員解散。最終診
断結果は有機リン系薬剤フェンチオンによる中
毒。家保に対する通報体制・所内の連絡体制・
初動防疫・防疫作業・人畜共通感染症の危機管
理対応が問題点として浮上。連携強化や連絡体
制見直しを実施。定期的な防疫実地訓練の必要
性を再認識。

Ⅲ－６畜産技術、その他

新規就農したダチョウ農場における飼養管580
：千葉県中央家理指導とダチョウ飼育の問題点

保 小川明宏、高橋岩雄
年 月に新規就農したダチョウ飼養農2000 12

場において、 年 月から 年 月に繁2002 6 2003 3
殖ダチョウおよび肥育ダチョウの死亡が続発。
病性鑑定（ 例）の結果、全例とも栄養状態が6
悪く、飼養管理の問題を推察。本農場は給与飼
料として、ダチョウ専用配合飼料を制限給餌し
ていたが、アルファペレット( )・鶏用配合50kg
飼料( ～ )・カキガラ( ～ )・ビタミン8 12kg 2 4kg
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・ミネラル剤( ～ )を混合した飼料の不0.2 0.4kg
断給餌を指導。給与飼料変更以後、成鳥の死亡
は無い。本事例を通じ、以下の点がダチョウ飼
育上の問題点として挙げられる。 、ダチョウの1
飼育技術が確立されていない。 、新規就農者に2
対し十分な指導がされていない。 、ダチョウに3
対する防疫体制が確立していない。今後、ダチ
ョウ産業が成長していくために、ダチョウ飼育
技術の確立・普及とともに、家保を中心とした
防疫指導等を行なえる体制作りが必要。

管内内水面水産業における動物用医薬品使581
：新潟県中越家保 矢部用・流通の現状と問題点

静
管内の内水面水産業者は県内の87％を占め、
それらを対象とする動物用医薬品(医薬品)販売
業は9業者、水産業を診療対象に含む獣医師は4
名。今年度6月以降、水産動物に関する医薬品関
係省令の改正を機会に、県内水面水産試験場の
協力を得て一部の食用内水面養殖業者と錦鯉生
産業者における医薬品使用実態調査、ならびに

。医薬品販売業者の医薬品流通監視・指導を実施
結果、医薬品使用は、消費者の意向や販売価格
の低迷により少ない食用内水面水産養殖業者に
比較して、錦鯉生産業者では観賞用である等の
理由から多い状況。流通面では一般販売業者か
ら特例販売業者への不適医薬品販売、錦鯉生産
業者から他の生産業者への医薬品分与を疑う事
例が存在。これらから、今後も内水面水産業者
に対する関係薬事法の啓蒙と水産業関連の医薬
品販売業者、診療獣医師に対する適正な流通及
び使用指導の強化が必要である。

582 腐蛆病検査の実態と課題（ポリネーション
：岐阜県岐阜家保 伊向け蜂群を中心として）

藤一智、林金吾
近年の養蜂は全国的にミツバチを花粉媒介昆
虫として利用するいわゆる「ポリネーション」
向けミツバチの需要が高い。当所管内には「ポ
リネーション向けミツバチ」を販売する業者が
４社存在。これら業者が販売する県外出荷群に
ついて出荷の都度、腐蛆病検査を実施し証明書
を発行。その実績は12年度は31件1,071群証明
書416枚、13年度は45件2,800群証明書467枚、1
4年度は58件4,853群証明書470枚。ポリネーシ
ョン向け検査群数の当所の行った腐蛆病検査全

、 、体に占める割合も12年度36.2％ 13年度59.3％
14年度74.8％と増加傾向。ポリネーション向け
蜂群は県内外の一般養蜂家から購入され、短期
間にポリネーション向け蜂群に再調整された
後、県外各地（14年度で1都1道2府37県）へ販
売。ポリネーション向け蜂群の販売時の形態に
応じ、再調整前の全巣脾検査等の方法を検討し
た。

583 野生動物による家畜被害状況及び病原性調
：岡山県真庭家保 今井久志、岡田耕平査
野生動物が農家に及ぼす被害は様々なものが
あり、その現状を把握するため管内町村、畜産
関係機関及び当家保による野生動物家畜被害対
策協議会を立ち上げるとともに、酪農家を中心
に被害実態調査を行い、野生動物についても捕

獲及び病原性調査を実施。その結果９０％の農
家で野生動物の牛舎侵入があり、うち６９％が
被害を受けていた。主な被害は飼料の盗食、糞
による舎内汚染及び飼料袋等の破損。侵入する

、 、 。動物種はタヌキ スズメ ハト及びカラスなど
また６９％の農家で後産をタヌキなどに食べら
れており、ネオスポラ症を危惧している農家も
あった。捕獲したタヌキの病原性調査について
は血清抗体検査では で4/83頭Neospora caninum
(4.8)% で46/83頭(54%)、Leptospira interrogans
と抗体陽性の個体が多く、寄生虫検査について
も が２頭で検出され、Cryptosporidium parvum
その他多数の寄生虫卵を確認し、野生動物の畜
舎侵入は家畜衛生上非常に大きな問題であると
思われた。

野生鳥獣における人獣共通感染症浸潤状況584
池田博司、江頭達介調査：佐賀県中部家保

有害鳥獣駆除により捕獲された野鳥 羽(カ67
ラス 羽、ハト 羽)の血清、カラス 羽の49 18 30
糞便及び平成 ～ 年度に捕獲されたイノシ13 15
シ 頭( 年 頭、 年 頭、 年 頭)107 13 33 14 24 15 50
の血清を供試。①野鳥：糞便からウイルスは検

ND HI出されなかったが、ニューカッスル病( )
22.4% 11 /49試験において カラスでは陽性率 ( 羽、

GM1.5 55.6% 10 /18羽)、 、ハトでは陽性率 ( 羽
羽)、 であった。 は低いものの陽性率GM2.3 GM
が高いことから、管内では ウイルスが広くND
浸潤していることが示唆された。②イノシシ：
豚丹毒( )抗体検査では 頭 頭が陽性でSE 103 /107
陽性率 ( 年 、 年 、 年96.3% 13 97.0% 14 100.0% 15
)と捕獲された年度に関係なく、かなり高94.0%

い陽性率を示したことから管内では 菌が広SE
く浸潤していることが示唆された。トキソプラ
ズマ病抗体検査では 頭 頭が陽性で陽性率9 /107
｡また、豚コレラ及びオーエスキー病抗体8.4%

検査は全頭陰性。今後、検査対象疾病の種類拡
大等について検討する必要がある。

Ⅴ 共通一般衛生

Ⅴ－１細菌性疾病

：585 病性鑑定由来大腸菌の病原因子保有状況
静岡県中部家保 野田準一
平成10年4月以降に病性鑑定材料から分離し
た大腸菌（O-Untypable(OUT)含む）について、
志賀毒素(Stx) 易熱性毒素(LT) 耐熱性毒素(S、 、
T)産生性、付着性関連遺伝子(eaeA、aggR)、EA
ST1毒素産生遺伝子(astA)保有状況をPCR法で調
査。全147株(OUT62株)のうち、付着性関連遺伝
子保有は52株(OUT5株)、astA保有は21株(OUT12
株)、付着性関連遺伝子とastA共保有は2株(OUT
2株)。Stx保有は59株(OUT14株)あり、うち付着
性関連遺伝子保有は45株(全てeaeA、OUT2株)、
astA保有は4株(OUT4株)、付着性関連遺伝子とa
stA共保有は無し。LTまたはST保有は15株(OUT9
、 、株) うち付着性関連遺伝子保有は2株(OUT2株)
astA保有は9株(OUT5株)、付着性関連遺伝子とa
stA共保有は1株(OUT1株)。毒素を未保有の73株
(OUT39株)で付着性関連遺伝子保有は5株(OUT1
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株)、astA保有は8株(OUT3株)、付着性関連遺伝
子とastA共保有は1株(OUT1株)。OUT62株中26株
が何らかの毒素あるいは付着性株の因子を保
有。

586 病性鑑定室におけるサルモネラ検査状況と
：徳島県徳島家保 大西克彦、岸良資薬剤感受性

平成12～15年度前半の病性鑑定室におけるサ
、 。 、ルモネラ検査数は929株 43血清型 牛では59株

6型で ( .)Dublin、 .Typhimurium等Salmonella S S
高病原性のものが多い。豚は147株、8型で .AgoS
na、 .Choleraesuis、 .Typhimuriumが多い。鶏S S
は主に衛生検査由来で663株 25型で .Agona .、 、S S
Infantis、 .Montevideo等が継続的に分離されS
ている。飼料会社の自主検査からは814検体中47
、 、 。検体 60株 24型と多種の血清型が分離された

117株について薬剤感受性試験を実施。ストレプ
トマイシンとホスホマイシンに耐性を示すもの
が多い。 .Dublinはカナマイシン、ナリジクスS

。 、 、 、酸に耐性 .Hadar .Newport .TyphimuriumS S S
.Virchowが多剤耐性を示した。同一血清型でもS
由来畜種により薬剤耐性に違いが見られるもの
があった。

587 RAPD法による Typhimuriumの遺Salmonella
：長崎県中央家保 三伝子解析についての検討

浦昭彦、井上昭芳
Typhimurium（ST）の遺伝子解析Salmonella

は、当所ではバイアス正弦電場ゲル電気泳動（B
SFGE）法により実施しているが、手技が煩雑で
時間を要することから、簡便で迅速なRandom Am
plified Polymorphic DNA（RAPD）法での遺伝子
型別を試み、その有用性を検討。供試菌株は平
成14年3月～15年10月に13戸の牛、豚および環境
から分離された15株。RAPD法はAP40,41,46,47,N
K6,51の6種のプライマーを用いて実施。BSFGE法
は制限酵素XbaⅠ、BlnⅠを用いて実施。薬剤感
受性試験は14薬剤について一濃度ディスク法に
て耐性型別を実施。RAPD法ではAP40,46,NK6によ
り5つの遺伝子型に型別。検査日数は2日。BSFGE
法では5つの遺伝子型に型別。検査日数は5日。
薬剤感受性試験は薬剤耐性の有無により2つに型
別。検査日数は2日。AP40,46,NK6を用いたRAPD
法は、BSFGE法と同数に型別され、検査日数がBS
FGE法に比べ短縮されることからSTの遺伝子解析
の一手法として有用。

検体量のマイクロ化による乳牛衛生検査の588
：大分県玖珠家保 渡邉直人効率化
血清は保存をマイクロプレートで行い、抗体
検査の材料はマイクロプレートからマルチチャ
ンネルピペットで直接採取した。糞便検査では
現場で の遠心管に入れ持ち帰るよう改め、50ml
ヨーネ菌分離用の懸濁液の調製を行った。糞便

EEM培養ではディープウェルチューブを用い、
培地→ → （遅延二次培養）→ＥＳサルモTT TT
ネラ培地という分離方法を検討。また、遅延二

（ ）次培養の の管底に硫化水素検出培地TT SDM
、 。を添付し 硫化水素産生性の判定可能かも検討

野外材料では新法、従来法ともに２検体でサル
モネラ分離。 添加群では従来法、新法でそ10cfu

17 48 15 48 100cfuれぞれ ／ 検体、 ／ 検体で、

添加群で ／ 検体、 ／ 検体で分離陽33 48 41 48
。 、性 は 添加群で ／ 検体で陽性でSDM SD 58 96
そのうち 検体で分離陽性、 陰性で分離54 SDM

210陽性であったのは２検体あった 野外例では。
検体のうち 陽性４検体中２検体が であSDM SD
った。 陰性で分離陽性はなかった。SDM

Ⅴ－２生理・生化学・薬理・保健衛
生行政・畜産技術・その他

589 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律」完全実施に向けての改善
：石川県南部家保 高山泰、山口徹事例
平成１６年１１月からの法律の完全実施に向
けて、耕畜連携体制を充実させ糞尿の適正処理
・利用についての指導を実施してきた。平成１
４年度末で２３戸の農家に問題が見られたが、
現在、最終的に全農家での対応策が決定した。
今回、施設を改善すると共に、耕種農家と連携
し地産地消のもと経営の存続を図った事例につ
いて報告する。養豚農家（２戸）では処理施設
の不足による悪臭 水質汚濁の発生 酪農家 ３、 、 （
戸）では未熟糞尿散布時の悪臭発生があった。
そこで家保と農改が連携して当該農家の問題点
を抽出し、分担を決め定期的に会合を持ち改善
策を検討した。処理方法としては、敷地・資金
などの面から、養豚農家では踏み込み豚舎方式
とし、酪農家では、縦型コンポと堆肥舎方式の
２方式とした。又資金はリース事業と町からの
補助で対応、堆肥利用については地元農家に還
元する事とした。以上の結果環境問題の改善が
図られた。

多検体処理を目的としたディープウェル法590
：長崎県中央家保 鬼による血清生化学検査法

塚伸幸、井上昭芳
穴ディープウェルプレート( )を用いた迅96 DP

速・低コスト・多検体処理可能な血清生化学検
査法( 法)を肥育牛の血清を用い検討。測定項DP
目は、 、 、アルブミン( )、総コレスAST GGT Alb
テロール( )、無機リン( )。市販の用手法T-Cho iP
キットを用い、 ( 穴)内で反応、吸光度DP 2.2ml/
は、平底マイクロプレート( )に移し、 リMP MP
ーダーで測定。 法の検量線は直線性を有した。DP
法と試験管法の相関は、 で ( <DP AST r=0.93 p
)、 で ( < )、 で0.01,n=16 GGT r=0.97 p 0.01,n=30 Alb
( < ) 、 で ( <r=0.98 p 0.01,n=42 T-Cho r=0.98 p
、 。0.01,n=20 iP r=0.98 p 0.01,n=29) で ( < )と高い相関

試薬費は１検体５項目で 法は 円、試験DP 259
、 。管法は 円 ドライケミストリー法は 円550 820

検査に要する時間は、検体数が増えるほど短縮
され、 検体の場合、ドライケミストリー法の50
約１／２、試験管法の約１／４。吸光度はパソ
コンに出力されるため、その後のデータ処理が
容易。乳用牛・肥育牛群の健康検査など多検体
処理に有用な検査方法と考える。

多検体処理を目的としたディープウェル法591
：長崎県中央家保 鬼による血清生化学検査法

塚伸幸、井上昭芳
穴ディープウェルプレート( )を用いた迅96 DP
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速・低コスト・多検体処理可能な血清生化学検
査法( 法)を肥育牛の血清を用い検討。測定項DP
目は、 、 、アルブミン( )、総コレスAST GGT Alb
テロール( )、無機リン( )。市販の用手法T-Cho iP
キットを用い、 ( 穴)内で反応、吸光度DP 2.2ml/
は、平底マイクロプレート( )に移し、 リMP MP
ーダーで測定。 法の検量線は直線性を有した。DP
法と試験管法の相関は、 で ( <DP AST r=0.93 p
)、 で ( < )、 で0.01,n=16 GGT r=0.97 p 0.01,n=30 Alb
( < ) 、 で ( <r=0.98 p 0.01,n=42 T-Cho r=0.98 p
、 。0.01,n=20 iP r=0.98 p 0.01,n=29) で ( < )と高い相関

試薬費は１検体５項目で 法は 円、試験DP 259
、 。管法は 円 ドライケミストリー法は 円550 820

検査に要する時間は、検体数が増えるほど短縮
され、 検体の場合、ドライケミストリー法の50
約１／２、試験管法の約１／４。吸光度はパソ
コンに出力されるため、その後のデータ処理が
容易。乳用牛・肥育牛群の健康検査など多検体
処理に有用な検査方法と考える。

：鹿592 生化学標準値作成とその活用について
児島中央家保 中西 一誠、大園 正陽
今回新たに中央家畜保健衛生所で標準値を作
成し､これを共通の標準値として各家保が活用で
きるようにするため､ﾌﾟｰﾙ血清を用い試みたので
報告する 材料と方法 臨床上健康と思われる )【 】 1
黒毛和種繁殖牛､ )乳用牛､ )と畜場出荷豚､ )2 3 4
母豚､ )黒毛和種肥育牛の血清を､ )ﾌﾟｰﾙ血清5 6
は､過去の保存血清を用いた｡生化学検査は､湿式
および乾式自動生化学分析装置､ﾋﾞﾀﾐﾝ検査は高

1 E速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰを用いた【成績】 )ﾋﾞﾀﾐﾝ
は、乾草主体給与であれば低く､ｻｲﾚｰｼﾞや青草で
高い傾向 ) ､ ､ﾋﾞﾀﾐﾝ が、泌乳最2 TCHO BUN A,E
盛期で最も高値 ) ､ ､ が高値｡出荷3 GLU CK LDH
前の絶食や輸送ｽﾄﾚｽが原因と考察 )農場採血で4
あるため、と畜場出荷豚と比較して ､ ､GLU CK
は、低い値 )肥育ｽﾃｰｼﾞを進むに従い、ﾋﾞLDH 5

ﾀﾐﾝ は低下｡ )変動係数が 未満のものが多A 6 5%
く検査精度は良好、一部の家保で検査機器の点
検が必要。また、中央家保と各家保での測定値
の誤差も確認。

：福島県いわき家593 動物薬事指導の取り組み
保 藤本尊雄、紺野廣重
近年、消費者の食品の安全に対する関心が大
きく高まってきていることから、動物薬事指導
業務が平成 年 月「福島県食品の安全に係14 11
る基本方針」に基づく「福島県食品安全確保対

5策プログラム」に組み込まれる等強化。最近
年間における動物薬事指導業務の実績をとりま

11 13とめたのでその概要を報告 平成 年度から。
年度までは、立入検査を実施するも不適切な事

14 14例は確認されなかったが 平成 年度以降は、 、
年度が 件中 件、 年度が 件中 件で不34 5 15 37 7
適切事例を確認。主な不適切事例は販売業にお
ける許可証不掲示や販売指定品目以外の販売で
あり、指導を実施した結果、全事例とも是正。

9 3 6平成 年の薬事法改正で許可期間が 年から
年とされ、申請行為等の事務処理を行う期間が
延長し、関係法令を再認識する機会が減少した
ことや販売店担当者の変更等により、関係法令
を遵守する意識が低下した可能性が窺えた。今

後も食の安全性の確保を図るため指導を徹底し
ていきたい。

口蹄疫防疫対策における埋却地の現状と問594
：千葉県中央家保 高橋岩雄、岩渕功題点
平成 年の宮崎県での口蹄疫発生以来、当所12
でも万が一の発生に備えてより具体的な防疫対
策に取り組んできた。 年度には実際のデータ14
を用いた防疫演習を行い、発生現地での最大の
問題点である「埋却地の確保」について、具体
的な調査の必要性を確認。 年度は埋却可能地15
（埋却地）の状況について、場所、面積及び埋
却地への誘導路幅などを、管内の牛及び豚飼養

248 95.6%農家 戸を個別巡回により調査。結果、
の農家が全頭処理できる埋却地を保有していた
が、埋却地なし及び全頭処理不可能 戸、埋却11
地が農場から離れている 戸、小型のバックホ69
（ ） 、ー 級 しか埋却地に搬入できない 戸0.2m3 33
小型バックホーでは掘削及び埋め戻しの台数が
最大で 台必要、などの問題点を確認。これら38
を解決するため、①市町所有の埋却地及びゴミ
処理施設での焼却について調査、②県所有の埋
却地の調査、③バックホー所有業者の連絡先等
の確認、などを進めている。

家畜伝染病の発生を想定した農場及び市町595
：千葉県村における防疫体制実態調査について

北部家保 山本勝重、羽毛田稔
県下一斉の家畜伝染病発生時の埋却地調査を
受けて、当所に於いては併せて農家の自主防疫
体制を把握し、又その実態を市町村にも理解し
てもらうため、合同で埋却に困難を来たすと思
われる管内の大規模畜産農家 戸を対象に戸294
別巡回調査を行った。埋却地については、今回
の調査では農家の所有する埋却可能地にすべて
埋却する計算で行っていることもあり、埋却可
能な農家は予想より多かったが、畜種別に差の
あることが認められた。市町村有地については

21 6埋却可能地があると答えたのは、 市町村中
市町村であった。又農家の家畜伝染病に対する
自主防疫体制は、殆どの農家で動力噴霧器を持
つなど危機意識は有しているが、輸入稲ワラの
使用や家畜防疫互助事業への未加入など、実状

。 、の伴わないものもあった 今後これらを指導し
市町村・農家と一体となり事前対応型防疫体制
の確立に努めたい。

596 家畜保健衛生所における産業動物以外の病
：長野県松本家保 芳川恵性鑑定の現状と課題

一
家畜保健衛生所（家保）の病性鑑定（病鑑）
は監視伝染病や新興再興疾病の診断、人獣共通
感染症の監視を目的とするが、長野県では産業
動物以外の動物についても同様に病鑑を実施。
過去５年間の平均件数は産業動物を含めた全病
鑑件数の９％。内訳は愛玩動物等が80％、動物
展示施設の動物や野生鳥獣等が20％。産業動物
以外の動物に対する病鑑の取り組み体制を検討
するため、産業動物以外で病鑑依頼があった17
施設にアンケートを実施。家保以外の検査機関
へも病鑑依頼する施設は82.4％。家保への病鑑
依頼目的は治療に役立てるが94.1％、死亡原因
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究明が70.6％。人獣共通感染症関係の検査、予
防指導を家保か保健所が行うのが適当はそれぞ
れ70.6％と58.8％。一方でグローバル化に伴い
人獣共通感染症の発生機会は増大、野生動物等
も含めた病鑑の重要性が高まっている。今後、
人獣共通感染症監視のための病鑑業務を強化
、 。し 危機管理体制を充実する必要があると考察

：5 9 7 健康家畜由来細菌の薬剤感受性調査成績
愛知県西三河家保 山田果林
大腸菌（Ec）、腸球菌（En）、サルモネラ（Sa）、カ
ンピロバクター（Ca）を対象菌種とし、各菌種4畜種
（肥育牛、肥育豚、採卵鶏、ブロイラー）×6～9戸×
1検体/戸の、延べ120検体の健康家畜糞便から、1
検体最大2株を分離し、分離株について薬剤感受
性試験を実施した。また、抗菌性物質の投与・給与
状況等を聞き取り、疫学調査も実施した。結果、Ec5
6株、En29株、Sa3株、Ca24株を分離した。薬剤感受
性試験では、各菌種6～12薬剤で二峰性分布を示
し、4菌種ともOTCで最も高い耐性率を示した。畜種
別では、肥育豚とブロイラー由来株の耐性率が高い
傾向にあった。また、近年、家畜衛生・公衆衛生の
両面で問題とされる薬剤耐性菌である、ST DT104
とフルオロキノロン耐性カンピロバクターを確認し
た。現段階では、これら耐性菌の発現と抗菌性物質
の使用歴との間に明確な相関は認められず、関連
は不明である。しかし一方で、抗菌性飼料添加物の
長期間給与による多剤耐性株の出現を示唆するデ
ータも得られた。

：大阪府南部598 家畜防疫地図システムの構築
家保 神原正、入汐渉
監視伝染病等発生時の初動防疫には、迅速に
関連農家の位置情報等を把握する必要がある。
、 、そこで データベースおよび地図ソフトを用い

家畜防疫地図システムを構築。データベースに
は、農家一覧、農家情報および畜舎情報のフォ
ームを作成し、畜舎情報フォームから畜舎の地
図表示、周辺農家を検索。検索条件は 「畜種」、
および「範囲」で行う 「畜種」は「乳用牛 、。 」
牛 偶蹄類 等様々な設定が可能 また 範「 」、「 」 。 、「
囲」には距離を設定し、二つの「範囲」が設定
。 、「 」可能 地図上には選択した農家を中心に 範囲

で設定した半径の円が表示され、データベース
でも、範囲内の農家の戸数、飼養頭数等を確認
できる。市販のソフトを用いたので、システム
の改変が容易であり、飼料、衛生、関係者等の
情報に関する項目を追加することで、防疫のみ
ならず、衛生対策、疫学調査等にも対応できる
よう、機能を拡張することが可能。

599 安全・安心な畜産物の供給へ向けた新たな
：兵庫県姫路家保 永田圭司、丸尾家保の役割

喜之
ＢＳＥの発生や食品の偽装表示、無登録農薬
問題等を契機に食の安全・安心に対する関心が
高い。当所では、新たな試みとして、県産畜産
物を安心して消費できるよう、消費者を対象に
衛生講習会の開催や生産農場等の見学を実施。
平成14年度は 「但馬牛生産現場体験ツアー 、、 」
平成15年度は 「県産卵が食卓に上がるまで見、

学ツアー」を開催。見学ツアーは、参加希望者
が多く、消費者の食の安全・安心に対する関心
が高い。見学後の感想では、生産農場における
安全対策について好意的な意見が多かった。次

、 、回の見学ツアーの参加希望者も多く 消費者は
生産現場の安全対策の情報を望んでいる。安全
・安心な畜産物を供給するには、畜産農家での
安全対策の実施とその対策が消費者に納得され
ることが必要。安全・安心な畜産物の供給に向
け、家保は、情報発信基地となり、畜産農家と
消費者の顔の見える関係作りが必要。

：高知県中央600 耕畜連携に向けての取り組み
家保 米田佐知、村松俊
平成 年に「家畜排せつ物法」が施行されて11
以来、ふん尿処理に関する現状の把握と農家の
意識改革、施設整備の推進に取り組んできた。
高知市周辺では、酪農家 戸梨農家 戸で堆肥1 4
組合を作り、平成 、 年度補助事業で堆肥化12 13
施設を整備した。生産された堆肥は組合員の梨
農家が利用するほか、無償で耕種農家、地域住
民に利用されており、畜産業への理解にも一役
買っている。耕地事務所、農業改良普及センタ
ーとも連携し 「担い手育成基盤整備事業」によ、

。る農地の土壌改良にも利用されるようになった
また、佐川町では、施設整備の必要な酪農家が
複数有り、後継者も確保されていることから、
事業化に向けて検討を重ねてきた。堆肥化施設
は２カ所に建設、平成 年度は 地区で事業15 T
実施の運びとなった。当地区は既に家庭排水浄
化活動、生ゴミの堆肥化などを通じ、地域作り
に取り組んでおり、堆肥センターを中心とした
環境農業の実現をめざし、モデル的な取り組み
が始まった。

安全な県産畜産物生産を目指した動物用医601
：長崎県県北家保薬品適正使用への取り組み

平井良夫、下村辰人
県産畜産物の安全性確保のため生産者、獣医
師、販売業者に、動物用医薬品の適正使用に関

15する法改正の周知及び法の遵守を指導。平成
年６月～８月、管内の酪農・肉用牛肥育及び母
牛 頭以上飼育繁殖・養豚・養鶏農家に現行制30
度の認識度と過去２ヵ月間の薬品使用状況を調
査。制度は ％の農家が認識。使用状況調査で89
は一部で制度に反した使用実態を確認。農家指
導は県下統一様式の適正使用に関するパンフレ
ット及び薬品使用記録簿の配布、法改正点の説
明等を実施。獣医師には文書で制度の遵守と農
家指導を要請し、改正薬事法の説明会を実施。
販売業者には文書で制度の遵守及び販売実績等
の情報提供を要請。不適切な指示書発行状況の
解消、農場の衛生状況を熟知した獣医師の養成
及び制度遵守のさらなる徹底のため、獣医師会
や販売業者と連携し、管内一地区に養豚農家指
定獣医師制度を導入し、今後他地域、他畜種に
普及の予定。適正使用制度遵守指導は今後も継
続。

：長崎602 管内の安全な畜産物供給への取組み
県壱岐家保対馬支所 殿川剛、山口雅之
平成 年 月長崎県における食品の安全・安15 2
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心確保基本指針が策定され、生産から流通段階
における総合的な食品安全対策を推進中。管内
においては、広報・リーフレット等による動物
用医薬品適正使用の指導、肥育牛 農場・採卵2
鶏 農場・肉用鶏 農場での主要食中毒原因菌4 1
（サルモネラ、病原性大腸菌 、カンピロバO157
クター）検査、死亡牛 検査、トレーサビリBSE
ティ、対馬食品安全・安心地方推進本部との連
携を実施。その結果、主要な食中毒原因菌は全
て陰性、死亡牛 検査 頭全て陰性。耳標装BSE 5
着 頭、量販店における表示販売および県1,027
の各出先機関との情報共有化を図る。今回の取
組みから、薬事法の改正等によりこれまで以上
に生産情報の提供が求められ、生産者自身がな
すべきことに対し、一定の理解を得る。食中毒
を引き起こす主要な病原菌は分離されず、管内
の農場は清浄と判明。今後も、安全性指導と清
浄度モニタリングが必要。

：鹿児島603 薬事ワーキングチームの取り組み
県姶良家保 東條悦子、北薩家保 中西あゆみ
近年、畜産農家は生産性の向上や衛生対策を
計るため、飼料添加物や動物用医薬品を使用。
今回薬事ワーキングチームの取り組みとして、
動物用医薬品の適正使用をはかることを目的と
し、要指示医薬品販売を行う動物用医薬品一般
販売業者 カ所のうち つの販売所へ県内六14 6

15 6 21 30家保一斉に立入調査。平成 年 月 ～
日の 日間に取り扱われた指示書内容につい10
て検討。指示書発行獣医師数は 人、平均発24
行枚数は 枚。産業動物に対して発行された25
指示書は 枚、畜種別では豚が最も多く発行604

527 239（ 枚 。医薬品別では抗生物質が多い（）
枚 。また問題点として指示書に未記入の項目）
（ 枚）や、ワクチン以外で複数回反復投与さ54
れているもの（ 枚）や飼養頭数に対して指示98
頭数の多いもの（ 枚）が見られた。今後販売94
業者、獣医師、生産者に対してパンフレットを
作成し、指導・監督・情報交換を行い、関係者
の意識の向上と改革を計りたい。

：愛604 酪農の高水分ふん尿に適した処理方式
媛県宇和島家畜保健衛生所 藤田 純、稲垣
祝
宇和島地域の30頭規模以上の酪農経営の多く
は、①ふん尿分離が出来ておらず、高水分のふ
ん尿混合物を処理している、②処理施設の能力
不足に加えオガクズ等の水分調整資材が不足し
ており、堆肥化ができていない、③十分な圃場
が確保されておらず、過剰施用となっている等
の問題が生じている。このため、家畜保健衛生
所が主体となり、処理方式の検討、先進地視察
を実施した結果、管内の問題を抱えている酪農
経営において、乾燥と発酵を同時に行いつつ、
戻し堆肥を水分調整材として活用する発酵乾燥
ハウスの整備に取り組んだ。これにより、堆肥
の生産量減によるふん尿作業の軽労化（年間堆
肥生産量3,730ｔ→1,930ｔ 、経費の節減（オ）
ガクズ利用量4.9ｔ→2.6ｔ）などの効果が見込
まれ、中規模以上の酪農のふん尿処理に適する
とともに、その他ふん尿混合の固形物処理を行

う養豚などに有効なふん尿処理方式であると考
えられた。

：長崎605 県内養豚場の汚水処理水の水質成績
県中央家保 小林貞仁、井上昭芳
県内では多くの養豚場が汚水処理施設を設置
しているが、その処理水の水質は不明であるた
め、平成 ～ 年の間、養豚場 戸の汚水処13 15 24

（ 、 、 、 、 、 ）理水の水質調査 BOD COD SS TN TP pH
を実施。各検査項目の測定値は、 ： ～BOD 14
、 ： ～ 、 ： ～870ppm COD 18 861ppm SS 14
、 、 、1347ppm TN 7 810mg/l TP 6 126mg/l： ～ ： ～

： ～ 。飼養規模別では各項目とも成績pH 6.4 8.8
に大きな違いはみられなかったが、平成 年と13
年の年別の比較では、各項目の平均値の成績15
に違いがみられ 平成 年調査の水質が良好 平、 （15
均値； ： → 、 ： →BOD 324 54ppm COD 282
、 ： → 、 ： →128ppm SS 438 144ppm TN 494
。水質が向上した要因として、活性汚170mg/l）

泥の指標となる ／ 比が 以下に低BOD COD 1.0
、 、下した施設の増加 簡易曝気式処理施設の減少

容積負荷適正施設の増加が挙げられた。今BOD
、 、後 汚水処理水の水質を維持していくためには
農家自身の定期的な汚水処理施設運転状況の確
認と必要に応じた水質検査が重要。

行政組織が連携した畜産環境保全指導への606
、取り組み :秋田県南部家畜保健衛生所 山口恭代

木村衆
家畜排せつ物法（家排法）は平成 年 月16 11
完全施行され、家保による指導が開始する。し
かし、環境問題が発生した場合、家排法の規制
だけで対応しきれない場面が想定。家保単独の
指導には限界があり、生活環境関連法規に基づ
く指導も必要。平成 年、家保、平鹿地域振興15
局環境指導課、同農林企画課の３者で意見交換
の場を設け、畜産公害発生の問題点を抽出。各
々の業務や係る関係法規の理解を深め、互いの
持つ畜産関係情報を共有するといった協議を重
ねながら、対策について検討。これにより農家
指導に際しての共通認識が生まれ、行政組織の
垣根を越えて素早く情報交換し合い、指導を行
う体制が確立。３者の情報を集めた畜産経営環
境対策パンフレットの共同作成に到る。これら
、 、を活用し 今後の畜産安定的経営に欠かせない

、農家の環境保全に対する意識向上を図ると共に
地域住民から信頼される健全な畜産経営の指導
を目指したい。

：秋田607 管内の家畜排せつ物管理状況と課題
県北部家畜保健衛生所 安田正明、田中 篤
「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進
に関する法律 （以下、法）について施行後、関」
係機関と連携し指導してきた結果、環境保全に
対する農家意識は浸透。法対象農家 戸につ212
いて、巡回指導及び情報収集を実施。管理施設
整備済農家は全体の 。管理施設未整備農家47%
の計画は、各種補助事業申請中 、自己対応43%
、共同管理施設利用 、規模縮小 、対43% 6% 6%
応なし 。整備を進める上での問題点は「自2%
己資金不足」と高齢化や後継者なし等「将来に
不安 。簡易及び安価な管理法について、具体的」
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対応策を指導した結果、既存施設の有効利用が
、シート対応が 増加し、法施行まで整備5% 4%
を完了する農家が 。残り未整備農家に対し96%
ては、今後も安価な改善事例を紹介する等重点

、 。的に指導を行い 法施行までに整備完了を図る

：群608 東部地域の畜産環境対策の現状と課題
馬県東部家保 石井秀和、斎田好之
県・市町村・ＪＡで組織した東部地域畜産推
進協議会を軸に畜産農家に対して家畜排せつ物
法の管理基準について総点検を実施。総農家数
戸中、管理基準適用農家は 戸、そのう439 381
ち重点指導農家 戸に対して個別相談と巡回199

。 ．指導を実施 畜産環境対策上の課題は総じて 1
後継者問題と資金不足 ．施設整備の用地確保2
が困難 ．堆肥の利用先がない ．浄化処理水の3 4
放流先確保が困難。これら課題に対し、補助事
業による施設整備推進と規模算定、簡易低コス
ト施設の紹介。堆肥自給率を勘案した流通の広
域化を推進、畜産・耕種農家を集めた飼料イネ
圃場への堆肥リサイクル実演会実施、地域農業
振興プロジェクトによる先進地視察。農業用水
路への処理水の放流実験・水質検査を実施し、
放流先確保について水利組合へ働きかけた。指
導の結果、現時点で重点指導農家のうち 戸151
（ ％）で施設整備計画を予定。地域全体では76
管理適用農家のうち ％が整備される予定。83.5

総点検における要整備農家の実態と今後の609
：千葉県東部家保 小泉順子、篠原栄里子対応
通称「家畜排せつ物法」が平成 年 月完16 11
全施行されるに先立ち、管内畜産農家の適切な
対応を図ることを目的として、本年 月、糞尿5
処理施設整備状況等の総点検を行った。その結

591果 野積みや素掘りをもつ要整備農家は管内、
戸中 戸であった。要整備農家の状況を分析132
したところ、畜種別では乳牛が 割を、施設保5
持状況では糞及び尿処理施設共になしが 割を3
占めた。野積み・素掘り解消方法では、 割が4
各種事業を、 割が簡易対応を、 割が恒久施設2 2
を希望していた。その他廃業や頭数削減を考え
る農家もみられた。この実態をふまえ、支庁、

、農業改良普及センター及び市町村と連携をとり
事業への誘導や施設・設備の選定等、各農家に

、 。適した指導を行い 要整備農家は 割減少した4
今後は個別指導や講習会等で、簡易対応施設の
紹介や恒久施設の適正規模算出及び機種選定を
行うなど、残りの要整備農家を重点的に指導し
ていきたい。

畜産環境保全指導強化月間の取り組みと成610
：富山県東部家保 堀田和 松村隆治果
「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進
に関する法律 （以下「法 ）が、本年１１月１」 」
日に完全施行される。当所では、野積・素堀等

、「 」 、不適正な処理を無くし 法 を遵守させる為に
平成１５年の春秋年２回「畜産環境保全指導強
化月間」を設け、対象農家全戸（９５戸）を、
当所・農業改良普及センター・市町村等関係機
関が連携、一同に巡回・調査・指導を実施。そ
の結果、処理施設定期点検状況では、点検有が
８１％から８８％に上昇。排せつ物記録簿記入

状況では、記入有が３８％から９９％に上昇。
排せつ物処理状況では、堆肥等搬出先確定農家
が２７％から３７％に上昇、排せつ物不適正処
理農家が２１％から１６％に減少。更に、これ
らの不適正処理農家も今後の対応方針が固まっ
た。今回の成果は、関係機関が連携協力し、一
丸となり、集中的に統一的な指導を重ねた結果
と考えられた。

611 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の
促進に関する法律」完全実施に向けての改善事
：石川県南部家保 高山泰、山口徹例
平成１６年１１月からの法律の完全実施に向
けて、耕畜連携体制を充実させ糞尿の適正処理
・利用についての指導を実施してきた。平成１
４年度末で２３戸の農家に問題が見られたが、
現在、最終的に全農家での対応策が決定した。
今回、施設を改善すると共に、耕種農家と連携
し地産地消のもと経営の存続を図った事例につ
いて報告する。養豚農家（２戸）では処理施設
の不足による悪臭 水質汚濁の発生 酪農家 ３、 、 （
戸）では未熟糞尿散布時の悪臭発生があった。
そこで家保と農改が連携して当該農家の問題点
を抽出し、分担を決め定期的に会合を持ち改善
策を検討した。処理方法としては、敷地・資金
などの面から、養豚農家では踏み込み豚舎方式
とし、酪農家では、縦型コンポと堆肥舎方式の
２方式とした。又資金はリース事業と町からの
補助で対応、堆肥利用については地元農家に還
元する事とした。以上の結果環境問題の改善が
図られた。

：福井県家612 嶺南管内の堆肥処理施設の状況
保 加藤信正、河合隆一郎
『家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促
進に関する法律』による構造設備および施設管
理の基準の遵守が今年 月から適用。管内畜11
産農家の施設の整備状況、管理状況、特殊肥料
の製造・販売の登録状況を調査。同法対象農家
戸のうち 戸に野積み。多くの酪農家は堆肥26 3
施設の能力不足から堆肥化処理が不十分、未熟
のまま草地等に還元。堆肥舎を整備している農
家は、袋詰販売や耕種農家と連携し堆肥の利用
を促進。堆肥製造業者に全量委託農家が 戸。2
広域の堆肥製造施設建設の計画があり畜産農家
は大きな期待。特殊肥料の登録状況は、前述の
業者のみで農家の認識は不足。

613 県東部地域における畜産環境問題の取り組
：静岡県東部家保 杉山典、柴田正志み
県畜産環境保全実態調査を実施したところ、
当所管内で37戸（酪農32、肉牛2、養豚3戸）が
家畜排せつ物処理の施設が未整備であった。酪
農７戸は、補助事業活用を予定しているが、残
り30戸は自己資金対応で、整備計画が具体化し
ていない状態であった。施設整備が進展しない
理由として、1家畜排せつ物法等の理解不足、2
処理すべき排せつ物量や施設規模がわからな
い、3資金不足等があげられた。これら問題に
対して、１ 戸別巡回、講習会等の開催、2 農
家ごとの家畜排せつ物量計算、施設規模の積算
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設計等を示すブルーシートを利用した指導、3
未整備農家がある市町村に対して、整備費用

。 、の一部補助の要請等の対策を講じた その結果
３戸が整備完了、５戸が年度内整備を目標に業
者と打ち合わせを実施し ９戸は市町村補助 １、 （
市２町が実施、１市１町が予算要求）の活用を
、 。前提に 具体的な施設整備の検討段階に至った

614 富士地域における畜産環境問題への取り組
：静岡県東部家保 野町太朗、野秋眞み
富士地域における処理施設整備状況と畜産堆

186肥の流通状況について調査。規制対象農家
戸の整備状況は、 戸が整備済み、 戸につ122 64
いては何らかの対応が必要。要因としては、施
設容量不足、労働力不足による管理の不徹底、
経営難、後継者不在など。
畜産農家の堆きゅう肥の利用・販売状況を調
査。回答 戸の内 戸（複数回答）で自家利67 40
用。 戸が販売・譲渡。販売先は ％が富33 45.4

122士地域内 耕種農家の利用状況調査の結果。 、
戸が回答。畜産堆きゅう肥利用農家は 戸、71

。 、未利用農家は 戸 購入先は富士地域内 戸51 30
地域外 戸。利用しない理由は臭気による苦41

21 11 10情 戸 購入方法不明 戸 労力面の問題、 、
戸、他の肥料利用 戸。畜産環境整備の推進は8
現状施設の効率的活用、労力補完体制の構築等
が必要。
畜産堆肥流通促進は高品質堆肥生産への指
導、労力補完体制の構築、畜産堆肥流通斡旋体
制構築等が必要。

：静岡県西部615 管内畜産環境対策の取り組み
家保 松村知之、望月克浩
家畜ふん尿の処理実態を正確に把握し、効率的

14 7 15 2に対策を実施するため 平成 年 月～ 年、
月、畜産農家 戸について、野積み・素掘り196
の有無、処理施設の有無、処理方法、堆肥の利
用・販売方法及び施設整備の意向等について巡
回調査・指導を実施。調査の結果、 戸中、196
改善が必要な農家は 戸（ ％ 。畜種別で62 31.6 ）

34 59 18 47 7は、酪農 ／ 戸、養豚 ／ 戸、肉牛
／ 戸、肉用鶏 ／ 戸、採卵鶏 ／ 戸。54 2 10 1 26
改善を要する農家 戸の中 戸が「施設整備62 57
の必要あり」と判断。そのうち 戸（ ％）41 71.9

。 、は整備方針を決定済で 戸は未定 指導の結果16
決定した整備方針は国庫補助事業 戸、補助付7
きリース事業 戸で残り 戸は、規模縮小、経7 43
営転換、廃業見込みの 戸を除く 戸が自己資4 39
金で対応予定。これにより調査時整備方針未定
農家の方針も概ね決定。農家の整備に対する意
向は極めて流動的で、濃密な巡回指導が整備の
方向付けには重要。今後も巡回指導を継続実施
し、整備を推進するとともに、整備した施設の

。適正な維持管理についても指導を実施していく

616 西部地域の畜産環境保全の取り組みと環境
：静岡県西部家保 田﨑常義、山岸健対策指導

二
畜産環境改善を目的として平成11年に地域畜
産環境衛生協議会を設立。家保を中心とした指
導体制を作り、畜舎環境やふん尿処理施設設置

・管理状況など畜産環境巡回調査を毎年実施。
設立時、再巡回農家戸数10戸。今年度の再巡回
戸数は3戸に減少。野積み・素掘りの戸数も5戸
から2戸に減少。悪臭対策の一環として、微生
物資材を使った消臭効果について検討。明らか
な効果は無かったが、堆肥の発酵が早まったと
回答。堆肥の流通促進の一環として、養豚農家
を中心に耕種農家向けに堆肥パンフレットを作
成。今年度末には、その他の畜種を含めたパン

。 、フレットを作製予定 畜産農家の女性を対象に
環境関連の法律解説や畜舎美化について講演会
を実施。以上の活動を行ってきた結果、地域の
畜産環境整備が進行し、農家の畜産環境に対す
る意識の向上に繋がる。今後も野積みの完全解
消や環境美化向上のため、指導体制を継続。

家畜排せつ物法の適正管理対応に向けた 具617 「
：愛知県西三河家保加茂支所体的な改善策」

箕浦清二郎、大橋秀一
家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進
に関する法律の施設構造及び管理方法に関する
基準の猶予期限は平成１６年１０月末。愛知県
西三河家保加茂支所（以下、加茂支所）におけ
る、家畜排せつ物適正管理推進体制に基づき、
平成１４及び１５年度に、管理基準外農家に対
し改善指導を実施したので、改善指導状況を報
告する。当加茂支所管内の管理基準外農家に対
する指導方針（ 具体的な改善策」を立入調査「
後早期に提案）により、管理基準外農家すべて
から環境改善計画書の提出が得られた。改善計
画書の傾向として、畜種別管理基準外農家の割
合は乳用牛・肉用牛飼養農家、改善対応方向は
施設整備、資金調達方は自己資金が多かった。
また、改善対応方向として廃業する農家はなか
った。今後は、環境改善計画未実施農家の施設
整備進捗状況のチェックと糞尿処理が管理施設
内において管理できるように技術的・行政的指
導に努めていきたい。

：618 家畜排せつ物法、本格施行まであと１年
愛知県東三河家保 鈴木茂典、岸茂行
平成 年に公布された「家畜排せつ物法」に11
対し、平成 から 年度にかけて管内の対象12 13
農家 戸を巡回し、法律の周知とふん尿処理705
施設の整備状況を調査。全体の約半数が整備不
十分あるいは未整備で、特に乳用牛では 、63%
肉用鶏では を占めた。この結果をもとに平80%
成 年度は未整備農家 戸に立入検査し、管14 157
理基準違反の恐れの高い 戸に指導・助言票103

15 233を交付 年度は施設不十分な農家を中心に。
戸立入検査し、 戸に交付。共同施設をやめる65
等により未整備農家が増え、養牛農家で全交付
数の を占めた。農家からの改善計画報告書83%
では、多くは施設整備を希望していたが、農地

、 、 。の有効活用 簡易対応 廃業予定などもあった
巡回指導により施設整備は徐々に進行してきて
いるが、様々な問題で整備の遅れている農家も
ある。本格施行まで残り 年をきり、市町、県1
農林水産事務所、生産者団体等との連携をより
密にして、期限までに全農家が管理基準をクリ
アできるように指導していきたい。
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低コストな回分式活性汚泥浄化処理施設整619
：京都府中央家保 木下 滋、備支援の取組み

八木 充
【はじめに】｢家畜排せつ物法｣の全面施行を目
前に控え、適切な畜産環境保全対策は経営存続
上の最重要課題。また、今後汚水対策が重要。
今回、畜産技術センター（畜技セ）及び地方振
興局と連携し管内 酪農において低コストな汚A
水浄化処理施設整備を支援した。
【取組内容】 酪農(成牛 頭)が自力施工しA 40
た既存の沈殿槽 基と貯留槽を、それぞれ沈殿2
分離槽、調整槽、曝気・回分槽として活用し、
浄化処理後河川に放流する方向で畜技セが基本
設計。これを基に 酪農が家保の指導のもとにA
希釈水配管等の工事及び機械類の設置を、地元
電器業者が電気配線を、畜技セが各機械・諸機

、 、材の発注と汚泥濃縮槽の製作を行い 試運転後
作動時間を確定し、本稼働に入った 【結果･考。
察】①排水は、水濁法の排水基準のクリアが見
込めた。②設置経費は 万円と、極めて低コ89
ストであった。汚水浄化処理施設整備は、その
コストが隘路となっていることを考えれば、他
農家にも普及できる事例であると考える。

：620 畜産環境アドバイザーとしての取り組み
岡山家畜保健衛生所 藤原裕士
いわゆる「家畜排せつ物法」の定める管理基
準適用が迫る中、施設未設置農家に対しては、
指導や各種補助事業により設置が確実に進んで
いる。一方、施設を有しているにもかかわらず
野積みや汚水の流出等不適切な処理を行ってい
る農家に対しては、施設設置後のサポートすな
わちソフト面での指導が手薄な状態にあった。
当家保ではこの部分に注目し、関係機関と連携
して①微生物資材の利用②堆肥施設のチェック
③副資材の適正量計算④定期的な巡回と分析⑤
耕種農家も対象とした研修会開催による啓発活
動等により、施設の適正な運用方法の指導と生
産堆肥の利用促進を図った。このことにより、
農家自身が畜産環境の重要性を認識し改善意欲
が高まり、徐々にではあるが耕種農家との連携
も生まれてきた。今後指導上の課題として、各
機関の畜産環境アドバイザーが機能できる体制
作りを行う必要がある。

621 家畜排せつ物法の施行に係る指導体制の現
：香川県東部家保 松元良祐、井上英状と課題

幸
家畜排せつ物法の完全施行にあたり、平成15
年5月に管内の規制対象畜産農家214戸のふん尿

。 、 。処理状況を調査 結果 要対策農家は40戸19％
7月から12月に家保、普及センター、市町及び
農協により、定期的に要対策農家の個別指導、

。 。検討会を実施 指導台帳により指導経過を記録
12月までの対策済農家は7戸18％、未実施農家3
3戸82％（補助事業希望が9戸、自己資金予定が
20戸、未定が4戸 。未実施の理由は、施行まで）
に対応予定、経済的投資困難、高齢、後継者な
し、用地等の関係法令を満たせない等。施行ま
でに対策を推進するためには、指導マニュアル

を作成し立入検査の実施、改善されない場合の
指導書の発行、関係機関との連携強化が必要。
今後は、関係法令を管轄する機関による監視指
導部門の設置、畜産施設整備における関係法令
の規制緩和が望まれる。

家畜排せつ物処理に対する家保の指導役割622
中部家保 一丸仁、永渕成樹と成果：佐賀県

平成11年11月「家畜排せつ物の管理の適正化
及び利用促進に関する法律」施行以降、家保は
資源循環型畜産確立事業の支部の中心として指
導を実施。まず、補助事業で整備した既存堆肥
舎14戸の運営状況を調査、飼養頭数に対して適
正堆肥舎規模は2戸、良質堆肥生産は4戸。調査
結果より以下の指導を実施。①巡回指導：法の
趣旨、家畜排せつ物の有用資源としての啓発等
を全戸実施。②堆肥舎建設：14、15年度に34戸
設計指導、うち15戸整備、16戸整備予定。③堆
肥舎運営指導：設計指導後、農家内部で管理者
を選任、水分調整法、一次発酵温度の管理、堆
肥状況判定法等を指導。指導後、良質堆肥が生
産されたため堆肥舎運営現地検討会を開催し、
良質堆肥生産の普及をＰＲ。④戻し堆肥利用農
家指導：19戸の戻し堆肥の腸内細菌、水分を検
査、1戸に発酵処理改善指導。⑤堆肥の流通体制
整備：農業改良普及センター、ＪＡ内部での耕
畜連携を推進。

管内の畜舎汚水処理施設整備への取り組み623
長崎県中央家保 荒木幸二、高本一義事例：
家畜排せつ物法の管理基準適用に向け、管内
１養豚部会の簡易かつ安価な汚水処理施設の整
備への取り組みに対して技術指導を実施。施設
は一部自力施工で県単独事業により設置。処理

（ 、方式は酸化溝型回分式活性汚泥法 ふん尿分離
表面曝気 。曝気槽のＢＯＤ容積負荷は ／） 0.2kg
。設置費及び処理対象頭数（肥育豚換算）はm3
Ａ施設： 千円 頭、Ｂ施設： 千円9,982 750 7,642
頭。処理水のＢＯＤは稼働当初は低値で推500
移したが夏場に にまで上昇。原因の一186ppm
つとして曝気槽内の溶存酸素量の不足(曝気終了
直前 未満)が考えられたため、Ａ施設に0.5ppm
おいては既存ブロワーを活用した散気式曝気を
併行した結果、溶存酸素量は 以上に上昇3ppm
しＢＯＤは にまで改善。施設の１頭当た28ppm
りの設置費は 千円以内に抑制され処理能力も16
排水基準を満たす可能性が示唆されたが、同様
の取り組みには、農家の充分なリスク認識と余
裕のある処理設計が重要であることを再認識。

農場モニタリングシステムの構築･運用－利624
：群馬県利根家保 中曽根圭治、加部根地域－

武ほか
事前対応型家畜防疫、生産衛生指導、家畜排
せつ物法指導等家保業務には、逐次変化する農
場状況を的確・迅速に監視できるシステムが必
要である｡生乳検査成績と牛個体識別情報のデー
タベース（ＤＢ）化により農場モニタリングシ
ステム（乳成分ＤＢ、耳標ＤＢ）を畜産課と協
同して構築・運用した｡これにより、各家保等で
の①県内酪農場の乳成分検索、②県内飼養牛の
移動履歴を含む個体情報検索が可能となった｡利
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根地域においては、関係団体・農場等の連携に
より同システムの機能向上のための取組み、①
毎旬のバルク乳収集システムとＭＵＮ検査、②
牛個体識別業務における農場との連携（農場パ
スワード共有 、③環境巡回指導による環境ＤＢ）
構築を実施している｡同システムの発展と農場等
との連携は、相互効果関係にあるので、平素の
業務において農場等と一層の信頼関係を築き、
農場等の深部まで届く農場モニタリングを目指
したい。

6 2 5 都内畜産農家における臭気発生実態調査
：東京都家保 岸田敬二、鈴木治雄（第2報）

平成13年度、都内畜産農家7戸の畜舎、糞尿
処理施設において悪臭防止法で指定されている
特定悪臭物質のアンモニア、硫化水素、メルカ
プタン類について検知管を用いて臭気発生実態
調査を実施。硫化水素、メルカプタン類は検出
されなかったが、アンモニアは畜舎内外で10pp
、 。m以内 ある鶏糞乾燥施設では76ppm検出された

平成14、15年度は各々アンモニアのみ9戸、7戸
調査したが、13年度と同様の傾向が見られた。
当該調査に対して、アンモニア発生量の多い農
家及び近隣から苦情を寄せられている農家から
は発生量が数値で示されるとの理由で良い評価
を受け、発生量の少ない農家では感心が低かっ
た。当該調査で検知管によるアンモニア測定は
目安として有効。糞尿処理施設内のアンモニア
発生量は鶏>豚>牛の順で違いが見られた。発生
量の多い農家及び近隣から苦情を受けている農
家は測定結果を発生量の低減化に有効利用。今
後も臭気に苦慮している農家を対象に調査を継
続したい。

626 都内で生産されるたい肥等の成分について
：東京都家保 當麻健樹 高橋厚生
肥飼料検査センターで行った肥料取締法に基
づく立入検査と関連機関からの依頼分析の分析
結果について、蓄積したデータから主要成分の
実態を視覚化した資料を作成。平成10年度から

（ 、15年度上半期までに分析したデータ 牛159件
豚40件及び鶏64件）から、都内で生産・流通し

（ ）ている家畜糞たい肥等 動物の排せつ物を含む
、 、 （ ）の窒素 りん酸 加里及び炭素窒素比 C/N比

の各成分（乾物中）について、畜種毎に集計し
て図示。牛は窒素の平均値が2.30％（集計した
試料の範囲は1.03～4.37 、りん酸2.32（0.23）
～7.65 、加里3.87（0.50～8.83 、C/N比16.0） ）
（5.2～34.5 、豚は窒素2.29（1.36～4.17 、） ）
りん酸4.25 1.50～9.16 加里2.62 0.98～4.（ ）、 （
23 C/N比18.7 8.4～27.7 鶏は窒素2.93 1.）、 （ ）、 （
90～4.81 りん酸8.06 4.26～14.34 加里5.）、 （ ）、
16（3.16～8.07 、C/N比9.7（6.4～24.4 。 一） ）
部にばらつきの大きく見られたものもあり、さ
らにデータの収集が必要。

627 当所における家畜衛生相談窓口の概要と対
：長野県松本家保 上條弘美応事例
当所では、15年５月より新たに家畜衛生相談
窓口を開設し、11月末までに143件221項目の相
談等を受け付けた。受付概要は、家保が直接農

場等に出向いた訪問相談が67.8％ 相談者の84.。
6％は生産者であった。相談内容は鳥獣害対策
から排せつ物法関係まで多岐に渡ったが、疾病
対策に係るものが最も多く次いで乳質、飼料及
び畜舎環境関係であった。相談への対応は、他
機関との協力によるものも含め、迅速解決に努
め、一部は施策提案等に反映した。主な対応事
例では、カウコンフォートに関心の深いＭ牧場
においてウォーターカップの徹底清掃により乳
量が増加、飲水対策の重要性が啓発できた。ま
た、暑熱対策で相談のあったＯ牧場では、屋根
への石灰塗布による暑熱ストレス軽減対策に取
り組んだ。窓口は徐々に地域に浸透し、生産者
との連携、反応も良好なことから、今後も窓口
を充実し生産者と密着した家畜衛生行政を推進
したい。

628 プロジェクトチーム結成による課題解決型
：長野県松本家保 小業務推進へのチャレンジ

松浩
効率的に業務を推進し､課題を的確に解決す
るため､広い知識や技術を必要としたり、多く
の人員を必要とする三つの課題についてプロジ
ェクトチーム(チーム)を結成、活用にチャレン
ジ。チームメンバーは家保と関係組織などで構
成。ヨーネ病発生農場清浄化チームは平成14年
度結成、チームを中心に農場の一斉検査などを
効率的に実施、農場での摘発淘汰率が約２倍に
上昇、清浄化が進展。BSE監視検査推進チーム
は15年5月結成、細かな課題にも対応、11月ま
でに24回の会議や研修会を開催､7月から円滑に
検査推進。防疫マップ実用化対策チームは15年
5月に結成、11月までに531カ所の農家等の位置
測定を実施、完成した電子マップを利用し、12
月防疫演習を開催。チームで課題を解決してい
く方法は問題意識の共有や業務効率化の効果が
高いが、今後、担当部署とチームの位置付けや
年度目標の明確化などについて検討していく必
要がある。

：岐阜県西濃家629 農家が望む家畜保健衛生所
保 篠田ダビデ、髙橋 賢
今後の家保の業務を検討するため、管内農家
に対し家保への要望を中心としてアンケート調
査を実施。 の農家から回答を得た。回答の65%
あった農家の が家保を必要と回答。希望す95%
る業務内容（複数回答）は、衛生対策が 件、53
環境対策が 件、予防接種が 件であった。40 37
病性鑑定業務を利用した農家の が役に立つ73%
と感じており、今後も利用したいとする農家は
であった。情報源として の農家が家畜86% 72%
衛生インフォメーションを有用と感じていた。
パソコンの所有率は にとどまった。畜産物42%
の安全・安心のために家保を有用とする農家は
、特に情報の提供と疾病の予防を望んでい77%
た。今回の調査により、農家は家保に対し安全
な畜産物を供給するための支援を望んでいると
思われた。この結果を参考に消費者の求める安
全な畜産物のイメージも把握しつつ、農家・消
費者の両者が納得できる畜産物供給に貢献でき
るように、家保の仕事を進めていきたい。
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630 畜産農家への環境マネジメントシステム I（
：静岡県西部家保 野S O 1 4 0 0 1）の普及・啓発

元孝子、白井健康
環境保全に配慮した畜産経営が求められる中
ISO14001への取り組みが注目を集めている。管
内の取得養鶏場において、取得後の成果を調査
するとともに、管内畜産農家を対象に意識調査
を実施し、普及・啓発の可能性のついて検討。
取得農場ではＰＤＣＡサイクルを運用し、継続
実施してきた結果、農場内の環境改善のみなら
ず、近隣住民との関係維持、トレーサビリティ
の確立、生産コストの低減等成果が得られてい
る。また、意識調査の結果、回答があった35戸
のうち11戸において、経営に取り入れてみたい
という回答が得られ、詳細を知りたいという意
見もあったため、勉強会を実施。勉強会を通し
て、農家の疑問を解消できた。本システムは各
経営体が施設、予算など可能な範囲で取り組む
ことができるため、畜産農家にとっても環境改
善、経営改善に有効なマネジメントシステムで
あると考えられた。家保は情報提供や環境・衛
生面での助言・指導について積極的に参加する
ことが必要である。

631 畜産女性の新家畜衛生対策グループ活動の
：静岡県中部家保 手塚喜代美、高柳弘一試み
長い間、畜産経営や社会活動参加の面で男性
が中心、家事労働等に負われた女性の参加が少
ない現状。静岡県で、平成 年に全国に先駆13
け男女共同参画を推進、あらゆる分野で女性の

。 、参画促進等の取組みを進める 以上の背景から
平成 年に、畜産女性の「力」を発揮する環14
境醸成する集団作りを行なう活動を開始。主な
活動内容は、平成 年は、管内畜産女性を会14
員とする「イキイキ女性の会」を発足、異畜種
間の交流を図る。併せて研修会に参加できない

15女性に情報誌「ピチパチ通信」を発行。平成
年は、会員要望の農場見学会開催、 月には畜10
産物販売店と交流、食品の安全性への理解を深
めた。今後、生産者及び消費者である女性の特
性を生かし、畜産農家間の交流を深める。堆肥
利用者の耕種農家、畜産物販売店及び消費者交
流を深め、安全安心な畜産物の生産に努める。

：静岡632 畜産農家における家畜飲用水の現状
県中部家保 高柳弘一、手塚喜代美
硝酸性窒素（ ）及び亜硝酸性窒素超過はNO3

農村地域の井戸水に集中、農地の過剰施肥や家
畜排せつ物の不適切処理が原因と言われる。ま
た、硝酸塩大量摂取は人及び家畜に影響を及ぼ
すとも言われ、人飲用水の報告はあるが、家畜
飲用水の報告は少なく、基準や影響の不明点が
多い。今回、管内の畜産農家 戸にアンケー172
ト調査を行ない、水質検査したので報告する。
回収は 戸（ ％ 、家畜飲用水は井戸水81 47 ）
及び沢水が ％を占め、 ％が未処理使用。57 87
家畜飲用水検査は ％の農家が未実施。一方79
で、家畜や人の健康への影響を危惧する農家も
非常に多く、検査希望農家は多数確認された。
このため、希望農家の家畜飲用水検査を 検66

体実施。結果は井戸水、沢水で 及び大腸菌NO3

3群検出率が高く、また、過去の調査に比べ NO
は高く、酸性化がみられた。今回の調査で、水
質基準は家畜にも重要問題と認識し、当所も家
畜糞尿処理と合せ家畜飲用水についても調査、
指導をおこなっていく。

:愛知県尾張家保633 養豚農家の水質改善指導
井藤雅子、土屋明彦ほか
当所では毎年、養豚農家の浄化槽処理水の水
質検査、その結果に基づく水質改善を指導。届
出排水量 未満の浄化槽が過半数であるが、５０ｍ３

適切な汚水処理が住宅混在地域では不可欠なこ
とから、当所ではSS200、COD120、BOD160、大

、 。腸菌群数3000個/ml pH5.8～8.6を適用し指導
15年度の浄化槽ごとの基準値達成率は52％で改
善が必要。今までの検査結果をまとめ、成績の
良好なグループ(G)と不良なGに分け、傾向を考
察。余剰汚泥の引抜回数は良好なGで平均11回/
年、不良なGでは平均1.4回/年と大きな差。ま
た、良好なGでの余剰汚泥引抜回数は、配合飼
料給与農家で、平均16回/年、食品残さ給与農
家では平均6.6回/年。後者は余剰汚泥の発生が
少なく、食品残さ給与の環境調和性を確認。ま
た、浄化槽の施設改善及び飼養管理を変えるこ
とによる水質改善を試み、良好な成績が得られ
た。今後も水質向上に向け、飼料内容、畜舎構
造など、個々の農場に合った改善指導が必要と
考える。

地域堆肥センターを中心としたブランド野634
：京都府中丹家保 池田昌弘、森菜の生産振興

下賀之
【はじめに】舞鶴市では地域の堆肥センターで
生産された堆肥をブランド野菜の生産に利用す

、る資源循環型農業を積極的に推進しているので
概要を報告する。
【堆肥生産及び利用】舞鶴市の東部（酪農４戸
：成牛 頭規模 、西部（酪農、養鶏各４戸：160 ）
成牛 頭、採卵鶏 羽規模）の堆肥セン140 11,400
ターで年間約２千ｔの堆肥を生産。堆肥センタ
ー開設当初から関係機関（舞鶴市、京都府）が
連携、堆肥の生産、流通、利用を推進。家保で
は、水分、温度等発酵状態の調査を行い農家へ
良質堆肥生産を指導するとともに、関係者全員
が問題点を共通認識できるよう努めた。堆肥は
主に水稲及び京都府のブランド野菜「万願寺と
うがらし」に施用。市の耕種農家への堆肥散布

、助成や普及センターの堆肥利用技術指導もあり
。「 」堆肥販売出荷量が年々増加 万願寺とうがらし

、は堆肥施用による土づくり効果により品質向上
年々出荷金額が増加し、堆肥に対する農家の評
価はさらに高くなった。

：635 家畜から分離された大腸菌の薬剤感受性
大阪府南部家保 津山栄一
大阪府内の家畜由来大腸菌の薬剤感受性試験
を実施。府内の畜産農家 戸（肥育牛、肥育24
豚、採卵鶏各 戸）の健康畜糞便より分離した8
大腸菌 株について、平板希釈法により薬剤47

、 （ ）感受性試験を実施し 最小発育阻止濃度 MIC
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を測定。耐性限界値は、供試菌株の 分布MIC
が二峰性を示した場合のみ、感受性菌と耐性菌

16 12のピークの中間値として設定 供試 剤中。 、
剤で二峰性の 分布を認め、耐性率は、ジMIC
ヒドロストレプトマイシン（ 、オキシテ48.9%）
トラサイクリン（ 、トリメトプリム48.9%）
（ 、アンピシリン（ 、カナマイ29.8% 25.5%） ）
（ ）、 （ ）、シン クロラムフェニコール21.3% 19.1%
ナリジクス酸（ 、エンロフロキサシン10.6%）
（ 、ゲンタマイシン（ 、セファゾ10.6% 6.4%） ）
リン（ 、セフチオフル（ 、ビコザマ2.1% 2.1%） ）
イシン（ ）の順となり、耐性パターンは全2.1%
国調査の結果と同じ傾向。畜種別では豚および
採卵鶏由来大腸菌の薬剤耐性率が全国のものよ
り高く、肥育牛は低かった。

：636 病性鑑定データベースの作成とその運用
兵庫県和田山家保 亀山衛、浦本京也
病性鑑定記録を電子化し、検査データ、検査
材料を一元管理。病鑑業務中にデータ入力を完
了させ入力作業を軽減、職員全員が使用可能を
目標。市販ソフト を用い、キFileMakerPro5
ーコード（年度 受付番号）により稟告情報フ+
ァイルの下に、各検査成績ファイル、画像ファ
イルを関連づけ。回答書作成、他機関への検査
依頼文作成、月報作成の付加機能により、デー
タベース（以下 ）中心に通常業務が行えるDB
環境を設定。全職員が入力・閲覧可能な環境、
農家 との連結により、検査業務と指導業務DB
の連携を強化。 の画像管理により臨床獣医DB
師、農家へ疾病の説明が容易。 牛は個体識別
番号の検索により過去の病性鑑定記録を個体毎
に把握可能。今後、県内全病性鑑定施設のデー
タを一元管理・共有化し、肉用牛では繁殖農場
～肥育農場に至る一連の病性鑑定記録を把握
し、伝染性疾病等の遡り調査や不明疾病発生時
の疫学的解析に、本 は大きな威力を発揮すDB
ると期待。

637 東宇和地域を中心とした堆肥流通利用の取
愛媛県八幡浜家畜保健衛生り組み（第１報 ：）

所岡幸宏、檜垣一成
畜産主産地の東宇和地域では、家畜排泄物法
の完全施行を前に、大小様々な堆肥化処理施設
の整備が進んでいる。一方、耕種サイドの堆肥
の流通や効果的な利用は農業情勢が厳しいこと
もあり、あまり進んでいない。そこで、あらゆ
る角度から地域内外での堆肥利用を促進させる
ため、当所が中心となり関係機関を召集し、定
期的な検討会の開催、指導を実施している。現
在、検討会では、堆肥流通が堆肥センターを中
心に進展していくことを念頭に、堆肥センター
で分析可能な分析機器を整備する等堆肥品質管
理面を向上させるとともに、西宇和地域柑橘農
家及び宇和町水稲農家への広域流通化の具体的
検討を行っている。将来的には、現在進行して
いる堆肥散布に影響の大きい農作物作付面積減
少を解消するため、農業者の育成・高齢化に対
する作業受託が可能な第3セクター等の設置や
農産物価格向上を目指した消費者へのアピール
、 。強化等 構造や方法の大きな転換が必要である

病性鑑定業務における効率的データベース638
化への検討とネットワーク導入に伴う情報の共
：長崎県中央家保 山本賢一、鬼塚伸幸、有化

井上昭芳
病性鑑定において、正確な情報把握と情報の
記録、整理、有効活用は、重要な作業である。
現状では電子化情報が普及している一方、活用
が不十分で、アンケート結果から、全国的にも
有効な情報管理はされていない。庁内ネットワ
ーク完全整備に伴い、問題点を改善し、システ
ムの再構築を実施。これまで分散、事例完結型
のデータ類を統合し、アプリケーションソフト
( )を用いデータベース化。病性鑑定依頼Access
から回答の基本様式は記入の簡素化を中心に変
更し、飼養者基本情報と共にデータベースへ組
み込んだ。画像情報については軽量化した閲覧
用ファイルを作成し統合。さらに、ネットワー
クプレイスを構築し、統合情報を共有。データ

、 、の関連性が明確になり 効率的に多角的な分析
検索が可能となった。特に端的な視覚情報の統
合化は病理検索に有効。情報の共有化、電子化
により入力作業は省力化し、共有者全体の共通
した情報になり、活用範囲が広がった。

639 緯度・経度を利用した農場間距離測定システ
：大分県玖珠家保 長岡健朗ム
マイクロソフト・エクセルを用いて、防疫エリ
ア内の農場数や、家畜飼養頭数を迅速に把握する

地図で作製した防疫マシステムを作成。1:25,000
ップ上の農場とアンカーポイント（緯度・経度
が分かっている基準点）との東西方向および南
北方向の距離を計測、各農場の位置を緯度・経

。 （ ）度と変換して記録 一定距離以内 防疫ライン
の農場を選別する際は、緯度・経度の差を距離
に換算。発生農場との距離を平均二乗平方根に
より算出。緯度・経度をと距離の変換は、地球

緯度を周囲 ｋｍの完全な球体と見なし、40,000
1°＝40,000ｋｍ/360°ｋｍ、緯度θ°における経
度1°＝40,000ｋｍ/360°×cosθｋｍとして行っ
。各農場に対し、飼養頭数のデータも添付。た

。防疫ライン内の家畜飼養頭数を容易に把握可能
伝染病発生時の、移動制限、殺処分、ワクチン
接種等の対応時に、有用なデータが迅速に得ら
れるものと期待。


